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文化観光国際部政策監 伊 達 良 弘 君

産業労働部政策監 宮 地 智 弘 君

選挙管理委員会委員長 葺 本 昭 晴 君

代表 監査委 員 下 田 芳 之 君

人事委員会委員長 水 上 正 博 君

公安委員会委員 瀬 戸 牧 子 君

警 察 本 部 長 中 山  仁 君

監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任) 田 中 紀久美 君

教 育 次 長 狩 野 博 臣 君

財 政 課 長 苑 田 弘 継 君

秘 書 課 長 黒 島   航 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 川 本 浩 二 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開会 ―

〇議長（徳永達也君） おはようございます。

ただいまから、令和5年11月定例会を開会い
たします。

これより、本日の会議を開きます。

まず、会期の決定をいたします。

本定例会の会期は、本日より12月20日までの
24日間とすることにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（徳永達也君） ご異議なしと認めます。

よって、会期は、24日間と決定されました。

次に、会議録署名議員の指名をいたします。

本定例会の会議録署名議員につきましては、

大久保堅太議員及びまきやま大和議員を指名い

たします。

この際、ご報告いたします。

先般、全国都道府県議会議長会より、次の各

議員が、永年勤続功労者として表彰されました

ので、ご報告申し上げます。

議員在職10年以上 ごうまなみ議員、同じく、
在職10年以上 松本洋介議員、以上でございま

す。

心からお祝い申し上げます。

誠におめでとうございます。（拍手）

次に、知事より、知事専決事項報告書等が、

さきに配付いたしましたとおり提出されており

ますので、ご報告いたします。

次に、予算決算委員会に付託いたしておりま

した認定第1号「令和4年度長崎県一般会計決算
及び各特別会計決算の認定について」、認定第

2号「令和4年度長崎県交通事業会計決算の認定
について」、認定第3号「令和4年度長崎県流域
下水道事業会計決算の認定について」は、既に

審査を終了されておりますので、この際、委員

長の報告を求めることにいたします。

吉村委員長－29番。
〇予算決算委員長（吉村 洋君）（拍手）〔登

壇〕 おはようございます。

予算決算委員会の審査結果について、ご報告

いたします。

令和5年9月定例会において、本委員会に付託
されました、認定第1号「令和4年度長崎県一般
会計決算及び各特別会計決算の認定について」

外2件の議案について、去る10月16日から10月
24日までの期間中、5日間にわたり審査を行い
ました。
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審査の結果、認定第1号及び認定第3号につき
ましては、起立採決の結果、認定すべきものと

決定されました。

また、認定第2号につきましては、異議なく、
認定すべきものと決定されました。

決算審査に当たっては、予算が議決の趣旨及

び目的に沿って適正かつ効率的に執行されたか、

また、事業の実施効果が十分であったかを検証

するとともに、今後の財政運営及び事業の実施

に当たって改善すべき事項に着目し、監査委員

の監査結果及び決算関係資料を基に、理事者か

らの説明を受け、慎重に審査を実施いたしまし

た。

まず、決算の状況でありますが、令和4年度
の一般会計決算額は、歳入が約8,375億8,000万
円、歳出が約8,228億1,000万円で、差引収支で
は、約147億7,000万円の剰余金が生じており、
翌年度へ繰り越すべき財源、約134億7,000万円
を控除した実質収支は、約13億円の黒字となっ
ております。

なお、一般会計における歳入決算額及び歳出

決算額は、前年度に比べ、それぞれ2.8％、1.8％
の減となっております。

次に、本県の財政状況でありますが、本県は、

県税などの自主財源に乏しく、歳入の多くを地

方交付税や国庫支出金に依存せざるを得ない財

政構造となっており、県では、令和3年度を初
年度とする「長崎県行財政運営プラン2025」を
策定し、さらなる経費節減と効率的な事業執行

に努め、財政健全化に取り組んでいるところで

あります。

そのような中、令和4年度一般会計決算では、
県税収入の増加や国の財政措置等により、財源

調整のための基金を取り崩すことなく、黒字決

算となっており、また、さきに公表されました

中期財政見通しにおいては、令和6年度までの
間は、財源不足は発生せず、基金を取り崩さな

いことが見込まれております。

しかしながら、長期化するエネルギー・食料

品価格等の物価高騰に係る本県財政への影響は

不透明であること、また、社会保障関係経費の

増加に加え、令和7年度以降は、実質的な公債
費の増加もあり、再び、財源不足に陥ることが

見込まれるなど、厳しい財政状況が続くことか

ら、引き続き、効率的な事業の執行、事業の重

点化及び徹底した経費の節減に取り組んでいく

必要があります。

このような情勢を踏まえ、本委員会における

主な論議のうち、特に重要な指摘事項について、

ご報告いたします。

まず、収入未済の縮減についてであります。

一般会計及び特別会計を合わせた収入未済の

総額は、約26億3,500万円と、前年度と比較し
て約3,500万円減少しておりますが、いまだ多額
の債権が回収されていない状況にあります。

この債権のうち、県税については、長崎県地

方税回収機構の活用による市町との連携・協働

等により、回収に努めておりますが、前年度と

比較して、約3,500万円増加し、県税の収入未済
の残高は、約11億5,200円と、収入未済額全体
の約44％を占めており、一層の縮減に努めるよ
うに、との指摘がありました。

また、税外の未収金につきましては、前年度

と比較して、約7,000万円減少しておりますが、
関係部局で構成する「未収金対策検討会議」に

おいて、現状分析や課題整理、情報共有等を行

うとともに、債権管理室と関係部局が連携し、

債務者の個々の状況に配慮した、きめ細かい対

応を行うことにより、一層の縮減に努めるよう

に、との指摘がありました。
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次に、予算繰越の縮減についてであります。

令和4年度の繰越額は約838億3,000万円と、
前年度と比較して約141億9,000万円減少して
おりますが、新型コロナウイルス感染症拡大に

伴う繰越の影響もあり、高い水準となっており

ます。

繰越発生の主な理由は、「国の計画決定が遅

れたもの」、「地元との調整等に不測の日時を

要したもの」であり、県では、本庁及び地方機

関に繰越縮減のための推進員を配置するととも

に、ゼロ県債などの活用により早期の事業執行

に取り組んでいるところでありますが、繰越が

常態化することがないよう、より一層、計画的・

効率的な事業執行を行い、繰越の縮減に努める

ように、との指摘がありました。

次に、未利用地の有効活用についてでありま

す。

未利用地につきましては、部局横断的組織で

ある「県有財産管理運用本部会議」において、

有効活用策や処分方針等を決定しているところ

でありますが、引き続き、市町等とも連携のう

え、有効活用の促進を図るように、との指摘が

ありました。

また、売却可能な未利用地については、イン

ターネットを利用した入札など、多様な手法を

取り入れるとともに、県ホームページや広報誌、

新聞広告における情報発信等により、売却を進

めており、令和4年度の売却実績は、5件、約5
億6,000万円でありますが、未利用地の民間活用
は、税収増にもつながることから、さらなる収

支改善を図るため、積極的な売却に努めるよう

に、との指摘がありました。

次に、内部統制についてであります。

内部統制制度につきましては、行政が事務上

のリスクを評価・コントロールし、適正な執行

を確保する体制を整備・運用するものでありま

す。

令和4年度は、前年度に引き続き、重大な不
備に係る事案は生じておりませんが、不備が複

数年、発生している部局もあり、内部統制の意

義・目的について、職員の理解のさらなる向上

に取り組み、改善に努めるように、との指摘が

ありました。

以上、今回指摘を行いましたそれぞれの事項

については、知事をはじめ、理事者において、

格段の努力と改善を図るよう、強く求めるもの

であります。

以上をもちまして、令和4年度決算審査にお
ける予算決算委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、よろ

しくお願いいたします。（拍手）

〇議長（徳永達也君） これより、認定第1号に
ついて、質疑・討論に入ります。

堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）〔登壇〕 日本共産党

の堀江ひとみです。

ただいま議題となりました認定第1号「令和4
年度長崎県一般会計決算及び各特別会計決算の

認定について」は、以下の理由で、認定できな

いことを申し上げます。

1、長崎新幹線事業関連49億8,700万円。
長崎新幹線は、昨年9月に開業しました。事

業は終わりではありません。

今年2月の観光生活建設委員会では、「開業
後におきましても、環境対策だったり、原形復

旧、安全対策とかの工事が続きます」と担当課

は答弁しています。

大村市にお住まいの方から、次のような訴え

が寄せられました。

私の自宅は、新幹線車両基地の擁壁と住居の
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距離が10メートルもない場所に存在します。車
両基地ができるまでは、田んぼや畑で多良岳の

四季折々の景観を眺め、山からの朝日もきれい

で、心癒される日々の生活で、静かで、のどか

な住宅地でした。

新幹線工事に伴う事前説明など、一切なく、

工事が突然始まりました。工事中も騒音、粉じ

ん、振動等に悩まされる日々が何年も続き、心

療内科に通院しなくてはならないほど精神的苦

痛は甚大なものでした。

新幹線が開通し、環境はさらに悪化しました。

まるで刑務所の塀に囲まれたような環境の中で、

精神科の医師からは、移転して、静かなところ

で療養する以外にないと診断されました。自宅

を売りに出していますが、簡単にいきません。

祝賀ムード一色の長崎新幹線開業1年の中で、
マイホームに住むことができない県民がいるの

です。

このような県民を犠牲にして、進められてい

る長崎新幹線事業は、武雄温泉～新鳥栖間のフ

ル規格化は、合意の見通しも、実現の見通しも

ありません。問われているのは、見通しのない

まま工事を強行し、進めようとしている長崎県

の姿勢です。

2、石木ダム事業関連8億8,900万円。
予算決算委員会総括質疑の中で、総事業費

285億円に対する執行済額は197億円、69％の執
行率と明らかになりました。石木ダム事業の問

題はないか。住民の合意が得られないまま事業

が進められていることです。

2010年、今から13年前、長崎県は付替え県道
工事開始日を通知するという地元との約束を破

って工事を始めました。その3日後、反対住民
の工事阻止行動が始まり、今も続いています。

反対住民の行動を「妨害活動」と答弁すること

は許されません。約束を守らなかったのは、長

崎県ではないですか。

大石知事、この冷え込む朝、知事の親世代の

方々が、体にむち打ち、工事現場に座り込まな

ければならないことに心を寄せてください。地

元住民の合意がないままの石木ダム事業推進は

認められません。

そのほか、特定複合観光施設（ＩＲ）推進事

業1億1,700万円などです。
長崎県民の所得は低く、歳入に占める県民一

人当たりの県税は、全国で46番目です。新幹線
や石木ダムより、暮らしと福祉の充実を求めま

す。

子ども医療費は、就学前、高校生世代に加え

小学生、中学生世代も県の補助対象とすること。

県内、どこに住んでも確保される地域交通体系

のさらなる充実を、来年度の予算編成に求め、

認定反対討論といたします。

〇議長（徳永達也君） 中村俊介議員―10番。
〇１０番（中村俊介君）（拍手）〔登壇〕 自由

民主党の中村俊介でございます。

会派を代表いたしまして、認定第1号「令和4
年度長崎県一般会計決算及び各特別会計決算の

認定について」、賛成の立場で意見を申し述べ、

議員の皆様のご賛同を得たいと存じます。

令和4年度決算については、各分科会で慎重
に審査された結果、いずれも、原案のとおり認

定すべきものと決定し、10月24日に分科会長報
告がなされ、本日、委員長報告が行われたとこ

ろであります。

まず、前回審査である令和3年度予算決算委
員会決算審査報告書における4つの指摘事項へ
の県の対応でありますが、1点目の収入未済の
縮減については、前年度と比較して約3,500万円
縮減しております。そのうち、収入未済額の中
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で多くを占める県税では、長崎県地方税回収機

構の活用や、県と市町の連携、協働した取組に

より、令和4年度の徴収率は過去最高の99.1％を
維持しております。

また、県税以外についても、債権管理室を中

心に、債権の現況等を踏まえながら、適切な債

権管理が図られ、収入未済額は約7,000万円縮減
しております。

2点目の予算繰越の縮減について、令和4年度
の一般会計における繰越額は約835億円となっ
ておりますが、令和3年度と比較をして、約140
億円の縮減をされております。

県としては、事業効果の早期発現のため、今

後も、計画的、効率的な事業執行を行い、予算

繰越の一層の縮減に努めていくこととされてお

ります。

3点目の未利用地の有効活用については、県
有財産管理運用本部会議において、有効活用策

や処分方針等の決定を行うとともに、売却可能

な未利用地について、県ホームページや新聞広

告等を活用した情報発信に取り組むなど、積極

的な対策を進められているところであります。

4点目の内部統制については、全職員を対象
とした研修を実施し、制度の趣旨や他県等の事

例、不備を防ぐ対応策などについて、職員の理

解を深めることなどに取り組まれたほか、今後

に向けては、運用面での改善に努めるなど、制

度を形骸化させることなく、実効性を高めてい

くこととされております。

以上のように、いずれの指摘に対しても、是

正及び改善に取り組まれ、一定評価できるもの

でありますが、この4つの項目は、例年同様に
指摘がなされていることから、今後も継続的な

対応を求めます。

次に、令和4年度の実施事業については、新

型コロナウイルス感染症や物価高騰対策をはじ

め、防災・減災、国土強靱化に係る社会資本整

備に重点的に取り組むとともに、子育て施策を

はじめ、総合計画に基づく各種施策を着実に推

進されております。

今後とも、物価高騰などの社会経済情勢を注

視しながら、施策の一層の強化に努めることが

重要であると考えます。

また、本県財政は、直近の中期財政見通しに

よりますと、今後も、公債費や社会保障関係費

の増加が見込まれるなど、厳しさを増していく

状況にあることから、引き続き、着実な収支改

善に取り組むとともに、事業の一層の重点化を

図るなど、健全な財政運営に努めていくことと

されております。

県におかれては、県民の皆様のご意見をしっ

かり伺いつつ、市町の関係団体、民間企業等と、

これまで以上に連携を図りながら、大石知事が

掲げる「新しい長崎県づくり」の実現に向けて、

総力を挙げて、取り組まれることを強く望むも

のでございます。

以上、賛成意見を申し述べ、議員各位のご賛

同を賜りますよう、お願いをいたしまして、賛

成の討論とさせていただきます。（拍手）

〇議長（徳永達也君） 質疑・討論をとどめて、

採決いたします。

認定第1号は、委員長報告のとおり決するこ
との賛否について、表決ボタンをお押し願いま

す。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、認定第1号は、委員長報告のとおり
認定されました。

お諮りいたします。
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認定第2号及び認定第3号は、質疑・討論を省
略し、直ちに採決することにご異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（徳永達也君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

まず、認定第3号は、委員長報告のとおり決
することの賛否について、表決ボタンをお押し

願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、認定第3号は、委員長報告のとおり
認定されました。

次に、認定第2号は、委員長報告のとおり決
することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（徳永達也君） ご異議なしと認めます。

よって、認定第2号は、委員長報告のとおり
認定されました。

次に、知事より、第76号議案乃至第109号議
案の送付がありましたので、これを一括上程い

たします。

ただいま上程いたしました議案について、知

事の説明を求めます－知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 本日、ここに、

令和5年11月定例県議会を招集いたしましたと
ころ、議員の皆様には、ご健勝にてご出席を賜

り、厚く御礼を申し上げます。

説明に入ります前に、衆議院議員にご当選さ

れました金子容三議員に対し、心からお慶びを

申し上げますとともに、今後とも、国政の場に

おいて一層のご活躍をいただき、本県の発展の

ためにお力添えを賜りますよう、お願い申し上

げます。

それでは、開会に当たり、当面する諸課題に

ついて所信を申し述べますとともに、前定例会

以降、今日までの県政の重要事項について、ご

報告を申し上げたいと存じます。

（令和6年度における長崎県の主要施策（素
案））

令和6年度については、県民の皆様と「新し
い長崎県づくり」を推進していくためのビジョ

ン及び「長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ

2025」に基づき、本県が直面する様々な課題の
解決に力を注いでまいりたいと考えております。

このうち、ビジョンについては、県議会や市

町、有識者による懇話会のご意見等をお聞きし

ながら、検討を進めてきたところであり、「未

来大国」のコンセプトのもと、重点的に取り組

む分野ごとに、概ね10年後のありたい姿と、そ
の実現に向けた施策の方向性のほか、施策を貫

く共通の視点などを盛り込むこととしておりま

す。

ビジョンにおいては、様々な変化が激しい時

代の潮流の中、本県が、将来にわたり「未来大

国」として、県民の皆様から誇りや未来への期

待感を持たれ、国内のみならず世界に存在感を

示している、選ばれる「新しい長崎県」を目指

してまいりたいと考えております。

そのため、令和6年度においては、ビジョン
実現に向けた部局横断・融合的な取組を強力に

推進するとともに、様々な立場の方々に共感を

いただきながら、県政にも積極的にご参画して

いただいたうえで、各分野の施策の有機的な連

携を図り、相乗効果を発揮させてまいりたいと

考えております。

また、事業の選択と集中をさらに進め、限ら

れた人材や財源を重点的に投入し、本県の総力

を挙げて、全力で取り組んでまいります。
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それでは、こうした基本的な考え方に基づき、

令和6年度における長崎県の主要施策の素案に
掲載した主な施策についてご説明いたします。

1 ビジョン実現に向けた重点施策

令和6年度においては、ビジョンに掲げる10
年後のありたい姿の実現に向けた重点的取組の

旗印として、まず「こども」「交流」「イノベ

ーション」「食」の分野において、従来の事業

の枠を超えて複数の部局が連携・融合して1つ
の事業を構築し、市町や民間等と一緒になって

ありたい姿の実現に取り組む、新たな施策展開

を図ってまいります。

「こども」分野については、子どもたちがあ

ったらいいなと思う、子どもが主役の居場所づ

くりの実現に向けて、令和6年度において、地
域や関係団体など多様な主体が連携し、分野横

断的に取り組むための推進体制を構築してまい

ります。

「交流」分野については、本県がアニメや小

説、お酒や釣りなど、様々な分野における「聖

地」として国内外から多くの観光客に訪れてい

ただくことを目指し、令和6年度において、多
様な分野におけるマニア向けの情報発信や受入

環境の整備を関係部局が一体となって取り組む

体制を構築してまいります。

「イノベーション」分野については、本県が

全国を代表するドローン活用の先進地となるこ

とを目指し、令和6年度は、各産業におけるド
ローン活用フィールドの創出とオペレーターの

育成を図るためのプラットフォームの設立等に

力を注いでまいります。

「食」の分野においては、県内外の方々の長

崎の食への期待値や満足感の向上につなげてい

くため、令和6年度は、市町や民間団体等と連
携して、長崎のおいしい食を買える・味わえる

場所の創出に力を注いでまいります。

これらの事業に先行して取り組み、検証を行

いながら、事業を進化させるとともに、今後、

連携する分野のさらなる拡大にもつなげてまい

りたいと考えております。

また、「新しい長崎県づくり」を推進してい

くためには、ビジョン実現に向けた各分野の施

策を共通の視点で下支えする取組が重要である

と認識しております。

そのため、今年度設置した秘書・広報戦略部

を中心として、本県の総体的なイメージ向上に

つながるブランディングについて検討を進める

ほか、一層の戦略的な情報発信に取り組んでま

いります。

さらに、ビジョン実現のためには、市町との

連携が必要不可欠であることから、市町におけ

るビジョン実現に資する取組を支援する制度を

創設してまいりたいと考えております。

2 総合計画の推進に向けたその他の主要施

策

ビジョン実現のための施策とともに、県勢の

さらなる発展を図るため、総合計画の推進に向

けた施策を積極的に推進してまいります。

～地域で活躍する人材を育て、未来を切り拓

く～

人口減少・少子高齢化が進行する中、本県の

基軸と位置付けるこども施策のさらなる推進に

加え、移住施策の推進や関係人口の増加、若者

の県内定着等に力を注ぎ、地域で活躍する人材

や、ふるさとを愛し、次代を担う若者など、多

様な人材を育成し、本県の未来を切り拓いてい

く必要があると考えております。

そのため、質の高い幼児教育・保育の確保に

向けて保育士の処遇改善等を支援するほか、夫

婦が相互に協力して子育てを行う「共育て」の
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機運醸成など、子育て環境の整備に力を注いで

まいります。

併せて、交流人口の拡大を通じた地域の活性

化を図るため、県内各地で若い世代を中心とし

た「めぐりあい」のイベントを実施するととも

に、国内外のノマドワーカーが集まる場所とし

て本県が選ばれるよう、ワーケーション誘致の

さらなる強化に取り組んでまいります。

また、農林水産業や医療・介護をはじめ各分

野の新規就業者対策を推進するほか、インター

ンシップ等による外国人材の受入れ・定着に対

する支援や教員のなり手不足解消に向けた取組

の強化などにより、地域で活躍する人材の育

成・確保を進めてまいります。

さらに、特別支援学校における医療的ケア児

の通学支援をはじめ、児童発達支援センターの

機能強化など、子どもたちの状態に応じたきめ

細やかな支援を実施するほか、令和7年度に予
定している遠隔教育センター開設に向けた準備

や離島留学制度の改善等に力を注いでまいりた

いと考えております。

このほか、長崎健康革命プロジェクトの充

実・強化を図るとともに、誰もが地域社会で役

割を持ち、活躍できる共生社会を目指して、広

報啓発や人材育成などの各種取組のほか、さら

なる人権教育や啓発推進に取り組んでまいりま

す。

～力強い産業を育て、魅力ある仕事を生み出

す～

近年、本県においては、半導体関連産業の工

場立地や設備の増強に加え、情報関連企業の立

地が進むなど、新たな動きも見られることから、

こうした流れをさらに発展させ、新しい時代に

対応した産業構造の転換につなげていくほか、

交流人口の拡大やアジアをはじめとするインバ

ウンド対策、農林水産業のさらなる活性化を推

進してまいりたいと考えております。

そのため、上場企業の創出に向けて意欲ある

企業のチャレンジを支援するほか、事業承継を

契機とした新たな事業の創出や業態転換等に挑

戦する取組を支援してまいります。

また、県内製造業の脱炭素化の取組を促進し

競争力の強化を図るとともに、脱炭素社会の実

現に向けて成長が見込まれる洋上風力発電分野

への新規参入や受注獲得への支援を行うなど、

新たな産業の育成・発展に力を注いでまいりま

す。

さらに、本県の地域資源を生かした観光客の

誘致促進を図り、交流人口を拡大するとともに、

海外の活力を積極的に取り込むため、インバウ

ンド受入環境の充実・強化を図ってまいります。

このほか、農林水産業について、スマート技

術の活用や民間の発想等も取り入れながら、生

産性の向上や課題解決につなげていくほか、地

域産品づくりや地産地消の推進による県産農産

物の利用促進や藻場回復・水産資源管理のため

の活動等を推進してまいります。

～夢や希望のあるまち、持続可能な地域を創

る～

新幹線開業やＩＲの誘致、スタジアムシティ

プロジェクトなど「まち」の佇まいの大きな変

化を地域の活性化に確実に結びつけるとともに、

地域の様々な特徴・資源を活かして、県民の皆

様が将来への夢や希望を持てるまちづくりに取

り組むほか、快適で安全・安心な暮らしの実現

に向けた社会基盤の整備を促進してまいりたい

と考えております。

そのため、西九州新幹線の開業効果の継続・

波及に取り組むほか、メタバースを活用した情

報発信等の強化や「2024年問題」等の課題に直
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面する地域公共交通の維持・確保等による持続

可能な地域づくりに積極的に取り組んでまいり

ます。

また、交流人口の拡大や産業振興を支える交

通ネットワークの整備促進を図るほか、本県と

海外友好都市との交流を通じた本県の認知度向

上に努めてまいります。

さらに、関係団体や市町等と連携し、「日本

スポーツマスターズ2024長崎大会」や「ながさ
きピース文化祭2025」の開催に向けた準備など、
スポーツや文化芸術を通じた交流拡大に取り組

むとともに、核兵器廃絶の実現に向けた取組に

力を注いでまいります。

このほか、県民の安全・安心な暮らしの実現

のため、市町と連携した、急な病気などの際に

病院受診等を電話で相談できる救急安心センタ

ー（♯7119）の導入やドクターヘリの運用拡大
に取り組むほか、脱炭素社会の実現に向けた対

策、頻発化・激甚化する自然災害に対処するた

め、道路・河川・港湾等の防災・減災対策の充

実・強化を図ってまいります。

（「核兵器のない世界」に向けた国際賢人会

議の長崎開催）

去る10月26日、世界各国の有識者等で構成さ
れる「核兵器のない世界」に向けた国際賢人会

議の第3回会合が、12月8日及び9日の2日間、長
崎市において開催されることが公表されました。

世界各地で核兵器の使用リスクが高まるなど

国際情勢が一段と厳しさを増す中、こうした重

要な国際会議が被爆地長崎で開催されることは、

大変意義深いことであると考えております。

県としては、今回の会合を通じて、核兵器保

有国と非保有国双方の関係者において、それぞ

れの国の立場を超えた活発な議論がなされ、「核

兵器のない世界」の実現に向けた具体的な道筋

が示されることを期待しているところでありま

す。

今後とも、国や長崎市をはじめ、関係団体等

と連携しながら準備を進め、「長崎を最後の被

爆地に」という強い思いのもと、一日も早い核

兵器の廃絶と世界恒久平和の実現に向けて、力

を注いでまいります。

（中国との交流促進）

日中平和友好条約締結45周年を記念して、去
る11月23日から26日まで、福建省人民対外友好
協会及び福州市のお招きにより、徳永県議会議

長とともに、中国福建省を訪問いたしました。

今回の訪問では、「中日黄檗文化交流大会」

に参加し、17世紀に福建省から長崎にわたり日
本の食材や生活、文化に多大な影響をもたらし

た隠元禅師の功績や黄檗文化を通して、福建省

との友好を一層深める絶好の機会となりました。

また、福建省の周祖翼書記兼人民代表大会常

務委員会主任をはじめ、趙龍省長といった指導

者の皆様とお会いし、今後さらに本県と福建省

との友好交流を発展させていくことを確認した

ほか、現在停止されている本県産水産物の中国

への輸出について意見交換を行ったところであ

ります。

併せて、福建省と本県との大学生による青少

年交流事業に参加し、若い世代におけるこれか

らの交流について語り合うことができました。

県としては、今後とも、福建省との友好と信

頼の絆を大切にしながら、さらなる交流拡大に

努めてまいります。

（日本スポーツマスターズの開催準備）

令和6年秋に本県で初めて開催される「日本
スポーツマスターズ2024長崎大会」については、
現在、市町や関係団体等と各種調整や準備を進

めております。
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こうした中、去る10月10日、大会の開催を県
内外に広く周知するとともに、県民の皆様によ

るおもてなしの機運醸成を図るため、V・ファ
ーレン長崎の元社長で、現在もサッカー夢大使

を務められるなどスポーツに対する高い見識を

お持ちである髙田明さんに、大会アンバサダー

に就任していただきました。

また、11月4日には、キックオフイベントと
して、アンバサダーによるトークショーやマス

ターズ競技の体験コーナーの設置等を実施した

ところであります。

今後も、100日前イベントの開催やボランテ
ィアの募集・育成など、大会開催に向けた機運

の醸成等に積極的に取り組んでいくこととして

おります。

県としては、国内唯一のシニア世代の総合ス

ポーツ大会である本大会の開催を通じて、生涯

スポーツの振興はもとより、交流人口の拡大に

よる地域の活性化につなげていくことができる

よう、引き続き、準備に万全を期してまいりま

す。

（県庁舎跡地の活用）

県庁舎跡地の活用については、昨年7月に策
定した基本構想に基づき、敷地をオープンスペ

ースとして供用しながら、賑わいの創出と利用

状況の検証を進めております。

そうした中、去る10月7日から9日まで、4年
ぶりに開催された長崎くんちに併せて、市町や

長崎青年協会、長崎商工会議所青年部などと連

携したイベント「長崎大縁日」を開催し、3日
間で県内外から約6万人もの多くの皆様に集い
や憩いの場としてご利用いただきました。

また、イベントの開催を通じて、関係団体の

皆様やご来場された方々から、雨天時の対応を

はじめ広場に求められる機能などについてご意

見をいただくことができました。

このほか、跡地については、子どもの遊び場

や楽器の練習など日常的な活動の場としての利

用に加え、県産品等を販売する青空市や県内外

の大学生によるイベントなど、多様な形で利活

用をいただき、使ってみた感想や気付いた点な

ど、様々なご意見を寄せていただいているとこ

ろであります。

県としては、こうした利用状況等をしっかり

と検証しながら、今後の整備内容等の具体的な

検討につなげてまいりたいと考えております。

（石木ダムの推進）

近年、全国各地で自然災害が頻発化・激甚化

する中、県民の皆様の安全・安心を確保してい

くことは、行政の重要な責務であり、石木ダム

については、必要不可欠な事業であると認識し

ております。

そのため、工事工程に沿って着実に事業を進

めていくことが重要であり、現在、ダム本体の

掘削工事や付替県道工事の進捗を図っていると

ころであります。

また、川原地区にお住まいの皆様の生活再建

とダム周辺地域の振興に向けて、佐世保市及び

川棚町と協議を重ねてきている基金の創設につ

いては、去る10月23日、平成25年に解散した「財
団法人石木ダム地域振興対策基金」の清算人会

において、残余財産約10億円の全額を県へ寄附
することが決議されたところであります。

これを受け、県としては、両市町とも連携し

ながら、当該寄附を活用した新たな基金を設立

したいと考えており、本定例会に関係議案を提

案しております。

引き続き、石木ダムの早期完成に向けて、佐

世保市及び川棚町と一体となって、事業の推進

に力を注ぐとともに、川原地区の皆様に事業へ
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のご理解とご協力をいただけるよう、努力を重

ねてまいります。

（こども医療福祉センターにおける虐待疑い

事案への対応）

こども医療福祉センターにおける虐待疑い事

案については、これまで「児童福祉法」などに

基づく調査等を行ってまいりましたが、今般、

調査の結果として複数の虐待行為が確認された

ことから、去る10月27日、施設に対し関係法令
に基づく改善勧告等を実施するとともに、11月
2日付けで、関係職員に対し、停職等の厳正な
処分を行ったところであります。

県の施設において、こうした事案が発生した

ことを大変重く受け止めており、被害を受けら

れた利用者及び保護者の皆様ならびに県民の皆

様に対し深くお詫び申し上げます。

また、早期に課題の整理や再発防止策の検討

を行い、具体的な改善につなげていくため、子

どもの権利擁護や障害者支援などの専門家など

で構成する「長崎県立こども医療福祉センター

虐待防止対策検証委員会」を設置し、第三者の

視点から再発防止に向けた方策の協議を重ねて

いただき、10月27日に検証報告書が示されたと
ころであります。

検証報告書においては、虐待防止に関する規

程やマニュアルの整備、研修の見直し等による

職員の意識改革の推進のほか、組織マネジメン

トの一層の強化など、今後の運営改善に向けた

具体的な提言が盛り込まれております。

県としては、今回の提言を踏まえ、二度とこ

うした事案を生じさせないよう、既に規程の整

備や研修の見直し等に着手しており、その他の

再発防止に向けた対策についても早急に実施し

てまいります。

今後とも、一日も早い信頼回復に努め、こど

も医療福祉センターが本県の医療や療育の拠点

施設として、県民の皆様に安心して、ご利用い

ただけるよう力を尽くしてまいります。

（幹線道路の整備）

県では、産業の振興や交流人口の拡大による

地域の活性化、さらには強靱な県土づくりに向

けて、高規格道路の整備を重点的に進めており

ます。

こうした中、去る11月12日、島原道路の森山
東から森山西インターチェンジ間の3.3キロメ
ートルが無事開通いたしました。

今回の開通により、並行する国道57号の交通
混雑の緩和や安全性の確保のほか、島原半島地

域へのアクセス向上により、観光や農業をはじ

め地域産業のさらなる振興が図られるものと期

待しております。

また、11月14日には、西九州自動車道の早期
完成に向けて、佐賀・福岡両県及び関係自治体

との連携のもと、5年連続となる東京都での建
設促進大会を開催し、関係国会議員の皆様のご

支援もいただきながら、国土交通省や財務省へ

要望を行ったところであります。

引き続き、産業の振興や地域の活性化に寄与

する幹線道路ネットワークの整備の推進に全力

で取り組んでまいります。

（スポーツの振興）

去る10月7日から17日まで鹿児島県で開催さ
れた国民体育大会において、本県は、ソフトボ

ール少年女子が4年ぶりに優勝を飾り、ボウリ
ング成年男子が団体4人チーム戦において初優
勝の栄冠に輝きました。

また、剣道少年女子、馬術成年女子の柿平紗

枝選手、カヌー成年男子の寺島崚一郎選手、陸

上成年女子の森 智香子選手が準優勝を果たす

など、昨年から10種目上回る18競技47種目で入
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賞し、総合成績は昨年の45位から39位となりま
した。

「ふるさと長崎県」の代表として、力の限り

を尽くされた本県選手団の皆様のご健闘をたた

えるとともに、温かい声援をいただいた多くの

県民の皆様に心から感謝申し上げます。

引き続き、目標としている20位台の達成に向
け、県スポーツ協会や各競技団体をはじめ、関

係者の皆様と一体となって、さらなる競技力の

向上を推進してまいります。

同じく鹿児島県で10月28日から30日まで開
催された全国障害者スポーツ大会では、陸上知

的少年男子100メートル及び200メートル並び
に男女共通400メートルリレーにおいて、臼木
大悟選手が2年連続で3冠に輝くなど、本県選手
団は、昨年の29個を大きく上回る43個のメダル
を獲得いたしました。

さらに、10月22日から28日までの7日間、中
国で開催されたアジアパラ競技大会では、本県

出身の川原 凛選手や鳥海連志選手が出場され

た車椅子バスケットボール競技男子において、

見事金メダルを獲得されました。

障害者スポーツにおける本県選手の活躍は、

県民に勇気と感動を与え、障害者の社会参加へ

の意欲を高めるものであり、今後とも障害者ス

ポーツの裾野拡大と選手・指導者の育成強化に

努めてまいります。

このほか、10月8日に東京都で開催された世
界相撲選手権男子団体に松園大成選手が日本代

表として出場し、見事優勝を飾りました。心か

らお祝いを申し上げ、今後のさらなる飛躍を期

待いたします。

次に、議案関係について、ご説明いたします。

まず、補正予算でありますが、今回は、職員

給与費の既定予算の過不足の調整及び給与改定

に要する経費、その他緊急を要する経費につい

て編成いたしました。

一般会計19億1,112万4,000円の増額、特別会
計547万2,000円の増額、企業会計256万1,000
円の減額補正をしております。

この結果、現計予算と合算した本年度の一般

会計の歳入歳出予算額は、7,694億6,468万
9,000円となり、前年同期の予算に比べ、650億
5,952万7,000円の減となっております。
次に、予算以外の議案のうち、主なものにつ

いて、ご説明いたします。

第83号議案「長崎県税条例の一部を改正する
条例」は、自動車税環境性能割の税率区分にか

かる適用基準の段階的な引上げ等に伴い、所要

の改正をしようとするものであります。

第97号議案「契約の締結について」は、浦上
ダム建設工事（仮設工3工区）の請負契約を締
結しようとするものであります。

第106号議案「公の施設の指定管理者の指定
について」は、長崎県勤労福祉会館の管理を行

う指定管理者を指定しようとするものでありま

す。

第109号議案は、長崎県教育委員会の委員の
任命について議会の同意を得ようとするもので

あります。

委員といたしまして、松山 綾君を任命しよ

うとするものであります。

適任と存じますので、ご決定を賜りますよう、

よろしくお願いいたします。

なお、教育委員会委員を退任されます森 百

合子君には、在任中、多大のご尽力をいただき

ました。この機会に厚くお礼申し上げます。

その他の案件については、説明を省略させて

いただきますので、ご了承を賜りたいと存じま

す。
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以上をもちまして、本日提出いたしました議

案の説明を終わります。

何とぞ、慎重にご審議のうえ、適正なるご決

定を賜りますよう、お願い申し上げます。

〇議長（徳永達也君） お諮りいたします。

ただいま上程いたしました議案のうち、第

109号議案「長崎県教育委員会の委員の任命に
ついて議会の同意を求めることについて」は、

委員会付託及び質疑・討論を省略し、直ちに採

決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（徳永達也君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、原案のとおり、委員として、松山

綾君に同意を与えることにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（徳永達也君） ご異議なしと認めます。

よって、第109号議案は、原案のとおり同意
を与えることに決定されました。

次に、議会運営委員会より、発議第209号「長
崎県議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関す

る条例の一部を改正する条例案」が、お手元に

配付いたしておりますとおり提出されておりま

すので、これを上程いたします。

本日の会議は、これにて終了いたします。

明日から、11月30日までは、議案調査等のた
め本会議は休会、12月1日は、定刻より本会議
を開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午前１０時５１分 散会 ―
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議 事 日 程

                         第 ５ 日 目

              
          ◇               ◇

１ 開    議

２ 県政一般に対する質問

３ 散    会
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令和５年１２月１日（金曜日）

出 席 議 員（４４名）

１番 大 倉   聡 君

２番 本 多 泰 邦 君

３番 白 川 鮎 美 君

４番 ま き や ま 大 和 君

５番 虎 島 泰 洋 君

６番 畑 島 晃 貴 君

７番 湊   亮 太 君

８番 冨 岡 孝 介 君

９番 大久保 堅 太 君

１０番 中 村 俊 介 君

１２番 初 手 安 幸 君

１３番 鵜 瀬 和 博 君

１４番 清 川 久 義 君

１５番 坂 口 慎 一 君

１６番 宮 本 法 広 君

１７番 中 村 泰 輔 君

１８番 饗 庭 敦 子 君

１９番 堤   典 子 君

２０番 坂 本   浩 君

２１番 千 住 良 治 君

２２番 山 下 博 史 君

２３番 石 本 政 弘 君

２４番 中 村 一 三 君

２５番 大 場 博 文 君

２６番 近 藤 智 昭 君

２７番 宅 島 寿 一 君

２８番 山 本 由 夫 君

２９番 吉 村   洋 君

３０番 松 本 洋 介 君

３１番 ご う まなみ 君

３２番 堀 江 ひとみ 君

３３番 中 山   功 君

３５番 川 崎 祥 司 君

３６番 深 堀 ひろし 君

３７番 山 口 初 實 君

３８番 山 田 朋 子 君

３９番 中 島 浩 介 君

４０番 前 田 哲 也 君

４１番 浅 田 ますみ 君

４２番 外 間 雅 広 君

４３番 徳 永 達 也 君

４４番 瀬 川 光 之 君

４５番 溝 口 芙美雄 君

４６番 田 中 愛 国 君

欠 席 議 員（２名）

１１番 山 村 健 志 君

３４番 小 林 克 敏 君

説明のため出席した者

知 事 大 石 賢 吾 君

副 知 事 浦   真 樹 君

副 知 事 馬 場 裕 子 君

秘書・広報戦略部長 大瀬良  潤 君

企 画 部 長 早稲田 智 仁 君

総 務 部 長 中 尾 正 英 君

危機 管理部 長 今 冨 洋 祐 君

地域 振興部 長 小 川 雅 純 君

文化観光国際部長 前 川 謙 介 君

県民生活環境部長 大 安 哲 也 君

福祉 保健部 長 新 田 惇 一 君

こども政策局長 浦   亮 治 君

産業 労働部 長 松 尾 誠 司 君

水 産 部 長 川 口 和 宏 君

農 林 部 長 綾 香 直 芳 君

土 木 部 長 中 尾 吉 宏 君

会 計 管 理 者 吉 野 ゆき子 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

地域振興部政策監 渡 辺 大 祐 君
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文化観光国際部政策監 伊 達 良 弘 君

産業労働部政策監 宮 地 智 弘 君

選挙管理委員会委員 髙比良 末 男 君

代表 監査委 員 下 田 芳 之 君

人事委員会委員 辻   良 子 君

公安委員会委員長 安 部 惠美子 君

警 察 本 部 長 中 山   仁 君

監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任) 田 中 紀久美 君

教育委員会教育次長 狩 野 博 臣 君

教育委員会教育次長 桑 宮 直 彦 君

財 政 課 長 苑 田 弘 継 君

秘 書 課 長 黒 島   航 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 一 瀬 永 充 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇議長（徳永達也君） おはようございます。

ただいまから、本日の会議を開きます。

これより、一般質問を行います。

松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）（拍手）〔登壇〕 おは

ようございます。

自由民主党、大村市選挙区選出、松本洋介で

ございます。

私にとりまして、改選後、初の一般質問を初

日の最初にさせていただきますことに、会派の

皆様に感謝を申し上げます。

そして、5回目の当選をさせていただき、こ
こに立たせていただいた皆様にも心より感謝を

申し上げます。

二元代表制の一翼を担う県議会の議員として

の責務を果たすべく、県政における様々な課題

について、通告に従いまして、一問一答方式で

質問をさせていただきます。

知事、関係部長等の簡潔で明快なご答弁を賜

りますよう、よろしくお願いいたします。

1、知事の政治姿勢について。
（1)新しい長崎県づくりのビジョン実現のた
めの取組について。

本県は、人口減少や少子・高齢化が全国より

早く進み、労働力不足や地域活力の低下など、

様々な課題が全国に先駆けて顕在化することが

懸念されることに加え、新型コロナウイルス感

染症の影響等を受けて、新たな社会経済システ

ムへの転換が求められております。

このような中、大石知事におかれては、将来

への不安を払拭し、未来への期待や本県への誇

りを抱き、新しい長崎県を築いていきたいとの

思いから、県政運営の基本的な計画である総合

計画に加え、今後、重点的に取り組む5つの分
野、「こども」、「交流」、「イノベーション」、

「食」、「健康」に特化して、「新しい長崎県

づくり」のビジョンの策定を進められておりま

す。

今後、このビジョンに基づき、来年度におい

ては、具体的にどのような事業に取り組んでい

こうとされているのか、お尋ねをして、残余の

質問は、対面演壇席にて行います。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 松本議員のご質
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問にお答えさせていただきます。

「新しい長崎県づくり」のビジョン実現を図

るために創設いたしましたビジョン実現特別事

業につきましては、これまでのように単一の部

局ではなく、関係部局が一緒になって議論しな

がら、一つの事業をつくりあげていくという新

たな手法によって、分野を超えた部局横断、融

合的な取組を強力に進め、施策の効果を最大化

してまいりたいと考えております。

具体的には、「こども」分野において、子ど

もが主役の子どもの居場所づくり等に向け、多

様な民間団体等との連携体制を構築するほか、

「イノベーション」分野では、本県がドローン

活用の先進地となることを目指し、農業や建設

業など、各産業を対象としたドローンオペレー

ターの育成支援等に取り組むこととしておりま

す。

令和6年度は、ビジョンに掲げる概ね10年後
のありたい姿の実現に向けた初年度であります

ことから、先に公表いたしました令和6年度長
崎県の主要施策に基づき、特に、今後の事業推

進にとって基盤となる土台づくりに力を注いで

まいりたいと考えております。

今後、県議会でのご議論等も踏まえながら、

予算編成の中でさらに検討を深め、関連施策の

充実・強化を図ってまいりたいと思います。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）ビジョンの分野ごとの

ありたい姿の実現に向けて、令和6年度に取り
組む分野横断的な具体的事業を今ご説明いただ

きましたが、特に、期待しておるのは、関係部

局が合同で一つの事業に取り組むということは、

今までにないことでございます。縦割りの弊害

を崩して、また取り組んでいただきたいと思い

ます。

このビジョンにおいては、分野横断的な取組

の推進に加え、ありたい姿の実現に向けた全て

の施策に共通する視点として、「長崎県デジタ

ルの変」、「戦略的情報発信・ブランディング」、

「人材確保・育成」が挙げられております。

総合計画に加え、ビジョンを策定し、注力す

る分野を、より特化して施策を推進していくた

めに、こういった共通する3つの視点が必要に
なるということですが、ビジョンに盛り込んだ

意図について、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 本県は、離島・半島が多

い地理的特性や、人口減少、少子・高齢化に伴

う様々な課題を有しておりますけれども、見方

を変えれば、最先端テクノロジーの社会実装等

を進める大きなチャンスであるとも思います。

そこで、「長崎県デジタルの変」を掲げまし

て、長崎県版デジタル社会の実現を目指してま

いりたいと考えております。

また、長崎県の魅力ある食材や自然、文化資

源などが全国的にまだ幅広く知られていない現

状を踏まえまして、その情報を的確に発信して、

県内外の皆様の行動変容につなげるために、「戦

略的情報発信・ブランディング」に取り組んで

まいりたいと考えております。

さらに、変化が激しく、予測困難な社会の中

で、県民の皆様の暮らしを支える産業や地域の

活力を生み出していくためには、社会ニーズに

応じた人材を育成・確保して、誰もが活躍でき

る社会をつくっていくこと、これが必要である

ことから、「人材確保・育成」を掲げたもので

ございます。

施策の構築や推進に当たっては、こうした共
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通の視点を持ちつつ、時代や環境の変化に応じ、

より良いものを取り入れながら、施策相互の連

関を強めることによって相乗効果を創出してま

いりたいと考えています。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）人口減少に対応するた

めに、労働力不足に対応する最先端テクノロジ

ーを導入、人材の確保や育成に取り組み、また、

地域間競争に対応するために、情報発信やブラ

ンディングを強化するというのは、まさに今の

時代に合った戦略だと思いますし、10年後に向
けての新たな取組を共通の視点を持つというこ

とが、非常にこれからの相乗効果を創出してい

くと思います。それぞれの事業にきちんとこの

3つが入るように取り組んでいただきたいと思
います。

（2）石木ダムの整備について。
石木ダムは、川棚川の洪水被害を軽減し、佐

世保市の慢性的な水源不足を解消するため、必

要不可欠な事業であり、早期完成が求められて

おります。

近年、気候変動の影響により、全国各地で豪

雨災害が頻発、激甚化している中、川棚川流域

における洪水対策としての石木ダムの必要性は、

ますます高まっており、地域住民の皆様の安

全・安心を守るため、一日も早い石木ダムの完

成を目指していただきたいと思います。

さて、本定例会に川原地区の皆様の生活再建

とダム周辺地域の振興に向けて、基金を設立す

るための議案を提案しているとのことですが、

なぜ今、基金を設立しようとしているのか、そ

の意図について、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）ダム建設事業においては、

地域住民の皆様からのご理解とご協力が重要で

ございます。

一方、移転をお願いする皆様の生活再建には、

精神的にも、経済的にも、様々な負担が生じる

ものと考えております。

石木ダム事業につきましては、事業にご理解

をいただいて、既に移転いただいた皆様に対し

ましては、平成7年に設立いたしました「財団
法人石木ダム地域振興対策基金」によって、移

転に伴う負担を少しでも軽減できるように、生

活再建に向けた支援を行ってまいりました。

しかしながら、当該基金でございますけれど

も、公益法人制度の改革によって、既に平成25
年に解散しております。

今回の基金の設立につきましては、工事が進

捗する中、話し合いの実現に向けた努力を続け

る一方で、ダム周辺地域の振興と、川原地区に

お住まいの13世帯の皆様の実情に合わせた生
活再建対策を具体的に提案できるよう、新たな

基金の設立を進めるべきとの考えで、佐世保市

長、川棚町長とも意見が一致したところでござ

います。

引き続き、石木ダムの早期完成に向けて、佐

世保市及び川棚町と一体となって事業の推進に

力を注ぐとともに、川原地区の皆様に事業への

ご理解とご協力をいただけるように努力を重ね

てまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）過去にあった基金に代

わる新たな基金を設立するということでご説明

がありましたが、それでは、旧基金では、具体

的にどのような事業を行い、どのような成果が

あったのか。

また、新基金は、具体的にいつ設立し、どの

ような事業を行うのか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。
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〇土木部長（中尾吉宏君） 旧基金では、生活再

建等特別助成金として、1世帯当たり500万円を
上限に、総額約2億7,200万円の助成などを行う
ことで、事業に協力いただきました101世帯の
地権者の生活再建を支援してまいりました。

新基金の設立につきましては、本定例会に提

案しております予算案をご承認いただければ、

速やかに設立に向けた手続に入りたいと考えて

おります。

また、事業内容につきましては、生活再建支

援やダム周辺地域の振興策など、新基金の体制

において検討されることになります。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君） ぜひ、川原地区の皆様

に寄り添った新基金の提案による環境整備をお

願いしたいと思います。

（3）肉用子牛価格対策について。
肉用牛繁殖経営においては、飼料価格等資材

価格の高止まりにより、厳しい経営を余儀なく

されており、本年4月に60万円台だった県内子
牛平均価格が、7月以降には40万円台と大幅に
下落し、さらなる経営の悪化が懸念される状況

にあります。

このようなことから、10月には、肉用牛生産
者団体が知事に支援を要望するなど、県の支援

を求める声が高まっております。

本県の農業振興に欠かせない肉用牛の生産基

盤を維持するため、早急に対策を実施する必要

があると考えていますが、肉用子牛価格下落に

対する県の支援について、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）肉用牛の子牛価格が全国

的に下落傾向にあることから、国は、九州・沖

縄ブロックの平均価格が60万円を下回った場
合に、差額の4分の3を交付する制度を創設して

おります。

しかしながら、本県の子牛価格は、九州平均

よりも下回って推移しておりまして、国の価格

補塡を受けても下落分を補いきれない大変厳し

い状況にあることから、県では、国の制度と協

調した支援事業として、今議会に1億960万
4,000円の補正予算案を提出したところでござ
います。

具体的には、国の制度で補塡をされない部分

の4分の1の半分である8分の1について、本年4
月まで遡及して支援したいと考えております。

ご議決いただいた場合には、例えば、令和5
年第3四半期につきましては、国の補塡額8万
2,000円と県事業の約8,000円を合わせまして、
1頭あたり約9万円が交付される見込みでござ
いまして、生産者の経営安定につながるものと

期待しております。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）子牛価格の下落対策に

ついては、国の支援制度に同調する形で県も支

援を実施する予定ということで、ぜひ肉用牛繁

殖農家の皆様が、希望を持って子牛を育てるこ

とができる支援としていただきたいと思います。

一方、本県の子牛価格は、全国や九州平均価

格と比べても下落幅が大きいとのことでしたが、

県では、この要因をどう分析し、どのような対

策を考えているのか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 本県では、近年の繁

殖牛農家の規模拡大に伴い、肥育牛の出荷頭数

と比較して子牛の出荷頭数が多くなったため、

子牛の一部を県外の肥育牛農家に買い上げてい

ただく必要がありますが、子牛市場に県外の肥

育牛農家が集まらなければ競争原理が働きにく

く、子牛価格が下がりやすいという構造的な課
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題があります。

このため、県内の肥育牛出荷頭数の拡大に向

け、新たに肥育に取り組む繁殖牛農家を支援す

る補正予算案を今議会に提出している状況でご

ざいます。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）先ほど答弁にありまし

た、やはり補助をしたとしても、構造的に子牛

の出荷頭数が多い状況が続けば、また同じよう

な問題が起きます。今回の予算で繁殖農家が新

たに肥育を始める取組を支援するということで

ございますので、ぜひともこれを広げて、今後

の課題対策に取り組んでいただきたいと思いま

す。

（4）国の経済対策への対応について。
国においては、去る11月2日に閣議決定され

た「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に

基づく補正予算を編成し、先般、11月29日に成
立したところであります。

今回の経済対策は、「物価高から国民生活を

守る」、「国土強靱化、防災・減災など国民の

安全・安心を確保する」など、5つの柱の下に
様々な施策が盛り込まれております。

このうち、喫緊の課題である物価高騰対策に

ついては、本県においても、国の交付金を活用

しながら、本年6月定例会をはじめ、これまで
221億円の補正予算を計上され、医療、高齢者
施設や公共交通事業への支援、授業料の減免や

給食費の支援などに取り組まれております。

今般も、国の動きに対応し、これまでの県の

取組状況も踏まえつつ、引き続き、効果的な対

策を講じていくことが必要かと考えます。

そこで、今回の国の経済対策補正予算の成立

を踏まえ、県においては、物価高騰への対応も

含め、どのように対応しようとされているのか、

お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 県としましては、物価高

騰など厳しい経済状況が続く中、県民の皆様の

生活や社会経済活動をしっかり支えていくこと

が重要だと考えておりまして、これまでも国の

経済対策による有利な財源を最大限活用しなが

ら、様々な対策を講じてきているところでござ

います。

そうした中、今般の新たな国の経済対策への

対応につきましては、現在、各省庁の事業内容

を精査しているところでございまして、提案可

能なものは、今定例会への追加提案も含めて速

やかに対応してまいりたいと考えております。

具体的には、重点支援地方交付金を活用しま

した生活者、事業者への物価高騰に係る支援や、

防災・減災、国土強靱化のための公共事業費の

増額などを検討しております。

県としましては、これまでの取組の成果や課

題等も踏まえながら、引き続き、県民の皆様の

生活の安全・安心の確保と、県内の社会経済活

動の回復、再生につながる効果的な施策の構築

に努めてまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）これまでの県の経済対

策により、生活者の暮らしの安心や事業者の経

営安定に寄与してきたことは、大変感謝をして

おるところであり、今回の経済対策においても、

これまでの6月補正の課題や足らざる部分など、
幅広く県民や各種団体などの声を聞いていただ

き、進めていただくよう、お願いいたします。

2、九州新幹線西九州ルートの整備促進につ
いて。

（1）佐賀県との連携について。
西九州新幹線は、開業から1年間で約242万人
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もの方が利用され、県内各地がにぎわうととも

に、駅周辺の再開発も進むなど、本県に大きな

効果をもたらしております。

その効果は、佐賀県内でもあらわれており、

新聞報道等によりますと、長崎から佐賀への宿

泊客が1.6倍に増えたほか、武雄市では移住の相
談件数が1.8倍に増加したと伺っております。
佐賀県の山口知事も、インタビューで、「武

雄市はハブ都市になる可能性を手に入れ、嬉野

市はまち歩きなど観光地として良い方向に進ん

でいる」と発言され、開業による効果を評価さ

れています。

しかし、その一方で、マイナスの側面もあり、

昨年度、新幹線議員連盟で鹿島市や太良町を私

たちが訪問した際には、「長崎本線の特急の本

数が減少し、乗換えが不便になった」との声を

伺いました。

こうした新幹線開業による効果と課題の両面

を両県で共有し、お互いの発展のために連携す

ることが、今後のフル規格に向けての一歩につ

ながるものと考えますが、これまでどのように

連携して取り組んできたのか、お尋ねいたしま

す。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君） 県では、両県の

観光情報や暮らし、食文化を発信するフリーマ

ガジン「ＳとＮ」の発刊など、佐賀県と連携し

て観光客誘致に取り組んできたほか、新幹線関

連のイベントを沿線5市と連携して実施してき
ました。

一方、長崎本線の上下分離区間は、両県で設

立した「佐賀・長崎鉄道管理センター」が維持

管理を行っており、乗換えやダイヤの課題など

について両県で共有を図っております。

県としては、課題解決に向けて、ＪＲ九州へ

働きかけており、引き続き、長崎本線の利便性

の確保について、佐賀県と連携を図りながら取

り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）両県のメリットを拡大

させることはもちろんですが、両県のマイナス

面を減らすことも重要ですので、しっかりと連

携を図っていただきたいと思います。

（2）フル規格に向けての課題と対策。
本県の悲願である全線フル規格を実現するた

めには、新鳥栖から武雄温泉間の整備方式につ

いて、佐賀県を含めた関係者が合意する必要が

あります。

そのためには、佐賀県の考えを理解しつつ、

対話を重ねる中で、国に対して両県が一緒に取

り組もうという姿勢が重要ではないでしょうか。

先日、大村市、長崎市、諫早市の3市と佐賀
県の嬉野市、武雄市を合わせた沿線5市が、国
土交通省などに全線フル規格での整備を要望さ

れました。

また、沿線の各駅周辺では、イベント実施に

ついて、沿線5市を中心に連携して取り組んで
おり、新幹線の利用促進に向けた動きと併せて、

新幹線で地域全体を盛り上げていこうと努力を

されております。

大石知事は、これまで山口知事との関係性を

重視されておりますが、今後、九州新幹線西九

州ルートの全線フル規格の実現に向けて、どの

ように取り組まれるのか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）九州新幹線西九州ルート

のフル規格による整備については、「本県の考

え方だけでは実現できない」と、これまで申し

上げてきたとおりでございまして、佐賀県の理

解を得ることが不可欠であると考えております。
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そのため、人流の増加やまちづくりなど、新

幹線効果が具体的にあらわれている沿線地域の

状況について、西九州地域全体で共有すること

が重要であると考えています。

また、私自身も、新幹線を含めました地域の

将来について、山口知事と率直に意見交換を重

ねながら、両県がメリットを享受できる環境づ

くりに努めてまいったところでございます。

県としては、引き続き、佐賀県の考えを十分

にお聞きをしながら、在来線等の共通する課題

に連携して取り組むとともに、政府・与党や関

係者に対して、地域課題を踏まえた働きかけを

行うなど、全線フル規格での整備実現に力を注

いでまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君） 新幹線は、そもそも国

の事業でありまして、今回の対面乗換えの状況

も、フリーゲージトレインの開発失敗がもとと

なっております。

両県共通の課題について、やはり佐賀県を説

得というのではなくて、お互いに課題について

ともに連携し、国に要望していくことが、これ

は県議会も同様だと思いますが、今後の課題解

決の糸口になると思いますので、引き続き、力

を合わせて取り組んでまいりたいと思います。

3、人口減少対策について。
（1）移住対策について。
人口減少には、自然減と社会減の2つがござ

います。自然減である少子化対策につきまして

は、時間がかかるものであり、すぐに解決する

ことは困難であると思います。

しかし、社会減については、流出を抑止し、

流入を増やす、いわゆる移住対策として20歳代
から40歳代までの、いわゆる子育て世代を呼び
込むことは、人口増加や経済波及効果を生み出

すだけではなく、地域の活性化にもつながるも

のであることから、有効な施策であると考えま

す。

また、昨今は「2024年問題」と言われている
物流業界における人材不足だけではなく、様々

な業界で人材不足が生じており、人材確保の面

からも、移住対策は重要になってくるものであ

ります。

こうした中、本県への移住者数を見てみます

と、令和4年度の移住者数は1,876人と過去最高
で、5年前の平成29年の782人から2.4倍に増加
しております。

まずは、昨年度の移住者数が5年前と比べて2
倍以上に増加した要因は何なのか。

また、さらなる成果拡大に向けた移住対策の

取組について、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）移住者数の増加

の要因としては、「ながさき移住ナビ」におけ

る情報発信の充実や、市町における相談体制の

強化、コロナ禍を契機とした地方移住への関心

の高まりやテレワークの普及等が要因と考えて

おります。

移住対策については、実際の移住者の声が重

要であると考えており、仕事への懸念の声が多

いことから、無料職業紹介や転職相談会等を行

っております。

また、現在開催中の「ＵＩターン促進キャン

ペーン」では、市町と連携して集中的に移住相

談会等を行い、全国に向けて本県への移住を

ＰＲしているところであります。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君） 先ほどの答弁の中で、

やはりコロナ禍をきっかけとして地方への関心

の高まり、また、テレワークの普及といった外



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月１日）

- 26 -

部環境が変化してきたことに加え、先ほど答弁

でありましたとおり、県として移住者のニーズ

の高い仕事の情報発信や市町の相談体制の強化

を着実に実施してきたことを評価いたします。

しかしながら、他県でも同じようなことをや

っていらっしゃいます。全国的に地域間競争が

激化する中で、今後、さらに戦略的な取組も必

要だと思います。

そこで、令和4年度における本県の日本人の
転出・転入者数を都道府県別に調べてみました。

そうしますと、福岡県が転出・転入とも最も多

く、転出者8,891人、転入者5,773人となってお
り、2位の東京都が転出者2,364人、転入者1,687
人であることを考えると、圧倒的に多いことが

わかります。

このような状況を踏まえると、本県出身者が

最も多いと考えられる福岡県における移住施策

が重要であると考えます。

そこで、福岡県からの移住者数とその割合、

福岡県における移住施策について、お尋ねいた

します。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君） 令和4年度の本
県への移住者数1,876人のうち、福岡県からの移
住者は479人で、割合は25.5％であり、最も多
くなっております。

福岡県での移住対策については、移住相談会

や転職相談会の実施、また、現在、開催中の

「ＵＩターン促進キャンペーン」では、ＪＲ博

多駅等での広告掲出や、福岡県内の新聞等での

広報を実施しております。

また、大学生のＵＩターン就職への取組とし

て、福岡の大学3校との連携協定に基づき、学
内での企業説明会や県内企業の見学ツアーなど

を実施しているところであり、引き続き、移住

促進に努めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君） 福岡県は、長崎県から

も大変近い距離にあるということは、もちろん、

出やすくもあるけれども、戻りやすくもあると

いうことであると思います。大学も多数ござい

ます。確かに都会で便利ではありますけれども、

しかしながら、やはり地元ならではの良さ、そ

して、先ほどから説明のあっている仕事、そう

いったものをしっかりと発信することによって、

やはり福岡から故郷に帰ってこようかという一

つのきっかけにはなると思っております。

今議会が終われば、年末年始に帰省する方が

多数いらっしゃいます。市町と連携して、県も

しっかりと情報を発信し、移住対策に力を入れ

ていただくことをよろしくお願いいたします。

（2）企業誘致について。
国内では、半導体関連産業の投資が活発化し

ており、特に、九州では、台湾の半導体関連大

手であるＴＳＭＣの熊本県への進出をはじめ、

本県においては、ソニーグループが工場を増設

するなど、地元経済への波及効果を期待すると

ころであります。

さらに、本年4月には、企業誘致によって京
セラが諫早市への工場立地を決定し、今後、

1,000人規模の雇用が見込まれ、その経済波及効
果は、10年間で約2,460億円に及ぶと試算され
ていると伺っています。

企業誘致が人口減少対策にとどまらず、県勢

の浮揚に向けて非常に効果的であることを改め

て実感しております。

今後、県には企業誘致に積極的に取り組んで

もらいたいと考えていますが、企業誘致は、企

業が操業してからこそ、本格的な効果が出てく

るものと認識しており、京セラの今後の円滑な
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操業に向けて、人材確保をはじめ、どのような

支援をしていくのか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 県では、京セラ

の操業開始に向けた人材確保の支援として、こ

れまで県外に就職していました高校生に県内就

職への意識を高めていただくため、教育委員会

と連携し、学校関係者による工場の視察や企業

との意見交換を行うほか、ＵＩターン者につい

ても積極的に採用いただけるよう、企業と連携

して取り組んでいくこととしております。

また、県内サプライチェーン企業の紹介を目

的としたビジネスマッチングフェアへ参加いた

だくなど、地元企業との取引拡大に向けた取組

を進めているところでございます。

さらに、今回の国の補正予算の中で触れられ

ておりますが、諫早市における新たな工業団地

の周辺環境の整備についての動きもあることか

ら、今後、整備に向け、協議を行ってまいりた

いというふうに考えております。

引き続き、今回の立地の効果を地元経済へ最

大限波及させるために、諫早市や産業振興財団

と連携した支援に取り組んでまいりたいという

ふうに考えております。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君） やはり1,000人規模の
雇用というのは、簡単なことではございません

で、実際、私も大村工業高校の卒業式に行きま

すと、もう既にＴＳＭＣに多くの高校生が県内

から流出しているという話があり、あちら側も、

こちらに人材不足に対して対応されると思いま

す。

人が足りないということがないことと、それ

と同時に先ほどから話がありますように、やは

り地元の企業でいろいろな仕事に就いて、関連

するサプライチェーンの構築、こちらもやはり

重要になってきます。

地元企業にとっては、大企業を優先している

というような印象にならないように、地元の中

小企業も同じように京セラと仕事をしていただ

いて、そして税収も上げていただくというよう

なプラスの流れを、このたび、国の補正で周辺

関連の予算がついたというふうに聞きました。

土地がしっかりと確保できる整備等、そういっ

たところも諫早市と連携して、そして、産業振

興財団とも協力して、引き続き、積極的に取り

組んでいただくようお願いいたします。

（3）産業人材の育成について。
造船業に次ぐ新たな基幹産業の創出に向けて、

半導体関連をはじめとした企業誘致や人材確保

に尽力されているとのことですが、新たな産業

分野に対応できる人材育成についても重要であ

ると考えております。

特に、地場中小企業の人材育成については、

県の高等技術専門校が大きな役割を果たしてお

り、多くの人材を輩出されてきたことを評価し

ておりますが、一部の訓練科では応募者が少な

いともお聞きしております。先ほどの新たな基

幹産業の創出も見据え、現状の高等技術専門校

のままでいいのか、懸念するところです。

高等技術専門校への入校を目指す方、訓練修

了生を受け入れられる地場中小企業の皆様、双

方にとって、より魅力のある高等技術専門校と

するためには、求められる人材のニーズに応じ

たカリキュラムの見直しを行っていく必要があ

ると考えますが、県の見解をお尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）高等技術専門校

では、これまで造船関連産業に対応する溶接や

機械等を中心とした産業人材の育成に努めてお
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り、中小企業を中心に多くの人材を輩出し、令

和4年度の県内就職率は、約98％となるなど、
県内企業から一定の評価をいただいてまいりま

した。

一方で、一部の訓練科では応募者が少なく、

また、工業会をはじめとした地元産業界からは、

県内産業構造の転換や人手不足の現状を踏まえ、

複数の技能を有する多能工人材や基礎的なＩＴ

リテラシーを有するデジタル人材の育成を求め

る意見等もいただいているところでございます。

今後、産学官の専門家からのご意見も伺いな

がら、若者や地元産業界のニーズに即しました

高等技術専門校となるよう、訓練カリキュラム

等の見直しを行ってまいりたいと考えておりま

す。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君） 時代の変化に伴い、企

業が求めるものづくりの技術、技能も変化して

いるものと思います。

高等技術専門校は、県内のものづくり企業へ

若い人材を育てる大事な役割を担っております

ので、ぜひ県内産業の成長や活性化につながる

新たな産業、先ほど答弁にありましたＩＴリテ

ラシー、デジタル人材など、そういった時代の

流れに合ったカリキュラムの見直しもぜひとも

検討していただきたいと思います。

4、教育行政について。
（1）不登校の現状と課題について。
少子化で児童生徒数が減少しているにもかか

わらず、本県の不登校については、令和4年度
において、コロナ禍の影響もあり、3,452人と過
去最高を更新しています。このような子どもた

ちの学びをどのように保障していくか、あるい

はどのように支援していくかが大きな課題であ

ると思います。

このような中、国では、令和4年度の調査で
不登校児童生徒が過去最多となったことなどを

受け、本年度の補正予算において、「誰一人取

り残されない学びの保障」に向けた不登校支援

対策を緊急実施すると聞いています。

まず、今回の国の補正予算の概要について、

お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）全国的な

不登校児童生徒の増加に対応していくために、

国は、本年3月、「誰一人取り残されない学び
の保障に向けた不登校対策」を策定し、10月に
は、令和4年度の不登校調査の結果も踏まえた
緊急対策を取りまとめたところでございます。

これらを受けて、今回の国の補正予算におき

ましては、不登校児童生徒の学び継続事業とし

まして、学校内での子どもの居場所や学びの場

となる「校内教育支援センター」の設置促進や

スクールカウンセラーの配置充実など、37億円
が計上されているところでございます。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）答弁で説明があったも

ののうち、「校内教育支援センター」について

は、不登校の子どもたちが学校内の落ち着いた

空間の中で過ごせることから、全国でも取組が

進んでいると聞いております。

このような取組について、本県においても積

極的に検討を進め、国の予算を活用して設置を

推進していく必要があるのではないかと思いま

すが、県としてどのように考えているのか、お

尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）「校内教

育支援センター」につきましては、自分のクラ

スに入りづらさを感じる子どもたちの学校内で
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の居場所となるものであり、不登校の未然防止

や登校復帰につながる有効な手段の一つと考え

ております。

一方で、現在、県内では長崎市などの一部の

学校での設置にとどまっておりますことから、

今回の国の補正予算を契機に、設置が一層促進

されていくよう、市町とも連携しながら次年度

に向けて取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

〇議長（君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）ぜひ国の予算を活用し

ながら、歩みを止めることなく、本県の不登校

児童生徒への支援を積極的に推進していただき

たいと思います。

それから、もう一点、ちょっと見方を変えま

すと、現在、不登校については、新聞報道等に

おいて、増加する人数ばかりが注目される傾向

にあります。しかしながら、スクールカウンセ

ラーによる支援、市町の教育支援センターにお

ける指導等の結果、不登校の状態から改善が図

られたケースも相当数あるのではないかと思い

ますが、現状はどのようになっているのか、お

尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君） 令和4年
度の公立小・中・高等学校の不登校児童生徒の

うち、約45％の1,560人が、スクールカウンセ
ラーや市町の教育支援センター等による支援の

結果、年度途中から徐々に登校できるようにな

っております。

このような事例につきましては、今後の学校

や家庭での支援に活かすことができますし、不

登校児童生徒本人や、その保護者にとっても、

励みや希望にもなるとも思いますので、市町の

担当者や教員を対象とした研修会等で積極的に

情報を発信してまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君） 45％も改善が見られ
るということは、そこの中の人であり、人材で

あり、またカリキュラムであり、様々な手法に

よる成功事例というものを県内全てに共有して

同じように取り組むことで、さらに効果が上が

ってくると思いますので、やはり数が多いから

問題だということよりも、むしろ、どれぐらい

解決しているのかというところにも着目してい

ただきたいと思います。

（2）私学振興について。
①保育士等の処遇改善について。

先般、知事に対して、私学6団体からの要望
が行われましたが、長崎県私立幼稚園・認定こ

ども園連合会からは、保育士等の処遇改善に関

する要望が上がっておりました。

私も、子どもたちの育ちを支えている保育士

等の人材確保は、大変重要であると認識してお

り、そのため処遇改善は、喫緊の課題であると

考えております。

知事は、選挙公約において、子育て支援と教

育環境の充実を挙げ、その中で保育士の賃金向

上を含む県独自の処遇改善を打ち出されており

ます。

また、先般示された「新しい長崎県づくり」

のビジョン（素案）においては、「こども」施

策を基軸に取組を進めることとされ、「こども

たちが安全・安心に健やかに成長し、その能力

と可能性を高めることを積極的に支援する」と

うたわれております。

そこで、知事は、来年度、保育士等に対する

県独自の処遇改善に取り組むかどうか、お尋ね

いたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。
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〇知事（大石賢吾君） 私は、こども施策を県政

の基軸として捉えておりまして、先般、お示し

した「新しい長崎県づくりのビジョン（素案）」

においても、その旨を明確に打ち出し、関連施

策の充実・強化を図っていくこととしておりま

す。

人口減少が急速に進む本県において、子ども

の育ちを支える保育人材の確保は、大変重要な

課題であると認識しております。

また、国において、保育士の配置基準の改善

等が検討されている中、保育士確保の地域間競

争も懸念されているところでございます。

本県独自の保育士に対する処遇改善策につき

ましては、現在、市町と協議を重ねておりまし

て、新年度予算において、ぜひ実現したいと考

えております。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）知事が進められるリー

ダーとしての意気込みを伺わせていただきまし

た。

②専修学校・各種学校への補助について。

県内の専修学校への進学者は、県内の高校の

卒業生が約8割を占め、県内の専修学校の卒業
生のうち7割以上の方が県内で就職していると
聞いており、中でも看護、医療などの特定の分

野では9割を超えていると承知しております。
このように、県内の専修学校は、高校卒業生

の県外流出の防波堤となり、専門人材を育成し、

県内就職の促進に大きく貢献しておりますが、

少子化の影響で小規模な専修学校ほど厳しい経

営状況にあると伺っております。

専修学校に対する経常費の補助単価について

は、従来は、予算総額を学生数で割って単価を

出す方法で算定をしており、平成12年度の単価
は約9,900円でした。その後、予算総額が増えな

い中で、学生数の増加に伴って単価が下がり続

けたため、平成23年からは単価を6,300円に固
定したままになっております。

しかしながら、少子化が進み、学生数が減少

に転じている現状において、現在の算定方法で

は、予算規模が年々縮小します。

専修学校が果たす役割を考えると、予算規模

を確保することは大切だと思いますが、県の考

えをお尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君）専修学校に対する県

の経常費補助につきましては、専修学校の経営

基盤の安定化のため、その一部を助成している

ところでございます。

専修学校は、県政の課題であります若年層の

県内就職の促進、県内企業等の人材確保の面で

大きな役割を果たしていると認識しております。

県といたしましては、少子化の影響で専修学

校の学生数が年々減っている現状を踏まえ、専

修学校の支援に必要な予算の確保に今後も努め

てまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）やはり成果をしっかり

出している。算定基準が、以前は人数割をして

いたわけですが、人数が増えると当然単価も下

がってくると、下がり過ぎてから、今度はそれ

を変更して固定にしてしまっている。そしたら、

それから人数が増えたとしても、やはり単価は

上がらないということで、ぜひとも、この構造

を見直していただいて取り組んでいただきたい

と思います。

5、農業行政について。
（1）後継者育成支援について。
本県でも、農家の高齢化が進み、農家の平均

年齢は、約65歳で、農家数は2020年までの10
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年間で27％、約1万3,000戸が減少し、今後、10
年、20年と、持続可能な農業を維持していくた
めには、新規就農者の確保が重要であると考え

ます。

このような中、私の地元の後継者から、「親

が高齢になり地元に戻りたいが、躊躇している」

と相談を受けているところです。

就農直後の経営確立を支援する国の経営開始

資金は、親元就農者は、親の経営基盤があるこ

とから、同じ作物で就農する場合は、支援の対

象にならないと伺っております。

私は、親元就農の支援を強化することが農業

人口を増やすきっかけになり、Ｕターンの促進

にもつながると考えておりますが、親元就農に

ついて、どのような支援が行われているのか、

お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 本県では、令和4年
度に国が創設した親元就農者も対象となる経営

発展支援事業を活用し、農業機械や施設等の導

入を支援しており、この2年間で21名の親元就
農者が本事業に取り組んでおります。

県としては、農業の持続的な発展のためには、

親元就農者の確保は大変重要な取組と考えてお

り、今後も国の制度を有効に活用しながら、関

係機関等と一体となって支援をしてまいります。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君） 今、答弁にありました

とおり、令和4年度に親元就農も支援の対象と
なる経営発展支援事業が創設されたということ

でございますが、それまではなかったわけでご

ざいまして、そのことをやはり周知するという

ことが、まず大事だと思っております。

このことがあることによって、また帰ってこ

ようと思うきっかけになるのは、大いにあるこ

とでございまして、そのことをしっかり地元の

市町、そしてＪＡと連携して情報を発信してい

ただきたいと思います。

（2）持続可能な産地づくりについて。
①県内の農地の基盤整備の成功事例について。

農業は、後継者問題のほか、耕作放棄地の拡

大など多くの課題を抱えております。

私の地元の農家の皆様からは、規模拡大した

いが、農地へ接続する道路や用水がないなど、

特に、中山間地を含め、農業生産に大変な苦労

をされている声を多くいただいているところで

あります。

このような課題を解決するためには、農業の

生産性向上を図り、次代を担う若い人たちに快

適で、しっかりともうかる姿を見せ、夢を持っ

て農業に取り組めるよう、農業の基礎となる農

地の基盤整備をしっかりと進めていく必要があ

ると考えております。

県におかれては、これまで農地の基盤整備を

積極的に推進されておりますが、農地の基盤整

備を実施された雲仙市の八斗木地区において、

集落の活性化につながる大きな実績が上がって

いると聞いております。

そこで、農地の基盤整備を実施した八斗木地

区での具体的な成果、効果について、お尋ねい

たします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 八斗木地区では、農

地の基盤整備に併せて、白ねぎの共同育苗施設

の整備など、地域が一体となって産地化に取り

組んだ結果、作付率は95％から123％へ、担い
手の平均農業所得は約460万円から約1,100万
円に増加しております。

また、若手後継者の定着により、小学校の児

童数が、この10年間で40人から74人へ増加する
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といった効果もあらわれていることから、県と

いたしましては、このような優良事例を県下全

域に広げ、生産性の高い産地の育成と所得の向

上につなげてまいります。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）大変大きな成果だと思

います。やはり生産性の向上だけではなく、Ｕ

ターンを含む8名の新規就農者、若手後継者の
定着につながり、しかも、小学校の児童数が10
年間で40人から74人へ増加というのは、大変大
きな成果であると思います。

やはり小規模な農家ほど、なおさら高齢化し

ておりまして、基盤整備をすることに、やっぱ

り一方考えるところがあられると思いますが、

このような実際の具体的な成果というものを県

内で共有することによって、それでは我が町で

もやってみようという契機につながると思いま

す。

国からの内示の来年度の農業基盤整備の予算

も100％充当されたというふうに伺っておりま
す。

また、農地の基盤整備に取り組まれている地

区数が、10年前の平成25年度には14地区であっ
たものが、現在は32地区と大幅に増加している
ということも、やはりニーズが高いものである

ことと認識しております。

このような成功事例を県下全域に広めていく

ことが、後継者対策に悩まれる地域の活性化対

策につながると思いますので、引き続き、積極

的に農地の基盤整備を進めていただくよう、要

望いたします。

②スマート農業の成果について。

農地については、基盤整備の推進により、生

産性向上へ効果が見られていますが、実際、生

産者の方が行う農作業において、担い手不足や

高齢化が進行していく中、省力化や労力軽減を

進めていかないと、産地が持続していくには厳

しい状況が続いていくと思われます。

そのような中、県では、省力化により生産性

向上を図る手段として、ドローン防除をはじめ、

農作業の自動化や遠隔化技術を活用したスマー

ト農業の実装が進められ、省力化等の取組を推

進していると伺ってますが、スマート農業の取

組で具体的にどのような成果が出ているのか、

お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）スマート農業の成果

として、水稲のドローン防除では、手散布と比

較して作業時間が10分の1に短縮できることか
ら、防除面積は、令和4年度に1,989ヘクタール
となり、この4年間で約8倍と急速に拡大してお
ります。

また、繁殖牛経営では、ＩＣＴ機器を活用す

ることで、遠隔監視による発情発見等が可能と

なり、農業者の負担軽減が図られるとともに、

分娩間隔の短縮により、子牛1頭当たりの生産
コストが約6万円削減される効果があらわれて
おります。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）答弁にありましたドロ

ーンを利用した防除や畜産での発情発見装置の

利用など、成果が上がっている技術は、速やか

に普及推進を図っていただき、スマート農業の

導入により、産地に後継者が残り、高齢者の方

も長く農業ができるような持続可能な産地づく

りに取り組んでいただきたいと思います。

6、警察行政について。
（1）交通事故の現状と対策。
①県内における交通事故の多発場所と発生原

因について。
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昨年の交通人身事故発生件数は2,610件、死者
数は27人に上っております。人口減少や自動車
の性能向上、道路環境の改善等の影響により、

交通事故は年々減少傾向にありますが、この交

通事故を減らしていくには、県民の安全を守る

ために重要な課題であると認識しております。

そこで、昨年中に県内で発生した交通人身事

故の道路形状別における発生場所のうち、最も

発生の多い場所及びその場所の事故原因につい

て、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 警察本部長。

〇警察本部長（中山 仁君） 昨年中、県内で発

生した交通人身事故2,610件のうち、道路形状別
の発生状況を分析いたしますと、最も発生の多

い場所は、交差点及び交差点付近で、全体の事

故の約6割に当たる1,498件が発生しておりま
す。

また、交差点及び交差点付近での最も多い事

故原因は、脇見、ぼんやり運転等の安全運転義

務違反で、約6割に当たる861件が発生しており
ます。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君） 今、答弁にございまし

たように、道路形状別では交差点が6割、そし
て、事故原因というのは脇見、ぼんやり運転が

6割、ということは、事故原因が多い結果に対
して、さらに具体的に強化した対策を取ってい

くことをしていけば、交通事故対策に直接的に

つながると思います。具体的には、やはり事故

件数が多い交差点のデータが出ておりますので、

そこに対しての注意喚起の看板であり、また、

これは道路管理者とも連携しなければいけませ

んが、停車線であったり、横断歩道であったり、

様々な要望が各地区では出ていると思います。

その中で、やはり事故発生が多いところを集

中的に実施していただくことが具体的な根拠に

なるのではないかというのが1点。
それと、脇見、ぼんやりというのは、以前は

携帯電話が原因になっておりましたが、それが

今、厳罰化されたことによって減っている。そ

うすると、脇見、ぼんやりで半分以上の方が事

故を起こしていることを県民の方に周知するこ

と、それは広報を使ってですね。そのことによ

って県民の方々の意識が変わる。また、ここで

脇見、ぼんやりが多くて事故が多いですよとい

う警告というか、告知をしていくということも

効果があると思います。

県内全域、離島もありますが、そういったと

ころに対して注意喚起を積極的に取り組むこと

をお願いいたしたいと思います。

②高齢者の死者数の割合及び交通死亡事故抑

止に向けた取組について。

最近、目立つのが、高齢者が加害者、被害者

になる交通事故でございます。

令和4年の長崎県内における交通事故の発生
件数は、前年より確かに減少してますが、死者

数は、交通統計が開始された昭和23年以降、最
少になっておりますが、交通事故による高齢者

の死者数は依然として多く、対策が必要な状況

にあります。

そこで、県内における高齢者の死者数の割合

と、高齢者の交通死亡事故抑止に向けた取組に

ついてお、尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 警察本部長。

〇警察本部長（中山 仁君）近年の交通死亡事

故の発生状況を分析いたしますと、高齢者の死

者数は、令和2年以降、3年連続で全体の死者数
の7割を超えておりまして、本年も約6割と高い
割合を占めております。

県警察では、高齢運転者に対しましては、交



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月１日）

- 34 -

通事故歴を有する高齢者宅の訪問活動や、運転

シミュレーターを活用した参加体験型講習など

の交通安全教育に取り組んでおります。

また、高齢歩行者に対しましては、夜間の声

かけと反射材の配布ですとか、あるいは交通安

全講話等におきまして、安全横断「手のひら運

動」の周知を図っております。

今後も、関係機関・団体と連携いたしまして、

高齢者の交通死亡事故抑止に向けた取組を推進

してまいります。

〇議長（徳永達也君） 松本議員─30番。
〇３０番（松本洋介君）先ほど申し上げました

ことと同じように、高齢者の死者数が7割とい
うことは、これも併せて高齢者の免許更新の時、

もしくは地域ごと、老人会とか、そういった高

齢者の集まりの時に、脇見、ぼんやりが事故の

もとになっている。また、この地域においては、

ここが事故が多い。それは加害であっても、被

害であっても、同じように高齢者の皆様に、さ

らにピンポイントで認識をしていただく。全体

の7割というのは、かなり大きい数であると思
いますし、そちらに関しては、やはり被害に遭

われたご家族の方にとってみれば、突然亡くな

られるということは、大変痛ましいことであり

ます。自分のことと思って、ぜひとも周知を、

これは地域とも連携して取り組んでいただくこ

とをお願いしたいと申し上げます。

最後に申し上げますが、長崎県にどのような

課題があり、その課題はなぜ起きているのか、

原因を分析し、その具体的な対策を行政に提案

するというのを、ある代議士から議員の基本と

して教えていただきました。

人口減少、農業振興、不登校の増加など、今

日質問した様々な課題がございますが、見方を

変えれば、そして、やり方を変えれば、交通事

故も同じでありますが、具体的な対策を取れば

解決できないことはないと思います。

ビジョンやコンセプトももちろん大事ではご

ざいますが、今、県民の皆様が求めているのは、

課題解決だと思っております。

目に見えた結果、課題解決をぜひとも来年度

予算にも反映していただき、本日、提案しまし

たことを県勢発展のためにご検討いただくこと

をお願い申し上げまして、質問を終わります。

ご清聴ありがとうございました。（拍手）

〇議長（徳永達也君） これより、しばらく休憩

いたします。

会議は、11時10分から再開いたします。
― 午前１０時５５分 休憩 ―

― 午前１１時１０分 再開 ―

〇議長（徳永達也君） 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）（拍手）〔登壇〕 本日

2番目の質問になります。
自由民主党会派、吉村 洋でございます。どう

ぞよろしくお願いいたします。

本日は、地元から傍聴者に来ていただいてお

ります。

早速、質問に入らせていただきたいと思いま

す。

1、令和6年度予算の概要について。
①来年度予算編成における、知事の基本的な

考え方について。

先般、新聞の記事において、次年度予算編成

について、事業見直しで10億円を捻出し、「こ
ども」、「食」分野等に重点配分するという記

事を拝見いたしました。

昨年度当初予算においては、政策的経費に
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40％シーリングをかけて新規事業の財源とす
るということに驚いた記憶が思い出されます。

今回については、知事の目指す「新しい長崎

県づくり」に向けて、財源も含め、どのような

施策を構築し、その手腕を発揮されようとして

いるのか、注目しているところでございます。

そこで、まずは来年度の予算編成について、

知事の基本的な考え方について、お伺いをいた

します。

あとの質問につきましては、対面演壇席より

行わせていただきますので、よろしくお願いい

たします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 吉村議員のご質

問にお答えいたします。

令和6年度は、私にとって知事の任期の折り
返しとなる年であり、当初予算の編成に当たっ

ては、県民の皆様に誇りと未来への期待感を持

っていただける「新しい長崎県づくり」に向け

た施策をさらに推進してまいりたいと考えてお

ります。

そのため、現在策定を進めているビジョンに

掲げる10年後のありたい姿の実現に向けて、従
来の事業の枠を超えた部局横断、融合的な取組

を強力に推進するとともに、県勢のさらなる発

展を目指し、総合計画の推進のための施策を積

極的に講じてまいります。

また、市町や民間、大学等との連携を一層推

進するほか、事業の選択と集中をさらに進め、

人材や財源の重点化を図るなど本県の総力を挙

げて取り組んでまいりたいと考えております。

こうした基本的な考え方の下、効果的な事業

構築に努め、国内外から選ばれる「新しい長崎

県」の実現を目指してまいります。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）②事業見直し等による

既存事業への影響について。

今、知事から答弁をいただいたところでござ

いますが、先ほどの松本議員からの質問にもあ

りましたので、大体、考え方としては理解をす

るところでございますが、この厳しい財政状況

というのは十分わかりつつも、厳しいシーリン

グ等により事業を新たに組み立てているという

ふうに考えているわけですが、県が行う事業に

ついては、既存の事業も含め、それぞれが全て

必要不可欠というふうに考えております。

そういった意味で、今回のシーリングの状況

はどうなっているのか、また、事業の見直しや

シーリングによって既存事業への影響はないの

か、お伺いをいたします。

〇議長（徳永達也君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君） 県におきましては、

今、議員のご指摘がございましたとおり、厳し

い財政状況の中、総合計画に掲げる各種施策を

効果的に推進していくために、毎年度、要求ル

ールの見直しを行いながら、施策の重点化等に

努めております。

令和6年度当初予算の要求に当たっては、シ
ーリング率を政策的経費5％の減、固定的経費
3％の減などと設定し、シーリングによる一律
の事業削減は最低限にとどめつつ、それぞれの

事業の実績や課題等を踏まえ、個別に見直すこ

とで必要な財源を捻出するということにしてい

ます。

今後の予算編成において、既存の事業のあり

方等にも留意しながら、施策の選択と集中を一

層推進してまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
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〇２９番（吉村 洋君）③国の補助金等の活用

について。

大体の考え方は、今のお話で大体わかるわけ

ですが、やはり必要なのは、選択と集中という

言葉もあるんですが、必要な事業については対

策を怠ることはできないと、そのように考えて

おります。そういった意味で、県の限られた財

政の中でやりくりをするということはわかるん

ですが、そこに自主財源が乏しい長崎県として

は、国の予算を獲得してくるという作業も当然

行わなければならないというふうに考えるわけ

です。

そういうことで、事業が確定してからも国の

予算をそこの中に入れ込むという作業は、ずっ

と引き続き行ってほしいと思っているんですが、

その活用についての考え方をお知らせいただき

たいと思います。

〇議長（徳永達也君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君）ご指摘がございまし

たとおり、本県財政は、自主財源に乏しく脆弱

な財政構造にありますことから、予算編成や予

算の執行に当たっては国の施策や地方財政対策

の動向を注視し、有利な財政制度の積極的な活

用を図っているところでございます。

具体的に申し上げますと、デジタル田園都市

国家構想交付金、それから特定有人国境離島地

域社会維持推進交付金などの国の交付金のほか、

交付税の措置のある地方債の活用など有利な財

源の確保に努めているところでございます。

令和6年度の当初予算の編成においても、国
の施策とか財源を可能な限り取り込みながら、

効果的な施策の構築に努めてまいりたいと考え

ております。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）よろしくお願いします。

先日、テレビを見よったら、国会の予算委員

会の中継がありよったんですが、私は個人的に

は好かんのですけれども、蓮舫国会議員が質問

をしよりました。国の基金の残高の推移、これ

が今、16.6兆円あるそうですね。2019年からす
ると7倍になっておると。河野太郎さんも、確
かに基金がジャブジャブある状態になりよると

いう話だったんです。こういうのを見よると、

私は野党じゃないですけれど、やっぱり国の資

金を引っ張ってくるという作業を強く要請をし

たいと思うわけです。

それからもう一つ、先般、長崎市が宿泊税を

導入しました。東京都、京都府、金沢市、大阪

府、福岡県、北九州市、倶知安町というところ

が今、実施をされているようです。

宿泊税というのは、法定外目的税となるんで

すが、どこがやるのか、基礎自治体でやるのか、

県でやるのかということを考えよったんですが、

東京都がやりよる、大阪府がやりよる、福岡県

は市と県でやりよるわけです。これが、ハイブ

リットでいいのかなと思うんですけれど。

最初に市に条例で制定されると、後から県が

やるというのは、なかなかやりにくいと思う。

県の財政を確保するためには、市と協力しあっ

て、県税で取って、市と県で分けると、それを

県全体に波及させるというような、観光振興事

業でもですね。厳しい財政ですから、そういう

こともアイデアの一つとして先に手掛けんと、

先に市が条例化されたら、そこにまた加えてと

いうのはやりにくくなるので、そこら辺は今後

とも考えていただきたいと思っております。

2、肥前窯業圏事業について。
①本年度事業の成果について。

本事業は、平成28年、「活性化推進協議会」
が設立され、平成31年4月より、佐賀県の4市1
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町、長崎県の2市1町が連携して行っている事業
でございます。

当初3年間は、国の補助事業として認定をさ
れていたわけですけれども、その後、県独自の

事業として、長崎県と佐賀県で進められている

わけです。こういう事業をどんどん、維持、拡

大を続けてほしいと思っている一人です。

そういうことから、本年度はどのような事業

を行われているのか、お尋ねをいたします。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）肥前窯業圏の取

組については、これまで長崎県と佐賀県及び関

係市町等が連携し、地域の魅力や文化的・歴史

的価値を踏まえた情報発信等に取り組んでいる

ところであり、近年、陶芸の館等の主要文化施

設への入館者が増加するなど、県北地域の活性

化に一定の成果が出ているものと認識しており

ます。

今年度は、「西日本陶磁器フェスタ」に出展

しＰＲを行ったほか、新たに「肥前やきもの圏

各産地をめぐるドライブスタンプラリー」など

に取り組んでいるところであります。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君） 今、お聞きしたんです

が、今年度新たにドライブスタンプラリーとい

うのを実施しているということです。

昨年は、冊子みたいなものを発行して、500
円で買ってとインセンティブが付いていたわけ

です。

今回はドライブスタンプラリーということで

すが、どういうような効果をねらって行われて

いるのか、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）ドライブスタン

プラリーは、三川内や波佐見、有田など7つの

産地等を訪れ、スタンプを集めて応募すると、

各産地のやきものや特産品が当たるもので、肥

前窯業圏の認知度向上と周遊促進を目的として

実施しております。

9月15日から実施しており、11月末時点で約
2,300人にご参加いただいているところであり
ます。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君） ただいま2,300人とい
うことですが、これが多いか少ないかというの

は、なかなか判断が難しいところでしょうけれ

ど、周辺人口を考えるのであれば、もう少し増

やしていく努力をしていただきたいと思います。

②広域都市圏との連携について。

佐世保を中心とする広域都市圏が形成されて

いますが、ここと窯業圏というのは、ほとんど

の部分で重なる圏域となるわけです。

そういうことで、広域都市圏の事業の中にお

いても連携して行うことができるんじゃないか

と思うんですが、来年度以降、そこら辺も含め

ながら、どのような事業に取り組んでいかれる

か、お尋ねをしたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）西九州させぼ広

域都市圏においては、佐世保市、波佐見町、伊

万里市及び有田町の連携事業として陶器市等の

相互ＰＲを実施するほか、波佐見町と有田町の

陶器市間をつなぐシャトルバスを運行しており

ます。

なお、窯業関連事業については、今後、関係

者連携の下、肥前窯業圏活性化推進協議会にお

いて取り組んでいくこととなっております。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君） 拡大に向けて、いろい

ろとアイデアを出しながら、せっかくの長崎・
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佐賀連携の事業でもあるわけですから、発展す

るようにお願いいたします。それが県北、また

佐賀とのつながりも強まっていくわけですから、

よろしくお願いいたします。

3、松浦鉄道の現況について。
①現在の運営状況について。

松浦鉄道は、第三セクターで運営される公共

交通機関となっております。設立当初は、経営

も安定しており全国でも評価の高い鉄道であっ

たわけです。しかしながら、人口減少や新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大、物価高騰等の

影響により、近年は非常に厳しい運営を迫られ

ているわけです。

そこで、現在の状況について、お伺いをした

いと思います。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）松浦鉄道の収支

につきましては、コロナ禍による利用者減少の

影響を大きく受け、大変厳しい状況にありまし

たが、沿線の県・市町が連携して支援したこと

によって、令和4年度における欠損額は、約
1,700万円に圧縮されております。
しかし、これと同額程度の欠損が、この数年

続いてきた結果、利益剰余金の残高は、平成29
年度末の約6,800万円をピークに、令和4年度末
には約600万円まで減少しております。
また、今年度においては、燃油高騰の影響等

もあり、県・市町の支援に加え、関係基金の一

部取崩しによって対応することとしております。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）②今後の県の関わり方

について。

非常に厳しい状況がわかるわけですが、松浦

鉄道の今後のあり方については、私個人は、当

然存続していくべきものと思っております。令

和3年度から「松浦鉄道自治体連絡協議会」と
いうのがありますが、その中で検討が行われて

いるわけです。この協議会の事務局は佐世保市

が担っており、先般の佐世保市議会でも、今後

のあり方検討を急ぐべきという議論もなされて

いるわけです。

非常に厳しい経営状況にある松浦鉄道の今後

のあり方検討を急ぐためにも、広域行政を担う

県の役割が大変重要と考えるわけですが、今後

のあり方検討について、県はどのように関わっ

ていこうとされているのか、お伺いをいたしま

す。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）松浦鉄道のあり

方検討については、今後、佐賀・長崎の両県が

連携して主体的な役割を担うことで合意し、本

年10月の「松浦鉄道自治体連絡協議会」の臨時
総会で報告が行われたところであります。

県としては、佐賀県や佐世保市をはじめ沿線

自治体との連携を深めながら、今年度新たに創

設された国の支援制度の活用を視野に、松浦鉄

道の今後のあり方を含め、沿線地域における持

続可能な公共交通体系の構築に取り組んでまい

ります。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）③施設整備計画につい

て。

佐賀県、長崎県両方で主体的に取り組んでい

ただくということで、一定安心はするわけです

が、松浦鉄道などの地域鉄道事業者が行うレー

ルとか枕木とか、鉄道輸送の安全性確保のため

に必要な設備の更新については、「施設整備計

画」に基づき国の支援が受けられると、そうい

う仕組みになっておりますね。

それで松浦鉄道、一応今年度で、その整備計
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画、一旦期限がきて、新たな計画をつくらんば

いかんというところにきていると思うんですが、

次期計画についての考え方をお知らせいただけ

ればと思います。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）松浦鉄道の施設

整備につきましては、これまで10年間の計画に
基づき、国及び沿線自治体において必要な設備

の更新を支援してきたところであります。

国の補助要件となっている施設整備計画につ

いては、今年度末で終期を迎えることから、次

期10年計画を新たに策定する必要があります
が、松浦鉄道のあり方検討に一定の時間を要す

るため、それまでの間、引き続き国の補助を受

けられるよう、暫定的に令和6年度から2年間の
計画を策定しております。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君） 今、あり方検討の結果

を出すために2年間延長をしていると、その間、
国の支援が絶対に受けられるという担保のもと

に行われているようですので、その結果をもっ

て、今度はその次の計画に取り組んでいただく

ようにお願いをいたしたいと思います。

4、石木ダムの事業進捗状況について。
①買受権について。

去る9月6日に、元地権者による買受権が発生
していると思います。発生の考え方がどういう

ふうかとなりますけれども、県の認識と、その

後の反対者の動きについて、お伺いをいたしま

す。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）買受権につきまして

は、土地収用法において、事業認定の告示の日

から10年を経過しても、収用した土地の全部を
事業の用に供しなかったときに、土地の前所有

者が行使することができるとされております。

石木ダムにつきましては、工程に沿って工事

を進めておりまして、事業用地が事業の用に供

されていることから、県といたしましては、買

受権は発生しないものと認識しております。

また、事業に反対しておられる方々の訴訟に

向けた動きにつきましては、現時点では承知し

ておりません。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）県としては発生しない

というふうに認識していると、ずっとその答弁

ですが、我々は心配するわけです。それでこう

動きになって、買受権の発生の要件というのを

お知らせをいただいているんですが、事業の用

に供しなかった場合と、そうすると元の地権者

が、今は国ですが、買い戻すというふうに主張

をする。いやいや、そうはできないとなると、

当然裁判ということになるわけですね。そうす

ると、裁判をやりだすと、また何年かかるかと

いう話になりますよ。だから、そこら辺を、そ

ういう話ではなく、事業を進める必要性がある

と私は考えるわけです。我々はそうなんですが、

声はあまり出ません。反対者の声ばかりです。

②反対者の動きについて。

それで、私のところにも、はがきが何十枚も

送られてくるんですよ、反対者から、「石木ダ

ム問題を知る会」とかといってですね。名前だ

け書いてあります。住所も何もわかりません。

私はですね、これが何十枚も送りつけられてく

ると、気が弱いものですから、強迫観念にから

れるわけです。

そういうこと犯罪に当たるんじゃないかと思

うんですが、警察本部長、いかがですか。

〇議長（徳永達也君） 警察本部長。

〇警察本部長（中山 仁君）犯罪に当たらない
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かとのお尋ねでございますけれども、ある行為

が刑罰法令に抵触するか否かにつきましては、

一概にはお答えすることは困難であると考えら

れます。

いずれにいたしましても、個別具体の事実関

係に即して判断をされるべきものと承知をいた

しているところでございます。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）まだ未然のものですか

ら、そういう答弁しか出てこんのはわかります

が、頭の中に入れておってくださいよ、こうい

う活動はですね。私としては、いき過ぎている

と思うんですけれども、よろしくお願いします。

③団結小屋の撤去について。

ダム本体が着工して工事が進捗しよると、工

事の用に供されるというためには、やっぱり団

結小屋だけでも即時撤去すべきと考えるわけで

すが、県の考え方をお知らせいただきたいと思

います。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）石木ダム事業につき

ましては、現在、工事工程に沿って、ダム本体

の掘削工事や付替え県道工事等を進めていると

ころでございます。

今後、工事を円滑に進めていくためには、川

原地区にお住いの13世帯の皆様からのご理解
とご協力を得ることが重要であるとの認識に変

わりはございません。

いまだ明渡しに応じていただけていない団結

小屋を含む収用地につきましては、明渡し期限

を過ぎた後、毎月、文書の送付や職員の訪問に

より明渡しのお願いをしており、私も先日、現

地を訪問し、話し合いのお願いを行ってまいり

ました。

引き続き、収用地の明渡しに応じていただけ

るよう、努力を重ねてまいりたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君） その繰返しじゃ、もう

どうにもならない。工事が着工されるというふ

うに見えるのは、ダム本体ができることだと私

は思っております。

向かって右側は、基礎工事ができるようにな

っております。左側に団結小屋があるわけです。

そこは不法にそこに小屋を建ててあるわけです

ね。ですから、それをどいていただくと、移動

させるだけでもいいと私は思うんです。そして

基礎を造れるようにする。そういうことを早く

判断していただくようにお願いをしたいと思い

ます。

④佐々川からの取水の可能性について。

先般から、佐々川から取水ができるのではな

いかというふうに質問があっているわけですが、

「河川整備基本方針」を策定して、流水の正常

な機能を維持するために必要な流量を設定する

ということで、今、計測をされているわけです

ね。

佐々町が、1日2,400トンを取水しております。
佐世保市が1日7,535トンでございます。合計で
約1万トンを取水されよるわけです。
なかなか厳しいところかなと思うんですが、

その計測の結果、もし余力があれば、佐々町が

毎年要望を出されているわけですよ、不安定水

源が多いところですから。そういう意味でも、

佐々町に取水をできるようにすべきと思うんで

すが、いかがでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）佐々川におきまして

は、「河川法」に基づく「河川整備基本方針」

策定に向け、平成31年1月から流量観測を行っ
ております。
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「河川整備基本方針」策定に当たっては、概

ね10年に1回程度の渇水時の流量を把握する必
要がございます。

現時点では、流量観測のデータが少なく、新

たな水利権許可の可否を判断できないことから、

もうしばらく河川の流量観測を継続していきた

いと考えております。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）そこら辺を考えながら

やっていただきたいと思います。

また、別に佐世保市はダムの施設等の老朽化

もあって、ダムをとめて施設改修をせんばなら

んというところに、もう差し迫っているわけで

す。ですから、そのようなことを総合的に判断

すると、やはり石木ダムを急がんといかんとい

うことが、もう喫緊の課題としてあるわけです

から、一日も早く、ここに取りかかれるように、

お願いをしておきたいと思います。

5、ＩＲ事業の認定について。
①審査の状況について。

昨年4月、大阪と同時に申請をして、本年4月
に大阪だけ選定をされたわけです。

長崎県が国に提出した区域整備計画について、

引き続き審査する必要があると考えるが、これ

はどこが審査しますか。それをお伺いいたしま

す。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） 九州・長崎ＩＲ区

域整備計画においては、国際的なＭＩＣＥビジ

ネスの展開や観光における新しい人の流れを促

進するゲートウｴイ機能の強化等により九州全

体の発展を図るなど、地方初の日本創生モデル

の実現を目指すこととしております。

本計画の審査は、特定複合観光施設区域の整

備のための基本的な方針に基づき、国が設置し

た外部有識者から構成される「特定複合観光施

設区域整備計画審査委員会」において、審査が

行われております。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）審査委員会は当然そう

いうことに、どういう具合もなるわけですから、

そこで審査されているんだろうと思います。

②認定獲得に向けた取り組みについて。

それで決定後、結果が公表されるということ

で、全部で審査項目がたくさんありますけれど、

1,000点満点で657.9だったそうですね、大阪は、
それで長崎だけが継続して審査されるというこ

と、審査委員会にかけるなら、同時に審査して

もいいんじゃないかと思うんですが、そこら辺

の情報が全然わかっていないわけです。

そういうことで、この認定獲得に向けて、県

として覚悟をもった取組姿勢を見せてもらいた

いと思うわけですが、いかがでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君）我が国におけます

ＩＲ導入の意義は、世界中から観光客を集め、

来訪客を国内各地に送り出すことで、国際競争

力の高い魅力ある滞在型観光を実現することで

あり、新型コロナウイルス感染症収束後の観光

活性化を図るうえでも大きな役割を果たすこと

が期待されております。

また、九州・長崎ＩＲは、様々な施設の整備

と併せて、ＩＲ区域へ多くの来訪者が訪れるこ

となどにより、多種多様な雇用の創出や旅行消

費額の増加など地域経済や観光分野において高

い効果をもたらすことが見込まれており、県勢

浮揚の絶好の好機であると考えております。

そのため、県としましては、ＩＲによって観

光関連産業や地域経済の活性化を図り、九州地

域の地方創生、ひいては我が国の発展にも貢献
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できるよう、一日も早い区域認定の獲得に全力

で取り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君） 頑張ってくださいよ。

よろしくお願いしますよ。

もう認定がおりるものとして考えます。申請

書を見ても、大阪と長崎がどれだけ差があるか

というのは、私らでもよくわからんとですけれ

ど、ようできとると思いますよ、長崎の申請書

も、だから、それを大阪だけ上げて、長崎だけ

落とすというのは理由がわからん。だから、通

ると思います。

③アニマルウェルフェアについて。

通ると思って考えよったんですが、この長崎

県内からいろんな経済効果を及ぼすためにも、

例えば資材の納入とか、そういうことを県内の

事業者が行うことが必要だろうと思います。

最近ちょっと聞いたんですが、アニマルウェ

ルフェアという考え方というか取組というか、

そういうのがあるそうでございます。これは、

牛とか豚とか鳥、鳥の卵とか、その飼育に関す

るもので、悪い環境で育ったそれらは人間の体

にも悪いということで食べない人がたくさんお

られるようなんですが、そこら辺のことを考え

て、今から研究を進める必要があると思います

が、県の考え方をお知らせいただきたいと思い

ます。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）家畜のストレスや疾

病を減らし、動物衛生の向上を目的とするアニ

マルウェルフェアにつきましては、本年7月に、
国が国際水準に対応する指針を公表したところ

です。

県といたしましては、輸出やインバウンドな

どの国際的なニーズに対応するため、関係団体

に対し、国の指針に基づいた研修会の開催など

を働きかけてまいります。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）国も何か基準をつくっ

たようでございますので、そこら辺を注視しな

がら研究を進めておっていただきたいと思いま

す。認定がおりました、それから、いろいろ準

備でもいかんので、できるものは先にやってお

くということを心がけていただきたいと思いま

す。

6、九州新幹線西九州ルートの進捗について。
①現状と今後の取り組みについて。

九州新幹線西九州ルート、これが今ずっと続

いているわけですが、ここでの問題は、新幹線

スキームですね。財源の新幹線財源スキーム、

これが非常に問題なんだなと思います。地元負

担が多額になりますから、特に、佐賀県は、今

度の鳥栖から武雄までは佐賀県ですから、負担

が多いと。

そういう新幹線スキーム、地方の整備新幹線

の財源スキームを見直すような要望を国に対し

て行っていただきたいと思うんですが、そうい

う課題の対応とかを含め、フル規格整備に向け

た今後の取組について、お伺いをいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）九州新幹線西九州ルート

のフル規格による整備について、佐賀県は、地

方負担やルート、在来線等の課題があるとされ

ています。現在、国土交通省との間で幅広い協

議が続けられていることと承知をしています。

この地方負担につきましては、法令に基づい

て負担ルールが定められているところでござい

ます。

なお、政府・与党などの関係者に対しまして、

フリーゲージトレイン導入断念の経緯や、地元
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の意向も十分に踏まえた対応を求めてきたとこ

ろでございます。

また、在来線や地域振興など両県で共通する

課題につきましては、佐賀県と対話を重ねなが

ら、連携して取り組んでおります。

今後も、将来を見据えた大きな視点に立ちま

して、西九州地域全体の発展に資する全線フル

規格での整備を目指して力を注いでまいりたい

と考えております。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）②県北への効果の拡大

の取り組みについて。

今回、新幹線整備の質問をするきっかけにな

ったのが、これも長崎新聞ですが、九州地方知

事会で新幹線の整備が議題にならずと、こう大

見出しで書かれると、何となく「どうなってお

るか」という話になるんですよ。

そういうことで、この議題はあらかじめ決ま

っている知事会だとは思いますけれども、いろ

んな場面で働きかけをやっていただくように、

知事にはお願いをしたいと思っております。

③ＪＲ佐世保線に対する県の考え方について。

新幹線が全線開業、開通となった時は、佐世

保線に対する将来像に不安が生じる面もあるわ

けです。

県の基本的な考え方を改めて認識し直して、

佐世保線の整備のあり方について、県の考え方

をしっかりと構築していただきたいと考えるわ

けですが、いかがでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）ＪＲ佐世保線は、

佐世保市と福岡都市圏を結ぶ幹線の一部として

重要な路線であると認識しております。

また、平成4年に示した「九州新幹線（長崎
ルート）等の整備に関する基本的考え方」にお

いて、佐世保線の輸送改善を図ることとしてお

り、この考え方に基づき、昨年度まで佐世保線

の高速化事業を実施してきたところであります。

現在、九州新幹線西九州ルートの新鳥栖－武

雄温泉間の整備については、国と佐賀県で幅広

い協議が続けられております。

県としては、引き続き協議の状況や動向を注

視するとともに、ＪＲ九州に対して佐世保線の

輸送改善を働きかけてまいります。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）よろしくお願いいたし

ます。

7、基地対策について。
①基地対策・国民保護課設置後の成果につい

て。

令和5年度より、県危機管理部に「基地対策・
国民保護課」が設置をされました。半年余りで

すが、この「基地対策・国民保護課」が置かれ

たことによる効果といいますか、そこら辺のこ

とをお知らせいただければと思います。

〇議長（徳永達也君） 危機管理部長。

〇危機管理部長（今冨洋祐君）佐世保市の基地

政策方針の策定など基地関係の新たな動きや、

安全保障環境の変化を背景とした国民保護の重

要性の高まり等を踏まえ、地元自治体や関係機

関とより緊密に連携しながら、基地と地域との

共存・共生を図ってまいりたいと考え、4月に
「基地対策・国民保護課」を設置いたしました。

これまで国民の生命や財産を守るための国民

保護の取組を着実に進めるとともに、基地対策

については、国への要望のほか、地元自治体や

自衛隊、商工会議所などと意見交換を行いなが

ら、庁内連携して、地元企業の受注機会の拡大

や自衛隊員の定住促進などに取り組んでまいり

ました。



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月１日）

- 44 -

特に、佐世保港の重要課題である前畑弾薬庫

の移転・返還について、市と連携しながら、国

に対し、あらゆる機会を通じて強く要望を行っ

てきたところ、来年度の国の概算要求において、

今年度の2,300万円から大幅増となる14億
6,100万円の計上がなされたところです。
引き続き、佐世保港のすみ分けの早期実現に

向けて、より具体的に事業の進捗を求めていく

など、地元自治体と連携しながら基地対策にし

っかりと取り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君） 今後とも、しっかりし

た取組をお願いしたいと思います。

②佐世保市との連携について。

結局、基地を抱える佐世保市でございますが、

課題はたくさんあるわけでございまして、国が、

令和5年度から令和9年度までの5年間の防衛費
の歳出総額を43兆円程度ということが先般か
ら決定されたと聞いているわけです。令和5年
度につきましては6兆8,000億円が計上され、契
約ベースにすると約9兆円になるというような
話でございます。

「防衛生産基盤強化法」というのも成立をし

ております。これは、国内の防衛産業を担う企

業の支援強化というふうに読んでとれるわけで

す。

今、部長からもありましたが、特に、佐世保

商工会議所と大村商工会議所の共同提案で、基

地政策の強化というのが要望されております。

地域経済に及ぼす効果が、この予算を活用でき

れば大きいわけでございまして、新たな国の予

算に沿っていろんな事業が進められます。そう

いった意味で、佐世保市の防衛産業を引き上げ

ていくことができるのではないかというふうに

考えるわけです。

例えば、今、佐世保の防衛関係の事業者は、

横須賀に人員を派遣することをやっております。

いわゆる地元に仕事が少ないからということに

なるわけです。

そういうことで佐世保市は、この「防衛生産

基盤強化法」で受けることのできる支援内容の

情報等について積極的に調査、分析をして、関

連企業へ情報提供をしようというふうに決定を

されておりますが、佐世保市と連携して取り組

む考えについて、お聞きをしたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 佐世保市では、地域特性

である基地の所在を積極的に活かしたまちづく

りを推進されています。県としても、市と連携

しながら、基地との共存・共生を図ってまいり

たいと考えているところでございます。

先月10日に実施をいたしました「県・佐世保
市政策ミーティング」におきまして、宮島佐世

保市長から、国の防衛費の大幅な増額等を踏ま

えまして、国への要望や民間を巻きこんだ取組

等を県・市が連携をして検討する「基地を活か

したまちづくりに関する意見交換の場」につい

て提案がございまして、県としても、同じ価値

観を持って取り組んでまいりたいという考えを

お伝えしたところでございます。

今後、調査、分析も含めまして、市の考え方

や内容を詳しくお聞きしたうえで、具体的な取

組について検討を進めてまいりたいと考えてお

ります。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君） 先般、宮島市長とも、

そういうことでお話をされたということでござ

いますので、連携して今後とも取り組んでいた

だきたいと思います。

③地元発注に向けた取り組みについて。
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この防衛力整備計画でございますが、この発

注について、当然公共の発注ということになる

わけですから、一定のルールがあることは当然

わかっているわけですが、国の決定を斟酌して

いくと、例外的措置で特別法を設けることも可

能でないかと思うわけです。そういう特別法を

つくってもらうような要望を国に対して強く行

うべきではないかと思いますが、いかがでしょ

うか。

〇議長（徳永達也君） 危機管理部長。

〇危機管理部長（今冨洋祐君）国の防衛力整備

計画では、防衛費の増額に加え、防衛力を支え

る要素として地元経済への寄与が打ち出されて

おり、佐世保市など基地が所在する自治体にお

いては、防衛施設の整備や駐屯地の運営等によ

る経済活性化への期待は大きいものと認識して

おります。

県では、防衛施設関係工事や艦艇修理、物品

購入等に係る地元企業の受注機会の拡大につい

て、防衛省に対して政府施策要望を実施してき

たほか、本県を管轄する九州防衛局や各部隊等

に対しても重ねて要望を行ってきたところでご

ざいます。

引き続き、あらゆる機会を捉えて国へ要望を

行うとともに、さらに効果的な取組としていく

ために、地元企業の受注につながる仕組みの拡

大など国への要望内容や手法等について、佐世

保市との意見交換の場なども活用しながら、地

元自治体などと連携して検討を行ってまいりま

す。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）よろしくお願いをいた

したいと思います。

④基地交付金について。

具体には、佐世保港には海上自衛隊の艦艇24

隻が在籍しております。在日米軍の揚陸艦4隻、
掃海艇4隻の8隻も配備されております。そうい
った意味では、非常に重要な佐世保港となるわ

けですが、米軍の提供施設は全てが交付金の算

定基礎になっているわけです。これは基地交付

金ですけれども。

自衛隊については、飛行場、演習場、弾薬庫、

燃料庫、レーダーサイト及び特定の通信所とい

うところしか対象になっておらんわけです。何

かというと、岸壁が対象になっておらんわけで

すよ。

それで、これを佐世保市が計算しておるんで

すが、港湾施設の資産価格は令和4年度で約64
億5,000万円、これのいわゆる固定資産税相当が
入ってこない状況にあると、こういう話になる

わけです。

こういう中身を考えると、自衛隊が使用する

港湾施設を基地交付金の対象とすることを強く

国に対して要請すべきと考えるが、いかがでし

ょうか。

〇議長（徳永達也君） 危機管理部長。

〇危機管理部長（今冨洋祐君）基地交付金に係

る対象資産の範囲拡大につきましては、米軍基

地が所在する都道県で構成いたします渉外知事

会として国へ要望を行っております。

基地交付金につきましては、国から基礎自治

体へ交付されるものであり、佐世保市から県に

対する要望項目にも含まれていないことから、

現在、県の政府施策要望としては実施しており

ませんが、市が実施する基地対策に係る様々な

国への要望について、協力を行っております。

今後、次年度の政府施策要望について、関係

市町と調整しながら検討を進めていくこととし

ており、基地交付金につきましても、市の優先

順位や考えをお聞きしながら検討してまいりま
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す。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）ぜひともお願いします。

そこら辺が結局使用できずに佐世保市は困って

いるわけですから、当然のこととして要求する

権利があると思っておりますので、お願いいた

します。

8、県庁舎跡地の利活用について。
①利活用の再構築について。

これは、今はほとんど暫定供用中ですね。そ

こで、まだまだ検討の余地があるんじゃないか、

変更できることがあるんじゃないかという考え

方で質問するんですが、ここまで長く検討、検

討と言うて進められてきたんですが、この際、

もう一回立ち止まって、県下21市町の意見も聞
きながら再構築をしてはどうかと、これは、県

民の財産だと私は思っているわけです。そうい

う意味で、もう一度再考する考えがあるか、な

いか、お願いいたします。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）県庁舎跡地の活

用に係る基本構想については、県議会をはじめ、

経済団体、有識者の方々、そしてパブリックコ

メントによる県民の皆様の意見などを踏まえて

取りまとめてきたものであり、これまでの経過

や関係者の皆様とのご議論は最大限尊重すべき

ものと考えております。

現在、跡地においては、基本構想に基づいた

暫定供用を行っており、利用者のご意見を踏ま

え、今後、基本構想の具体化を進めてまいりた

いと考えております。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）ある程度進んでおるの

で、なかなか難しいかとは思いますが、何か中

途半端なような気がするので、そこら辺を頭に

入れて、今後の取組をやっていただきたいと思

います。

9、繁殖牛振興対策について。
①取引価格の急激な下落対策について。

②今後の取組について。

次に、畜産振興対策についてですが、先ほど、

これも松本議員から質問がありましたので、前

段は端折らせていただきますが、平戸口市場に

おいて、2020年には年間の平均価格が約72万円
だったんです。それが、本年9月においては約
43万円に落ち込んでいるわけです。そういうこ
とで、11月補正にも県が上乗せ補助をしていた
だけるということで、ありがたいなと思うんで

すが。

国の支援にブラスして県独自の上乗せ補助を

実施するということですが、これはやっぱり国

の大もとの支援がなからんと、それの上乗せ補

助ですから、国の制度の事業期間というのが非

常に気にかかるんですが、これの延長というこ

とについて、国に対し強く要望していただきた

いと思うんですが、いかがでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 国の事業は、令和5
年12月までの臨時的な支援制度であることか
ら、来年1月以降も、子牛価格の動向に応じて
制度を延長いただくことも重要と考えており、

本年11月に、制度の延長について国に要望を行
ったところです。

今後とも、子牛価格の推移及び国の動向を注

視してまいります。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）よろしくお願いをいた

したいと思います。もうこの際、廃業しようか

という声もあったり、耳にしたりするので、下

支えをお願いしたいと思います。
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10、林業振興について。
①森林の有効活用と地籍調査について。

これも何回も言っているんですが、佐世保市

は特にですけれども、地籍調査が進んでおりま

せん。まちなかをずっとやりよるんですが、ま

ちなかをしても、なかなか進まない現状にある

わけです。それで、森林組合等が、山に入って

いわゆる伐採をしたいんですけれど、境界が決

定しておらんと、なかなか入れないという現状

にあるわけです。

そういうことも考えながら、県において、ど

ういう対応を行っていかれるかということをお

聞きいたします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）森林の伐採や路網の

開設など森林整備を進めるためには、森林所有

者による境界の確認が必要であるものの、議員

ご指摘の旧佐世保市などにおいては、一部地域

で地籍調査が未実施のため、境界が定まってい

ない森林が残っております。

このため農林部では、境界が定まっていない

森林の中で整備希望の箇所を森林組合から聞き

とり、その結果を地籍調査の実施主体である市

町につないでいただくよう、地域振興部に情報

提供を行っているところです。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）ただいま農林部長から、

そういう情報提供を行っているという答弁があ

ったわけですが、地域振興部としては、その情

報を受け、市町に対し、どのようにその情報を

提供し、地籍調査の進捗を図ろうとされている

のか、お伺いいたします。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）地域振興部とし

ては、農林部から提供があった情報について、

関係市の地籍調査担当部局に対し提供するとと

もに、必要に応じ市へのヒアリングの中で実施

方針や優先実施地域の見直しなどについて、幅

広い意見交換を行っているところであります。

県としても、地籍調査の進捗を図るうえで、

道路整備などの社会資本整備や森林整備、防災

対策などの施策と連携して取り組むことは大変

重要であると考えております。

今後も、引き続き実施主体である市や庁内関

係部局とも様々な情報を共有しながら、地籍調

査事業の進捗を図ってまいりたいと考えており

ます。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君） 地籍調査なんて、どこ

から始めても一緒ですから、山から始めてもい

いわけですよ。ですから、そういうものを森林

組合あたりとも情報を共有しながら、市町とも

連携してやっていただきたいと、それが、いわ

ゆる林業の活性化にもつながっていくというこ

とですので、よろしくお願いいたします。

11、中小・小規模事業者の振興について。
①中小・小規模事業者の支援について。

非常に厳しい状況が続いております、県内小

規模事業者の経営状況というのは、そういうこ

とで、商工会等でもいろんな集まりがあって、

各県の対応策の比較とかしたりするんですが、

国の交付金等を活用して九州各県で支援が行わ

れております、いろんな支援が各県ごとに、長

崎県においても、エネルギー高騰対策として

様々な対策を打たれていることは存じておりま

すし、ありがたいとも思っているわけですが。

事業者に対する直接的な支援として、ＬＰガ

スの使用料金、これを長崎県も6月補正で、一
般消費者向けのＬＰガスの補助を9億5,600万
円実施されたところです。
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それで、都市ガスは、国が直接支援しよるわ

けです。ＬＰガスは、都道府県にお任せという

状態ですね、国は知らんという話、それぞれの

県で考えるという話になるんですが、事業者に

対しても、一般消費者と同じような補助をして

いただけないかという声が挙がってくるわけで

す。

九州でも福岡、佐賀、大分、熊本の4県は既
にそういうことを実施されております。そうい

うのを見ると、どうして長崎県はしてくれない

んだというふうな声が出てくるわけです。

そういう意味で、これを検討していただけん

かと、形は少し違っても工夫してやっていただ

きたいと思うんですが、いかがでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）県といたしまし

ては、将来にわたって中小企業のエネルギーコ

スト削減につなげるとともに、脱炭素化を促進

するため、ＬＰガス関連を含む空調設備や給湯

器などの省エネ設備の導入を、これまでに約

1,500件支援をしてきたところでございます。
実際にこの支援を活用した事業者から、より

省エネ効果の高い設備に更新し光熱費を削減で

きたほか、中小企業の脱炭素化の推進につなが

ると一定の評価をいただいているところでござ

います。

このような中、今般の国の経済対策において

も中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策

支援があげられており、「物価高騰対応重点支

援地方創生臨時交付金」の活用も推奨されてい

ることから、引き続き事業者の声もお聞きしな

がら、必要な対策について検討してまいりたい

というふうに思っております。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）前向きに検討してくだ

さいよ。そういう声が多いんですよ。省エネ設

備補助金も助かります。しかし、受益者負担と

いうか、それも出せないという声もあるんです

よね。それと、1回受けた人たちは、もう受け
られないと、設備に対してはですね、そういう

ことがありますので、どうか工夫して支援がで

きる道を探していただきたいと思います。

②小規模事業者持続化補助金について。

国の事業として、小規模事業者持続化補助金

事業というのがございます。これは使い勝手の

いい補助制度でありまして、小規模事業者もた

くさん使っていただきよります。国の補助率が

3分の2、あとの3分の1を受益者が負担する。
しかし、実情はですね、3分の1にブラスして、
あと1割ぐらい余計にかかってしまうと、そこ
も受益者が負担することになっているわけで、

この自己負担分がのしかかってきて厳しいとい

うことがあるので、何らかの県の支援がそこに

考えられないかということをお尋ねしたいと思

います。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）お尋ねの小規模

事業者持続化補助金は、小規模事業者の販路開

拓等の取組を、国が3分の2という高い補助率で
後押ししている制度であると承知しております。

県においては、小規模事業者等が当該補助金

など各種支援制度を積極的に活用できるよう、

中小企業診断士による助言、相談対応や申請書

類作成支援を行う体制を整えており、一定評価

をいただいているところでございます。

本県の厳しい財政状況の中、当該補助金の上

乗せ補助については困難でありますが、今後も

地域経済の状況を注視しまして、国の補正予算

の内容について見極めながら、必要な対策につ

いて適時適切に講じてまいりたいというふうに
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考えております。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君）さっきの子牛価格も緊

急支援で、県の単独の上乗せ補助があっている

わけです、8分の1のですね。そういうことも参
考にしていただいて、よろしくお願いしたいと

思います。

③商工会職員の増員について。

商工会は、もう何回も言いますが、合併以降、

150名の職員が減員されております。非常に厳
しい、対応ができない状況にあるわけです。そ

こで、商工会の職員をもっと増やしてほしいと

いう要望があるんですが、今の商工会のいわゆ

る国の交付税ではなかなか難しい。

そこで、県と市町と商工会が連携して、3分
の1ずつ補助とかやって、商工会の職員を増や
すということが考えられんかなと思うんですが、

いかがでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）商工会職員等の

人件費や活動費等については、助成を今行って

いるところでございまして、今、議員のお話の

ところについては、県としましても、今後とも

小規模事業者のニーズを把握しまして、県の商

工会連合会とか市町と十分に意見交換をしなが

ら進めさせていただきたいというふうに考えて

おります。

〇議長（徳永達也君） 吉村議員―29番。
〇２９番（吉村 洋君） 終わりますが、よろし

くお願いします。（拍手）

〇議長（徳永達也君） 午前中の会議は、これに

てとどめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から再開いたします。
― 午後 零時１１分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

〇議長（徳永達也君） 会議を再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

宅島議員－27番。
〇２７番（宅島寿一君）（拍手）〔登壇〕皆様、

こんにちは。

自由民主党、雲仙市選挙区選出、宅島寿一で

ございます。

いよいよ、本日から師走に入りました。お寒

い中に、私の一般質問の傍聴に駆けつけていた

だきました支援者の皆様方、誠にありがとうご

ざいます。

通告に従いまして、一般質問をさせていただ

きます。

知事及び関係部局長のご答弁を賜りますよう、

よろしくお願いいたします。

1、知事の政治姿勢について。
（1）「核兵器のない世界」に向けた「国際

賢人会議」について。

「核兵器のない世界」に向けた国際賢人会議

の第3回目の会合が、長崎市において、来週、
12月8日及び9日に開催されます。
「国際賢人会議」とは、核兵器保有国と非保

有国、双方からの参加者が、それぞれの国の立

場を越えて、核なき世界の実現に向け、知恵を

出し合い、自由闊達に議論を行う場であると聞

いております。

「国際賢人会議」が本県で開催されることで、

被爆地である長崎も世界から注目を集めること

になりますが、県として、今回の「国際賢人会

議」をどのように受け止めているのか、その思

いをお尋ねいたします。

（2）長崎県のおもてなしについて。
おもてなし機能と危機管理機能について。

令和5年2月定例会で瀬川議員も取り上げら
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れましたが、来賓客等へのおもてなし機能と危

機管理機能の充実等について質問いたします。

新型コロナウイルス感染症の5類移行後、
様々なイベントなどが再開され、本年は「Ｇ７

保健大臣会合」が長崎で開催されるなど、国際

県長崎としての存在感も高まってきており、国

内外からの要人のご来県の増加が期待されてお

ります。

そのような中、要人をお迎えするに当たり、

一定の格式や規模、機能を備えた施設が必要と

考えますが、県庁舎の応接室や民間施設だけで

は機能が限られるなど、対応に制約が出る場合

もあると考えております。

一方、災害や重大な事件・事故などが発生し

た場合、知事が、在宅の際等にも迅速に対応で

きるよう、危機管理機能を充実・強化する必要

があると考えております。

今後、本県を訪れる国内外からのご来賓に対

して、本県のおもてなし機能を充実・確保する

こと、また、知事の在宅時の危機管理機能を充

実・強化すること、この2点に対応できる施設
が必要と考えますが、県の考え方をお尋ねいた

します。

国際県長崎の地位向上について。

今年6月に、県とポルトガル政府の「連携・
協力のための覚書」が交わされ、7月には、大
石知事は、サッカーポルトガル代表のクリステ

ィアーノ・ロナウド選手に本県の魅力のPRをさ
れたと伺っております。

SNSで6億人ものフォロワーを持つロナウド
選手が、本県の魅力を発信していただければ、

海外での認知度向上やインバウンド増加、そし

て、国際県長崎の地位向上につながると考えま

す。

知事が、千載一遇の機会を捉え、直接PRをさ

れたことは、私は高く評価をするところであり

ます。

そこで、今回のロナウド選手にお会いされた

目的や意義について、知事のお考えをお尋ねい

たします。

（3）シリコンアイランド九州について。
九州においては、熊本県にTSMCが進出し、
本県においても、企業誘致により京セラが工場

立地を決定するなど、半導体産業への投資が活

発化しております。

そのような中、大石知事におかれましては、

去る10月25日及び26日に開催された九州地方
知事会議並びに九州地域戦略会議に参加され、

九州各県の知事や経済界の皆様方と「シリコン

アイランド九州」の実現に向けた取組をはじめ

とした様々な議題について、議論されたとお聞

きしております。

そこで、その会議において、「シリコンアイ

ランド九州」の実現について、どのような議論

が行われたのか、お尋ねいたします。

2、産業労働行政について。
（1）半導体関連産業について。
人口減少などの課題を解決していくためには、

特に、雇用創出効果が大きく、所得も比較的高

い製造業の振興は重要であります。

私自身、先月、農水経済委員会の現地調査で、

半導体メーカーのラピダスが立地する北海道千

歳市を訪問し、産業がもたらす地域への波及効

果を実感したところであります。

また、熊本県のTSMCの経済波及効果は、今
後、10年間で6兆9,000億円規模、雇用は1万人
規模と見込まれております。

また、第3工場の建設が検討されているとの
報道もなされており、今後も大規模な投資が予

想されます。
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企業誘致は、工業団地など、インフラ整備が

整備されていくことが条件とされ、地域間競争

を勝ち抜く意気込みで、スピード感を持って進

めていくことが必要であると改めて感じており

ます。

そこで、こうした雇用創出効果の高い大規模

な企業を誘致するため、県としてどのように取

り組んでいくのか、お尋ねをいたします。

（2）造船業・航空機関連産業について。
本県における造船業は、サプライチェーンの

すそ野が広く、地域経済を支える産業としても、

防衛上の観点からも大変重要であります。

海外との競争激化などの環境変化により、苦

戦を強いられてきましたが、国内においては、

商船関連が改善傾向にあるとお聞きしておりま

す。

こうした中、大島造船所の香焼工場における

中小型バルクキャリア建造の開始や、佐世保重

工業の9月中間決算における増収・増益の発表
など、明るいニュースもあり、県内の造船関連

の中核企業の動向に大いに期待しているところ

であります。

そこで、造船業の振興について、県としてど

のように取り組んでいくのか、お尋ねいたしま

す。

また、航空機関連産業についても、成長分野

の一つと位置づけ、関連企業の支援に継続して

取り組んでおられますが、今後、航空機関連産

業の振興にどのように取り組んでいこうとして

いるのか、併せてお尋ねいたします。

3、福祉保健行政について。
（1）看護師の確保・処遇改善について。
人口減少により、幅広い業界で人手不足が深

刻化しておりますが、とりわけ医療分野では、

適切な医療のためにも人材確保は重要です。

また、新型コロナウイルス感染症により、厳

しい現場で看護職員の業務が増大し、改めて看

護職員の皆様の果たす役割の重要さを強く認識

したところであります。

本県の看護職員数は、令和2年の調査におい
て全国で6番目に多いとのことですが、現場か
らは、まだまだ看護師の数が足りないとの声も

聞かれているところであり、確保できずにいる

医療機関も少なからずあるのではないでしょう

か。

そこで、看護職員の確保に向けては、学生期

から就職後まで、総合的な支援が必要と考えて

おりますが、県ではどのように取り組んでおら

れるのか、お尋ねいたします。

また、総合的な取組とともに、勤務環境や給

与水準の改善が必要と考えますが、どのような

取組を行っておられるのか、併せてお尋ねいた

します。

4、農林行政について。
（1）令和5年10月の降雹被害について。
近年、地球温暖化等の影響による異常気象の

影響により、自然災害が多発しており、それに

伴う被害も激甚化する傾向にあります。

10月27日には、長崎市、佐世保市、諫早市、
大村市、西海市、雲仙市、南島原市、長与町、

時津町において、本県では非常にまれな降雹が

ありました。地域によっては、ゴルフボールサ

イズの雹も見られ、農作物に大きな被害があっ

たとお聞きしております。

特に、みかんなど柑橘類の被害が大きく、収

穫が皆無の圃場もあると聞いており、収入が得

られない農家も出てくるのではないかと危惧し

ております。

そこで、本県における先日の降雹による農業

被害の状況について、お尋ねいたします。
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（2）農地の基盤整備について。
農地が基盤整備された地域では、担い手が確

保され、農業生産額が増加するなど、事業効果

が十分に発現されていることから、引き続き、

強力に進めていく必要があると考えております。

雲仙市においても、現在、5地区で基盤整備
事業が進められており、関係者の皆様からは、

一日も早い事業完了を望む多くの声をいただい

ております。

このような中、近年の資材や労務費等の高騰

により、整備予算の確保がますます重要となっ

ており、計画的な事業実施のためには、まずは

必要な予算を国においてしっかりと確保してい

ただくことが重要であります。

そこで、農地の基盤整備事業にかかる令和6
年度予算の獲得に向け、国に対してどのように

働きかけをしているのか、その取組状況につい

て、お尋ねいたします。

5、水産行政について。
（1）橘湾における赤潮対策について。
本年8月、橘湾沿岸で発生した大規模な赤潮

により、本県過去最大と見込まれる甚大な被害

が発生いたしました。

発生当初の8月7日に、大石知事自ら被害状況
を視察され、養殖業者のご意見に耳を傾けてい

ただきました。

被害は、19業者、総額約13億円に上る見込み
で、多くの養殖業者が販売する魚を失い、廃業、

さらに養殖産地の崩壊も危惧されていた中、県

におかれて、関係市と連携し、9月補正予算で
総額4億1,000万円の緊急対策を講じていただ
きました。

行政と系統が連携して、迅速かつ一歩踏み込

んだ対策により、全力で産地を守る姿勢を示し

たことで、壊滅的な被害を受けた養殖業者も再

び前を向くことができたと思います。改めて、

心から感謝を申し上げます。

そこで、今回、予算措置された養殖魚赤潮被

害緊急対策事業を活用した代替魚の導入状況な

ど、養殖業者の事業再開がどこまで進んでいる

のか、現在の進捗について、お尋ねいたします。

（2）水産加工施設整備について。
長崎大学が、県や民間企業等と連携し、養殖

ブリを活用した輸出拡大を目指す産学官連携プ

ログラム「ながさきBLUEエコノミー」が昨年
度採択されました。

プログラムが目指す「若者が集まり活気づく

新しい養殖産業の拠点」を10年後に達成するた
めには、研究開発にとどまらず、養殖生産から

販売までの社会実装が必要であると考えます。

本県は、トラフグやクロマグロでは生産量全

国1位の養殖産地ですが、さらなる輸出拡大に
は、例えば養殖ブリ類では、3枚おろしを真空
パックした形態での輸出が多いため、県内の加

工拠点が少ない本県においては、独自取引を確

保しづらいという課題がございます。

同じ九州でも、他県では、諸外国の衛生管理

基準に対応した加工施設が整備されている中、

今後の輸出増大を見据えた水産加工施設の整備

について、県はどのような考えをお持ちなのか、

お尋ねをいたします。

6、観光行政について。
（1）国内観光対策について。
コロナ禍で大きなダメージを受けましたが、

本県の観光需要は、コロナ前の水準まで回復し

てきていると伺っております。これも、県にお

いて、「ながさきで心呼吸の旅キャンペーン」

や、国境離島交付金を活用した、しま旅滞在促

進事業などに取り組まれてきた成果もあると評

価をしております。
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一方、個人旅行や体験型旅行の人気の高まり

もあり、旅行者の多様なニーズに対応するため

には、観光データの利活用や、市町や民間事業

者などとも連携した戦略的なプロモーションが

必要と考えます。

そこで、現在、県内の観光情勢は、コロナ前

と比較して、どの程度回復しているのか、また、

デジタル技術の活用など、さらなる観光振興に

向けた今後の県の取組について、お尋ねをいた

します。

（2）インバウンド対策について。
インバウンド誘客の取組について。

国内観光については、需要が回復しつつあり

ますが、インバウンドの需要回復も変わらず重

要であります。

本年4月から8月の本県への外国人延べ宿泊
者数は約20万人と聞いており、コロナ前の令和
元年同時期の約35万人と比較すると約57％で
あり、今後、さらなる誘客が必要と考えます。

国の調査によれば、外国人観光客が訪日旅行

に期待することとして、日本食を食べることが

上位であるとのことであり、中でも外国人の好

きな食べ物の第1位はお寿司と聞いております。
インバウンド誘客のためには、豊富な海産物を

有する本県の食の魅力をしっかりと海外へ発信

する必要があります。

また、本県の豊かな自然や歴史、文化などの

地域資源を活用した体験型観光の造成も、イン

バウンド誘客のためには重要であると考えてお

りますが、県は、インバウンド対策として、ど

のような取組を行っているのか、お尋ねいたし

ます。

ソウル線と台湾線の誘致について。

インバウンド対策として、本県の空の玄関口

である長崎空港の果たす役割は極めて重要であ

ります。

コロナ前、定期航空路線として、上海線が週

2便、香港線が週3便運航しておりましたが、現
在は、今年の10月から上海線が週2便で運航を
再開しております。

九州各県の国際線の状況を見ますと、各県と

も空港の受入体制等に課題があり、コロナ前ま

での回復はいまだなされてないと承知しており

ますが、現在、ソウル線は、本県を除く6県に
就航しており、台湾線は、福岡、佐賀、熊本の

3県に就航しております。
本県へのインバウンドの人数といたしまして

は、従業者数10人以上の宿泊施設を対象とした
調査によると、本年4月から8月の外国人延べ宿
泊者数の速報値は、県全体で15万7,600人のう
ち、最も多いのが韓国の3万5,500人、次が台湾
の2万8,200人となっております。
インバウンドの誘客数を増やし、地域間競争

に後れをとらないためにも、韓国、台湾からの

路線誘致が重要だと考えておりますが、県がソ

ウル線と台湾線の誘致にどのように取り組んで

いるのか、お尋ねをいたします。

7、土木行政について。
（1）防災・減災、国土強靭化について。
国においては、本年度の国土強靭化5か年加

速化対策の補正予算として、約2兆4,000億円の
事業費が編成され、11月29日に成立いたしまし
た。

県においても、この「防災・減災、国土強靭

化5か年加速化対策」の予算を最大限に活用す
ることで、防災事業や島原道路などの高規格道

路整備、老朽化対策など、様々な事業で大きな

進捗が期待されます。

しかしながら、この予算措置は令和7年度ま
でで、強靭化を着実に進めていくためには、現
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行の5か年加速化対策後も、この特段の取組を
継続すべきと考えますが、今後の予算措置の見

通しについて、お尋ねをいたします。

（2）国道57号・富津防災について。
本県は、災害に強く、緊急輸送道路、支援道

路として機能する幹線道路の整備が喫緊の課題

であり、島原半島の北側では、島原道路の整備

が着々と進んでいるところであります。

一方、島原半島の西側、雲仙市愛野町から小

浜町間の国道57号においては、急峻な山間地を
通過しているため、災害や事故による交通遮断

の危険性が高く、迂回路もないことから、その

道路整備が長年の懸案となっておりました。

そのような中、特に、危険度の高い富津地区

において、国が令和4年度からバイパス整備に
着手しており、先月26日には、地元で建設促進
大会も行われ、沿線住民の方々も早期整備に大

きな期待をされております。

そこで、この国道57号・富津防災の現在の進
捗状況について、お尋ねいたします。

8、最先端技術の活用について。
（1）ドローンの利活用について。
離島・半島など、条件不利地域が多い本県に

おいて、ドローンの活用は、地域課題の解決な

どの有効な手法であると考えます。

本年9月には、国や県などの共催により、出
島メッセ長崎で「第2回ドローンサミット」が
開催され、国の機関や企業、団体、自治体など、

多くの参加者があったところであります。

本県で、これほど多くの関係者やドローンの

機体が集ったのははじめてのことであり、「こ

れほど多種多様なドローンがあるとは知らなか

った」との声も聞かれました。

現在、ドローンを活用した空撮映像などは当

たり前となり、五島市において、医薬品や日用

品の配送を社会実装しているという先進的な取

組も展開されております。

こうした状況を踏まえ、今後、さらに、全国

に先駆けてドローンの活用を推進していく必要

があると考えますが、県ではどのように取組を

進めようとしているのか、お尋ねをいたします。

以上で、壇上からの質問を終了し、以後は、

対面演壇席から再質問をさせていただきます。

ご清聴ありがとうございました。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 宅島議員のご質

問にお答えいたします。

まずはじめに、「核兵器のない世界」に向け

た「国際賢人会議」が本県で開催されることに

対する思いはとのお尋ねをいただきました。

核兵器をめぐる国際情勢が厳しさを増す中、

「国際賢人会議」の被爆地長崎での開催は、核

兵器廃絶への国際社会の機運を醸成するうえで

非常に意義のあることであると考えており、私

自身、これまで国に対して、本県での開催を働

きかけてきたところでございます。

今回、「国際賢人会議」が本県で開催されま

すことを心から歓迎いたしますとともに、核兵

器廃絶に向けた力強いメッセージが長崎県から

世界に向けて発信されることを期待しておりま

す。

参加される委員の皆様方におかれましては、

被爆の実相に直接触れていただいたうえで、核

兵器廃絶に向けた具体的道筋を提示していただ

きたいと考えてございます。

本県といたしましても、国や関係機関等と連

携しながら、一日も早い核兵器廃絶と世界恒久

平和の実現に向けて、今後とも力を尽くしてま

いります。

次に、クリスティアーノ・ロナウド選手と会
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った目的とその意義について、知事の考えを聞

きたいとのお尋ねをいただきました。

本年6月、日本と480年の交流の歴史があるポ
ルトガルを、私と徳永議長で訪問いたしまして、

長崎県とポルトガル政府との間で連携協力のた

めの覚書を交わすなど、ネットワーク構築、関

係強化を図ってまいりました。

そうした中、7月にポルトガルのプロサッカ
ー選手クリスティアーノ・ロナウド選手とお会

いする千載一遇の機会をいただき、本県の魅力

の情報発信と今後のご協力、本県への来県のお

願いができました。

議員ご指摘のとおり、6億人ものフォロワー
を持つクリスティアーノ・ロナウド氏は、世界

的に絶大的な影響力を持つ方でございます。ク

リスティアーノ・ロナウド選手のご来県や本県

魅力の情報発信へのご協力がかなえば、本県の

認知度向上や、国際県長崎としての地位向上に、

これまでに類を見ないほどの効果をもたらされ

るのではないかと期待をしております。

今後とも、知事として、県勢の発展に資する

取組を総合的に判断しながら行ってまいりたい

と考えております。

最後に、九州地方知事会議等において、「シ

リコンアイランド九州」の実現について、どの

ような議論が行われたのかとのお尋ねがありま

した。

本年10月に開催をされました九州地方知事
会議及び九州地域戦略会議においては、「新生

シリコンアイランド九州の実現に向けた取組」

や、「農産物輸出を含む農業政策」などについ

て議論が行われたところであります。

このうち、「新生シリコンアイランド九州」

の実現に向けては、国内外の半導体関連企業に

よる九州地域への大規模投資が相次ぐ中、その

効果を最大化していくため、人材の育成・確保

や企業の集積を見据えた物流、交通インフラ整

備などについて、「オール九州」で取り組んで

いくとの宣言がなされました。

本県においても、九州各県並びに経済界と連

携しながら、「新生シリコンアイランド九州」

の実現を目指して力を注いでまいりたいと考え

てございます。

残余のご質問につきましては、関係部局長か

ら答弁をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君）本県のおもてなし機

能の充実・確保、危機管理機能の充実・強化に

ついて、お尋ねがございました。

おもてなし機能につきましては、本県を訪問

されたご来賓に対し、現在、県庁舎の応接室を

はじめ、その日程や規模、ご来賓の状況に応じ

て、民間施設も活用しながら対応しているとこ

ろでございますが、今後、その重要性は増して

くるものというふうに考えております。

また、危機管理の面からは、気象災害等が頻

発する中、在宅時も含め、知事が庁舎外にいる

場合であっても、迅速に連絡を取ることができ

る体制を整え、適切に対応しておりますけれど

も、その機能充実・強化は必要と考えてござい

ます。

これらを考えた時に、先般の2月定例会での
一般質問でのご議論ですとか、ただいま議員か

らご指摘ございましたとおり、来県者の迎賓機

能や災害時等に即時に執務を行うことができる

機能などを備えた施設の確保も一つの選択肢と

して考えられるというふうに考えております。

しかし、本県の財政状況など、解決すべき課

題は多く、現時点では、なかなか難しい状況も

あるというふうに考えているところでございま
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す。

今後、これらの課題を踏まえながら、本県を

訪れる国内外からのご来賓に対するおもてなし

機能、それから在宅時の危機管理機能の充実・

確保について、さらに議論を深めてまいりたい

と考えております。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 私の方から、2
点お答えさせていただきます。

半導体関連産業について、雇用創出効果の高

い大規模な企業を誘致するため、県としてどの

ように取り組んでいくのかとのお尋ねでござい

ます。

半導体関連産業は、本県の経済成長を牽引し、

良質な雇用を創出する基幹産業であり、県では、

さらなる成長へ向け、県総合計画の中で、令和

7年までに売上げ6,337億円、雇用者数6,942人
を目標に掲げ、積極的に各種施策に取り組むこ

ととしております。

特に、人口減少対策に寄与する大規模な雇用

創出が見込まれるアンカー企業の誘致に向けて

は、県、長崎市、佐世保市、産業振興財団で構

成する産業振興協議会において、具体的な方針

などを議論しながら取り組んでいるところであ

ります。

また、次なる大規模誘致に向け、佐世保高専

における半導体講座や、長崎大学に設置されま

した「マイクロデバイス総合研究センター」で

育成された理工系高度人材を強みとし、誘致活

動を強化してまいります。

引き続き、必要なインフラ整備などに努めな

がら、地域経済の振興に加え、さらなる雇用の

創出等、その効果が広範囲に及ぶよう、半導体

関連産業の誘致に取り組んでまいります。

次に、造船業や航空機関連産業について、県

としてどのように取り組んでいくのかとのお尋

ねでございます。

造船業においては、今後の成長が期待されま

す環境対応船など、需要拡大の動きを県内へ広

く波及させるため、船舶搭載用LNG燃料タンク
の県内製造へ向けた企業間連携などを推進して

おります。

また、艦艇修繕など、防衛関連においても需

要拡大が見込まれることから、県内発注につな

がる中核企業の取組を後押ししているところで

あります。

さらに、航空機関連では、コロナ後の回復す

る旅客需要と成長するアジア市場をターゲット

としたサプライチェーンの再編を見据え、県内

企業においても海外メーカーと直接取引するチ

ャンスとなっております。

このような中、航空業界において、品質管理

を保証する認証数が本年度で九州トップの14
社と見込まれているのに加え、県内の中核企業

がボーイング787のメンテナンスを直接受注で
きる米国連邦航空局の認証を日本ではじめて取

得するなど、本県は、国も注目します九州を代

表する航空機産業集積県となってきております。

今後とも、社会的ニーズや国の動向を的確に

捉えながら、造船業や航空機関連産業のさらな

る成長を図ってまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君）看護職員確保の

ための総合的な支援と勤務環境や処遇面におけ

る県の取組について、お尋ねをいただきました。

医療機関や福祉施設など、様々な場面で活躍

する看護職員の確保は、今後、さらに高齢化が

進む中、必要な医療提供体制を確保するうえで

重要な課題であると認識しております。

このため、県におきましては、「新規就業の
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促進」、「離職防止」、「再就業支援」、「看

護の質の向上」、これらを取組の4つの柱とい
たしまして、中高生を対象とした看護の魅力発

信から、就業後における多様な研修会の開催ま

で、キャリアステージに応じた施策を実施して

いるところでございます。

このうち、医療機関等の勤務環境改善に向け

た取組として、看護補助者の導入支援や、病院

内保育所運営費補助等を行い、働きやすい環境

の整備に努めております。

また、処遇面につきましては、診療報酬改定

により、医療機関における給与の改善が図られ

ましたが、対象機関が一部に限られております

ことから、全国知事会を通じて、国に対し対象

の拡大を要望しているところでございます。

本県の看護職員数は、全国と比較すると多い

という状況にありますが、地域における実態を

踏まえながら、関係機関の皆様方と連携し、引

き続き、必要な看護職員の確保に努めてまいり

ます。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 私の方から、2点お
答えをさせていただきます。

まず、令和5年10月の降雹被害の状況につい
てのお尋ねですが、10月27日の降雹による農林
業被害は、11月29日時点で総額約6億6,200万円
となっており、特に、みかん等の柑橘類の露地

栽培では、収穫直前の果実が傷つき、腐敗する

などの被害があり、被害面積は548ヘクタール、
被害額は約6億900万円と全体の92％を占めて
おります。

また、柑橘類の市町別被害額は、西海市で約

3億2,600万円、諫早市で約1億3,800万円等とな
っており、雹被害では過去に例がない甚大な災

害であると認識をしております。

次に、令和6年度の農地基盤整備事業予算の
獲得に向けた国に対する取組状況についてのお

尋ねですが、農地の基盤整備を計画的に進める

には、国の予算確保が大変重要であることから、

本年6月の政府施策要望において、十分な当初
予算の確保を最重点項目として要望するととも

に、7月には、市町や関係団体と連携して、予
算獲得に向けた推進大会を開催したところであ

ります。

また、7月と11月には、県議会のお力添えを
いただきながら、国に対して令和5年度補正予
算及び令和6年度当初予算の確保について、要
望を行ったところです。

今後も、令和6年度概算要求額の満額確保と
本県への予算の重点配分について、あらゆる機

会を捉えて国に強く働きかけてまいります。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 私から、2点お答え
いたします。

まず、養殖魚赤潮被害緊急対策事業を活用し

た代替魚の導入状況など、養殖業者の事業再開

がどこまで進んでいるのかとのお尋ねでござい

ます。

所属漁協で各養殖業者からの要望を取りまと

めた結果、令和5年度に48万6,000尾、令和6年
度に45万9,000尾の導入が計画されております。
このうち令和5年度分については、関係機関

が連携して手配した結果、11月末時点で約7割
が導入済み、1割が手配済みとなっております。
また、経営再建や代替魚の育成に必要となる

資金については、現在、金融機関と連携して、

事業計画や必要額を精査しており、借入額が確

定した養殖業者から順次貸付けを実行すること

としております。

県としましては、養殖業者の早期の経営再建、



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月１日）

- 58 -

事業継続を通じて産地の生産力維持を図るため、

関係機関と連携しながら、しっかり取り組んで

まいります。

次に、今後の輸出増大を見据えた水産加工施

設の整備について、県の考えはいかにとのお尋

ねでございます。

輸出を拡大するためには、相手国の具体的な

ニーズを踏まえたうえで、加工して輸出するこ

とも重要だと認識しております。

本県は、他の養殖が盛んな県に比べ、離島を

含め産地が分散し、産地加工に適していないた

め、一元的に集荷し、速やかに加工できる体制

を構築することが生産増大につながるものと考

えております。

また、加工施設だけでなく、鮮度管理や製品

保管に必要な製氷施設や冷蔵庫など、関連施設

も含めて一体的に施設を整備することが効率的

であると考えております。

このため、県としましては、これらの関連施

設を保有する県漁連と連携し、施設整備による

加工の拠点化の検討を進めるなど、輸出量の増

大を通じた漁業者の所得向上を目指してまいり

ます。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）県の観光情

勢は、コロナ禍前と比較してどの程度回復して

いるのか、また、デジタル技術の活用など、さ

らなる観光振興に向けた今後の取組についての

お尋ねでございます。

四半期ごとに県で公表をいたしております7
月から9月における主要宿泊施設の延べ宿泊客
数は、令和元年の同時期と比べまして0.5ポイン
ト上回るなど、コロナ禍前の水準まで回復をい

たしております。

インバウンド需要も含めまして、今後、拡大

が見込まれる観光需要を効果的に取り込んでい

くためには、旅行者の行動をタイムリーに把握

をいたしまして、そのデータ分析結果に基づく

旅行商品の造成や、あるいはプロモーションを

実施していくことが重要でございます。

そのため、県といたしましては、長崎市、佐

世保市、雲仙市といった県内の主要な観光地で

あります市町とも連携をいたしまして、旅行者

の人流や宿泊予約などのデータの共有化を進め

ておりまして、県内周遊促進や閑散期対策など

の観光施策に反映させていくことといたしてお

ります。

今後も、効果的・効率的な観光施策の推進に

向けた観光産業におけるDX化を進め、観光客の
誘客と観光消費額の増加を図ってまいります。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部政策監。

〇文化観光国際部政策監（伊達良弘君）私の方

から、インバウンド対策について、2点お答え
をさせていただきます。

まず、インバウンド誘客にかかる県の取組に

ついてのお尋ねでございます。

インバウンドの誘客拡大を図ってまいります

ためには、海外における認知度の向上と魅力的

な観光コンテンツの造成等が重要であります。

このため、県におきましては、市町等とも連

携し、Web、SNS等を活用した情報発信のほか、
国際旅行博への出展、旅行会社へのセールスな

どに取り組んでおります。

とりわけ、食につきましては、訪日外国人の

主な旅行目的の一つであり、これらの取組や県

産品フェア等におきまして、本県の食の魅力を

積極的に発信いたしますとともに、県内飲食店

の多言語メニュー化など、受入環境の整備につ

いても取組を進めております。

また、体験型観光コンテンツの造成支援策と
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して、現在、雲仙市をはじめ、平戸市、五島列

島、対馬市において、市町等と連携し、「アド

ベンチャーツーリズム」を推進しており、コー

スの中にはトレッキングやサイクリング、漁師

体験のほか、外国人に人気のある寿司づくり含

め、地域の伝統的な食の体験などを取り入れて

いるところであります。引き続き、地元市町等

と連携し、食や体験の魅力を通じた本県へのイ

ンバウンド誘客の取組を推進してまいります。

次に、ソウル線、台湾線の誘致にかかる県の

取組についてのお尋ねでございます。

本県における令和5年1月から8月までの外国
人延べ宿泊者数は、1位が韓国、2位が台湾とな
っており、いずれも本県にとって主要なインバ

ウンド市場であると考えております。

このため、水際対策が緩和された令和4年度
以降、韓国、台湾をはじめとする海外の航空会

社や旅行会社等への誘致活動、情報発信等に積

極的に取り組んでまいりました。

しかしながら、航空路線の誘致等に当たって

は、長崎空港のグランドハンドリングの体制整

備が大きな課題となっており、現在、課題解決

に向けて、航空会社やグランドハンドリング事

業者、航空局、空港管理事業者等と協議・検討

を重ねております。

今後も、関係者一体となって、長崎空港の受

入体制を整えつつ、国際線の誘致・拡充にも積

極的に取り組み、インバウンド誘客数のさらな

る拡大を図ってまいります。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君） 私からは、2点お答
えさせていただきます。

まず、国土強靭化の5か年加速化対策後の予
算について、お尋ねをいただいております。

現在、5か年加速化対策の3年目を迎えており、

道路ネットワークの機能強化や、洪水、土砂災

害対策、インフラ老朽化対策などの取組が着実

に進められているところでございます。

国では、島原道路の一部となる森山東インタ

ーチェンジから森山西インターチェンジ間が、

先月12日に開通し、また、県では、島原半島の
（仮称）大亀矢代トンネルを含むトンネル工事

5か所の同時着手が可能となるなど、大幅な進
捗が図られております。

しかしながら、強靭な県土づくりは、いまだ

道半ばであると考えており、このような中、国

においては、本年6月に「国土強靭化基本法」
を改正し、今後は、国土強靭化実施中期計画を

定め、国土強靭化を引き続き、計画的かつ着実

に推進する方針が示されたところでございます。

県といたしましても、国に対して地域の実情

をしっかり訴え、5か年加速化対策後も必要な
予算の確保を求めてまいります。

次に、国道57号・富津防災について、お尋ね
をいただいております。

この事業につきましては、防災上、安全上の

対策が必要であることから、トンネル区間を含

む延長3.4キロメートルのバイパス事業として、
国において令和4年度に事業化されております。
今年3月には、現地での本格的な測量作業へ

の着手となる中心杭打ち式が開催されたところ

でございます。今年度は、2億円の予算を確保
して、現地測量や地質調査、道路設計など進め

ております。

引き続き、富津防災の整備促進について、地

元雲仙市とも連携しながら、国に働きかけてま

いりたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） 私からは、ドロー

ンの利活用について、お答えさせていただきま
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す。

県では、どのようにドローン活用の取組を進

めようとしているのかとのお尋ねでありますが、

人口減少や少子・高齢化等が進展する中、離島・

半島を多く有する本県では、物流をはじめ、様々

な分野において、ドローンを活用した地域課題

への対応や産業の振興を図っていく必要がある

と認識しております。

そのため、「新しい長崎県づくり」のビジョ

ンに掲げるイノベーション分野では、令和6年
度の主要施策として、ドローンの社会実装を促

進するため、ドローン操縦士の育成支援や、利

用へ向けたマッチング及び普及啓発等を行うプ

ラットフォームの構築などに取り組むこととし

ております。

こうした施策を農業や建設業、物流、防災な

ど幅広い分野で部局横断的なプロジェクトとし

て展開することにより、ドローンの活用による

遠隔化や生産性の向上、イノベーションの創出

などを加速化し、本県が全国を代表するドロー

ン活用の先進地となるよう取り組んでまいりま

す。

〇議長（徳永達也君） 宅島議員―27番。
〇２７番（宅島寿一君）ご答弁ありがとうござ

いました。少し時間がございますので、再質問

をさせていただきます。

長崎県のおもてなしについてですが、総務部

長から大変厳しいご答弁があったんですけれど

も、本県において、以前は、今の長崎歴史文化

博物館のところに知事公舎、公邸部分ですね、

これが設置されておったんですけれども、現在

は廃止ということでありますけれども、他県に

おいて、例えば九州のほかの県、おもてなし機

能を持っている、また、公邸も併設した状況が

どうなっているのか、おわかりになれば、お答

えしていただければと思います。

〇議長（徳永達也君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君）全国で借上げを含め

まして、昨年度時点で知事公舎がある都道府県

は34団体でございます。そのうち、公邸機能を
併設しているのは24団体ということでござい
ます。

また、九州というところでございますけれど

も、全8県に知事公舎がありまして、本県以外
の7県が公邸機能を併設しているという状況で
ございます。

〇議長（徳永達也君） 宅島議員―27番。
〇２７番（宅島寿一君） 九州の状況では、長崎

県だけが公舎がないというような状況でありま

して、やはり私が質問したとおり、長崎県にい

ろんな国内・国外からの大事なお客様が来られ

た時のおもてなし機能、そういったものがやは

り必要だというように認識をしておりますので、

ぜひ、しっかり検討委員会でもつくっていただ

きながら、公舎、公邸の再構築に向けて努力を

していただきたいと思いますけれども、いかが

でしょうか。

〇議長（徳永達也君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君）先ほども申し上げま

したとおり、どのような機能というものを公舎

に求めるのかというところがございますので、

そこはしっかりと議論をさせていただきながら、

県民のご理解もいただく必要があろうかと思い

ます。本県議会でも、ご指摘いただきましたの

で、そういったところも踏まえながら考えてい

くものなのかなというふうに考えてございます。

〇議長（徳永達也君） 宅島議員―27番。
〇２７番（宅島寿一君）長崎市内にも多数の県

有地、今、利活用されていない県有地もたくさ

んあると聞いておりますので、ぜひそういった
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ところを活用していただきながら、検討をして

いただきたいと思います。

次に、雹の被害についてですが、先般、私も

瀬川議員の地元西海市にお邪魔をさせていただ

きまして、地元の農業協同組合の組合長ともい

ろんな意見を交わさせていただきました。本当

に農家によっては収入がゼロになる農家もたく

さんあると聞いておりまして、先ほど答弁があ

りましたけれども、県としてどのように、県と

して独自の支援があるのか、お尋ねをいたしま

す。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 先日、私も直接視察をさ

せていただいて、現状を、被害の状況を確認さ

せていただきました。

白崎地区というところに行かせていただきま

した。ここは基盤整備をされたところで、今年

からようやく出荷ができるといった、本当に収

穫の直前のタイミングで、ほぼ壊滅状態になっ

ている状況で、本当に生産者の方々のことを思

うと、本当に心が痛んだところでございます。

また、先日、みかんのPRで東京の方に行かせ
ていただきましたけれども、その際も県外の

方々から、本当に長崎県のみかんを楽しみにし

ているんだと、非常に期待の声をいただいてお

りました。そういったことも踏まえて、県とし

てもしっかりとこの産地を守っていくという努

力が必要だというふうに思ったところでござい

ます。

県といたしましては、被害を受けた産地が、

引き続き、生産を維持できるようにJAや市町、
また関係者の皆様方とも連携をしながら、必要

な支援策をぜひ実施をしていきたいと考えてお

ります。

〇議長（徳永達也君） 宅島議員―27番。

〇２７番（宅島寿一君） 知事、ありがとうござ

います。本当に被害を受けられた農家の皆さん

方、心強い限りだと思います。

橘湾の赤潮の時もそうだったんですけれども、

もう事業をやめてしまおうかというような漁業

者もたくさんおられました。今回の雹の被害に

ついても、地元、西海市の皆様方、一番被害が

大きかったんですけれども、相当の心のダメー

ジも受けられておりますので、しっかり支援対

策を取っていただきたいというふうに思います。

次に、橘湾における赤潮対策の代替魚の導入

状況について答弁いただいたんですけれども、

被害尾数がトラフグ、マダイ、シマアジの3魚
種で大部分を占めていたと思いますが、代替魚

を導入するにも、特に、稚魚の場合は時期が限

定されて、場合によっては出荷の期間が相当先

になるのではないかと危惧をしております。

そこで、既に導入された代替魚の魚種別の内

訳や今後の出荷の時期について、具体的に教え

ていただければと思います。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 11月末時点の導入
済み尾数は、トラフグが13万6,000尾、マダイ
13万7,000尾、シマアジ2万8,000尾で、赤潮被
害を大きく受けたこれら3魚種については、今
年度計画の約7割が導入されております。
また、代替魚の約半数は、1年以内に出荷が

可能なサイズで導入しているため、早いもので

は年内に販売ができる見込みとなっております。

県としましては、まだ手配ができていない代

替魚について、関係機関と連携しながら、早期

に導入できるよう支援してまいります。

〇議長（徳永達也君） 宅島議員―27番。
〇２７番（宅島寿一君） もう一つ、水産関係で

質問した水産加工施設の話なんですけれども、
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いろんな調査をしているところで、大分県で、

このたび二十数億円をかけて加工施設が今建設

中であるというような新聞報道等々見ておりま

すけれども、そういった中で二十数億円かかる

んだけれども、国庫補助事業で国が半分ぐらい、

県の負担が総事業費の6分の1ぐらいというこ
とで、あとは市と事業者ということで、非常に

有利な国庫補助事業がございますので、ぜひそ

ういったものを活用して、県漁連とともに製氷

施設や高度衛生化、そういったものも含めて、

ぜひトータルで強い水産県づくりを進めていた

だきたいと思いますけれども、もう一度水産部

長の答弁を賜ればと思います。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君）議員ご指摘のとおり、

県漁連がいろんな施設を、例えば新三重に集約

して持っておりますので、そこに現在加工施設

等もございます。ただ、老朽化や加工処理能力

が低いということで、それを今後の輸出増大や

国内の販売強化にもっていくためには、そこの

能力強化が非常に必要となっております。

ご指摘のとおり、国の事業もございまして、

半分を国が負担するという事業もございますの

で、そういうのも活用しながら、それと県漁連、

関係の漁業者等ともよく連携をして、長崎にど

ういった施設が必要かというところも、議論を

深めながら取り組んでまいりたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 宅島議員―27番。
〇２７番（宅島寿一君）ありがとうございます。

前向きの答弁だと思います。

今、長崎県は、水産業でいくと、漁獲高は北

海道に次いで第2位なんですけれども、そうい
った海外に出す輸出の加工については、現在、

長崎県からよその県に加工に出しているんです

ね。ぜひ、そういったものも県内で加工ができ

て、雇用が生まれて、名実ともに日本で2位の
水産県なんだよというところを、ぜひ強く推進

をしていただければと思います。よろしくお願

いします。

次に、建設DXについてでありますけれども、
国土強靭化を進める中にありまして、やはりも

うDX化が待ったなしの状況できているという
ふうに思います。

島原半島においても、雲仙・普賢岳の無人化

施工、重機を遠隔で操作しながら無人化施工し

ておりますけれども、九州各県から視察に来ら

れるなど、本当に長崎県は無人化施工の先進県

であるとお聞きしておりますけれども、今後、

DX化に向けた取組をどのように進めていくの
か、土木部長にお伺いいたします。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君） 土木部では、建設

DXの取組の一つとしまして、3次元測量データ
を基に、建設機械を自動制御したICT活用工事
の要領を平成29年度に定め、活用工事の推進拡
大に努めた結果、一定の成果が上がってきてお

ります。

一方、ICTを活用しました工事の実績は、一
部の業者にとどまっていることから、さらなる

普及拡大に向け、国と連携し、その施工に必要

な技術的内容の講習会や現場見学会を県内各地

で実施しているところでございます。

また、令和4年度から産学官で構成される「検
討部会」を立ち上げ、測量、調査、設計から施

工に至る各段階において、建設DXの促進を図る
ための具体的な取組を今年度中にまとめること

としております。

今後も引き続き、産学官で連携し、生産性向

上や働き方改革につながる建設DXの推進に取
り組んでまいりたいと思います。
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〇議長（徳永達也君） 宅島議員―27番。
〇２７番（宅島寿一君）それぞれ県庁において

もDXを推進する課の新設等々が進んでおりま
すけれども、ぜひ土木部においてもDXを推進す
る一つの班なりをつくっていただいて、しっか

り取り組んでいただければと思います。

先ほど、財政課の方から配られた資料による

と、11月29日に国の方で13兆円の経済対策が成
立をしたわけでありますけれども、県において

も400億円から500億円程度の補正予算を組む
ということで、これはこの議会の最終日ぐらい

に上程されるということでありますけれども、

ほとんどが公共事業ということでありますので、

しっかり土木部の皆さん方が取り組んでいただ

けるようにお願いをして質問を終わりたいと思

います。

ありがとうございました。（拍手）

〇議長（徳永達也君） これより、しばらく休憩

いたします。

会議は、2時40分から再開いたします。
― 午後 ２時２７分 休憩 ―

― 午後 ２時４０分 再開 ―

〇副議長（山本由夫君）会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）（拍手）〔登壇〕 皆

さん、こんにちは。

改革21、長崎市選挙区選出、深堀ひろしでご
ざいます。

改選後初の一般質問となりますが、物価高騰

をはじめとする山積する課題がある中で、安

全・安心で心豊かな長崎県づくりの一助となる

ように県政一般質問に臨みたいと思いますので、

どうぞよろしくお願いいたします。

知事はじめ、関係理事者の皆様方の簡潔、明

瞭かつ前向きな答弁をよろしくお願いいたしま

す。

1、知事の政治姿勢について。
（1）新しい長崎県づくりのビジョンにかけ

る知事の思いとは。

大石知事が長崎県知事に就任され、来年2月
で満2年となり、任期の折り返し地点を迎えよ
うとしております。

そのような中、知事は「新しい長崎県づくり」

のビジョンの策定を進められており、これに基

づき、令和6年度長崎県の主要施策が取りまと
められるなど、徐々に新しい取組が創出されつ

つあります。

ビジョンでは、「未来大国」のコンセプトの

下、子どもや交流など、今後、重点的に注力す

る分野の概ね10年後のありたい姿などを描く
こととされていますが、本県を取り巻く厳しい

状況を踏まえ、このビジョンに対する大石知事

の思いをお聞かせください。

以後の質問については、対面演壇席から行い

ます。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 深堀議員のご質

問にお答えいたします。

本県を取り巻く状況は、人口減少や少子・高

齢化の進展をはじめとする様々な地域課題に加

え、コロナ禍の影響もあり、閉塞感や先細り感

が漂っているように感じておりました。

こうした状況の中、県民の皆様が将来への不

安や憂いを払拭し、本県への誇りや未来への期

待感を持っていただけるような旗印として、「新

しい長崎県づくり」のビジョンを策定したいと

考えております。

ビジョンの実現に向けては、庁内の部局横断、
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融合的な取組を一層強化するとともに、様々な

立場の皆様に共感をいただきながら、有機的に

連携し、施策の相乗効果を高め、県民の皆様と

一緒に、複雑かつ多様化する諸課題の解決に力

を注いでまいりたいと考えております。そして、

国内のみならず、世界に存在感を示している選

ばれるような長崎県、「新しい長崎県づくり」

を目指してまいりたいと考えております。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君） 知事、ありがとうご

ざいました。

今の答弁の最後に、世界に存在感を示すとい

う言葉、力強い言葉をいただきました。

このビジョンを実現するためには、やはり先

ほどもおっしゃられたように、部局横断、融合

的な取組を、これは知事が先頭に立って、職員

の皆さんと一丸となって、県民一丸となって取

り組まないと実行できないというふうに思いま

すので、ぜひその覚悟で取り組んでいただきた

いというふうに思います。

ビジョンを掲げるに当たり、ありたい姿の1
番目に、子どもの分野を入れられております。

これは将来の長崎県を担う子どもたちの安全・

安心で健やかな成長を県政の機軸に位置づけら

れているというものでありますが、中でも、18
歳までの全ての子どもたちが安心して医療を受

けられるよう、今年度から、高校生世代を対象

とした医療費助成制度が開始されたことは、大

いに評価するものであります。

そこでお尋ねしますが、市町と連携した高校

生世代の医療費助成制度のこれまでの助成実績

について、確認をさせてください。

〇副議長（山本由夫君） こども政策局長。

〇こども政策局長（浦 亮治君）高校生世代を

対象といたします県の医療費助成制度につきま

しては、本年4月から開始をしたところであり
ます。

新たに事業を実施するに当たりまして、一定

の準備期間を要した市町もございまして、市町

によって申請受付の開始時期が異なっておりま

す。特に、人口規模の大きな長崎市や佐世保市

を含む一部の市町では、10月から受付を開始し
たばかりでありまして、実績を把握していない

ことから、現時点において、県全体としての助

成実績をお示しすることは困難な状況でござい

ます。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）現時点で実績を示す

ことは難しいということは理解をします。

今回、高校生世代まで助成が拡大したことに

より、多くの子育て世帯が助かっていることは

間違いがありません。

ただ、その中で聞こえてくるのは、せっかく

の助成制度であるけれども、償還払いであるこ

とがネックになっているというものです。

自治体によっては、中学生まで現物給付で助

成されている一方、高校生からは申請手続が発

生するという煩雑さ、そして何より、手持ち資

金が少ないがために受診を控えなければならな

い世帯も発生するということであります。

償還払いは、助成が必要な世帯のみが申請す

るという考え方もあるということは理解をして

いますが、受診控えや、ひとり親世帯など、申

請手続もままならないほど朝から夜まで働くそ

の保護者の方々は、申請漏れするようなケース

も想定されるのではないでしょうか。

安心して子育てができる環境の充実を図るた

め、高校生についても現物給付の導入を検討す
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べきと考えますが、いかがでしょうか。

〇副議長（山本由夫君） こども政策局長。

〇こども政策局長（浦 亮治君）現物給付につ

きましては、償還払いと比較しまして、受診時

の自己負担が軽減されることなどから、医療費

が増加する傾向でありまして、本県の乳幼児医

療費助成において現物給付を導入した際は、約

1.6倍に増加しております。
高校生世代の医療費助成については、厳しい

財政状況の中、市町と協議を重ね、今年度から

開始したところでございまして、現時点で、現

物給付の導入は困難な状況ではありますが、今

回の制度が最終形ではないと考えております。

本来、医療費助成制度は、国の責任において

整備すべきものと考えておりまして、本県の取

組なども示しながら、国に対して、強く要望し

ていくこととしております。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君） 1番目に理由として
挙げられているのが、医療費が、助成額が増加

をする、1.6倍に上がるという試算をしていると
いうことでありました。

そのことは当然理解をします。本来助成すべ

きでないところにまでいき及ぶであったりとか、

受診しやすくなるということもあって増えてい

くということは理解をするんです。

ただ、それは視点を変えて見ると、償還払い

が基になって1.6倍増えるというふうにおっし
ゃられていますけれども、逆に、現物給付がも

し主だと考えれば、これは現物給付から償還払

いにすることによって、助成額が0.63倍、結局
37％減るということなんです。減るということ
は、先ほど私が申し上げたように、本来は病院

に受診したいんだけれども、手持ちのお金が少

なくて受診ができない人であったりとか、ひと

り親世帯とかで申請を漏らしてしまったり、領

収証をなくしてしまったり、本来、助成をして

あげなければいけない人たちの助成がゆき渡ら

なくなるという考え方にもいきつくと思うんで

す。そういう側面もあるということです。

知事は、子育てを中心とする子ども施策を県

政の一丁目一番地として位置づけて各種施策を

取り組んでおられます。また、今回の「新しい

長崎県づくり」のビジョンにおいても、子ども

分野を重点取組の一つとして掲げておられます

よね。

先ほどの答弁で、こども政策局長から、医療

費助成制度は今のものが最終形ではないという

答弁がありましたが、知事、答弁は求めません

が、この認識で間違いありませんよね。ありが

とうございます。

子育て施策が最重要課題であるという点で、

ぜひ現物給付の実現に向けて取組をお願いした

いということを要望しておきたいと思います。

（2）物価高騰対策に対する認識。
県民の実質賃金についてであります。

新幹線開通から1年、長崎駅周辺及びスタジ
アムシティなど、100年に一度の変革期と言わ
れる県都長崎市でありますが、ウクライナ危機

以降、円安等の影響もあり、燃油をはじめ、生

活必需品の物価高騰により、県民生活は大きな

影響を受けていると思います。その中で、国民

の実質賃金は30年にわたり横ばいという状況
は、先進諸国の中で、まれな存在となっていま

す。

これらを踏まえ、国においても、業務改善助

成金制度を設けるなど、事業者の賃上げを積極

的に促進しており、加えて、今国会においても、

経済対策補正予算などが可決したところであり

ます。
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今後、本県においても、国の交付金等を積極

的に活用して、物価高騰対策が講じられるもの

と認識しておりますが、そこでお尋ねをいたし

ます。

本県の状況を再確認する意味で、実質賃金指

数や消費者物価指数の最近の推移を、全国との

比較を含めてお示しください。

〇副議長（山本由夫君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（大安哲也君）お答えいた

します。

直近1年の状況を申し上げますと、全国並び
に本県の生鮮食品を除く消費者物価指数は、前

年同月比でプラスの状態が続いており、今年10
月は、全国でプラス2.9％、長崎市でプラス3.1％
と、ほぼ同程度となっております。

一方、名目賃金から物価上昇を考慮し計算さ

れる実質賃金指数は、全国、本県ともに、2020
年を100として、100を下回る状況が続いており、
直近の今年8月は、全国で95.9、長崎県で92.4
と、3.5ポイント低くなっております。
〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）生鮮食料品を除く消

費者物価指数は、上昇傾向であって、その水準

は、これは長崎市ですけれども、2.9％、3.1％
ですから、ほぼ全国と同程度ですね。一方、実

質賃金は低下傾向にあって、その水準は、部長

答弁でもありましたように、全国が95.9に対し
て、長崎県は92.4、マイナス3.5ポイントであり
ます。

これはどういうことかというと、物価は上が

っているけれども、実質賃金は下がっている、

長崎はもっと下がっている、全国よりも下がっ

ている、ということは、長崎県民の暮らしぶり

は、全国よりもさらに厳しくなっているという

ことであります。

先般、本県の最低賃金については45円の引上
げが決定されたところでありますが、消費者物

価指数の動向を考慮すれば、実質賃金の上昇は

まだまだ必要だと考えております。

長引く物価高騰の中、県内企業は、人手不足

など、多くの課題に直面しており、引き続き、

生産性の向上等に向けた支援を行うなど、実質

賃金の上昇につなげていく施策が必要と考えて

おりますが、知事の所見をお伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）長期化する物価高騰によ

って、県民の皆様の生活や社会経済活動に様々

な影響が生じていることから、県では、これま

でも国の臨時交付金等を活用しながら、生活者

及び事業者に対する各種支援策を積極的に講じ

てきたところでございます。

このうち、事業者に対しましては、資金繰り

支援のほか、県内中小事業者や農林水産業など、

幅広い分野における省エネ設備の導入、またデ

ジタル化、ＤＸ化等を支援いたしまして、経営

安定や生産性向上等を図っていただいておりま

す。

そうした中、今般、国においては、物価高や

賃上げへの対応などを柱とする経済対策補正予

算が成立をいたしました。そこで、重点支援地

方交付金も追加配分がなされたところでござい

ます。

県としましては、引き続き、こうした国の施

策や財源を最大限活用しながら、実質賃金の上

昇にも資する県内企業等の経営力向上に向けた

取組を支援するなど、県内経済の回復、再生に

力を注いでまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）ありがとうございま

した。各種施策に取り組んでいただけるという
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ことであります。

賃金を上げろ、上げろと言っても、事業主の

皆さんも非常に厳しい状況であります。そうい

ったいろんな支援策を講じることによって、最

終的に賃金が上がっていくという形になるよう

にお願いをしたいと思います。

これは要望になりますけれども、最低賃金の

引上げに対しては、各種課題、制約があること

は十分理解をしておりますが、長崎地方最低賃

金審議会に対する働きかけも、今後継続して強

化していただきたいということを要望として申

し上げておきます。

（3）行政職員の働き方改革について。
働き方改革と言われて久しいですが、知事が

思い描く「新しい長崎県づくり」を推進するに

は、本県の施策を企画、実行する県職員が、そ

の力を最大限発揮できるよう、職員の働き方に

も十分に目を配る必要があると思います。

そこで、知事部局における昨年度の年間総実

労働時間と1人当たりの平均時間外数、またい
わゆる過労死ラインと言われる月80時間超の
時間外の実績について、確認させてください。

〇副議長（山本由夫君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君）知事部局における令

和4年度の総労働時間は1,823時間、1人当たり
平均時間外数は119時間でございまして、これ
らは前年度と比べると、いずれも横ばいという

ことでございます。

また、月の時間外勤務が80時間を超えている
職員数は、1月当たり平均で約18名でございま
して、前年と比べると、9名程度減少している
状況でございます。

なお、本年度の10月までの実績ということで
申し上げますと、約8名と、前年度同時期に比
べると半減しておりまして、これらは主に、福

祉保健部局を中心に担ってきた新型コロナウイ

ルス感染症への対応が落ち着いてきたことによ

るものというふうに考えております。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君） 全体として、総実労

働時間、平均時間外数ともに横ばいの状況とい

うことで、80時間を超える時間外の職員数につ
いては、コロナ禍の落ち着きに伴い、減少傾向

にあることが確認をできました。

しかし、本来、減ったといっても、月に80時
間を超える時間外をするような職員は、できる

だけ少ない方がいいに決まっています。80時間
を超える職員数については、特定の所属に偏り

が生じている実態が一定あると思われますし、

80時間を超える時間外を複数月経験する職員
もいるようなので、そのような厳しい労働環境

を改善するための人員配置などの対応について、

お尋ねをしたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君）職員の配置検討に当

たりましては、各部局の次年度の事業や業務量

の増減についてヒアリングを実施し、会計年度

任用職員も活用しながら、業務量に応じた職員

配置に努めているところでございます。

また、特定の時期に業務の繁忙期が集中する

ようなケースもございます。業務の前倒しや部

内の応援体制の構築など、業務の平準化を図る

とともに、ミーティングを活用した業務管理の

徹底やＡＩ、ＲＰＡ等のＩＣＴの活用による業

務の効率化などを進め、一層の働き方改革の推

進に取り組んでいるところでございます。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君） ぜひ、その取組、お

願いをしたいというふうに思います。

一般的に、長時間労働は、精神疾患の発症要
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因になると言われております。そのような中、

知事部局における精神疾患による休職者は、こ

こ数年、30人前後で推移していると聞いており
ます。これら休職者の精神疾患要因が、全て長

時間労働に起因するものではないと思いますが、

長時間勤務が原因で病気になった職員も一定数

はいるのではないでしょうか。

職場で休職者が出れば、周囲の職員の負担も

増え、職場全体のパフォーマンスが落ちること

になります。そうなる前に、必要な人員配置を

含め、しっかりと対策を考え、職員の職場環境

改善への目配りとメンタルヘルス対策の充実を

図り、職員を大切にしながら、「新しい長崎県

づくり」に職員と一丸となって取り組んでいた

だくことをお願いしておきます。

（4）新幹線全線フル規格化に向けた取り組
みについて。

開業1年間の西九州新幹線の利用者は約242
万人で、ＪＲ九州によると、コロナ禍前を上回

る利用となり、堅調に推移しているとされてい

ます。

また、長崎駅前のまちづくりを見ても明らか

なように、官民の建設投資が非常に盛んであり、

民間のシンクタンクである九州経済調査協会と

長崎経済研究所の試算によると、長崎と佐賀両

県への公共投資と民間の設備投資による経済波

及効果が1,736億円に上るとのことです。
このほかにも、新幹線の効果として、観光客

数や観光消費額などへの影響が考えられますが、

県として、開業一年の効果をどのように評価し

ているのか、確認させてください。

〇副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）西九州新幹線は、

開業以来、多くの方にご利用いただき、駅周辺

では、商業施設やマンションの建設が進み、沿

線市を中心に、まちのたたずまいも大きく変わ

ってきております。

また、旅行会社や宿泊事業者からは、新幹線

を活用した旅行商品の販売は好調に推移し、観

光客は増えていると伺っております。

現在、県では、新幹線効果を具体的な数値で

示すため、利用者の動向や県内での消費額など

を調査しているところであります。

今後、調査結果につきましては、新幹線効果

を波及、拡大する取組の充実につなげるため、

市町や関係事業者とも共有を図ってまいりたい

と考えております。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君） 効果については、ま

だまだ調査中だということであります。

答弁でもありましたけれども、この一年間の

状況をしっかりと分析をしていただいて、分析

結果を今後実施される施策の構築に反映させる

ことが事業効果を高めるということにもつなが

りますので、ぜひお願いをしたいと思います。

次に、一定の経済効果が出ているということ

ですが、全線フル規格化を目指すためには、開

業2年目以降も新幹線効果を高める取組を地道
に継続していく必要があると考えております。

これまでも、沿線地域等と連携した新幹線イ

ベントや来訪者に県内各地を訪れてもらう周遊

促進に取り組まれておりますが、こうした取組

に加え、通勤・通学をはじめとした日常的な利

用を促進する対策も模索すべきだと考えますが、

いかがでしょうか。

〇副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君） 県では、西九州

新幹線の開業効果を高めるため、新幹線の利用

促進や県内各地への周遊対策をはじめ、各種イ

ベント等による魅力の発信などに取り組んでま
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いりました。

今後、全線フル規格に向けた機運を醸成する

ためには、観光やビジネスだけではなく、日常

的な利用を促し、利用者数の底上げを図ること

が重要であると考えております。

そのため県では、県民の通勤・通学などでの

新幹線利用を促す新たな取組について、ＪＲ九

州や各市町等と協議してまいりたいと考えてお

ります。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）部長、日常的な利用、

ぜひお願いします。

通勤・通学の定期、エクセルパスと言われて

いますけれども、直近の数字でいけば、長崎～

諫早が146名、大村～長崎は77名です。これは
前の特急時代と考えれば、そう変わっていない。

これをやはり新幹線をもっと県民に利用しても

らうと、この後、公共交通の話もしますけれど

も、結局は、県民に実際に使ってもらって実感

してもらう、その効果を広げてもらうという必

要性もありますので、ぜひお願いをしたいと思

います。

午前中の質疑でもあったことなので、ある程

度、省略しますが、やはり新幹線のフル規格化

に向けては、佐賀県の皆さんの理解が必要だと

いうことは、何よりも当然のことであります。

そういった意味で、佐賀県と連携して、綿密に

意思疎通を佐賀県知事としっかり大石知事、連

携を取っていただいて、今後、前に進むように、

ぜひお願いをしておきたいというふうに思いま

す。

2、人口減少問題について。
（1）住居問題。
家賃及び地価の状況です。

今年、社会人口問題研究所が公表した2070年

人口推計では、全国の人口減少スピードに歯止

めがかからない状況で、2050年代から2060年代
には、我が国の人口は1億人を下回ると見通し
がされています。

そのような中、本県では、「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」において、転出超過数の改

善目標を設定し、取組を進められていますが、

なかなか達成は難しい状況にあります。

ただ、一方で、移住相談においては、2022年
度1万1,440件の相談があり、これは九州では最
多でありました。しかし、移住者の数は、これ

も先ほど答弁ありましたけれども、1,876人で、
目標には届かなかった。

また、実態を把握するために、「移動理由ア

ンケート」も実施されており、これによれば、

仕事の都合で移動するケースが目立ち、就職や

転職では、希望する業種、職種がないとの意見

も多いようです。

このように様々な要因がある中で、確認とな

りますが、長崎は、家賃が高いとの声は多く、

県都長崎市の家賃が九州一高くなっていること

も課題の一つだと私は考えております。本県の

課題認識はいかがでしょうか。

〇副議長（山本由夫君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君）総務省の小売物価

統計調査によりますと、九州の県庁所在市の民

間家賃の1畳当たりの単価は、長崎市が最も高
くなっております。

そのため長崎市におかれては、住まいの受皿

を増やしつつ、賃貸価格の抑制等を図り、定住

人口の確保等につなげるよう、容積率の緩和施

策を講じられているところであります。

一方、総務省の「住宅・土地統計調査」によ

りますと、都道府県ごとの民間家賃の中で、長

崎県は全国31位と、県全体で見れば、家賃はそ
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れほど高くない状況にあり、県としましては、

長崎市における課題認識も持ちつつ、周辺市町

を含め、広域的に幅広い課題として捉えていく

必要があると考えております。

こうしたことから、長崎市を含め、低所得者

向けに整備している県営住宅においては、近年、

若年者を含む単身世帯が増加している状況等を

踏まえ、単身者でも入居できるよう、本定例会

に関係条例の改正案を提出しているところであ

ります。

今後とも、社会情勢の変化を注視しながら、

住まい対策に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）県都長崎市の民間家

賃が一番高くなっている。それも長崎県全体で

見れば、全国47都道府県で順位を比べてみれば
31番目ということで、長崎県全体としてはそこ
まで高くないけれども、県都長崎市は九州で一

番高くなっている。それに対する課題認識も持

ちつつ、いろんな対策は長崎市ももちろん考え

ていらっしゃるということで報告がありました。

もちろん、長崎市の地理的特性等々も踏まえ

れば、これはやむを得ない部分なのかもしれま

せん。ただ、移住という視点で見れば、住居、

家賃に関する項目というのは、選ばれる要因の

一つでもあります。今後も、家賃の水準につい

ては注視をして、いろんな施策を検討する時に

考えていただきたいというふうに思います。

②空き家対策について。

平成30年時点での長崎県内の住宅総数約66
万戸のうち、空き家は約10万2,000戸、このう
ち利用目的のない空き家は約5万8,000戸と、増
加傾向にあります。

報道によれば、空き家の再生に独自に取り組

む民間事業者も出てきているようでありますが、

空き家対策を加速化させるため、県として支援

できる部分もあるかと考えます。

「改正空家法」が12月に施行されることを受
け、県は、今後どのような取組を検討している

のか、お尋ねをいたします。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）改正法におきまして

は、固定資産税の減免措置がなくなる家屋の範

囲が広がりまして、これまでの危険な空き家に

加え、管理が適切にされていない空き家につい

ても減免措置がなくなります。

また、空き家の管理や活用、相談等への対応

を行う民間の事業者を市町が空家等管理活用支

援法人として指定することができるようになり

ます。

県におきましては、空き家の管理や活用等に

意欲のある事業者や市町と意見交換を行うなど、

法人の指定が円滑に進むような施策につきまし

て、検討を進めていきたいというふうに考えて

おります。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）各種事業に取り組ん

でいかれるということであります。

先ほど私が申し上げたように、長崎県の空き

家というのは増加傾向にあり、全戸数約10万
2,000戸あるわけですから、「改正空家法」に基
づいて、いろんな施策を打つことによって、適

正な住居が増えることになれば、先ほど申し上

げた家賃の水準、これは需要と供給のバランス

で決まるわけですから、適正な入れる住居が増

えることによって、その価格にも変動が生じる

というふうに思います。ぜひ、この「改正空家

法」の趣旨を踏まえて、積極的な施策を展開し

ていただきたいというふうに思います。
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（2）労働力不足対策。
本県では、全国に先駆けて人口減少、少子・

高齢化が進んでいます。令和5年10月1日現在の
人口推計では、平成30年から5年間で7万3,000
人の人口が減少し、減少率は5.5％となっていま
す。年齢別では、15歳から64歳の生産年齢人口
が大きく減少した結果、高齢化率は34.1％とな
っており、全国29.1％を大きく上回っています。
労働人口が著しく減少する本県において、高

齢者の活用は喫緊の課題ではないでしょうか。

若年者の人口が減少していく中、国においても、

定年延長などを実施して、就業人口の維持を図

っているところであり、長年培った技術や見識、

様々な経験を有する高齢者が活躍する場が一定

広がるものと認識をしております。

本県においても、基幹産業である造船業など

においては、高い溶接技術が要求されるなど、

経験を活かせる職場が数多くあるはずです。一

方で、コロナ禍の収束などにより経済は回復基

調にあり、各分野で人手不足が深刻化していま

す。

先般、ある報道番組で、81歳の高齢者が現役
世代と一緒に専門的な技術開発の現場で活躍さ

れているのを目の当たりにしました。その企業

の経営者がおっしゃるには、ダイヤの原石は、

若者だけではなく、仕事をされていない高齢者

の中に数多くあるという発言を聞き、本県にお

いても、まだまだ現役で活躍できる高齢者の皆

さんが多数いらっしゃると確信をしました。

そこでお尋ねをしますが、実際に、様々な職

場でご活躍されている高齢者の方々を積極的に

ＰＲしたり、企業とのマッチングの場を提供し

たりするなど、さらに高齢者の就業を増やす努

力をすべきと考えますが、県の見解をお伺いし

ます。

〇副議長（山本由夫君） 産業労働部政策監。

〇産業労働部政策監（宮地智弘君） 県では、人

口が減少する中で持続的な経済成長を図ってい

くためには、高齢者の就業機会の確保とともに、

働く意欲を高めていただくことが必要と考えて

おります。

国においては、65歳までの雇用確保義務に加
え、70歳までの定年引上げ等を努力義務とする
法改正を行っており、本県で、収入を伴う仕事

をしている65歳以上の人は、平成29年の9万
9,400人から、令和4年には10万9,400人と、5年
間で1万人増加するなど、就業機会の確保が一
定なされております。

今後、高齢者の就業意欲をさらに高めるため、

県では、高齢者の雇用促進を目的とするフォー

ラムの実施に加え、県や市町の広報誌で、生き

生きと働く高齢者をご紹介するなど、ＰＲの強

化にも努めてまいります。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）そういった事業を展

開していただけるということであります。確か

に、この5年間で1万人ほど増加をしているとい
うことで、これはいい傾向にあるというふうに

私は思います。特に、長崎県内では、70歳以上
でも働ける職場、企業の割合が全国平均よりも

1.9ポイントほど高くなっています。これは非常
にいいことだと思います。

少子・高齢化が全国に先駆けて進んでいる本

県にとって、高齢者の皆さんの活躍、これから

も、ぜひ推進していただけるようにお願いをし

ておきたいと思います。

次に、外国人材の活用について、確認をさせ

てください。

労働力人口が減少する中で、高齢者と同様に、

外国人材を受け入れていくことは重要と考えて
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おります。現在、国においては、技能実習制度

及び特定技能制度の見直しが実施されています

が、特に、技能実習制度については、これまで

の人材育成に加え、人材確保が明記されるとと

もに、特定技能との連携を強化するなど、我が

国の人材不足に対応した制度の見直しとなって

います。

このように国の制度が変わっていく中、本県

においても、県内企業や団体のニーズに応じた

取組が様々なされていますが、コロナ禍の収束

で、特に宿泊業などについては、人材が不足し

ているようです。

また、本県の持続的経済成長を図っていくた

めには、現場でご活躍いただく外国人だけでな

く、成長分野においても、高度な知識や技能を

有する外国人材の確保も必要となってくると思

います。

そこで、県においては、このような動きを踏

まえた事業の構築が必要だと考えますが、来年

度の予算化に向けて、どのようなことを検討し

ているのか、お尋ねをいたします。

〇副議長（山本由夫君） 産業労働部政策監。

〇産業労働部政策監（宮地智弘君） 県では、人

口が減少する中で持続的な経済成長を図ってい

くためには、必要に応じ、外国人材の活用が重

要と考えております。

このため県では、特に人材が不足している介

護分野において、ベトナムの看護系大学と連携

して、介護の現場での外国人材の受入れを進め

るほか、ベトナム国クァンナム省と連携し、食

料品製造業などへの外国人材の受入れを促進し

てまいりました。

さらに、来年度については、コロナ禍の収束

以降、人材不足が顕著となっている宿泊施設に

おいて外国人インターンシップの受入れを支援

するほか、市場が急拡大しているＩＴ関連分野

において、産学官が連携し、外国の高度人材の

招聘、育成、県内就職までを一貫して支援する

ことを検討しております。

今後とも、国の動向や県内経済の状況を注視

しながら、本県産業界のニーズに応じた外国人

材の受入れを促進してまいります。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）各種取組を計画され

ているということで、少し安心しましたけれど

も、先ほど言った人口減少の中で、社会人口問

題研究所の推計でいけば、2070年には、外国人
の全人口に占める割合が10％を超えるという
試算も出ています。これからは、この長崎にお

いても、外国人材の方々ともしっかり手を携え

て、いい社会をつくっていく必要があるという

ふうに思っています。

今、人口減少問題について、高齢者の皆さん

のこと、そして外国人材のことについて質問し

ましたが、知事、人口が減少していく、そして

生産年齢人口が極端に減っていく長崎において、

こういった高齢者の方々や外国人材の活用とい

うのは、これは当然のことだと思うんです。生

産年齢人口が減少していくことに対する危機感

について、知事の見解がもしありましたら、お

願いしたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）人口が減っていくことに

よって労働力が非常に不足をしていくというこ

とは、本当に喫緊の課題だというふうに思って

います。ですので、しっかりと今後、対応を進

めていかなくてはいけないと思いますけれども、

議員ご指摘のとおり、県内で再就職を、多様な

働き方を認めていくような、促進をしていくよ

うな動きももちろん大切ですし、県外から働い



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月１日）

- 73 -

ていただけるような方々をしっかりと長崎県に

迎え入れるといった体制も重要でございます。

特に、外国人の人材を県内での就職を促すと

いう点では、これは必ずしも来ていただければ

いいというものではないというふうに思います。

やっぱり安心して働く、活躍していただけるよ

うな環境づくりといったところも、これは県だ

けでは難しいところではございますけれども、

実際に雇用していただく者の方々とも連携をし

ながら、しっかり安心して活躍いただけるよう

な環境づくりも重要になってまいりますので、

そういった意味では、非常に危機感を持ってお

りますけれども、皆様方のご協力をいただきな

がら、丁寧に進めていく必要もあるというふう

に考えています。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）ありがとうございま

した。知事の考えは、よくわかりました。

3、2024年問題について。
（1）2024年問題（物流）が本県に与える影

響は。

ご案内のとおり、全国で社会問題化している

物流の2024年問題について、ある調査結果では、
各種対策を講じないまま労働時間の制約が適用

されることになれば、九州において、2030年に
物流の39％が輸送できなくなるというショッ
キングなデータが示されています。これは大消

費地から遠く離れた長崎県として、ゆゆしき事

態であると考えます。

本県にとって、この2024年問題は、どのよう
な影響が及ぶと想定しているのか、その危機感

を確認させてください。

〇副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）民間のシンクタ

ンクが本年1月に公表した資料によると、2024

年問題を加味した2030年におけるトラック運
転手の人数は、2015年と比べ、全国で35％不足
し、本県では42％不足すると試算されておりま
す。

県では、長崎県トラック協会との意見交換な

どを通じて、県内の輸送力の現状や課題の把握

に努めているところであり、意見交換では、県

内のトラック運送事業者が取り扱う品目として、

水産物や農産物の割合が高いとお聞きしており、

農林水産業を中心に影響が出てくる可能性があ

ると考えております。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）トラックの運転手の

皆さんの時間外労働が年間960時間までに制限
をされ、物流の停滞が懸念をされているこの

2024年問題です。これは来年の話ではあります
が、既に、中小企業を対象とした人手不足の調

査において、運輸業が56.4％で、業種別では一
番の人手不足の状況にあり、それに2024年問題
が拍車をかけるという状況になるわけです。

運転手の方々は、平均年齢が50.2歳、労働時
間は全産業平均よりも2割長く、所得は1割低い
と言われるほど、労働環境の整備が急務であり

ます。このままでは、物が運べない、届かない

という時代が確実にくると私は思います。

そのため政府は、物流革新緊急パッケージを

取りまとめ、1、物流の効率化、2、荷主・消費
者の行動変容、3、商慣行の見直しを3本柱にし
ています。

これらを踏まえ、本県の安定的な物流を確保

するため、トラック輸送の長時間労働抑制に向

けた環境整備を官民で検討する県地方協議会等

も開催されていますが、ぜひ長崎県の大きな課

題であるという認識の下、県当局も積極的に参

画し、でき得る限りの協力を求めたいのですが、
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いかがでしょうか。

〇副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）「トラック輸送

における取引環境・労働時間改善長崎県地方協

議会」につきましては、学識経験者、荷主、事

業者、国や県等で構成され、トラック運送事業

における取引環境の改善及び長時間労働の抑制

を実現するための具体的な環境整備等を図るこ

とを目的に、平成27年に設置されております。
県においては、本協議会の設立当初から担当

部局が参加しておりましたが、2024年問題を踏
まえ、昨年度の会議からは、交通政策課も参加

しております。

引き続き、本協議会や県トラック協会と連携

しながら、安定した輸送力の確保に取り組んで

まいります。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君） 部長、よろしくお願

いをいたします。

4、地方公共交通対策について。
（1）県営バスと長崎バスにおける共同経営

について。

①進捗状況と今後の見通し。

先ほどの2024年問題は、バス事業にとっても
同様の課題であり、長崎では、長崎バスが令和

6年4月に16路線を廃止するという報道がなさ
れました。

バス運転手の所得は全産業平均より2割低く、
平均年齢は53歳、今後、大量退職が見込まれる
中、2030年には、約3割の運転手が不足すると
いう試算もあります。

運転手不足やコロナ禍における乗客の減少等

によって厳しい経営環境にある中、長崎バスと

県営バスは、令和4年に、共同経営による路線
再編を実施し、2年目を迎えております。そこ

で、共同経営の効果と今後の見通しについて、

確認させてください。

〇副議長（山本由夫君） 交通局長。

〇交通局長（太田彰幸君）長崎バスと県営バス

の共同経営方式での路線バスの再編等につきま

しては、東長崎地区など3地区で実施をいたし
ましたが、バス運行の効率化などにより、両者

合計で約3億9,000万円の収支改善を図ること
ができました。

今後も、この取組を継続する必要があると考

えており、令和6年4月に向けて、他の重複する
路線の再編について、両者で検討を進めており

ます。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）大きな成果が出てい

るというふうに私は思います。

人口が減少する社会の中で、長崎バスと県営

バスがしっかりと連携をして、効率的かつ持続

可能な公共交通体制をつくっていただくことを、

ぜひお願いしておきたいというふうに思います。

（2）公共交通事業者への支援。
一番の課題は、やっぱり乗客の大幅な減少だ

というふうに私は思っています。公共交通を安

定的に維持していくためには、可能な限り公共

交通を利用するという仕組みが必要だと私は考

えており、公共交通利用拡大の取組が不可欠で

あると考えております。

「乗って残そう公共交通」、もう一度、言い

ます、「乗って残そう公共交通」、これはある

自治体が、公共交通を守っていくという意味で

つくっているキャッチフレーズですが、まさに

そのとおりだと思います。

先ほど、バス路線の廃止のことを少し言いま

したが、公共交通事業者は、できるだけ路線を

守っていきたいわけです。守っていきたいけれ
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ども、慈善事業をやっているわけじゃなくて、

お客さんが減って、採算性が取れない路線をや

むなく、泣く泣く切っていかなきゃいけない。

これはＪＲだって、バスだって、地方の鉄道だ

って、タクシーだって、みんな一緒だというふ

うに思います。そういった意味では、こういっ

た県民運動というか、みんなで公共交通を守っ

ていくんだ、長崎には公共交通が必要なんだ、

そういった取組が私は必要だと思うんです。精

神的な話ですから、そんなお金がかかることじ

ゃない。そういうことについて、どういうお考

えをお持ちか、お尋ねをしたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）マイカーの普及

や人口減少等により、県内の公共交通機関の利

用者数は年々減少しており、多くの公共交通事

業者は、厳しい経営を余儀なくされているもの

と認識しております。

また、昨今は、人材の確保等の厳しさも加わ

り、一部路線の休廃止や減便等が顕在化してい

る状況であります。

このような状況の中、路線の維持、確保に加

えて、環境面などからも、多くの皆様に利用し

ていただくことが必要であり、公共交通事業者

や市町とともに、今後の啓発のあり方について、

研究してまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）ぜひ啓発活動にも取

り組んでほしいと思うし、知事、先頭に立って

公共物に乗るとか、いろんなキャッチコピーと

か、考えてほしいというふうに思います。

県警では、「犯罪なく3ば運動」とかやって
いますけれども、「みんなで乗らんば公共交通」

とか、担当部局の方と意見交換、冗談のように

話をしてきた時に、いろんなキャッチコピーが

出てまいりました。知事も、何かいいアイデア

があったら、ぜひお聞かせいただければという

ふうに思います。

そして関連して、やはりどうしても運転手の

確保という問題、難しい課題があるわけです。

以前は、トラック業界も含め対象となっていた

大型免許取得に対する手厚い支援事業が構築を

されてありました。これは実に実効性の高い支

援制度であったというふうに私は評価をしてお

りました。

今、2024年問題を目前に控え、公共交通及び
物流を今後も確保していくために、本県独自の

支援制度を構築すべきと考えます。財源の課題

があるのは十分理解をしますが、実効性のある

支援事業を、どうにか国のいろんな交付金を活

用してつくってほしいというふうに希望してい

るんですけれども、部長、答弁いただけますか。

〇副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）バスの運転手不

足については、県内でも既に顕在化しており、

来年度からは、運転手の時間外労働の上限規制

等が強化されることから、さらに厳しさを増す

ものと認識しており、主なバス事業者から、運

転手の充足状況について定期的に聞きとりを行

うなど、状況把握に努めているところでありま

す。

県では、これまでも長崎県バス協会等を通じ

て大型2種免許の取得支援などを行っており、
また今年度からは、人材確保セミナーから免許

取得までの国の支援制度もはじまっております。

今後とも、バス事業者や市町と連携しながら、

必要な対策を検討してまいります。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君） ぜひ、この件につい

てもお願いをしておきたいというふうに思いま
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す。

5、松が枝埠頭の2バース化の進捗について。
（1）進捗状況の確認。
令和2年度に事業化された松が枝国際観光船

埠頭の2バース化については、（仮称）松が枝
地区整備構想案が取りまとめられたところであ

ります。

この事業は、クルーズ船が2隻着岸できるよ
うになるだけでなく、観光への波及やクルーズ

船修繕事業など、幅広い効果が見込める事業と

私は認識をしております。

効果を最大化するためには、施設の供用を見

越して、事前に様々な取組を進めていく必要が

あると考えますが、現在どのような取組を進め

ているのか、お尋ねをいたします。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君） 松が枝岸壁2バース
化関連事業につきましては、前後の宿泊を伴い

ます長崎港発着の大型クルーズ船の寄港ですと

か、クルーズ船の受入れ拡大が可能となるもの

であります。消費の拡大による地域経済の活性

化や港内造船所で想定されます大型クルーズ船

の修繕による造船業の活性化が期待されます。

選ばれる港としての環境整備が重要であると

考えておりまして、現在、船舶代理店など関係

者の意見もお聞きし、円滑な出入国審査や手荷

物の受渡しなど、利便性の高いターミナル機能

について、検討を進めております。

また、入港数の拡大や県内の宿泊を伴います

クルーズ商品の開発等について、船会社等への

働きかけを強化していきたいと考えております。

ターミナル整備には約10年を見込んでおり、
引き続き、その効果を最大限に発揮させるため

の取組を進めてまいりたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。

〇３６番（深堀ひろし君）いろんなことはもち

ろん考えていらっしゃるというのは、よくわか

りました。

ターミナル整備に約10年程度見込んでいる
ということであります。これは最終の仕上がり

が約10年だというふうに理解をします。岸壁自
体は、もっと早く2隻接岸できるような形にな
るというふうに思うんです。そういった意味で

は、今言われたいろんな事業は、早く取りかか

らないと間に合わないと思いますよ。10年先で
はない。もう今から取り組んでおかないと間に

合わないというふうに思いますので、そこのと

ころは、ぜひお願いをしておきたいと思います。

（2）まちづくりの観点からの展望。
現在、長崎市中心部は、駅前、スタジアムシ

ティなど、これは何回も言っていますけれども、

100年に一度のまちづくりが進んでいる。長崎
港周辺でも、「長崎港元船地区整備構想検討会

議」など、まちづくりの真っただ中にあります。

今回の2バース化においても、松が枝地区か
ら浜町かいわい、長崎駅周辺までのエリア全体

を見通した背後地の活用策を検討しなければな

らないと考えております。エントランス機能や

観光・交流機能、地域の都市機能を示されてお

りますが、これらは広域的な視点で検討されて

いるのでしょうか。その確認をさせてください。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君） 令和2年度に事業化
されました松が枝国際観光船埠頭の2バース化
の取組は、クルーズ船の受入れ拡大だけでなく、

まちづくりにもつながり、地域の発展に大きく

寄与するものと考えております。

そのため、県と長崎市は、港湾や都市に関連

する計画と整合させながら、地域住民や関係権

利者などと意見交換を行い、松が枝周辺地区の
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土地利用の将来構想として、「松が枝周辺地区

整備構想」を策定しております。

さらに、現在、長崎市が策定を進めておりま

す「長崎都心まちづくり構想」におきましても、

松が枝周辺地区は都心部の一部とされておりま

して、浜町周辺や長崎駅周辺などとの連携によ

ります都心部全体の活性化が広域的な視点で議

論されているところでございます。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）もちろん長崎市が主

体でやられている話でありますが、非常に大き

な話だというふうに思うんですよね。ですから、

県も、いろんな形での参画といいますか、積極

的な働きかけ等々も、ぜひお願いをしておきた

いというふうに思います。

6、道路行政について。
（1）長崎南北幹線道路について。
これまでも度々確認をしてきましたが、長崎

南北幹線道路の進捗と、松山インターチェンジ

の交通量調査、これは以前の一般質問でも、交

通量調査をしっかりやって、渋滞対策を講じて

いくべきだということを提案しておりました。

その渋滞対策の検討状況について、報告をお願

いしたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君） 令和4年度に着手し
ました長崎南北幹線道路の長崎市茂里町から滑

石間につきましては、現在、測量やトンネル、

橋梁などの設計を進めているところでございま

す。

松山インターチェンジと接続します市道松山

町線の交通量調査の結果につきましては、令和

4年3月時点の一日当たりの自動車交通量が約
6,000台となっており、令和22年度の将来推計
値は、一日当たり7,000台となっております。

インターチェンジの設置によって、複数の交

差点が近接します区間に出入りする交通量の増

加が見込まれますため、現在、付加車線の設置

など、市道の拡幅に加え、梁橋交差点や松山町

交差点などにおける交通処理の検討を行ってい

るところでございます。

新設するインターチェンジ周辺の円滑な交通

確保ができますよう、引き続き、関係機関と協

議しながら検討していきたいと思っております。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）交通量調査の結果が

今示されました。現行約6,000台に対して、約
7,000台、ですから、現在も時間帯によっては渋
滞が生じている市道ではあるんですけれども、

ここにインターチェンジが接続されることによ

って、今おっしゃられたように、6,000台から
7,000台、その付近にある県道、国道についても、
交通量が多い地点でもありますので、ここはや

はり慎重に対策を検討しないと、できあがった

はいいけれども、交通渋滞でパンクするという

ことにもつながりかねませんので、ぜひそのこ

とはお願いしたいと思います。

これに関連してですけれども、これは主体は

長崎市になるわけですが、平和公園西地区の再

配置検討について、県当局は現在どのように関

与しているのか、参画状況について、答弁を求

めます。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）平和公園スポーツ施

設の再配置につきましては、長崎市が検討委員

会を設置しておりますけれども、この委員会に

は、委員として県の職員も加わっており、検討

状況を詳細に把握しております。

また、県は委員として入っておりませんけれ

ども、市は、スポーツ関係団体や地域活動団体
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などの意見を聞くために再検討部会も設置して

おり、県の担当者が道路のルート選定の経緯な

どを説明しております。

引き続き、県は、道路事業に関連する公園施

設の再配置の検討において、市に協力していき

たいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君）これは本当に私の地

元ですけれども、大きな問題です。事業主体は

長崎市なんですけれども、これはいつも言って

いますけれども、もともとはこの道路事業によ

って、そういう支障、移転ということにつなが

っているわけですので、県の参画といいますか、

協力、これは絶対不可欠です。ですから、その

立場をぜひ続けてもらいたいし、今後の推移を

しっかりと見守って、場合によっては、その道

路計画自体も何かしらの動きがあるかもしれな

いし、そういったところも踏まえて注視してい

ただきたい、で、参画していただきたいという

ことを要望しておきます。

（2）川平有料道路の今後のあり方について。
この問題も、一般質問の都度にお尋ねをして

おりますが、川平有料道路の現在の交通量と未

償還金の現状について、確認をさせてください。

また、有料道路の期限となっている令和10年
以降について、現在の考え方も確認させてくだ

さい。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）川平有料道路につき

ましては、令和4年度は、一日当たり約1万6,000
台が通行しており、未償還額は、令和4年度末
時点で、約48億円となっております。
また、現在の料金徴収期間は令和10年7月に

満了となりますけれども、その後の当該道路の

あり方につきましては、周辺地域を含む広域的

な道路ネットワークの諸課題の状況ですとか、

国の有料道路制度のあり方の議論などを踏まえ

まして、柔軟に検討を行っていきたいというふ

うに考えております。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君） わかりました。

現時点で明確なものはありませんが、令和10
年以降のあり方を、まずはいつまでに方向性を

出すのかですね。これまでも提案してきており

ますけれども、南北幹線道路、これは完成まで

の期間、結構一定の期間がかかりますけれども、

暫定的に通行料金の低廉化を考えられないので

しょうか。

並行する国道206号は、ご存じのとおり、県
内で最大の渋滞路線であり、交通事故多発交差

点を含め、一刻も早く対策を検討しなければな

らない路線だと認識しているはずです。これま

でも、ソフト対策を検討、実施してきたと認識

をしておりますが、残念ながら、その効果は発

現をしていません。そうであれば、長崎南北幹

線道路が完成するまでの期間の対策として、何

らかの対策を講じるべきだというふうに考えま

すが、いかがでしょうか。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君） 令和10年以降の検
討についてですが、無料開放もしくは料金低廉

化によります交通量の変化ですとか、将来の維

持管理費の負担など、様々なメリット、デメリ

ットを整理しながら進めていきたいというふう

に考えております。

現時点で方向性を示す時期はお示しできませ

んけれども、できるだけ早く検討の状況をお示

しできるように努めてまいりたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 深堀議員―36番。
〇３６番（深堀ひろし君） わかりました。
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令和10年と言っていますけれども、例えば、
川平有料道路を無料化した時に、交通量が増え

て、道路機能がパンクするということも言われ

ています。そうであれば、ハード的な対策を打

つ必要が出てくるのかもしれない。そうなれば、

間に合わないんですよね。そんな短期間でハー

ドの整備なんかできませんから、そういった意

味では、方向性をできるだけ早く出して、それ

に対応するハードの整備を考えていく、そのこ

とを強く求めておきたいというふうに思います。

以上で、質問を終わります。

ありがとうございました。（拍手）

〇副議長（山本由夫君）本日の会議はこれにて

終了いたします。

12月4日は、定刻より本会議を開き、一般質
問を続行いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

─ 午後 ３時４１分 散会 ─



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月１日）

- 80 -



第 ８ 日 目



- 81 -

令和５年１１月定例会                      令和５年１２月４日

議 事 日 程

                         第 ８ 日 目

              
          ◇               ◇

１ 開    議

２ 県政一般に対する質問                  

３ 散    会



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月４日）

- 82 -

令和５年１２月４日（月曜日）

出 席 議 員（４４名）

１番 大 倉   聡 君

２番 本 多 泰 邦 君

３番 白 川 鮎 美 君

４番 ま き や ま 大 和 君

５番 虎 島 泰 洋 君

６番 畑 島 晃 貴 君

７番 湊   亮 太 君

８番 冨 岡 孝 介 君

９番 大久保 堅 太 君

１１番 山 村 健 志 君

１２番 初 手 安 幸 君

１３番 鵜 瀬 和 博 君

１４番 清 川 久 義 君

１５番 坂 口 慎 一 君

１６番 宮 本 法 広 君

１７番 中 村 泰 輔 君

１８番 饗 庭 敦 子 君

１９番 堤   典 子 君

２０番 坂 本   浩 君

２１番 千 住 良 治 君

２２番 山 下 博 史 君

２３番 石 本 政 弘 君

２４番 中 村 一 三 君

２５番 大 場 博 文 君

２６番 近 藤 智 昭 君

２７番 宅 島 寿 一 君

２８番 山 本 由 夫 君

２９番 吉 村   洋 君

３０番 松 本 洋 介 君

３１番 ご う まなみ 君

３２番 堀 江 ひとみ 君

３３番 中 山   功 君

３５番 川 崎 祥 司 君

３６番 深 堀 ひろし 君

３７番 山 口 初 實 君

３８番 山 田 朋 子 君

３９番 中 島 浩 介 君

４０番 前 田 哲 也 君

４１番 浅 田 ますみ 君

４２番 外 間 雅 広 君

４３番 徳 永 達 也 君

４４番 瀬 川 光 之 君

４５番 溝 口 芙美雄 君

４６番 田 中 愛 国 君

欠 席 議 員（２名）

１０番 中 村 俊 介 君

３４番 小 林 克 敏 君

説明のため出席した者

知 事 大 石 賢 吾 君

副 知 事 浦   真 樹 君

副 知 事 馬 場 裕 子 君

秘書・広報戦略部長 大瀬良  潤 君

企 画 部 長 早稲田 智 仁 君

総 務 部 長 中 尾 正 英 君

危機 管理部 長 今 冨 洋 祐 君

地域 振興部 長 小 川 雅 純 君

文化観光国際部長 前 川 謙 介 君

県民生活環境部長 大 安 哲 也 君

福祉 保健部 長 新 田 惇 一 君

こども政策局長 浦   亮 治 君

産業 労働部 長 松 尾 誠 司 君

水 産 部 長 川 口 和 宏 君

農 林 部 長 綾 香 直 芳 君

土 木 部 長 中 尾 吉 宏 君

会 計 管 理 者 吉 野 ゆき子 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

地域振興部政策監 渡 辺 大 祐 君



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月４日）

- 83 -

文化観光国際部政策監 伊 達 良 弘 君

産業労働部政策監 宮 地 智 弘 君
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― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇議長（徳永達也君） おはようございます。

ただいまから、本日の会議を開きます。

これより、12月1日に引き続き、一般質問を
行います。

初手議員―12番。
〇１２番（初手安幸君）（拍手）〔登壇〕 皆さ

ん、おはようございます。

11月定例会一般質問に当たり、2日目の最初

の質問に登壇をさせていただきました自由民主

党、東彼杵郡選挙区選出の初手安幸であります。

「東彼は一つ」を合言葉に、地域の自然と特

性を活かし、個性的なまちづくりに取り組む東

彼3町の活力が県勢の発展につながるよう、パ
イプ役として取り組んでまいります。ご指導の

ほどをよろしくお願いをいたします。

1期目で、はじめての一般質問となります。
どうぞよろしくお願いいたします。

今回、貴重な一般質問の機会をいただきまし

た自由民主党会派の皆様に心から感謝を申し上

げます。

また、傍聴においでいただきました皆様方、

誠にありがとうございます。

それでは、通告に従いまして質問に入ります

ので、知事はじめ関係各位のご答弁をよろしく

お願いいたします。

1、石木ダムについて。
石木ダムは、計画から約50年を経過し、多く
の方々がそれぞれの立場で携わってこられまし

た。

石木ダムには、治水、利水を通して、安全で

住みよいまちづくりという大きな効果がありま

すが、ダムができる地域の住民にとっては、大

きな犠牲を強いられることになります。

一方、ダムができたことにより、地域が発展

し、子や孫の代まで感謝されるものでなければ

ならないと思います。

そのためには、住民の意向を踏まえ、将来を

見据えた生活再建や地域振興策などを行わなけ

ればなりません。同時に、反対をされておられ

る地元の方々にも協力をいただく努力もしなけ

ればなりません。

ダムは、造って終わりではなく、将来にわた
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って地域の発展に寄与することが求められます。

そして、協力をいただいた地権者の方々などへ

の感謝の気持ちを忘れてはならないと思います。

以上の基本的な考え方により、質問をいたし

ます。

（1）工期について。
現在、ダム本体工事は進められており、知事

は、「工期・工程に沿って、完成に向けて努力

していきたい」と述べられ、令和7年度完成と
言われております。

現状を踏まえると、大変厳しいのではないか

と思われますが、令和7年度完成を目指すこと
に変わりはないか、お尋ねをいたします。

（2）地域振興策について。
ダム本体工事が進む中、地域振興策の具体化

が進められようとしております。

過去を振り返り、地域振興策の重要性と地元

への対応について、お尋ねをしていきます。

①元久保知事、元高田知事の関係者説明会で

の発言について。

過去において、元久保知事は、昭和54年6月
に、元高田知事は、平成5年11月に、水没者等
に対する補償や地域振興策、周辺整備計画につ

いて、地元の公民館で説明をされ、ダム建設に

理解と協力をお願いされた経緯がございます。

当時、元高田知事の思いと説明を聞いて、生

活再建と振興策が地域の発展につながるのであ

ればとの思いで協力をされている住民は、平成

7年5月の石木ダム建設に関する基本協定の締
結に至ったと聞いております。その後、関係す

る住民は、県との補償交渉に応じていただいた

という経緯がございます。

この経過を踏まえると、石木ダム建設と水源

地域対策は車の両輪であり、その精神は、これ

からの生活再建や地域振興策などに活かされる

ものと思いますが、知事のご見解をお尋ねいた

します。

②地域振興策の策定と地元対応について。

石木ダムは、平成31年3月29日に水源地域の
指定を受けられております。水特法第4条では、
知事は、水源地域整備計画を遅滞なく作成し、

大臣に提出をしなければならないとされており

ます。

ダムの完成を令和7年度と言われる中、地域
振興策も具体化に向けて協議が進められている

とお聞きをしておりますが、反対地権者がおら

れる中、どのように進められるのか。また、関

係地域の皆さんにとっては、地域振興策の内容

は、長年住み慣れた地域がどのように変わり、

今までよりも良くなっていくのか、大きな課題

であると言えます。策定に当たっては、特に、

住民の皆さんの意向を十分に踏まえ、丁寧な説

明と対応が必要と思いますが、進捗状況と今後

の予定、課題について、お尋ねをいたします。

③反対地権者への対応について。

知事におかれましては、就任以来、たびたび

現地へおいでになり、対話の機会を持っていた

だいております。地元県議会議員としても、そ

の取組にありがたく思っているところでありま

す。

令和4年9月以降は、知事との話し合いの機会
が途切れておりますが、川棚町民の中には、知

事に出向いてほしいとの声があります。

県としては、今後、どのように取り組まれて

いくのか、お尋ねをいたします。

2、土木行政について、
（1）東彼杵道路について。
東彼杵道路は、東そのぎインターから川棚町
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を通り、ハウステンボス入口までをつなぐ地域

高規格道路として、国道205号の慢性的渋滞緩
和と災害時の救助や支援活動、観光、地域物流

など、経済に寄与するとともに、県北と県央・

県南地域とを結ぶ重要な道路として計画をされ

たところであります。

平成6年12月に候補路線に指定され、佐世保
市をはじめ、関係する市町、民間団体により、

「建設促進期成会」を結成して要望活動を行い、

令和3年3月に、それまでの候補路線から高規格
道路の計画路線になったことで、地元関係者も

その実現に向けた状況の進展に大きな期待を寄

せているところであります。

来年1月には、地元での建設促進大会も計画
をされており、さらに機運も盛り上がってきて

いるというふうに感じております。

現在、具体的な手続きが進められていると聞

いておりますが、改めて東彼杵道路に関するこ

れまでの手続き状況と今後の進め方について、

お尋ねをいたします。

（2）国道205号の改良について。
針尾バイパス・川棚医療センター入口の交差

点改良について。

針尾バイパスについては、先ほどの東彼杵道

路と佐世保市方面とをつなげる区間であります。

また、ハウステンボスと県内外の各方面とのア

クセスにとっても重要な道路であることから、

その4車線化の早期完成が望まれております。
そこで、針尾バイパス4車線化事業の現在の

進捗状況と今後の予定について、お尋ねをいた

します。

国道205号の川棚医療センター入口の交差点
においても、右折帯がなく、医療センターへの

道路と町道が並行しており、安全性にも問題が

あることから、国において交差点改良が計画を

されていると聞いております。なかなか進捗が

見えてこないところでありますが、この交差点

の改良の進捗状況と今後の見通しについて、併

せてお尋ねをいたします。

（3）災害に強いまちづくり（支流河川の浚
渫・伐採）について。

近年、全国各地で気象災害が激甚化、頻発化

しております。県の管理河川においても、土砂

の堆積や樹木の繁茂による流下断面の阻害によ

り、大雨時の被害が懸念をされるところであり

ます。

特に、波佐見町内では、川棚川の支流が山間

部に枝葉のごとく流れて、急激な豪雨の増水に

より、川幅が狭い支流河川では、土砂の堆積が

早く、氾濫の危険が高まっている箇所が見受け

られます。

現在は、国において緊急浚渫推進事業債が創

設され、本県においても、本地方債の積極的な

活用により、堆積土砂の撤去などの対策が行わ

れているとお聞きをいたしております。

一方、本事業は、期限が令和6年までとなっ
ていますが、浚渫等の要望の声はまだまだ多い

状況にあります。地域の住民が、安全で安心し

て暮らせる環境を保つためには、一時的な措置

ではなく、今後も継続的な事業実施が必要不可

欠であると考えます。

県内並びに波佐見町内における浚渫工事等の

実施状況及び今後の取組方針について、お尋ね

をいたします。

3、地場産業の育成について。
（1）和子牛生産者への支援について。
肉牛繁殖経営において、飼料をはじめとする

生産資材価格が高騰するとともに、子牛価格は
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下落しており、7月以降は1頭当たりの平均単価
が40万円台になるなど、経営環境の悪化が懸念
をされているところであります。

同僚議員からも肉用子牛価格下落対策につい

ての質問があり、県においても子牛価格下落に

対する補塡や、繁殖牛経営における新たな肥育

への取組に対し支援を実施するとのことであり

ました。

このうち、繁殖牛農家の肥育牛導入に対する

支援について、事業の目的と支援の内容をお尋

ねいたします。

（2）茶業の振興について。
本県の茶産地は、品評会等で数多くの日本一

を受賞しており、全国に知名度が向上している

と認識をいたしております。

東彼杵町では、近年、全国茶品評会の蒸し製

玉緑茶部門で農林水産大臣賞及び産地賞を数年

にわたり受賞されたとされるなど、以前にも増

して「そのぎ茶」のブランド力が高まり、農業

振興とさらなる地域力の向上に期待をしている

ところであります。

しかし、緑茶の消費減少により、販売価格の

低迷や、燃料価格高騰の影響により、茶農家か

ら経営が大変苦しいとの声を聞いております。

こうした状況の中、本県の茶産地を守り、産

地を維持・拡大していくために、これからの課

題にどう対応していくのか、県のお考えについ

て、お尋ねをいたします。

（3）波佐見焼の振興について。
本県を代表する陶磁器である波佐見焼は、

400年余りの歴史を有し、現在もなお、日本の
日常食器の約17％を生産するなど、地域におけ
る重要な産業の一つであります。

波佐見焼は、常に時代のトレンドや生活者ニ

ーズを捉えた商品開発や独自の技術に磨きをか

けてこられ、「時代とともに進化する波佐見焼」

として独自のブランド化に業界一丸となって取

り組んできた結果、今ではやきものの産地とし

て全国的な知名度を得ております。

これは、産地関係者の懸命な努力の賜物であ

るとともに、地元関係者からは、長年にわたり

産地に寄り添った県と波佐見町の支援があった

成果であるとも伺っております。

そこで、波佐見焼の振興について、県におい

ては、これまで産地に対しどのような支援を送

ってきたのか、お聞きいたします。

4、大村湾の浄化について。
（1）大村湾の水質浄化のための対策につい

て。

本県のほぼ中央に位置する大村湾は、早岐瀬

戸、針尾瀬戸という細い2つの瀬戸で佐世保湾
を経由し外海につながっていることから、非常

に波が穏やかであり、従来からカキや真珠の養

殖のほか、質のよいナマコやサザエ、クロダイ

など、水産物が漁獲されており、豊かな海とし

て認識をされております。

一方、閉鎖性が非常に強い海であり、海水が

交換しにくいことから、一旦水質が悪くなると、

なかなかきれいにならないといった課題も抱え

ております。

現に、流域人口の増大に伴い、湾内に流入す

る生活排水などの影響により、大村湾の水質は

昭和51年度頃から悪化していた状態にあると
聞いております。

そのため、県では、流域市町と連携しながら、

水質浄化のために様々な対策を実施してこられ

てきたと思います。

そこで、水質浄化のため、具体的にどのよう
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な対策を行ってきたのか、お尋ねをいたします。

（2）大村湾の水質改善の状況について。
県では、現在、「未来につなぐ宝の海 大村湾」

の実現を目指すため、「第4期大村湾環境保全・
活性化行動計画」に基づき、大村湾の環境保全

に取り組まれているところであります。

流域市町でも、下水道や浄化槽の整備や海岸

清掃、住民への啓発など、積極的に取り組まれ

ております。

こうした中、大村湾の水質は改善をしている

のか、お尋ねをいたします。

5、大村湾全体を対象とした観光振興の取組
みについて。

（1）大村湾サイクルージングについて。
大村湾は、本県の中心部に位置し、9市町が

隣接するなど、周辺人口も多く、大村湾振興は

広域的な経済効果が期待でき、観光振興におい

ても大村湾全体を活かした取組が重要と考えま

す。

コロナ禍において、感染リスクを低下させる

移動手段として自転車の評価が高まり、観光振

興策としても多くの自治体がサイクルツーリズ

ムに積極的に取り組まれております。

県においても、大村湾南部を含む4つのモデ
ルルートを設定し、サイクリストが快適に自転

車での観光を楽しむことができるよう、市町と

連携をしながら、ハード面での走行環境整備や

ソフト面での受入環境整備に取り組んでおられ

ると認識をいたしております。

こういった中、県では、サイクリングとクル

ーズを融合した「大村湾サイクルージング」と

いう新たなコンテンツ開発に取り組まれている

と伺っており、私もこの取組には大変期待をい

たしているところでございます。

そこで、大村湾サイクルージングについて、

現在の取組内容と今後の展開に向けての課題や

方針について、県の考えをお尋ねいたします。

6、県民の健康づくりへの取組みについて。
（1）健康長寿日本一に向けた市町との連携

について。

長崎県は、「健康長寿日本一」という大きな

目標を掲げて、様々な施策に取り組まれており

ます。

先日開催をされた「健康長寿日本一県民会議

総会」においては、会長の知事を筆頭に、市町

や関係団体が一堂に会して、みんなで連携しな

がら健康長寿日本一を目指していこうという思

いを共有され、非常に大事な機会であったと認

識をいたしております。この県民運動を今後も

続けていってもらいたいと考えておりますが、

この目標達成に向けては、県が率先して健康づ

くり施策を推進するだけでなく、市町と連携を

図ることも重要であるというふうに思っており

ます。

同時に、市町においても、住民の健康づくり

に向けた取組をしっかりと行っていただくこと

が必要ではないでしょうか。

そこで、県では、市町とどのように連携を取

り組んでいくのかをお聞きいたします。

（2）総合型地域スポーツクラブについて。
総合型地域スポーツクラブは、人々が身近な

地域でスポーツに親しむことのできるスポーツ

クラブであり、子どもから高齢者まで、様々な

スポーツを愛好する人々が、初心者からトップ

レベルまで、それぞれの指向、レベルに合わせ

て参加できるという特徴を持ち、地域住民によ

り、自主的・主体的に運営をされております。

一つの例として、川棚で活動するスポーツク
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ラブでは、いろんな運動プログラムの提供やウ

ォーキングイベントの開催など、住民に様々な

運動機会を提供するとともに、生活習慣病予防

事業、介護予防事業など、高齢者の健康づくり

に寄与する取組についても精力的に実施し、地

域に根差した活動を展開しているところであり

ます。県民の健康づくりという観点では、幅広

い年代が参加し、いろんな種目、スポーツがあ

り、健康づくりに果たす役割は大変大きいと言

えます。

県内では、31クラブがあると承知をしており
ますが、各クラブの質的向上、またはクラブの

数の増加などに向けた取組について、お尋ねを

いたします。

7、献血の推進について。
（1）県内の献血の状況について。
新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、

企業や大学、大型イベントへの献血バスの派遣

ができず、また、人流が少ない中において、献

血者の確保が難しかったのではないかと思って

おります。

県内における令和4年度の献血の状況及び血
液製剤の供給状況をお尋ねいたします。

（2）若年層対策について。
少子・高齢化で若年層の人口が減り、健康な

若者の献血が減る一方で、高齢者の手術などに

使う血液の必要性は高まっており、日本赤十字

社では、将来、血液が不足するとの危機感を募

らせており、献血者の安定的な確保は大きな課

題とされております。

若者の献血が減っている一因として、校内献

血の減少が挙げられております。学校の授業や

行事の過密化に加え、コロナ禍も大きな要因と

なっていると言われております。

今後においては、学校現場に献血への理解を

深めてもらい、協力を求めていくことが重要と

考えます。

これからの若年層対策に対し、県としてどの

ような取組を行っていかれるのか、お尋ねをい

たします。

以上で、壇上からの質問を終了し、以後は、

対面演壇席から再質問をさせていただきます。

ご清聴ありがとうございました。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 初手議員のご質

問にお答えいたします。

石木ダムの建設と地域振興は車の両輪であり、

その精神はこれからの振興策に活かされるもの

と思うが、知事の見解はというご質問をいただ

きました。

これまで、当時の知事が説明されてきた地域

振興策につきましては、関係住民の生活の安定

と水源地域の活性化のため、大変重要なものだ

と認識をしております。

引き続き、当時とは異なる社会情勢も踏まえ

ながら、関係住民の皆様のご意見を伺い、ダム

周辺地域の振興に努めてまいりたいと考えてご

ざいます。

残余のご質問につきましては、関係部局長か

ら答弁をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君） 私からは、6点お答
えさせていただきます。

まず、石木ダムの工期についてのお尋ねです

けれども、石木ダムにつきましては、渇水や洪

水などの自然災害から地域の皆様の安全・安心

の確保を図るうえで必要不可欠な事業であり、

早期完成を目指す必要があることから、現在、
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工事工程に沿って事業の進捗を図っており、令

和7年度完成を目指すことに変わりはありませ
ん。

しかしながら、建設業における働き方改革の

取組、そして、事業に反対されておられる方々

による妨害活動が依然として続いている状況な

ど、事業推進に影響を及ぼす可能性も認識して

おります。

そうした状況を踏まえながら、現在、今後の

事業の進め方について検討を行っているところ

でございます。

次に、石木ダムの建設に関連した地域振興策

についてのお尋ねですけれども、水源地域整備

計画につきましては、平成19年度に川棚町が設
置しました「石木ダム水源地域まちづくり委員

会」から町へ提言がなされ、平成21年度に町か
ら県へ川棚町案が提出されたところでございま

す。

しかしながら、工事着工の遅れに伴います社

会情勢の変化などもありますことから、改めて

川棚町が木場地区、岩屋地区及び石木地区にお

いて、水源地域の振興策に関する聞きとりを行

っているところでございます。

県としては、残る川原地区の皆様のご意見も

ぜひお聞かせ願えればと考えております。

引き続き、いただいた意見を踏まえ、佐世保

市、川棚町とともに水源地域整備計画の検討を

行ってまいります。

計画案を作成次第、県議会へご説明のうえ、

国へ提出し、決定を受けた後、地域振興に必要

な事業に取り組んでまいります。

次に、石木ダムへの反対地権者への対応につ

いてのお尋ねですが、石木ダム事業の推進につ

きましては、川原地区にお住まいの13世帯の皆

様のご理解とご協力を得ながら、円滑に事業を

進めていくことが重要であるとの認識に変わり

はございません。

昨年9月以降、話し合いに応じていただけて
ない状況が続いておりますが、職員が毎月のよ

うにお願いを続けており、私も先日、現地を訪

問し、話し合いのお願いをしたところでござい

ます。引き続き、話し合いに応じていただける

よう、粘り強く呼びかけを続け、実現したいと

考えております。

次に、東彼杵道路についてのお尋ねでござい

ます。

東彼杵道路につきましては、これまでに事業

化の前段階となる計画段階評価手続きが国にお

いて行われ、昨年12月には海側ルートでの別線
整備が了承され、手続きが完了しております。

今年1月には、環境影響評価手続きが開始さ
れ、現在、国において、調査の項目や方法につ

いての検討が進められているところであり、そ

の内容が決まり次第、現地での調査が行われる

予定となっております。

県としましても、今後の手続きが円滑に進む

よう、積極的に国を支援してまいります。引き

続き、東彼杵道路の早期事業化に向け、関係自

治体とも連携しながら取り組んでいきたいと思

っております。

次に、国道205号の改良についてのお尋ねで
すが、針尾バイパスの4車線化につきましては、
国において、今年度は約3億円の予算を確保し
て、鋭意工事が進められております。

現在、針尾バイパスに接続している県道崎岡

町早岐線をハウステンボス入口交差点側に切り

替える工事が進められており、来年1月には切
り替えが完了する予定でございます。
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川棚医療センター入口交差点の改良につきま

しては、現在、国において用地取得の協議が進

められており、来年度中の工事着手を期待して

おります。

引き続き、国道205号の整備の進捗が図られ
るよう、国に働きかけてまいります。

最後に、河川の緊急浚渫推進事業債について

のお尋ねでございます。

県管理河川におきましては、令和2年度の「緊
急浚渫推進事業債」創設から、これまでの4年
間において約54億円の事業費を確保し、481か
所で事業を実施しております。

このうち波佐見町内では、川棚川本線のほか、

支川の村木川、皿山川において約1億4,000万円、
7か所での事業を実施し、流下断面の確保に努
めているところでございます。

工事につきましては、緊急性が高い箇所から

優先的に実施してきておりますが、現在も多く

の要望が寄せられており、今後も継続的な対応

が必要であると認識しております。

河道断面の維持を行い、河川の治水安全度の

確保・向上を図るためには、引き続き、予算、

財源の安定的かつ継続的な確保が必要であるこ

とから、令和7年度以降の本事業債の継続を国
に要望していきたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 私の方から、農業関

係で2点お答えさせていただきます。
まず、繁殖牛農家に対する肥育牛の導入支援

の目的と内容についてのお尋ねですが、県とい

たしましては、子牛価格が低迷する中、繁殖牛

農家の経営安定のためには、生産した子牛の一

部を出荷せず、自らが肥育に取り組んでいただ

くことも有効な方策と考えております。

このため、繁殖牛農家が新たに肥育をはじめ

る際に必要となる牛舎の一部改造などの経費に

対し、1頭当たり10万円を支援する補正予算案
を今議会に提出したところです。

次に、本県茶業の振興についてのお尋ねです

が、県といたしましては、茶産地を維持・拡大

するためには、単価向上や輸出を含めた新たな

販路拡大が重要と考えております。

具体的には、単価向上対策として、収量、品

質が優れる「さえみどり」等の優良品種への改

植を推進しており、その栽培面積の全体に占め

る割合を、現在の23％から令和7年度には28％
まで拡大することとしております。

また、新たな販路拡大の取組として、消費者

の健康志向や、欧米のニーズ等にも対応した減

農薬栽培等の面積を現在の40ヘクタールから、
令和7年度には50ヘクタールまで拡大すること
としております。

併せて、燃油価格高騰対策として、製茶工場

の省エネ機器導入を進めることで、茶生産者の

所得向上に努めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）波佐見焼の産地

に対して、これまでどのような支援を行ってき

たのかとのお尋ねでございます。

波佐見焼においては、平成10年代の食料品の
産地偽装問題からはじまった産地表示厳格化の

流れを契機に、それまでの有田焼の下請け産地

から、日常生活に豊かさをもたらす陶磁器とし

て、「カジュアルリッチ」をコンセプトに掲げ、

独自ブランドの確立に産地一丸となって取り組

んでまいりました。

このような状況の中、県では、専門家の招聘

による商品開発や、東京で開催されます日本最
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大級の展示会等への出展など、産地の取組を後

押ししてまいりました。

また、コロナ禍を乗り切るため、大手通販会

社と連携しましたテレビショッピングの実施や、

Webサイトを活用した商談会、SNSなどによる
情報発信など、新たな販路の開拓を支援してま

いりました。

これらの取組により、陶磁器の生産額もコロ

ナ前の水準に回復するとともに、週末には多く

の方々が波佐見焼を求めて産地を訪れるなど、

地域全体ににぎわいが生まれております。

今後とも、産地や町と密に意見を交わしなが

ら、波佐見焼の振興に取り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（大安哲也君）私の方から、

大村湾の浄化で2点お答えをさせていただきま
す。

大村湾の水質浄化のため、どのような対策を

行ってきたのかとのお尋ねでございますが、大

村湾につきましては、昭和51年度から水質環境
基準値を超過する状況であったことから、湾内

に流入してくる工場や事業場からの排水対策や、

一般家庭からの生活排水対策に取り組んでまい

りました。

具体的には、工場・事業場排水対策として、

県の条例において、昭和54年に法の一律排水基
準に上乗せした排水基準を設定し、さらに、昭

和63年には、排水規制の対象業種を拡大し、水
質検査等を実施しております。

生活排水対策につきましては、昭和60年に
「大村湾水質保全要綱」を策定し、平成3年に
は大村湾流域を生活排水対策重点地域に指定す

るなど、市町と連携しながら、下水道等の整備

や浄化槽の普及に取り組んできたところです。

また、平成15年には「大村湾環境保全・活性
化行動計画」を策定し、現在は、第4期計画に
基づき環境保全対策を総合的に進めております。

次に、大村湾の水質は改善しているのかとの

お尋ねですが、水質環境基準値については、水

質汚濁の指標であるCOD（科学的酸素要求量）
や、富栄養化の指標である窒素、リンがござい

ます。

大村湾におけるCODにつきましては、基準値
2㎎／ℓ以下に対し、湾内全観測地点の平均値が、
平成5年度は3㎎／ℓを超えておりましたが、直
近の令和4年度は2㎎／ℓとなっております。
また、窒素、リンにつきましては、平成25年
度以降、おおむね環境基準を達成しており、大

村湾の水質は全体として改善傾向にあります。

県としましては、引き続き、「第4期大村湾
環境保全・活性化行動計画」に基づき、関係市

町等と連携しながら、環境保全や親水意識の向

上などの対策に取り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君） 私からは、

2点答弁をさせていただきます。
まず、大村湾サイクルージングの現在の取組

内容と今後の課題や方針についてのお尋ねでご

ざいます。

「大村湾サイクルージング」につきましては、

議員のご質問の中にもございましたが、このサ

イクルージングとは、サイクリングとクルーズ

を組み合わせた造語でございます。地元事業者

を主体といたしまして、来年4月以降の旅行商
品化を目指しているところでございます。

現在、大村湾沿岸地域のサイクルルートの開

発などが進められておりまして、県といたしま

しても、県観光連盟や関係市町と連携し、その
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取組を後押ししているところでございます。

また、先月16日に開催いたしました「こんな
長崎どがんです会」では、知事と地元関係者に

よるモデルコースの体験や意見交換も行ったと

ころでございます。

参加者の皆様からは、本事業の実現に向けて

は地域間の連携が重要であること、また、地域

のアイデアが提案できる場の設置や地元にお金

が落ちる仕組みづくり、あるいは効果的な情報

発信などについて、貴重なご意見をいただいた

ところでございます。

このような意見を踏まえまして、県といたし

ましても、より質の高い観光コンテンツ開発へ

の支援や、この事業に多くの方が関与していく

仕組みづくり、そして、各地域をつなぎ、それ

ぞれの魅力を引き上げ、本事業の効果をより広

域に波及させてまいりたいと考えております。

今後、「大村湾サイクルージング」を本県の

新たな観光コンテンツの一つとして成長させて

いくため、引き続き、市町と連携しながら、地

元事業者を中心とした取組を支援してまいりた

いと考えております。

次に、総合型地域スポーツクラブの質的向上、

クラブ数の増加に向けた取組についてのお尋ね

でございます。

総合型地域スポーツクラブにつきましては、

県民の健康づくりの一端を担うものでございま

して、その推進に向けた県の役割は、市町が実

施するクラブの設立支援や育成等に対する働き

かけのほか、クラブと市町が連携して地域課題

の解決を図るための環境整備などとされており

ます。

そのため、県におきましては、県スポーツ協

会と連携してクラブ巡回訪問をいたしておりま

して、活動状況の把握や助言を行うほか、市町

の担当者、クラブの指導者やスタッフの育成、

資質向上のための研修会などを開催していると

ころでございます。

また、現在、壱岐市において、新たなクラブ

の設立準備が進められておりまして、県として

は、オブザーバーといたしまして設立準備委員

会に参画し、運営財源の調達に関する助言、あ

るいは先進事例の紹介といった後方支援を行っ

ているところでございます。

今後も、県スポーツ協会と連携をいたしまし

て、クラブのさらなる拡充に向けまして、市町

の取組を支援してまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君） 私からは、3点
お答え申し上げます。

まず、健康長寿日本一に向けて、市町とはど

のように連携して取り組んでいるのかというお

尋ねでございますが、「健康長寿日本一」に向

けての市町との連携につきましては、「健康長

寿日本一県民会議」を設置し、市町を含む関係

団体と連携して県民運動を展開しているほか、

保健所圏域ごとの協議会を開催し、市町ととも

に地域の健康課題の解決に努めているところで

ございます。

また、今年度から健康寿命延伸に向けた取組

を市町とともに推進することを目的に、「長崎

県版健康長寿の評価指標」、こちらを定めまし

て、市町の取組の評価を実施しております。

評価指標といたしましては、運動、食事、禁

煙、健診に関する項目に加えまして、血圧リス

クなどの有所見率の改善及び社会環境の改善に

関する項目を定めました。

県といたしましては、毎年評価ができる客観
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的なこれらの指標により、市町がこの結果を参

考に、住民の健康にかかる課題把握及び取組強

化を行い、健康づくりの施策に反映することや、

優良事例を横展開することで、健康の地域格差

の縮小及び健康寿命の延伸を目指してまいりた

いと存じます。

次に、令和4年度の献血の状況及び血液製剤
の供給状況について、お尋ねをいただきました。

献血による血液の確保は、安全な血液製剤を

安定的かつ適切に供給するうえで大変重要であ

ると認識しております。

このため、本県では、新型コロナウイルス感

染症の流行時におきましても、県民の皆様が安

心して献血にご協力いただけますよう、献血会

場における感染防止対策を徹底し、献血を実施

してまいりました。

その結果、令和4年度におきましては、多く
の県民の皆様方からご協力をいただきまして、

目標量には届かなかったものの、過去5年間で
最大となります2万4,730リットルの献血実績
を上げることができました。

また、献血していただきました血液から製造

される血液製剤につきましても、医療機関に必

要な量が滞りなく供給され、不足が生じるとい

った状況には至りませんでした。

今後も、引き続き、血液センターと連携を図

りながら、献血者確保に取り組んでまいりたい

と存じます。

次に、これから若年層への献血を進めていく

に当たり、県としてどのような取組を行ってい

くのかとのお尋ねいただきましたところでござ

いますが、本県における若年層の献血者数は

年々減少傾向にあります。その理由といたしま

しては、少子化に加え、コロナ禍における高等

学校での校内献血の中止や、各種啓発活動を自

粛した影響が大きいと考えております。

このため、県といたしましては、今年度、県

内の高等学校に対し、訪問などを通じて積極的

な献血車の受け入れを依頼するとともに、献血

セミナーなど、各種のイベントを開催させてい

ただきまして、周知啓発に取り組んだところで

ございます。

今後とも、血液センター、学生ボランティア

団体などと連携を図りながら、はたちの献血キ

ャンペーンや、アプリ版の献血カードでござい

ます「ラブラッド」、そういったものの活用な

ど、様々なツールを活用した周知啓発に努め、

若年層の献血の促進に取り組んでまいりたいと

存じます。

〇議長（徳永達也君） 初手議員―12番。
〇１２番（初手安幸君） 再質問に入る前に、大

石知事をはじめ、執行部の皆様方のご答弁、誠

にありがとうございました。

残った時間で、幾つかの項目について再質問、

要望等をさせていただきたいと思います。

まず、石木ダムの関係について、再質問をさ

せていただきます。

先ほど、答弁の中で、地域振興策等について

は、今後、いろんな形で具体化をされていくと

いうご答弁をいただいたところでありますけれ

ども、地域振興策、具体化をしていく、具体化

が進んでいったその後、やはり財源がどうして

も絡んでくるというふうに思っております。

水源地域整備計画の実施に伴いまして、国、

県、川棚町の負担については、法的にはどのよ

うになっていくのか、お尋ねをいたします。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）水源地域整備計画に
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基づく整備事業につきましては、例えば、道路

事業や河川事業、公園事業といった事業の種類

ごとに、国、県及び地元自治体の負担割合が定

められております。

また、水源地域対策特別措置法第12条では、
利水者である佐世保市のような受益者に対し、

協議により事業費の一部を負担させることがで

きると定められておりまして、今後の協議次第

ではありますが、地元自治体である川棚町の負

担の軽減も考えられるところでございます。

そのため、事業ごとの具体的な負担割合につ

きましては、今後、整備計画案の作成と併せて、

県と佐世保市、川棚町の3者で検討していくこ
とになります。

〇議長（徳永達也君） 初手議員―12番。
〇１２番（初手安幸君）周辺整備計画がこれか

らということでありますので、詳細については

なかなか把握できないかというふうに思います

が、いずれにしても、整備計画の具体化の後、

財源がどうしても絡んでまいりますので、ぜひ

早い時点での計画化、具体化等を行っていただ

き、財源の確保についての協議を進めていただ

きたいというふうに思っております。

ダム関係も含めて要望を1点させていただき
たいと思います。

ダムの関係で、地域振興策の関係とは少し外

れますけれども、県道嬉野川棚線の嬉野までを

含めた全線開通について、要望をさせていただ

きたいと思います。

先ほど、質問の中でも、今までの経過につい

て元久保知事、あるいは元高田知事の説明会で

の発言等、具体的に申しませんでしたけれども、

いろんな経過があるということを申し上げまし

た。

その中で、それぞれ地区の公民館にお見えに

なった折、元久保知事は昭和54年6月、元高田
知事は平成5年11月にお見えになって、地域の
方々にご説明をされた折に、県道嬉野川棚線、

トンネルも含む考え方でありますけれども、ぜ

ひ通したいというふうに言われた経過もござい

ます。ただ、時間もたっておりますし、状況も

いろいろ変わっております。一概にそれをと言

うわけにはいかないかと思いますけれども、現

在、新幹線も開通をいたしておりますし、そう

いう経過も踏まえながら、ぜひ今後、検討をし

ていただきたいと、後ろ向きじゃなくて、前向

きなご検討をしていただきたいというふうに思

っておりますので、ここで要望をさせていただ

きたいと思います。よろしくお願いいたします。

次に、地場産業の育成について、波佐見焼の

振興について、再質問をさせていただきます。

波佐見焼の振興については、産地の声を聞い

て、県と波佐見町が連携し、商品の開発から販

路拡大まで幅広く支援をされているということ

が把握できたところでありますが、一方で、波

佐見焼の産地においても、窯業従事者の高齢化

や人材不足が深刻化している状況にあり、今後

も地域を牽引する産業として発展していくため

には、人材の確保や後継者の確保対策は喫緊の

課題であるというふうに考えます。

そこで、県では、人材の確保や育成支援につ

いて、どのように取り組んでいかれるのか、お

尋ねをさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）波佐見焼の振興

を担う人材の確保については、産地が主体的に

取り組むデザイナーや陶芸家の卵である全国の

芸大生等を対象としました波佐見焼講座や、昨
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年度から新たに実施しておりますインターンシ

ップを支援しております。

このうち、インターンシップについては、全

国から35名の応募があり、商社や窯元において、
商品開発から製造、販売までを一貫して体験す

ることで産地への理解が深まり、結果、3名の
就職につながっております。

今後も、地元町とも連携しながら、産地が取

り組む人材確保の支援を行ってまいります。

〇議長（徳永達也君） 初手議員―12番。
〇１２番（初手安幸君） 人材確保等、大きな課

題であるというふうに言われておりますので、

さらなるご支援をお願いしていきたいと思いま

す。

次に、大村湾の浄化について、浮遊ごみ対策

について、再質問をさせていただきたいと思い

ます。

大村湾の浄化についての浮遊ごみ対策という

のが一つの手法として位置づけられております。

温暖化の影響によりまして、集中豪雨等によ

り、陸上からの、河川からのごみの流入という

のも大村湾に流れ込んでまいります。県として

は、どのような浮遊ごみ対策を行われているの

か。また、その実績についてもお答えをいただ

きたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（大安哲也君）大村湾の浮

遊ごみ対策としましては、大村湾流域の5市5町、
県、大村湾関係漁協、その他民間3団体で構成
されます「大村湾をきれいにする会」が、湾内

の浮遊ごみ除去対策事業を実施しております。

県では、同事業費の一部を補助するなど、「大

村湾をきれいにする会」と連携して対応してお

り、浮遊ごみ除去の実績としましては、毎年20

トン程度となっております。

〇議長（徳永達也君） 初手議員―12番。
〇１２番（初手安幸君） それでは、大村湾全体

を対象とした観光振興の取組について、大村湾

サイクルージングについて、再質問をさせてい

ただきます。

先ほど、大村湾サイクルージングの取組につ

いて答弁をいただいたところでありますが、そ

の効果をさらに広域的に波及させるうえでは、

各地域における地域資源の魅力の磨き上げや情

報発信なども並行して重要であるというふうに

考えております。

例えば、一つの例として挙げれば、大村湾自

然公園の中にあります川棚町大崎半島周辺の海

岸など、まだまだ活用の可能性がある魅力的な

地域資源であると考えられます。現在の県の取

組について、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君） 県では、地

域が主体となった観光まちづくりの取組を支援

いたしておりまして、例えば、東彼杵町におき

ましては、移住者を中心としたコミュニティに

よります観光交流拠点の整備など、まちのにぎ

わい創出の取組を支援いたしましたところ、若

い女性を中心に来訪者が増えまして、また、そ

れが新たな移住者を呼び込むといった動きも生

まれております。

また、今年度は、川棚町の大崎半島におきま

して、海水浴のオフシーズンに観光客を誘致す

るため、健康づくりをテーマといたしました体

験型コンテンツの造成などを支援しているとこ

ろでございます。

引き続き、市町と連携し、地域資源を最大限

に活かした観光コンテンツの開発支援に取り組
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んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 初手議員―12番。
〇１２番（初手安幸君）石木ダムの関連につい

て、私の捉え方、そしてまた、今までの経過に

ついて、少しだけ述べさせていただきたいと思

います。

石木ダムの関係で、当時、平成7年の調印の
折に、団体の方からの言葉がございましたので、

それを紹介させていただきたいと思います。

「私たちは、20年の余り、石木ダムという難
題にどう対処したものかと悩んだ末に、昨年の

秋、ようやく生活再建等について起業者との話

し合いに入る決意をいたしました。私たちにこ

のような決意をさせた一番のものは、自分の代

に持ち上がった問題を、重たいツケとして子ど

もへ残したくないという親としての思いであり

ます」と述べられております。

そして、最後に、「川棚町の大いなる財産に

なると信じたからこそ、私たちは石木ダム建設

に同意をしたのですから、その建設に当たって

は、最大限の水源地域振興事業を行うなど、ダ

ム周辺や東部地区の振興には万全を期していた

だきますようお願いします」と、このような要

望をされております。それだけ石木ダムという

のは、50年の流れの中、そして大きく平成7年
の調印の中で動いてきたというふうに思います。

そういう地元の方々の思い、子どもたちにこ

の課題を残したくないという思いの中で判断さ

れたということもお伝えしたいと思います。

以上で、私の質問を終わります。

ありがとうございました。（拍手）

〇議長（徳永達也君） これより、しばらく休憩

いたします。

会議は、11時15分から再開いたします。

― 午前１１時 ２分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―

〇議長（徳永達也君） 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

山下議員―22番。
〇２２番（山下博史君）（拍手）〔登壇〕 皆さ

ん、こんにちは。

自由民主党、佐世保市・北松浦郡選挙区選出

の山下博史でございます。

今日は、先輩、同僚会派の議員の皆さん方か

ら質問の機会をいただきまして、誠にありがと

うございます。

今日は、また、選挙区より多数の皆さんに傍

聴に来てくださいまして、誠にありがとうござ

います。重ねて、ネット中継もご覧いただいて

いる皆さんも本当にありがとうございます。心

から御礼を申し上げる次第でございます。

また、4月の統一地方選挙後、初の一般質問
であります。改めて、2期目の議席をいただき
ましたことを重ねて御礼を申し上げる次第でご

ざいます。

それでは、通告に従いまして一般質問をさせ

ていただきます。知事はじめ、関係部局長の皆

様、ご答弁をよろしくお願いを申し上げる次第

でございます。

1、知事の政治姿勢について。
（1）県・佐世保市政策ミーティングについ

て。

私は、かねてより、県北・佐世保地域の振興

のためには、県と地元市町がタッグを組んで、

一緒に取り組むことが重要であるというふうに

考えておりましたが、その中でも、特に、中核

市であり、また、西九州させぼ広域都市圏の中
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心都市でもある佐世保市との連携は、必要不可

欠であるというふうに考えております。

そのような中、今年度から開催されておりま

す知事と佐世保市長が直接意見交換を行う

「県・佐世保市政策ミーティング」は、県北・

佐世保地域の振興に向けた県・市連携促進につ

ながるものであり、大変意義深いものであると

評価しているとともに、一人の佐世保市民とし

ても、興味深いものであるというふうに感じて

いるところでございます。

そこで、最初の質問として、去る11月10日に
実施された直近の「県・佐世保市政策ミーティ

ング」において、どのような内容を協議された

のか、また、今後どのように取り組まれようと

しているのか、併せて、お尋ねをいたします。

2、インバウンド対策について。
（1）長崎空港の受入れ体制について。
インバウンド対策について、お尋ねをいたし

ます。

振り返りますと、新型コロナウイルス感染拡

大期においては、海外からの移動は、抑制を余

儀なくされ、インバウンド需要が激減するなど、

それ以前とは全く様相が異なり、当時は需要の

回復も相当遅れるものという見込みもございま

した。

日本政府観光局（ＪＮＴＯ）の最新の訪日外

国人数は、2023年9月で218万人を超え、コロナ
前の2019年と比較すると96.1％まで回復して
きており、日本へ向かう海外インバウンドの旺

盛な需要は、一気に回復の兆しを見せておるわ

けでございます。

こうした中、私は、先日、「観光・ＩＲ・新

幹線対策特別委員会」で中部国際空港の視察を

行いましたが、ここは3,500メートルの滑走路を

有し、24時間運用の海上国際空港として多くの
都市から誘客をする、まさしく、空の玄関口と

しての役割を担っておられました。

本県においても、国際線については、先日、

上海線が再開したところでありますが、今後、

大変多くの声をいただいている韓国線の早期再

開の実現や、日本を訪れるインバウンド客をさ

らに多く本県へ呼び込むためには、国内線のネ

ットワーク強化が必要であり、他空港からの乗

継客の受入れなど、様々な航空需要に対応した

環境整備が重要になってくると思います。

そこで、まずは、本県の空の玄関口である長

崎空港の受入体制に関し、現在、進められてい

る24時間化に向けた取組の状況をお尋ねいた
します。

（2）クルーズ船対策について。
国際クルーズ船については、本年3月に受入

れが再開し、既に半年以上が経過したところで

あります。

本年5月の水際対策の撤廃や、8月の中国の団
体旅行の解禁などもあり、入港数は徐々に拡大

しており、今後も、さらに拡大していくものと

考えております。

クルーズ船の入港は、寄港地を有する市町の

にぎわいを創出するとともに、広域周遊などに

より、県内経済を活性化させる効果もあります。

こうした効果を最大化させるためにも、でき

るだけ早く全国トップクラスの入港数を誇って

いたコロナ以前の状況に戻すとともに、さらな

る入港数の拡大を図っていく必要があるという

ふうに考えております。

そこで、受入れ再開後の本県のクルーズ船の

入港状況と今後の入港数拡大に向けた県の取組

について、お尋ねをいたします。
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3、産業振興について。
（1）陶磁器産地への販路開拓支援について。
我が県には、歴史と風土と生活の中で育まれ、

伝えられてきた伝統工芸品が数多くございます

が、その中でも、三川内焼や波佐見焼といった

陶磁器は、国の伝統的工芸品に指定されており、

その文化的価値はもとより、地域経済の発展を

支える産業としても大変重要であるというふう

に考えております。

本県の陶磁器出荷額は、令和2年度の和食器
出荷額において、有田焼等の佐賀県を抜いて、

全国第2位の産地となっており、これは産地関
係者の皆様方の並々ならぬご尽力の賜物である

ことは言うまでもなく、長崎県をはじめとする

行政が、全国的な展示販売会などへの出展支援

など、長きにわたる継続的な販路開拓への支援

が結実した結果であるというふうに評価をいた

しております。

陶磁器産業の事業者の方々からは、県の支援

に感謝の声も届いており、新たな取組も生まれ

てきていると聞いておりますが、そこで、販路

開拓等の支援により成果のあった取組等につい

て、お尋ねをいたします。

（2）陶磁器事業者への支援について。
陶磁器産業においても、コロナの影響を乗り

越え、産地においては、徐々にコロナ禍以前の

活気が戻りつつあるものの、一方で、近年の物

価高騰により、一部の事業者からは生産活動等

に影響が生じている状況と伺っております。

このような状況の中、いかに事業者の生産性

向上を図り、付加価値増につなげられるかが重

要だというふうに考えております。

産地の活性化に向けた支援の重要性は承知し

しておりますが、こうした支援に加え、事業活

動に苦慮する事業者の方々へ直接支援するよう

な取組も必要ではないかと考えているところで

ございます。

そこで、県における陶磁器事業者への直接的

な支援につきまして、新たな取組等があれば、

お尋ねをいたします。

4、文化振興について。
（1）国民文化祭が目指すもの、準備状況に

ついて。

国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭が、令

和7年度に本県で開催をされます。
被爆80年、長崎県美術館・長崎歴史文化博物
館開館20周年などの節目の年に当たり、このよ
うな年に開催されますことは、本県にとって大

変意義深いものというふうに考えております。

文化祭の愛称は、「ながさきピース文化祭

2025」でございますが、考案者は、佐世保市の
小学生というふうに伺っております。

まさに、本県ならではの平和への思いや、国

際交流をあらわしている名称だと感じておりま

す。

この名にふさわしく、来県される多くの皆様

に本県の魅力を発信するとともに、本県の文

化・芸術活動の振興や、障害者への理解促進に

つなげていくことが重要であります。

さらに、県内全域に開催効果が及ぶよう、長

崎県の特徴を活かした文化祭の開催に向け、市

町と一体になって、準備を進めていただきたい

と思います。

開催まで2年を切り、改めて、両文化祭が目
指すものや準備状況について、お尋ねをいたし

ます。

5、農林行政について。
（1）長崎みかんのさらなる展開について。
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県北地域の農業において、畜産と果樹、特に、

肉用牛とみかんは、振興品目の大きな柱となっ

ております。

特に、西海みかんは、平成28年に天皇杯を受
賞し、糖度14度以上の高品質ブランドである
「出島の華」のほか、西海ブランドである「味

っ子」、「味まる」を出荷する全国でも有数の

産地となっております。

このようなブランドみかんを、もっともっと

全国の消費者に届けてほしいと心から期待をし

ているわけであります。

一方で、西海みかんのような優良産地におい

ても、高齢化や担い手の減少のほか、近年の資

材価格高騰等により、今後、離農が増え、栽培

面積が減っていくのではないかと大変危惧をい

たしております。

そこで、本県のみかんの産地を守り、しっか

りと将来につなぎ、産地を維持・拡大していく

みかん振興策について、お尋ねをいたします。

（2）長崎和牛の消費拡大施策について。
我が国の農林水産業を取り巻く情勢について

は、ウクライナの問題をはじめとする、このと

ころの世界的な政情不安や円安の影響などによ

り、燃料・肥料・飼料などの生産資材の価格が

高騰し、農林水産業者の経営を圧迫しておりま

す。

肉用牛繁殖農家も例外ではなく、このことに

より、経営は大変厳しい状況にあります。

さきの一般質問において、松本議員、吉村議

員、初手議員から、肉用子牛価格の低迷に関す

る対策についての質問がありましたが、私は子

牛価格が上昇しない原因の一つとして、物価高

騰などにより和牛の国内消費が低迷し、枝肉価

格が伸び悩んでいることがあるんではないかと

いうふうに考えております。

また、実際に、肉用牛の生産者からも、「和

牛の消費が落ち込んでいるので、消費を拡大し

てほしい」というご意見をお聞きしております。

和牛を適正な価格で流通させるために、まず

は、国内における積極的な消費拡大が必要だと

いうふうに考えますが、県では、長崎和牛の消

費拡大について、どのように取り組んでおられ

るのか、お尋ねをいたします。

（3）長崎和牛の輸出戦略について。
日本の農林水産物、食品の市場規模について

は、急速な人口減少等により縮小することが予

測をされておりますが、海外に目を向けますと、

人口増加やコロナ後の外食向けの回復により、

食の市場規模は拡大傾向にあります。

これらのことが背景になり、円安の追い風も

あって、日本の農林水産物、食品の輸出額は、

2012年の約4,497億円から大幅に増え、2021年
には1兆円を突破、2022年には1兆4,148億円を
記録し、過去最高を記録しました。

国は、これまでの輸出拡大の成果を踏まえ、

農林水産物、食品の輸出額を2030年までに5兆
円とする目標を設定し、農林水産業・食品産業

の構造を国内依存型ではなく、今後は、成長す

る海外市場で稼ぐ方向に転換することを目指し

ているところであります。

このような状況の中、和牛を適正な価格で流

通させるためには、国内での消費拡大に加えて、

さらなる輸出の拡大を図る必要があるというふ

うに考えております。

そこで、長崎和牛の輸出に関する状況と今後

どのように取り組んでいかれるのか、お尋ねを

いたします。

6、離島振興について。
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（1）地域資源を活用した離島振興について。
本県は、言わずもがな離島振興法指定の離島

51島、そのうち有人国境離島40島を有し、県土
の約4割が離島という全国一の離島県でありま
す。

多くの離島・半島、岬や湾からなる海岸線の

長さは4,000キロメートルを超え、多くの島々や
複雑な海底地形により形成される好漁場から水

揚げされる魚種の数は日本一と言われておりま

す。

そういった新鮮な海の幸をはじめ、本県離島

には、古代から海外との懸け橋となった交流の

歴史や、潜伏キリシタンの文化的伝統など特色

のある文化的遺産、世界で最も美しい湾と言わ

れる島々の景観、生活に密接に結びついた祭り

や行事など、それぞれの離島に物語があり、多

様で、魅力的な地域資源にあふれております。

離島の人口減少に歯止めをかけ、さらなる振

興を図るためには、これまで十分に活用されて

こなかった地域資源も含めて、交流人口の拡大

や、島内産業の活性化につながるような地域資

源の活用を促す必要があると思いますが、県の

考え方をお尋ねいたします。

7、福祉保健行政について。
（1）若い世代への歯科医療の取組みについ

て。

「健康長寿日本一」を目指す長崎県において

は、県民一人ひとりが、ご自身の歯・口腔をし

っかりと管理することは、健康寿命の延伸につ

ながることから大変重要であると考えておりま

す。

高校までは、法律により、歯科健診は義務化

されておりますが、成人になると個人の判断に

委ねられますので、歯科健診を受診する方は急

激に少なくなるとお聞きしております。

国においても、このことを危惧して、経済財

政運営と改革の基本方針である骨太方針におい

て、生涯を通じた歯科健診、いわゆる国民皆歯

科健診に向けた取組を推進するというふうにさ

れたところでございます。

そこで、成人の第一歩を踏み出した大学生な

ど、まずは若い世代に対して歯科健診の大切さ

をしっかりと伝えていくことは、とても重要だ

と考えるのでございますが、県はどのように考

えておられるのか、お尋ねをいたします。

（2）歯科衛生士の県内定着について。
歯科疾患の予防及び口腔衛生の向上を図るこ

とを目的として、歯・口腔の健康づくりをサポ

ートする歯科衛生士が人材不足となっておりま

す。

また、県内にある2つの歯科衛生士専門学校
では、近年、定員割れをしているというふうに

伺っております。

他県においては、県内の歯科衛生士の就業者

が少ない地域における歯科医院に一定期間、3
年、あるいは5年間勤務することで、返納を免
除する修学資金貸与事業を実施しているところ

があります。

歯科衛生士の確保は、県内定着に非常に有効

であると考えますが、本県でも同様な仕組みを

構築できないか、県の考え方をお尋ねいたしま

す。

（3）特別養護老人ホーム等の介護事業者の
安定した経営と介護報酬改定について。

先日、特別養護老人ホームなどを経営する事

業者で構成する全国老人福祉施設協議会が行っ

た、令和4年度の特別養護老人ホームの収支に
関する調査結果が公表されました。
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それによると、補助金を除く収支が赤字とな

った施設は、全体の約6割であり、前年度の4割
から大幅に増えております。

また、直近の11月10日には、厚生労働省から
昨年度実態調査の結果が発表され、特別養護老

人ホームの利益率がマイナス1.0％となり、介護
保険制度が始まって以来、初の赤字となりまし

た。

大きな要因としては、長引く物価高騰により

経費が増える一方で、介護サービスの収入は、

介護報酬という公的単価によって決められてお

り、サービスの提供価格に転嫁できないことで、

結果として赤字施設が増えていることが挙げら

れます。

県では、昨年度に引き続き、今年度も、「原

油価格物価高騰緊急支援事業補助金」として、

高騰している電気代等の一部については補助が

行われました。

介護事業者からは、「大変助かった」という

声もありましたが、こうした赤字の状況を踏ま

えると、近い将来、多くの施設で経営が困難に

なり、安全・安心な介護サービスの提供ができ

なくなってしまうのではないかと大変危惧をい

たしております。

県として、現在の状況をどのように捉え、ど

う対応をされようとしているのか、お尋ねをい

たします。

（4）介護人材の確保について。
現在、いろいろな分野で人材不足が問題にな

っております。介護分野も例外ではなく、介護

事業所においては、人材を募集しても、採用が

困難な状況であります。職員の高齢化も進行し

ており、今後、生産年齢人口の減少が急速に進

むため、人材の確保は、さらに深刻になるもの

と危惧をいたしております。

こうした状況を踏まえ、県においては、若い

介護職の希望者を増やすための介護の仕事のイ

メージアップや、友好関係にあるベトナムなど

の外国人材の活用を強化することに加えて、業

務の効率化を図るため、介護ロボットやＩＣＴ

の導入支援に力を入れられているものと認識を

いたしております。

特に、慢性的な介護人材の不足が見込まれる

中では、介護ロボットやＩＣＴによって、限ら

れた職員でもサービスを提供できる仕組みづく

りは大変重要であるというふうに考えておりま

す。

また、11月30日には、厚生労働省が外国人受
入れやＩＣＴ化を進める事業所の介護職員の配

置基準を緩和する方針を示されましたが、介護

ロボットやＩＣＴの導入によって、介護事業者

にとってどのような効果があるのか、また、介

護人材の確保にどのようにつなげていくのか、

お尋ねをしたいと思います。

以上で、壇上からの質問を終了し、以後は、

対面演壇席から再質問をさせていただきます。

ご清聴誠にありがとうございました。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 山下議員のご質

問にお答えさせていただきます。

県・佐世保市政策ミーティングでの協議内容

及び今後の取組方針についてのお尋ねをいただ

きました。

県勢の発展を図るためには、まちづくり等の

様々な権限を有する中核市との連携が重要であ

るという認識のもと、今年度から、宮島市長と

私との協議の場として、「県・佐世保市政策ミ

ーティング」を開催しております。
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今後、この場を活用しながら、中・長期的な

視点で、連携・協力のうえ、各種施策を推進し

てまいりたいと考えております。

先日、開催した第2回政策ミーティングでは、
基地を活かしたまちづくり、有事における庁舎

の相互利用、令和6年度に向けた県・市連携事
業等について意見交換を行い、改めて、県と佐

世保市が連携して取り組んでいくことを確認し

たところでございます。

今後においては、意見交換の結果を踏まえ、

両者が連携・協力して具体的な取組を進めると

ともに、引き続き、政策ミーティングを通して、

地域課題の共有や県・市連携事業の構築を図り、

本県の活性化につなげてまいりたいと考えてお

ります。

残余のご質問につきましては、関係部局長か

ら答弁をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君） 私からは、イン

バウンド対策について、お答えさせていただき

ます。

長崎空港の24時間化に向けた取組状況につ
いてのお尋ねですが、長崎空港につきましては、

中部国際空港と同じく海上空港であり、比較的、

環境への影響が少なく、また、3,000メートルの
滑走路を有し、大型機の離発着が可能など、ポ

テンシャルの高い空港となっております。

また、令和4年3月には、航空管制業務の一部
リモート運用が開始され、管制官の増員を行う

ことなく、運用時間外の弾力的な運航が可能と

なっております。

県では、こうした動きを捉え、これまで初日

の出チャーターフライトや、長崎～羽田線にお

ける早朝・夜間帯の臨時便運航など、運用時間

外の様々な実証運航を行い、需要の把握や課題

検証などを行っております。

羽田線の実証運航については、今後、12月下
旬の実施に加え、3月の運航についても調整し
ているところであり、このような取組を重ね、

運用時間の延長や24時間化につなげることで、
受入体制の強化に取り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部政策監。

〇文化観光国際部政策監（伊達良弘君）国際ク

ルーズ受入れ再開後の本県の入港状況と入港数

拡大に向けた県の取組についてのお尋ねでござ

います。

本年3月の国際クルーズ受入れ再開後の本県
へのクルーズ船入港数は、10月末現在で112回
となっており、コロナ前の2019年同時期と比較
いたしますと、約6割まで回復しております。
また、直近の10月の入港数で見ますと、コロナ
前の状況まで回復をしております。

クルーズ船の誘致につきましては、コロナ禍

におきましても、寄港地を有する県内市町や民

間事業者等と連携し、運航再開を見据えて、国

内外の船会社や、チャーター旅行会社などに対

する誘致活動を実施してまいりました。

また、船会社等へのセールスに加え、本年10
月には、世界最大級の旅行展「ツーリズムEXPO
ジャパン」に出展し、クルーズ関係者に対して、

本県の港や寄港地観光の魅力をＰＲしてまいり

ました。

引き続き、市町等と連携し、国内外の船会社

などに対する誘致活動や情報発信などに取り組

み、クルーズ船のさらなる入港拡大を図ってま

いります。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 私の方から、陶
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磁器関係について、2点お答えさせていただき
ます。

陶磁器産地への販路開拓支援により、成果が

あった取組等についてとのお尋ねでございます。

県では、三川内焼の産地の意向を踏まえ、首

都圏等の富裕層をターゲットとした販路開拓や、

付加価値の高いオーダーメード型の商品開発を

支援しているところでございます。

今年7月、東京のバイヤーを招いた食料品の
商談会へ出展したところ、東京のセレクトショ

ップでの販売や、百貨店での展示会開催といっ

た新たな販路開拓につながっております。

また、過去の展示販売会の出展が契機となり

まして、大手百貨店と人気ゲーム・アニメ「艦

これ」とのコラボ企画に、三川内焼の「豆皿」

が採用され、オンライン販売の開始後、早々に

完売に至りました。

今後とも、陶磁器産業の振興を図るため、産

地の特徴を活かした支援に取り組んでまいりま

す。

次に、陶磁器事業者への支援を活用した新た

な取組等についてとのお尋ねでございます。

県では、中小製造業者への物価高騰の影響が

広がる中、国の交付金を活用した「製造業物価

高騰対策支援事業費補助金」を創設し、生産効

率化の設備導入や、付加価値向上を目指した商

品開発等を支援したところでございます。

その中で、三川内焼の組合が、県外に店舗拡

大する地元回転寿司チェーンと連携しまして、

デザイン性の高いオリジナル強化磁器を店舗で

展開する取組も進んでおります。

県としましては、今後も、消費者ニーズを捉

えて、産地の取組を支援してまいります。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）「ながさき

ピース文化祭2025」が目指すものや、準備状況
についてのお尋ねでございます。

「ながさきピース文化祭2025」につきまして
は、文化芸術の振興をはじめ、文化資源を活か

した観光の推進、国際交流、平和の継承、若者

の参画等を基本方針に掲げておりまして、本県

らしい文化の魅力を広く発信し、国内外とのさ

らなる交流拡大につなげる絶好の機会と考えて

おります。

また、平成29年からは、国民文化祭と全国障
害者芸術・文化祭が一体的に開催されているこ

とから、障害の有無に関わらず、誰もが互いに

個性を発揮し、認め合い、ともに楽しむことに

より、相互の理解をより一層深めることを目指

してまいります。

準備の状況につきまして、県におきましては

実行委員会を設立いたしておりまして、現在、

主催事業の計画について協議を重ねているとこ

ろでございます。

また、市町においても、県同様に、実行委員

会設立に向けて準備を進めておりまして、年度

内に大半の市町で設立される見込みでございま

す。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 私の方から、農業関

係で、3点お答えをさせていただきます。
まず、本県のみかん産地振興策についてのお

尋ねですが、全国的にみかんの生産量の減少が

続く中、国は生産拡大に向けた施策を強化して

おり、県としても、省力化や高品質化等の取組

を進め、産地を維持・拡大する必要があると考

えております。

具体的には、省力化のため、運搬車が入る作
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業道を完備した園地整備や、管理しやすい低樹

高栽培の導入を進めてまいります。

また、高品質化のため、糖度を高めるよう必

要な時期に、必要な分だけ水やりを行うスマー

トかん水技術や、根域を制限し、水分の吸収を

抑制するなどの新たな栽培技術の導入を進めて

まいります。

さらに、平坦地、特に水田においても、みか

ん栽培を進めることで、新たな産地を育成する

ほか、ＪＡ研修期間による新規就農者の育成や、

優良な園地を継承するスキームの構築により、

みかん産地の維持・拡大を図ってまいります。

次に、長崎和牛の消費拡大に向けた取組につ

いてのお尋ねですが、県では、これまで、生産

者、農業団体、流通業者、県等で構成する「長

崎和牛銘柄推進協議会」において、県内外の主

要駅等への広告看板の掲出や、販促資材の製作、

配布のほか、長崎和牛指定店・協力店において、

「長崎和牛を食べて応援キャンペーン」を実施

しており、12月からは、飲食店において割引サ
ービス付きの「長崎和牛パスポート」による消

費拡大に取り組んでいるところです。

さらに、今後は、インバウンド向けの消費拡

大を図るため、旅行企画会社に対する試食会の

開催や、新長崎駅ビルに来年開業予定のホテル

でのフェアなども計画をしております。

こうした取組を通じて、長崎和牛の一層の消

費拡大に努めてまいります。

次に、長崎和牛の輸出の現状と今後の取組に

ついてのお尋ねですが、輸出の現状については、

「長崎和牛銘柄推進協議会」において、主な輸

出先である香港、アメリカ、シンガポール等に

おける長崎和牛指定店の拡大やフェアの開催、

調理師学校でのプロモーション、バイヤーの産

地招聘による販路開拓等に取り組んだ結果、令

和4年度の輸出額は約2億4,000万円、前年度比
で約220％に増加したところです。
今年度は、新たに、佐世保食肉センターから

タイへの輸出ルートを開拓し、10月にはバンコ
クの量販店において、現地の食肉輸入卸売業者

と連携し、「長崎和牛フェア」を実施いたしま

した。

また、来年1月には、シンガポールにおいて、
知事のトップセールスを農業団体とともに実施

し、現地の輸入商社との関係構築と長崎和牛指

定店の拡大を図ることとしております。

これらの取組を通じ、長崎和牛のさらなる輸

出拡大に努めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部政策監。

〇地域振興部政策監（渡辺大祐君）私の方から、

離島振興について、1点ご答弁申し上げます。
さらなる離島振興を図るためには、離島の地

域資源の活用を促す必要があると思うが、県の

考えはとのお尋ねでございます。

本県離島は、世界遺産など独自の歴史・文化、

豊かな自然など様々な地域資源に恵まれており

ます。

一方で、若者が進学、就職を機に島を離れて

しまうなど、人口減少や少子・高齢化に伴う数々

の課題も山積しておりますが、近年は離島なら

ではの魅力を活かした滞在型観光や、ドローン

による医療用医薬品等の配送など、地域の課題

に対応しながら、地域の資源を最大限に活かし

た新たな取組も生まれてきております。

このような流れを後押しするため、離島にお

ける新たな取組として、「ながさき『しま』の

ビジネスチャレンジ2023」を開催することとし
ております。
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離島の資源や魅力を活用し、離島だからこそ、

新しいことにチャレンジできるような環境を整

えることで、さらなる離島振興につなげてまい

ります。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君） 私からは、4点
お答え申し上げます。

まず、若い世代から歯科健診の重要性を伝え

ていくことについての県の見解につきまして、

お尋ねをいただきましたが、歯・口腔の健康づ

くりは、全身の健康につながることから、県民

の皆様がいつまでも健康で過ごしていただける

よう、若い世代から、歯・口腔の管理の大切さ

をしっかり認識していただくことは大変重要で

あると考えております。

現在、法律に基づく歯科健診は、1歳6か月及
び3歳児を対象とした乳幼児歯科健診のほか、
小・中・高校生を対象とした学校歯科健診が実

施されております。

一方、高校卒業後は、市町が実施する「健康

増進法」に基づく40歳の歯周疾患健診まで受診
の機会がないことが問題となっており、国にお

きましては、来年度から20歳及び30歳を歯周疾
患健診の受診対象に追加することが検討されて

いるところです。

県といたしましては、次期歯・口腔の健康づ

くり推進計画におきまして、かかりつけ歯科医

を持つことによる定期的な管理及び歯科健診の

受診を啓発するとともに、20歳以降を対象とし
た成人歯科健診の実施について、市町に働きか

けてまいりたいと存じます。

次に、歯科衛生士の県内定着のため、修学資

金の返納を免除する修学資金貸与事業を本県で

行うことについて、お尋ねをいただきましたが、

歯科衛生士につきましては、歯科診療所におけ

る治療だけではなく、そしゃくや嚥下機能を維

持するための訪問による口腔衛生管理などの役

割を担うことが求められており、これまで県で

は、歯科衛生士の確保のため、地域医療介護総

合確保基金を活用して、県歯科医師会が実施す

る無料職業紹介所の運営や、復職支援の研修会

等に対する支援を行ってまいりました。

本県の令和2年における人口当たりの歯科衛
生士の就業状況を見ますと、全国平均に比べて

多い状況にはございますが、都市部に集中して

おりまして、離島地域におきましては、全国平

均の半分以下となっているところでございます。

こうした状況を踏まえまして、県では、今年

度、県歯科医師会の協力のもと、離島地域の歯

科衛生士の需給や確保の状況等を把握するため

のアンケート調査を実施することとしており、

地域の実情を踏まえながら、修学資金貸与制度

を含めた、さらなる確保対策の必要性について

検討してまいりたいと存じます。

次に、特別養護老人ホーム等の介護事業者の

安定した経営と介護報酬改定について、県とし

て現在の状況をどのように捉え、どのように対

応しようとしているのか、お尋ねをいただきま

したが、介護事業所は、コロナ禍や物価高騰等

の影響もあり、先月公表されました国の「令和

5年度介護事業経営実態調査」では、特に、施
設サービスで利益率の平均が赤字となるなど、

大変厳しい経営状況にあると認識しているとこ

ろです。

このため、県では､6月補正予算で実施した物
価高騰対策について、さらなる支援ができない

か検討しているほか、国が予定する介護職員の

処遇改善施策にも迅速に対応していきたいと考
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えております。

現在、国では、来年度の報酬改定に向けた議

論が行われており、本県は全国知事会の代表委

員として、地方の厳しい実態を踏まえ、収支改

善につながる改定を求めているところです。

引き続き、国に対して、介護事業所の安定的

な経営が図られるよう要望するとともに、地域

の実情を踏まえた効率的な介護サービスが提供

されるよう、関係者とともに検討してまいりま

す。

最後に、介護ロボットやＩＣＴの導入によっ

て介護事業所にどのような効果があるのか、ま

た、介護人材の確保にどのようにつなげていく

のか、お尋ねをいただきましたが、県が、これ

まで介護ロボット等の導入を支援した事業所か

らは、見守りセンサーによる夜間の見回り回数

の減少や、音声入力による記録作成時間の短縮

など、大きな効果があったとお聞きしておりま

す。

また、他の都道府県におきましては、介護業

務や事務作業全般のテクノロジー活用によって、

配置人員の減少につながった施設もあり、今後

は本県でもこうした先進施設づくりに加え、生

産性向上を支援する相談窓口の体制強化等の取

組が必要であると考えております。

テクノロジーの活用により、業務が効率化さ

れ、少ない職員でも介護サービスを提供するこ

とができるようになるため、現場で働く介護職

員にとっては、賃上げや休暇取得率の向上につ

ながりますし、若者にとっても魅力を感じ、介

護の仕事を選びやすくなることが期待されると

ころです。

介護ロボットやＩＣＴの導入により、人材が

不足する介護現場においても、質の高い介護を

提供することが可能となることから、県といた

しましても、その導入を支援することを通じて、

介護現場のパラダイムシフトを実現していきた

いと考えております。

〇議長（徳永達也君） 山下議員―22番。
〇２２番（山下博史君） 知事はじめ、大変、簡

潔明瞭なご答弁をありがとうございました。再

質問を数点させていただきたいと存じます。

まず、陶磁器産業の振興についてでございま

すが、部長答弁にもありましたとおり、県の支

援によって、いろんな成果が出てきているとい

うことで、大変評価をさせていただいておりま

す。

最近、私の地元の佐世保市では、三川内焼の

事業者がニューヨークの長崎県人会とオンライ

ンで意見交換を開催するなど、新しい世代の動

きも活発化しているということで、大変いい傾

向にあるんじゃないかなというふうに思います。

そこで、三川内焼に絞ってですけれども、三

川内焼に対する今後の支援の方向性について、

どのように考えられているのか、お尋ねをいた

したいと思います。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 県では、支援を

検討するに当たりまして、機会を捉えて、積極

的に関係者と意見交換を実施しております。

先般、実施しました産地団体との意見交換会

の中では、江戸時代からの伝統的工法である登

り窯を用いた商品の開発やオンライン実況販売、

いわゆるライブコマースによる海外展開といっ

た、新たな取組などを積極的に検討していると

伺っております。

今後も、産地のニーズの把握に努め、佐世保

市とも連携して、支援に取り組んでまいりたい
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と考えております。

〇議長（徳永達也君） 山下議員―22番。
〇２２番（山下博史君） 私自身も、今年1月に
東京で行われました「テーブルウェア・フェス

ティバル」、これは日本最大級の食器の祭典で

ございますが、そちらにお伺いをさせていただ

きました。

東京ドームですので、非常に大きな会場の中

に三川内焼と波佐見焼のブースもありまして、

全国から集まって来られたお客様に対して、大

変なＰＲができているなというふうに感じまし

た。改めて、長崎県の陶磁器のすばらしさを、

身を持って感じさせていただいたわけでありま

す。

また、今年度も、今月、12月に東京で行われ
るというふうに聞いております。また、三川内

焼、波佐見焼の皆さんも出展をされるというふ

うに聞いておりますので、県民の皆さんはじめ、

議員の皆さんも機会があれば、ぜひとも訪れて

いただいて、また、魅力を発信、もしくは感じ

ていただければなというふうに思っております。

次に、先ほど答弁いただきました国民文化祭

の件でございます。

国民文化祭については、私は広報活動が大変

重要になってくるのかなと感じております。

先ほど答弁もありましたとおり、市町におい

て、委員会を設置していくということで聞いて

おりますけれども、本県の文化芸術の発展、そ

して地域の活性化につながっていくことだと思

います。県と市町がしっかりと連携を組んでい

ただいて、進めていただくことが重要であると

いうふうにも考えております。

そして、先般、ロゴマークも発表されました。

平和の象徴の「鳩」、未来へつなぐ「手」とい

うことで、私は見た瞬間に、「これだ」と思っ

たんですけれど、いいロゴマークもできました。

ただ、しかしながら、佐世保市民とか県民の

皆さんに、全くまだまだ認知がされてない状況

というのがあります。地元で、もっともっと

ＰＲをしていく必要があるんじゃないかなとい

うふうに感じておるんですが、まずは県民の皆

さんに知っていただくことが必要だと思います。

県民の皆さんに、今後どのような広報活動をさ

れていくのか、その辺の取組について、お尋ね

いたします。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）ピース文化

祭の広報活動の取り組みといたしましては、ま

ず、本年の4月に長崎県出身のシンガーソング
ライターでございます、さだまさしさんにスペ

シャルアンバサダーにご就任をいただいたとこ

ろでございます。

そして、本年9月には、議員からもご紹介ご
ざいましたとおり、ロゴマークやポスターデザ

インといったものを決定いたしまして、現在、

様々なイベント等で広報グッズの配布などを開

始しているところでございます。

また、「ながさきピース文化祭2025」と「長
崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の世

界遺産登録5周年、この2つをＰＲするイベント
を9月に開催をいたしておりまして、そのほか
10月の県知事杯ダンスコンテストを、2年前イ
ベントと位置づけをいたしまして、この本文化

祭の告知を行ったところでございます。

また、来年1月に開催される「長崎県障害者
芸術祭」におきましても、ブースの設置やチラ

シの配布などを行うことといたしております。

今後も、時宜を得たプレイベントの開催など
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によりまして、一層の機運醸成と効果的な情報

発信に努め、市町や関係団体と一体となって準

備を進めてまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 山下議員―22番。
〇２２番（山下博史君） 今年度は、石川県の方

で「いしかわ百万石文化祭2023」ということで
開催されておりますが、先日、特別委員会でも

現地を訪問させていただきました。金沢城の夜

の光の祭典などを見せていただきましたけれど

も、本当にすばらしい内容の文化祭の一部を感

じさせていただきました。

そこで感じたことなんですけれども、例えば、

県と長崎市だけじゃなくて、離島も含めた県内

全域に波及していく仕掛けといいましょうか、

訪れていただいたり、周っていただく仕掛けと

いうのが大変重要になるんじゃないかなという

ふうに思いますので、ぜひそのあたりも、もち

ろんわかっていただいていると思いますけれど

も、認識を深めていただければというふうに思

います。

来年は、岐阜県でということでございます。

その次は、長崎ということでございます。

また、長崎の開会式には、天皇皇后両陛下も

お見えになるというふうにお聞きしております。

アルカスＳＡＳＥＢＯで開会式を行っていただ

くということでございますので、2年後の「な
がさきピース文化祭2025」に向けて、県民の皆
さんとともに、行政、議会一体となって盛り上

げていかなきゃいけないなというふうに思って

ますし、他県に負けないような、すばらしい文

化祭になるように期待をいたしているところで

ございます。

次に、長崎みかんのさらなる展開についてと

いうことで、先ほどいろんな取組について、ご

答弁をいただきました。

みかん産地における栽培面積の確保、そして、

高品質化の取組については先ほどの説明のとお

りでございますが、さらなる高品質化というこ

とを進めていくためには、新しい、新たな優良

品種の導入というのも私は必要かなというふう

に感じております。

そこで、今まで県が育成した優良品種等の状

況と普及面積の今後の目標等について、お尋ね

をしたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 県では、これまでも

みかんの優良品種の育種に取り組んでおり、「長

崎果研させぼ1号」、「長崎果研原口1号」の2
品種を品種登録しております。

「長崎果研させぼ1号」は、平成27年9月に登
録され、従来の「させぼ温州」と比べ、収量性

が高く、また、「長崎果研原口1号」は、平成
30年2月に登録され、従来の「原口早生」と比
べ着色が早く、どちらの品種も糖度が高く、高

品質であることが特徴です。

県といたしましては、生産者、関係団体と一

体となって、国の事業を活用し、これらの優良

品種への改植を進めることで、令和7年に、そ
れぞれ25ヘクタールまで面積を拡大すること
としております。

こうした取組を進めることで、快適で、もう

かるみかん経営を実現し、みかん産地の振興に

つなげてまいります。

〇議長（徳永達也君） 山下議員―22番。
〇２２番（山下博史君） みかん産地は、佐世保

だけではなくて、いろんな県内各地、盛んに生

産をされております。

先日も、西海市のみかんや南島原市のみかん
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を私も実際いただきましたけれど、本当糖度が

高くて、おいしいみかんを作っていただいてお

ります。県内各地で生産されておりますので、

みかんの産地への振興策を、引き続き、よろし

くお願いしたいと思っております。

次に、離島振興に関しまして、先ほど答弁い

ただきましけれども、やはりこの地域資源を活

用した離島振興ということでは世界遺産がござ

います。「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関

連遺産」のさらなる活用というのが、私は重要

じゃないかなというふうに思っております。

特に、佐世保の黒島や小値賀町の野崎島など、

国境離島以外の離島にも広域的に分布をしてい

るわけでありますけれども、この広域性を活か

して、地域のほかの観光スポット等も含めて、

観光客の皆様に広域的に周遊をしていただくと

いう仕組み、仕掛けが私は必要ではないかなと

常々思っておるんですが、この世界遺産を活用

した周遊型観光の仕組みづくりについて、県の

お考えをお尋ねしたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）「長崎と天

草地方の潜伏キリシタン関連遺産」、これは、

まさに議員ご指摘のとおり、広域に分布する各

構成資産が、魅力的なストーリーでつながるな

ど、周遊型観光に適した観光資源であると考え

ているところでございます。

そのため、県におきましては、周遊型モデル

コースの設定、あるいは12の構成資産を巡るス
タンプラリーの実施、観光客の満足度を向上さ

せ再来訪を、リピートを促すためのガイドの育

成などに取り組んでいるところでございます。

また、県及び複数の市町や観光関連事業者が

連携をいたしまして、周遊型のコンテンツの造

成にも取り組んでいるところでございます。

引き続き、周遊型観光の促進に向けまして、

商品造成支援や情報発信にしっかりと取り組ん

でまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 山下議員―22番。
〇２２番（山下博史君）周遊型観光ともなりま

すと、さらなる交通網の整備とか受入れの環境

整備とか、いろんなことが必要になると思いま

すけれども、離島には、これだけの観光資源が

たくさんございます。もっともっと活用できる

ように、お互い知恵を出し合って、一緒になっ

て取り組んでいきたいと思っております。

次に、県立大学での歯科医療、歯科健診の取

組について、お尋ねをしたいと思います。

先ほど質問をさせていただきましたけれども、

高校を卒業した若い世代が、歯科健診をなかな

か受けていただけない部分というのがあるんで

すけれども、長崎には県立大学がシーボルト校

と佐世保校があります。

できれば、まずは県立大学において、歯科健

診を促して、歯科健診を実施できるような仕掛

け、仕組みをつくったらどうかなと私は個人的

に思うんですが、そのあたりの県の見解をお尋

ねします。

〇議長（徳永達也君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君） 歯・口腔を含め県立

大学生の健康づくりを支援していくことは非常

に重要であるというふうには考えております。

現在、県立大学におきましては、「学校保健

安全法」に基づき、大学が費用を負担して、定

期健康診断を実施しておりますが、歯科健診は、

義務づけられた健診項目にないことから実施し

ていないところでございます。

県立大学において、歯科健診を実施する場合
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には、新たな費用負担や事務作業なども生じて

くることから、十分に検討をしていただく必要

があるというふうに考えております。

〇議長（徳永達也君） 山下議員―22番。
〇２２番（山下博史君）県立大学での実施はな

かなかハードルがあるようでございますが、「健

康長寿日本一」に向けた健康づくりに、歯科健

診というのは大変重要であるし、必要不可欠で

あると私は思っておりますし、次期長崎県歯・

口腔の健康づくり推進計画にも、ぜひこのあた

りも明記していただいて、歯科健診の受診の促

進をしていただければなというふうに要望をさ

せていただきたいと思います。

最後に、今年も残すところ、あと僅かとなり

ました。知事はじめ、県職員の皆さん、そして

議員の皆さん、そして県民の皆さん、来年が皆

様にとって幸大きい年でありますことを心より

お祈りいたしまして、質問を終わります。

ご清聴ありがとうございました。（拍手）

〇議長（徳永達也君） 午前中の会議は、これに

てとどめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から再開いたします。
― 午後零時１５分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

〇議長（徳永達也君） 会議を再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

湊議員―7番。
〇７番（湊 亮太君）（拍手）〔登壇〕 皆様、

こんにちは。

佐世保・北松浦郡選挙区選出、自由民主党、

湊 亮太でございます。

本日、この初めての一般質問の機会をいただ

きまして、知事はじめ議員の先輩方、同期の皆

様、大変感謝しております。誠にありがとうご

ざいます。

そして本日は、遠路はるばる、私の家族、友

人、そして日頃お世話になっている皆様、お忙

しい中、来ていただきまして誠にありがとうご

ざいます。とても緊張しておりますが、心強い

です。どうぞ最後までよろしくお願いいたしま

す。

それでは、通告に従いまして質問に入ります

ので、知事をはじめ関係各位の皆様には、簡潔、

明瞭なご答弁をお願いいたします。

1、知事の政治姿勢について。
（1）県民と対話をしていく県政の実現につ

いて。

知事の政治姿勢について、お尋ねをいたしま

す。

知事は、公約として、「県民の皆様と対話を

していく県政の実現」を掲げておられ、昨年の

知事就任からこれまで、あらゆる機会を通じて

様々な分野の県民の皆様と対話を実施されてい

ます。

私としましても、県勢の推進に当たっては、

様々な世代や立場の県民の皆様と対話をしてい

くことで、ニーズを酌み取りながら施策を構築

していくことが大変重要であると考えており、

また、県民の皆様にとっても、県政を身近に感

じていただく大切な機会にもなることから、高

く評価をさせていただいております。

その代表的な取組が「こんな長崎どがんです

会」だと思っておりますが、こうした県民との

対話を通じて県民の声を施策へ反映させていく

ことについて、改めて知事の思いや、これまで

の取組について、お尋ねいたします。

2、ＩＲについて。



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月４日）

- 111 -

（1）ＩＲ誘致について。
まず最初に、現在、県が誘致を進めている

ＩＲとは一体どのようなものなのかを再度お尋

ねをいたします。

その理由といたしまして、カジノだけを誘致

すると思われている県民が多数おられると感じ

ておりまして、改めて具体的な説明をお願いい

たします。

加えまして、当初のＩＲ誘致は、今から15年
以上も前に、佐世保商工会議所や議員による研

究会が発足し、積極的な取組がなされたと聞い

ておりますが、県がＩＲ誘致を表明するに至っ

た経過をお尋ねいたします。

（2）審査の状況について。
国による区域整備計画の審査について、本年

4月に大阪ＩＲが認定をされ、九州・長崎ＩＲ
だけが継続審査となっております。この理由に

関して、県はどのように考えているのかをお尋

ねいたします。

また、継続審査となってから既に半年以上が

経過をしておりますが、この間の県の対応と今

後の認定に向けた取組についてもお尋ねいたし

ます。

（3）ＩＲの効果について。
ＩＲは、地域経済の活性化に大変大きく寄与

するものと考えておりますが、長崎県や九州に

とって、どのようなメリットがあるのかをお尋

ねいたします。

（4）県と佐世保市の連携について。
先日、ＩＲの立地自治体である佐世保市役所

を訪問いたしました。ＩＲに関する調査を行っ

たところでございますが、情報量に乏しい部分

があり、県と佐世保市との連携に不安を感じて

いたところでございます。

ＩＲ開業に向けては、県と市との連携は非常

に重要でございます。現在の状況について、お

尋ねいたします。

3、佐世保港について。
（1）佐世保港が佐世保市管理となった経緯

について。

佐世保港は、湾口が狭く、奥に広がる形状が

ヤツデの葉に似ていることから、「葉港」と呼

ばれる天然の良港でございます。

明治22年、1889年に当時の佐世保村に海軍鎮
守府が開庁されたのをきっかけに、佐世保のま

ちは大きく発展をしてまいります。長らく軍港

として栄えてきた歴史を持ち、現在でも様々な

利用上の制限がかかる港でございます。

また、佐世保港から平戸までの約25キロメー
トルの海上に「九十九島」と呼ばれる大変美し

い大小の島々が浮かんでおり、その景観のすば

らしさから、西海国立公園となっております。

佐世保港は、昭和26年に重要港湾として指定
をされ、佐世保市が管理者となっております。

佐世保港の港湾区域は、佐世保市内の相浦から

九十九島海域、早岐水道まで含めた約5,800ヘク
タールで、面積は県内で一番広い港でございま

す。

長崎県内には5港、長崎港、佐世保港、郷ノ
浦港、厳原港、福江港の重要港湾と77港の地方
港湾がございまして、佐世保港以外の重要港湾

4港、そして77港の地方港湾については県が管
理者となっており、港湾整備を行っております

が、佐世保港の管理者が佐世保市となった経緯

についてをお尋ねいたします。

（2）長崎港の整備状況について。
長崎港の港湾区域は約2,900ヘクタールでご

ざいますが、佐世保港にあっては、その約2倍
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となる約5,800ヘクタールにも及んでおります。
しかしながら、佐世保市が佐世保港に充てて

いる予算は、佐世保市の一般会計、特別会計を

合わせて年間約16～17億円でございまして、な
かなか整備が進んでいないのが現状でございま

す。私感ではございますが、長崎港と佐世保港

での違いを感じております。

県が管理、整備している重要港湾である長崎

港の整備状況についてをお尋ねいたします。

4、基地対策について。
（1）現在までの取組状況及び今後の展望。
佐世保市には、米海軍佐世保基地、海上自衛

隊、陸上自衛隊が所在することから、市では従

来より基地対策に力を注がれてきたところであ

り、昨年2月には、国の防衛政策推進への積極
的な協力、支援や、基地の所在を積極的に活か

したまちづくりの推進を方向性とする「佐世保

市基地政策方針」を策定され、国防という国家

的使命に協力しながら市勢を発展させ、市民の

生活を守り向上させていくために、基地との共

存・共生に取り組まれております。

基地との共存・共生を進めるためには、前畑

弾薬庫の移転、返還を含む佐世保港のすみ分け

の早期実現などの長年の課題への取組をはじめ、

様々な基地に係る取組について、県と地元自治

体である佐世保市が連携、協力をしながら対応

していくことが必要でございます。

県では、4月に危機管理部内に「基地対策・
国民保護課」を設置されたところでございまし

て、地元自治体とも連携をしながら、基地にか

かる様々な取組を行われていると思いますが、

基地対策について、現在までの取組状況及び今

後の展望についてを教えてください。

（2）米軍基地との交流について。

佐世保市においては、米軍基地の存在を市民

が親和的に受け入れ、双方が良好な関係を維持

できるよう、米軍基地による市民生活への負担

を最小限に抑える取組を推進されるとともに、

地域資源としての基地の活用として、市内小中

学校と基地内学校との交流、市の各種行事への

米軍関係者の参加など、市民と米軍関係者との

交流等に取り組まれています。

知事は、就任後、何度も基地を訪問、米軍と

の交流に積極的に励んでおられます。私も、一

佐世保市民として大変喜ばしいことだと思って

おります。

そこで、今後も知事は、米軍基地との交流を

積極的に深めていく方向なのかをお尋ねいたし

ます。

5、子育て・結婚支援について。
（1）本県の少子化の状況について。
厚生労働省の人口動態統計によると、出生数

は7年連続減少し、2022年には全国で約77万人
と初めて80万人台を割り込むとともに、合計特
殊出生率も過去最低の1.26となるなど、少子化
に対応していくことは大きな課題となっており

ます。

現在、国においては、6月に「こども未来戦
略方針」を掲げ、次元の異なる少子化対策に取

り組むこととし、様々な検討がなされていると

ころでございます。

少子化への対応は、本県においても喫緊の課

題であると思いますが、本県の少子化の現状に

ついてをお尋ねいたします。

（2）本県の結婚支援について。
我が国においては、出生数のうち約97.7％が
婚姻した夫婦間に出生しているというデータも

あり、少子化対策の一つとして結婚支援も大変
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重要であると考えております。

県内の一部自治体が運営している婚活サポー

トセンターでは、1対1のマッチングシステム運
用やイベントの開催、移住サポートセンターと

同じ場所に構えるメリットを活かした情報発信

など、時代に応じた様々な取組を行っていると

お聞きしております。

県庁内においても婚活サポートセンターを構

え、データマッチングシステムによるお見合い

システム、ボランティアが相手探しの支援を行

う「縁結び隊」、企業間の交流の促進に取り組

む「ＷｉｚＣｏｎながさき」、イベントにより

多くの人との出会いの機会を提供する「ながさ

きめぐりあい」という4つの事業を柱とした結
婚支援に取り組んでおります。

これらの事業による成果と今後の取組の方向

性についてをお尋ねいたします。

（3）子育て支援施策について。
本県では、「こども施策」を県政の1丁目1番

地として子育て支援に力を注がれていますが、

子どもが増えることは、将来、この国や県の大

きな力になるものではないかと考えております。

しかしながら、子育てには大きな費用もかか

ることから、経済的な負担が子どもを持つこと

の障壁となっているとも言われております。

こうした経済的負担を軽減するために、現在、

国においても児童手当の拡充等を検討されてい

るところではございますが、将来的には、子育

て世帯に対し大きい額の給付を行うなど、経済

負担をなくすためのもっと思い切った施策も検

討すべきであると考えております。

子育てにかかる経済的負担の軽減を含め、安

心して子育てできる長崎県づくりについて、県

はどのような取組を考えているのかをお尋ねい

たします。

6、医療・福祉人材不足について。
（1）医師不足対策について。
離島・へき地を有する本県では、全国より先

んじた高齢化の進行により医療を求める人が増

加する中、県では、誰もが必要な時に必要な医

療を受けることができる体制の実現を目指し、

これまで医師の養成や確保に取り組んできたも

のと認識をしております。

国が公表した人口10万人当たりの医師数に
おいて、本県の医師数は全国でも多く、二次医

療圏別に見ますと、長崎、県央医療圏、佐世保・

県北医療圏の順に多い状況でございます。

しかしながら、佐世保・県北医療圏において

は、医師は佐世保市中心部に集中しており、旧

北松地区、県北部の市町では医師が不足し、確

保に苦慮しております。

このため、医師確保に向けた対応が必要であ

ると考えておりますが、県の現状認識と、その

対応について、お尋ねいたします。

（2）看護師不足対策について。
看護職員についても様々な施策に取り組んで

おられ、人口10万人当たり、全国で6番目に多
い状況と承知しております。

しかしながら、看護ニーズの多様化により、

医療現場だけではなく、介護施設など就業場所

が拡大をしており、一部の現場において看護師

確保に苦慮しているとの声が挙がっております。

特に、県北地域では、看護学校の閉校などで

募集定員が減少し、卒業生が減少しているため、

今後の医療体制に影響が出るのではないかと案

じております。

このような新卒看護師の減少に対する不安を

解消するためにも、新型コロナウイルス感染症
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拡大の際に宿泊療養施設やワクチン接種会場で

ご協力いただいたような多くの潜在看護師に対

し、再び現場に復帰いただけるような支援の検

討など、地域の実情に合わせた看護職員の確保

対策が必要と考えておりますが、県の現状認識

と今後の対応について、お尋ねをいたします。

また、看護師不足で困っている地域は、県北

に限らず県内にも多くございます。

そこで、看護職員の確保、定着、県内就業を

図ることを目的とした「看護職員就学資金貸与

制度」についてですが、看護学生をはじめとし

て、中高生の中にも看護師として働きたいと思

っている子どもたち、若い世代の方々はいると

思います。そういった看護師を志す方々が県内

で就業できるよう、子どもたちや学生たちへの

周知、ＰＲ、アプローチについては十分にでき

ているのかをお尋ねいたします。

（3）介護人材不足対策について。
本県は、介護分野においても人材確保が喫緊

の課題でございます。次世代へのＰＲやアプロ

ーチが重要だと考えております。

高齢者住宅新聞第734号に、本県による次世
代への介護の魅力発信事業についての掲載がご

ざいました。

本事業は、2018年から行われており、県が、
3年以上介護職経験のある35歳以下の若手職員
の方々を「介護の仕事魅力伝道師」に認定し、

学校における講話活動などで介護の魅力を子ど

もたちや若い世代に伝えることで、介護の仕事

を志す若い世代を増やし、人材不足を解決して

いくことが目的であると認識をしております。

介護に対してのイメージ向上のため、本事業

は大変すばらしい取組だと思っておりますが、

次世代への介護の魅力発信の実績及び今後の取

組の方向性について、お尋ねをいたします。

7、地域振興について。
（1）移住先として選ばれる長崎県に向けた

情報発信について。

本県は、人口減少が他県より早いスビードで

進んでおりまして、移住を促進することが大変

重要であると考えております。

近年は、コロナ禍をきっかけとして、テレワ

ークなど場所を選ばない多様な働き方ができる

ようになっており、内閣府のインターネット調

査においても、例えば東京におけるテレワーク

の実施率について、令和元年12月には17.8％で
あったものが、令和5年3月には51.6％となって
いるなど、大きな変化が見られているところで

ございます。

長崎県は、離島や半島が多く、豊かな自然や

独自の歴史、文化など、他県に負けない魅力が

たくさんございます。私が住んでいる佐世保市

も、都会的な要素もありつつ、九十九島をはじ

めとした風光明媚な環境や、米軍基地があるた

めアメリカ文化が溶け込んでいるなど、ほかの

ところにはない魅力がたくさんございます。

そういった情報を県外の多くの人に知ってい

ただき、本県に移住していただきたいと考えて

おりますが、本県が移住先として選ばれるため

に、どのような情報発信をされているのかをお

尋ねいたします。

（2）県北への観光客の誘致について。
本県は、県内各地に多くの魅力的な観光資源

を有しており、アフターコロナと言われる現在、

観光は、本県にとってますます重要な産業にな

ると考えております。

特に、本年5月の水際対策撤廃により、日本
に訪れる外国人はますます増加傾向となってお
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り、今後も中国、韓国、台湾、香港などの東ア

ジアからを中心に、世界各国からのインバウン

ドはさらに拡大していくものと思われます。

一方、県北地域においては、本県を代表する

レジャー施設のハウステンボスには多くの方に

お越しいただいているものの、そのほかの地域

が有する歴史、文化、自然といった魅力的な資

源については、まだまだ知名度が低く、その魅

力を活かしきれていないと感じております。

先ほど申し上げたとおり、県北には歴史的な

文化遺産、外国人観光客に人気が高い豊かな自

然など、各地に魅力的な観光コンテンツを有し

ており、国内外を問わず観光客の誘客のために

は、地元市町や地域住民とも連携し、そうした

地域の観光資源を磨き上げ、積極的に発信して

いくことが大変重要であると考えております。

そこで、県北への国内観光客及びインバウン

ドの誘客について、県では、それぞれどのよう

に取り組まれているのかをお尋ねいたします。

（3）県産品の国内外へのＰＲについて。
県北地域は、江戸時代に平戸藩の御用窯とし

て繊細優美な染付の器や精巧緻密な細工物が作

られ、現在もその伝統技術を活かしたやきもの

づくりが行われている三川内焼などの陶磁器や、

全国新酒鑑評会等で受賞歴の多い県産酒などに

代表される、多くの魅力ある県産品の宝庫でご

ざいます。

先日、東京都日本橋にある本県のアンテナシ

ョップ、「日本橋 長崎館」を私も視察をさせて

いただきました。その際に、私自身存じ上げな

かった商品も含め、多くの県北地域の商品が販

売されていることを目の当たりにし、「日本橋

長崎館」はもとより、広く国内向けに、これら

の商品の魅力を積極的に発信していただきたい

と心より強く感じた次第でございます。

海外においても、本県への誘客の核となる観

光コンテンツだけではなく、インバウンド誘致

をより強力に促進していくためにも、長崎の魅

力ある県産品について、現地でしっかりと発信

することが重要ではないかと考えております。

そこで、県産品の魅力を国内、国外に発信し

ていくために、県においてどのような取組を実

施しているのかをお尋ねいたします。

以上で、壇上からの質問を終了しまして、以

後は対面演壇席から再質問をさせていただきま

す。

ご清聴ありがとうございました。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 湊議員のご質問

にお答えさせていただきます。

まず初めに、県民との対話を通じて県民の声

を施策へ反映していくことについて、知事の思

いと、これまでの取組はとのお尋ねをいただき

ました。

県民の皆様と一緒に、選ばれる「新しい長崎

県づくり」を実現するためには、県民の皆様の

ニーズを酌み取り、県政への積極的なご参画を

促し、県政運営に活かしていくことが重要であ

ると考えています。

こうしたことから、「こんな長崎どがんです

会」をこれまで13回開催し、「子育て」や「移
住」、「農業」、「在宅医療」、「スタートア

ップ」など各分野において、様々な立場の県民

の皆様と対話を行い、ご意見をお聞きしてまい

りました。

また、「こんな長崎どがんです会」の参加者

からいただいた現場の貴重なご意見については、

令和5年度予算においても可能な限り施策へ反
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映してきたところでございます。

引き続き、「こんな長崎どがんです会」をは

じめ、県民の皆様との対話を積極的に実施し、

より身近な県政となるよう努めてまいりたいと

考えております。

次に、今後も米軍基地と交流を深めていく方

向なのかとのお尋ねがありました。

在日米軍については、日米安全保障条約第6
条の規定に基づき、日本国の安全等に寄与する

ため国内に駐留を認められているものであり、

県としては、従来からその国策に協力する立場

にあると認識しております。

また、軍人・軍属やその家族の生活に関わる

支出に加え、日本人従業員の雇用のほか、船舶

の修理や工事など地域経済への波及効果も非常

に大きなものがあります。

一方で、前畑弾薬庫の移転、返還を含む佐世

保港のすみ分けの早期実現や、米軍人による事

件、事故などの課題もあることから、県として

の要望や、県民の安全・安心を確保するための

申し入れなどを適切に実施していく必要がある

と考えております。

そうしたことから、県としての意見や要望を

直接伝えることができる関係を構築し、基地と

の共存・共生を図っていくことは重要であり、

引き続き米軍基地との交流を深めてまいりたい

と考えております。

残余の質問につきましては、関係部局長から

答弁をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） 私から、ＩＲにつ

いて、4点お答えさせていただきます。
初めにＩＲ誘致についてでありますが、特定

複合観光施設（ＩＲ）は、ＭＩＣＥ施設や宿泊

施設、魅力増進施設などにカジノを含んだ複合

観光施設であり、カジノ部分は、ＩＲ整備法等

の規定により建物全体の延床面積の3％を超え
ない範囲とされております。

また、ＩＲ誘致の経過については、佐世保市

の経済界を中心として、平成19年8月に「西九
州統合型リゾート研究会」が発足し、機運醸成

が図られるとともに、平成25年4月には、県と
佐世保市が共同で「ＩＲ調査検討協議会」を設

置し、各界各層からのご意見などを十分にお聞

きしたところであります。

こうした経緯を踏まえまして、平成26年3月、
県として、ＩＲ導入に伴う経済効果等を最大化

する一方、治安や青少年教育への影響等を最小

化するための対策を検討しながら、佐世保市の

ハウステンボスを核とした地域へのＩＲ導入を

目指すことを県議会において表明し、この間、

取組を進めてきたところであります。

次に、審査の状況についてでありますが、本

県の区域整備計画は、現在、国の審査委員会に

おいて継続して審査が行われており、審査の内

容等については非公開とされております。

したがいまして、国から公表されている内容

以上のことについて、予断をもってお答えする

ことは差し控えさせていただきますが、県にお

いては、本年4月以降も国の審査に適切に対処、
対応してきたところであります。

今後とも、一日も早い区域認定の獲得に向け

て、国における審査の進捗が図られるよう、し

っかりと対応してまいりたいと考えております。

次に、ＩＲの効果についてでありますが、国

へ提出した区域整備計画では、ＩＲ区域への来

訪者数を年間673万人と見込むとともに、ＩＲ
導入に伴う経済波及効果として、開業5年目に
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はＩＲ区域内の直接効果と周辺地域における間

接効果を合わせ、3,328億円と見込んでおります。
また、雇用誘発効果としては、ＩＲ周辺地域

を含め約3万人の雇用創出を予定しているとこ
ろであります。

さらにＩＲ施設では、九州地域の観光を含む

ショーケース機能やコンシェルジュ機能等を有

する送客施設を整備するなど、広域周遊観光を

強力に推進し、ＩＲが持つグローバルな誘客力

を九州全域への送客力に変え、九州観光圏のさ

らなる活性化に取り組むこととしております。

最後に、県と佐世保市の連携についてであり

ますが、九州・長崎ＩＲについては、平成26年
3月に「長崎県・佐世保市ＩＲ推進協議会」を
設置し、実施方針の策定やＩＲ誘致に向けた合

意形成などについて、県と佐世保市が連携して

取り組んでまいりました。

また、県は、ＩＲ区域整備計画の国への申請

や審査への対応を行う一方、佐世保市は、ＩＲ

を中核としたまちづくりや地元調整など、それ

ぞれ役割分担を行いながら、その取組を進めて

きたところであります。

ＩＲについては、交通インフラの整備や地元

調達の促進、懸念される事項の最小化に向けた

対応など広範囲にわたる対策が必要となること

から、引き続き佐世保市と連携を図りながら、

一体となって取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君） 私からは、2点お答
えさせていただきます。

佐世保港についてのお尋ねですけれども、そ

の中で、佐世保港の管理者が佐世保市になった

経緯についてのお尋ねでございます。

佐世保港は、長崎港などと異なりまして、明

治22年に第三海軍区佐世保鎮守府が開庁し、国
費において軍港として整備されております。明

治35年の佐世保市制施行後も国において管理
されていたところでございます。

昭和25年に、旧軍港市を平和産業港湾都市に
転換を図るため旧軍港市転換法が施行され、昭

和27年、市議会の議決を経て佐世保市が港湾管
理者となっております。

次に、長崎港の整備状況についてのお尋ねで

ございますが、重要港湾の整備につきましては、

地域の要請や利用者のニーズを踏まえ、港湾管

理者が策定する港湾計画に基づき整備を行うこ

ととなっております。

長崎港では、その計画に沿って、人流・交流

の拠点として、元船地区ターミナルや水辺の森

公園、松が枝国際観光船埠頭を整備しており、

物流の拠点としては、小ヶ倉柳埠頭など整備を

行っております。

同様に佐世保港におきましても、人流・交流

の拠点として鯨瀬ターミナルなどや、物流の拠

点としましては前畑埠頭など、港湾計画に基づ

き必要な拠点づくりが行われているところでご

ざいます。

〇議長（徳永達也君） 危機管理部長。

〇危機管理部長（今冨洋祐君）基地対策につい

て、現在までの取組状況及び今後の展望はどう

かとのお尋ねでございます。

基地対策については、地元自治体と連携しな

がら基地と地域との共存・共生を図ってまいり

たいと考えており、今年度から佐世保市との人

事交流を開始するなど、より緊密な連携のもと、

前畑弾薬庫の移転、返還や護衛艦部隊の佐世保

港への配備などの政府施策要望を実施したほか、
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様々な機会を捉えて国への要望を行っておりま

す。

また、災害時における自衛隊との連絡調整や、

米軍関係の事件・事故が発生した場合の対応、

各種行事への参加や防災訓練を通じた自衛隊と

の連携強化等に加え、庁内で連携して、基地に

係る地元企業の受注機会拡大や自衛隊員の定住

促進などに取り組んでいるところでございます。

基地対策については、国や米軍が大きく関係

し、時間をかけて取り組んでいく課題を多く抱

えております。

今後、佐世保市から提案があった意見交換の

場を活用し、国への要望内容や手法を検討する

など、地元自治体などと連携して、より効果的

な対応を検討しながら、個別の課題に対し着実

に取組を進めてまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） こども政策局長。

〇こども政策局長（浦 亮治君） まず、本県の

少子化の現状についてのお尋ねでございます。

本県の出生数は、昭和24年が最も多く6万
1,145人でありましたが、令和元年には1万人を
割り込み、直近である令和4年は、ピーク時の
約7分の1となる8,364人まで減少しております。
また、合計特殊出生率についても令和4年は

1.57となっており、全国的に見ると高い水準に
はあるものの、県民の希望出生率2.08とは依然
大きな開きがある状況でございます。

次に、結婚支援事業による成果と今後の方向

性についてのお尋ねでございます。

本県におきましては、婚姻後の夫婦の出生力

をあらわす有配偶出生率は、令和2年で85.5と全
国の74.6に比べると高い一方で、婚姻数は減少
傾向にあり、直近の令和4年は4,410組と過去最
低となっており、引き続き結婚支援は重要であ

ると考えております。

結婚意思のある未婚者が独身でいる理由につ

いては、各種調査において「適当な相手にまだ

めぐり会わない」が大きな理由となっているこ

とから、お見合いシステムを中心とした結婚支

援事業を婚活サポートセンターにおいて実施し、

出会いの機会の提供に努めているところでござ

います。

お見合いシステムに関しましては、自宅閲覧

機能の追加による利便性向上やアドバイザーに

よる相談会の開催などにより、令和4年度は、
過去最高の479組のカップル数となるとともに、
センター事業による成婚数も98組となるなど
の成果が得られております。

今年度は、お見合いシステムのさらなる機能

強化に取り組んだところであり、今後は引き続

き婚活サポートセンターにおけるマッチング支

援に努めるとともに、企業や団体にも結婚を希

望する方を応援する具体的な行動を促しながら、

結婚の希望がかなう環境づくりを進めてまいり

ます。

最後に、安心して子育てできる長崎県づくり

について、県はどのような取組を考えているの

かとのお尋ねでございます。

少子化対策については、結婚支援の充実とと

もに、県民の皆様が希望どおりに安心して子育

てできる環境の整備に包括的に取り組むことが

必要であります。

そのため、今年度、高校生世代を対象とした

本県独自の医療費助成制度を創設するなどの経

済的支援に力を注ぐとともに、様々な団体等と

連携し、ココロねっこ運動をはじめ、社会全体

で子育てを応援する機運醸成にも取り組んでい

るところです。
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現在、国においては、少子化対策として児童

手当の拡充や出産・子育て応援交付金の制度化

などの経済的支援を含む検討がなされていると

ころでございまして、県としましては、こうし

た国の状況を見極めるとともに、市町等とも連

携を図り、「新しい長崎県づくり」のビジョン

実現にも取り組みながら、安心して子育てでき

る環境づくりに努めてまいりたいというふうに

考えております。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田淳一君） 私からは、3点
お答えいたします。

佐世保・県北医療圏における医師確保に関す

る県の現状認識と、その対応について、お尋ね

をいただきました。

本県は、全国8位の医師多数県であり、佐世
保・県北医療圏につきましても医師多数区域と

なっておりますが、医師は、佐世保市中心部に

集中しており、県北地域における医師確保は重

要な課題であると認識しております。

こうした地域の医療機関は医師の確保に苦慮

されており、県といたしましても、ながさき地

域医療人材支援センターにおける医師の斡旋や

代診医の派遣などに努めているところです。

また、局所的に医師が少なく、救急医療体制

への影響が懸念される地域につきましては、医

師少数スポットとして指定したうえで対策を講

じることとしており、現在、平戸市民病院への

県養成医の派遣について、地域医療対策協議会

にご意見を伺いながら検討を進めているところ

です。

今後とも、離島やへき地など医療資源が少な

い地域におきましても必要な医療が提供されま

すよう、地域の実情を踏まえながら医療提供体

制の確保に努めてまいります。

次に、看護師不足に対する県の現状認識と今

後の対応について、お尋ねいただきました。

看護師につきましては、少子化の影響等によ

り看護学生や新卒の就業者が減少傾向にあるこ

とから、今後の医療提供体制を確保するうえで

必要となる看護師の確保は、重要かつ喫緊の課

題であると認識しております。

このため、県におきましては、地域や現場の

実情を踏まえながら新卒看護職員の県内就業を

促進する取組や、一旦退職された方の再就業支

援など、関係機関とともに各種施策を実施して

いるところでございます。

潜在看護師につきましては、国において、復

職支援の促進に向けた検討がなされており、県

といたしましても、医療機関や福祉施設と連携

し、復職研修のさらなる充実に加え、ターゲッ

トを意識した情報発信に努めてまいります。

また、看護職員就学資金につきましては、学

校でのチラシ配布のほか、県広報誌やラジオに

よる周知を図っているところです。

今後は、中高生に対する看護の魅力発信につ

きましても、関係団体とともに、さらに取組を

強化することとしており、引き続き看護師確保

に努めてまいります。

最後に、次世代への介護の魅力の発信につい

て、どのような実績があり、今後どのように取

り組んでいくのか、お尋ねをいただきました。

次世代への介護の魅力発信につきましては、

介護の仕事に対する正しい理解と、より身近に

感じてもらうことが重要であると考えており、

地域における魅力発信の中核人材である「介護

の仕事魅力伝道師」による中学や高校での講話

やＳＮＳ、パンフレット、テレビなど様々な媒
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体でのＰＲに取り組んでいるところです。

昨年度は、伝道師が2,300人の中高生を対象に
講話を実施するとともに、魅力を伝えるパンフ

レットを県内全ての中学2年生、高校2年生に配
布しているところです。

今後は、これらの取組に加え、保護者が子ど

もと一緒に介護の仕事に触れるイベントを開催

することで、進路選択に影響を持つ保護者の理

解促進を図るなど効果的な魅力発信に努めてま

いります。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君） 私からは、移住

関係について、お答えさせていただきます。

本県が移住先として選ばれるために、どのよ

うな情報発信をされているのかとのお尋ねです

が、県では、「ながさき移住ナビ」を中心に本

県の魅力などを発信しており、今年度において

は、ターゲットに応じた情報発信の充実を図る

ため、先輩移住者の経験を踏まえたＱ＆Ａや仕

事の情報などをわかりやすく掲載することとし

ております。

また、10月から12月末まで移住関連イベント
を集中的に開催しているところであり、これら

のイベント情報を、県と市町で協働し、様々な

媒体を活用したＰＲを行っているところであり

ます。

引き続き、情報発信の充実に努め、移住の促

進に取り組んでまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君） 私から、地

域振興について、2点答弁させていただきます。
県北にある歴史的な文化遺産や豊かな自然を

活用して国内観光客を誘客するために、どのよ

うな取組を行っているのかとのお尋ねでござい

ます。

県におきましては、市町や観光協会が実施し

ております地域の魅力を磨き上げて、賑わいを

創出する観光まちづくりを支援いたしておりま

して、支援終了後の地域での自走を目指して、

企画段階から県と観光連盟の専門人材も関わり

ながら取り組んでいるところでございます。

県北地域におきましては、例えば佐世保市で

は、世知原少年自然の家を活用した自然体験型

コンテンツの造成や、あるいは江迎地区での築

100年の古民家を観光拠点として歴史的な街並
みを活かした観光コンテンツの造成などを支援

しているところでございます。

また、造成したコンテンツにつきましては、

体験予約サイトに掲載するなど、インターネッ

トを活用した情報発信や販売促進にも努めてい

るところでございまして、引き続き、市町や関

係事業者と連携をいたしまして地域の魅力の磨

き上げや情報発信に取り組み、観光誘客につな

げてまいりたいと考えております。

次に、県産品の魅力を国内外に発信するため、

どのような取組を実施しているのとかとのお尋

ねでございます。

県におきましては、県北地域を含む県産品の

認知度向上に向けまして、国内外において様々

な取組を行っているところでございます。

国内では、議員にご紹介をいただきました「日

本橋 長崎館」や大消費地の百貨店、高級スーパ

ーなどにおきまして、陶磁器や県産酒等の幅広

い県産品のＰＲを実施しております。

また、情報発信力の高い有名ホテルや飲食店

とも連携をいたしまして、本県の食の魅力を伝

えるフェアを開催しております。

その際、県産食材を使用したメニューの提供
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に併せて、本県陶磁器を食器としてご利用いた

だいたり、また展示販売を行っていただいてい

る店舗もございます。

海外におきましても、インバウンド誘客が多

い中国、香港、台湾の現地百貨店や飲食店等に

おきまして、観光情報の発信と併せて県産品の

ＰＲにも取り組んでおります。

また、そうした国内外における現地店舗等で

のＰＲに加えまして、Ｗｅｂ、ＳＮＳ等を活用

した情報発信も行っており、今後とも積極的な

県産品の魅力発信に取り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部政策監。

〇文化観光国際部政策監（伊達良弘君）私から

は、県北地域へのインバウンド誘客についての

県の取組について、お答えをさせていただきま

す。

県北地域は、県内有数の観光施設であるハウ

ステンボスをはじめ、インバウンドに訴求力の

ある平戸城を活用した城泊や、玄海国定公園な

どの美しい自然景観を味わうことができる九州

オルレ「松浦・福島コース」など魅力的な観光

コンテンツを有しております。

県では、これまでも海外における認知度向上

とインバウンドの誘客拡大を図るため、各市町

やハウステンボスなどの観光事業者等と連携し、

Ｗｅｂ、ＳＮＳ等を活用した情報発信や国際旅

行博への出展、旅行会社等へのセールスなどの

プロモーションを積極的に実施してまいりまし

た。

引き続き、地元市町や九州観光機構、観光事

業者等と連携しながら、さらなる情報発信や旅

行会社への旅行商品造成の働きかけなどプロモ

ーション活動を強化し、県北地域をはじめ県内

へのインバウンドの誘客促進に努めてまいりま

す。

〇議長（徳永達也君） 湊議員―7番。
〇７番（湊 亮太君） 大石知事をはじめ、執行

部の皆様、簡潔・明瞭なご答弁、誠にありがと

うございました。

幾つかの項目について、再質問をさせていた

だきます。

まず1つ目、先ほどご答弁をいただきました、
県民と対話をしていく県政の実現についてをお

尋ねいたします。

県民の皆様の意見を施策に反映させていくた

めに、「こんな長崎どがんです会」を今後も積

極的に続けていきたいという答弁でございまし

た。

引き続き、地域の方々の声を県政運営に活か

していただきたいと思っておりますが、これま

での実績を見てみますと、県庁だけではなく、

諫早市や島原市でも開催をされております。

私としましても、今後、県北地域でも実施を

していただきたいと思っておりますが、県のお

考えをお聞かせください。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君）「こんな長崎どが

んです会」については、これまで県内企業の最

先端のオフィスや、島原市の雲仙岳災害記念館

など、より現場の実態を踏まえまして、意見が

出やすい工夫も行いながら開催してきたところ

でございます。

今後におきましても、県民の皆様の様々なご

意見をいただくため、テーマや参加者の状況に

応じまして、県北地域も含めて県内各地域で開

催することを検討してまいりたいと考えており

ます。

〇議長（徳永達也君） 湊議員―7番。
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〇７番（湊 亮太君） 私も、県北地域で「こん

な長崎どがんです会」が開催される時は足を運

んで、ぜひとも見学、勉強して、この長崎県の

魅力をより多くの人に知っていただきたいと思

っておりますので、今後も強く積極的に取り組

んでいただきたいと思っております。

次に、ＩＲ誘致を目指す知事の決意について、

質問がございます。

佐世保市は、これまで原子力船「むつ」の受

け入れにより凍結されていた長崎新幹線の実現、

陸海自衛隊、米軍基地等、国防の要と言われる

基地の存在、国への貢献度は沖縄に次ぐものと

思っております。

ＩＲ実現のために、早急に知事、佐世保市長、

県市一体となってＩＲの早期認定に向けた取組

をお願いしたいと思っておりますが、長崎県全

体の発展のために、ＩＲ誘致の実現を目指す大

石知事のトップリーダーとしての決意をお聞か

せください。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） ＩＲは、交流人口の拡大

等によって、地域経済に大きなインパクトをも

たらすものであると考えております。

新たな雇用の創出などが図られ、定住人口の

増加も見込まれるとともに、観光関連産業をは

じめ地域経済の活性化に向けて重要な役割を果

たすことが期待をされます。こうしたＩＲがも

たらす高い経済効果は、県勢浮揚のチャンスで

あると考えています。

一日も早い区域整備計画の認定獲得に向けて、

国の審査にしっかりと対応していくなど、佐世

保市ともしっかり連携を図りながら、九州・長

崎ＩＲの実現に向けて取り組んでまいりたいと

考えております。

〇議長（徳永達也君） 湊議員―7番。
〇７番（湊 亮太君）佐世保市ともしっかりと

連携をしていきたいという心強い答弁をいただ

きましたので、今後、県のリーダーとして、は

っきりと大きなリーダーシップを期待しており

ます。

次に、佐世保港について、改めて聞きたいと

ころがございます。

佐世保港は、大型クルーズ船の受け入れなど、

県北地域の観光・交流の重要な拠点となってお

りまして、佐世保港の発展は、県全体の発展を

図るうえでも大変重要であると考えております。

知事は、選挙の公約で、佐世保港について、

長崎県が佐世保市と一体となった事業整備を進

めると掲げておられましたが、現在はどのよう

なお考えがあるのかをお尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）本土最西端に位置する長

崎県においては、東アジアとの地理的優位性を

活かして、港を通じた交流人口の拡大による地

域活性化が重要であると考えています。

先日10日に実施をいたしました「県・佐世保
市政策ミーティング」においても、宮島佐世保

市長から、「基地を活かしたまちづくりに関す

る意見交換の場」について提案がございました。

その中で、佐世保港の目指す姿を共有し、同じ

価値観を持って取り組んでまいりたいとお伝え

をしたところでございます。

また、佐世保港は、議員ご指摘のとおり、長

崎港と並び、クルーズ船の受入れの拠点として

重要な役割を担う港であると認識をしており、

県によるクルーズ船の誘致や港へのアクセス性

向上のための道路整備などについても、市と連

携をして進めてまいりたいと考えております。
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〇議長（徳永達也君） 湊議員―7番。
〇７番（湊 亮太君） 佐世保港の発展は、県全

体の発展に大いに寄与するものと考えておりま

すので、今後も佐世保市との意見交換を積極的

に行い、県としても協力体制をとっていただく

よう要望をいたします。

次に、基地対策について。

人事交流や前畑弾薬庫の移転・返還を含む佐

世保港のすみ分けの早期実現にも積極的に取り

組んでいきたいという答弁をいただきました。

そして知事も、引き続き、米軍との交流をして

いきたいとの思いをいただきました。

本年、司令官も新しくなりまして、私も、佐

世保市内の行事等で何度かお会いをいたしまし

た。日本文化や日本語の勉強にとても熱心なお

方で、私個人的には、とてもフレンドリーな方

だと思っております。

国際感覚を持つ知事が、県と米軍基地のさら

なる友好関係を築いていくことを大いに期待し

ております。これからも、米軍基地との積極的

な交流を続けていかれることを要望いたします。

次に、子育て支援と結婚支援でもご答弁をい

ただきまして、結婚支援が、成婚数もカップル

数も前年度を上回っており、大変力を注がれて

いることを理解いたしました。

子育てのためのさらなる給付は、実施するに

は難しいことはあるかもしれませんけれども、

県、そして国のために必要なことであると思い

ますので、こちらの実現については要望をいた

します。

次に、介護の魅力発信事業のところで答弁を

いただきました。

若い方々に、介護のお仕事はすばらしいもの

だと、命に関わる大切な仕事だというところが

しっかり伝われば、介護に興味を持っていただ

ける、志す人も増えていくと思います。

私自身も、介護の現場で働いていたことがご

ざいます。利用者と一緒に歌を歌ったり、ご飯

のお手伝いをしたり、そういうところで「あり

がとう」とか笑顔をいただけることで、大変喜

びを感じておりました。そういうところを私も

一緒に魅力発信していきたいと思っております

ので、今後とも、こちらの事業にしっかりと力

を入れていただきたいと思います。よろしくお

願いいたします。

次に、地域振興について、先ほどお伝えいた

しましたが、先日「日本橋 長崎館」に伺った際

に、私も知らなかった県産品がたくさんござい

ました。私もいろいろ購入いたしまして、これ

をもっと知っていただきたいと思える産品もた

くさんございましたので、こちらもＰＲ、ＳＮ

Ｓ等もしっかりと強力に力を注いでいただけた

らと強く要望いたします。

時間が少し余りましたけれども、本日は皆様、

本当にありがとうございました。（拍手）

〇議長（徳永達也君） これより、しばらく休憩

いたします。

会議は、2時40分から再開いたします。
― 午後 ２時２９分 休憩 ―

─ 午後 ２時４０分 再開 ─

〇副議長（山本由夫君）会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）（拍手）〔登壇〕皆様、

お疲れさまです。

改革21、西彼杵郡選挙区選出、「あいばせん
ば、こいばせんば」の饗庭敦子でございます。
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本日、最後の登壇となります。皆様の心に届

くよう、元気よく質問いたしてまいります。こ

れからの1時間、皆様の耳を私に傾けてくださ
い。

2期目当選しましてから、本日、はじめての
質問となります。2期目も、皆様の声を県政へ
届け、誰もが笑顔で暮らせる長崎県、誰一人取

り残さない社会の実現を目指し、子どもの未来

のため、誰もが生きやすい社会になるよう、誠

心誠意、取り組んでまいりますので、どうぞよ

ろしくお願いいたします。

それでは、一問一答方式にて質問し、答弁に

よりましては、深掘りをさせていただきますの

で、知事をはじめ、関係部局の皆様は、簡潔で、

簡潔で、簡潔で、県民にやさしく、わかりやす

い答弁をお願い申し上げます。

1、新しい長崎県づくりのビジョンについて。
「新しい長崎県づくり」のビジョンの実現や、

長崎県の総合計画の実現に向けて、合わせて17
億円の予算要求が出されています。

前回、私の令和5年3月定例会の一般質問で、
大石知事に「掲げる長崎県のイメージが頭に浮

かぶように」と質問させていただいたところ、

「端的に申し上げるのは非常に難しい」という

ことでご説明をいただきたました。その後、今

回は、コンセプトというところで「未来大国」

というふうにされております。

この「大国」という表現に対しましても、私

は、総務委員会でもいろいろ議論させていただ

き、私は違和感もあり、県民に伝わるのかなと

いうような思いがあります。

そういう中、10月26日に開催された「第3回
新しい長崎県づくり懇話会」の議事録も拝見さ

せていただきました。

その中でも、この「大国」という言葉自体に、

県民が、えーっと思うのではないかとか、独立

したいのか，未来諸島などはどうかなど、様々

な意見が出ておりました。

その中でも、知事がこの「大国」というのに

こだわった思い、それはどのような理由なのか、

お伺いいたします。

以上、質問いたします。

これから、あとの質問は、対面演壇席にて質

問させていただきます。よろしくお願いいたし

ます。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 饗庭議員のご質

問にお答えさせていただきます。

ビジョンのコンセプトである「未来大国」の

「大国」という言葉について、様々なご意見が

あることは承知をしております。

一方で、懇話会や市町連携会議の場でも、原

案に対しまして肯定的な意見があったこと、ま

た、本県を取り巻く厳しい状況の中、県民の皆

様が思いを一つにし、同じ方向を向いて明るい

未来を目指すためには、強い目標を立てること

が重要であるといったご意見も多数いただいた

ところでございます。

そのため、本県が県民の皆様にとって、誇り

と期待感を持っていただき、国内に限らず、世

界に存在感を示していけるような強い場所であ

りたいとの思いを込めて、「大国」と表現をし

たものでございます。

また、「未来大国」について、その賛否も含

めて様々な議論が交わされることも必要であり、

こうした議論が重ねられていく中で、県民の皆

様と一緒に選ばれる「新しい長崎県づくり」を

推進していきたいというふうに考えております。
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以後のご質問に対しましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） 今、ご説明いただきま

した、明るい未来を目指すためというところで、

県民の皆様に選んでいただけるような形で、誇

りと愛着を持つということもあるかというふう

に思うんですけれども、この中で知事は、10年
後を描いていくというふうに言われております。

10年後を描いていくのは非常に難しいかなと、
最近、目まぐるしく変わる中では､10年後とい
うのが、なかなか見えにくいかなというふうに

思っております。

そういう中で、「県民の皆さんのシビックプ

ライドを刺激し、長崎県の未来への期待感を醸

成していく」というふうに言われておりますの

で、このシビックプライドをどのように刺激し

て、10年後をどんなふうに本当に描かれるのか、
再度お伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） ビジョンにおいては、概

ね10年後の姿がどうあれば県民の皆様が本県
に誇りと未来への期待感を持てるかという観点

で、各分野のありたい姿を具体的に検討し、素

案の中でお示しをしているところでございます。

このありたい姿の実現に向けては、様々な立

場の方々が有機的に連携するとともに、総花的

ではなく、特定の分野を定めて新たなプロジェ

クトを計画し、最先端の技術等も導入しながら、

部局横断的に取り組むことによって、その取組

の過程も含めて、本県への誇りや期待感を醸成

してまいりたいと考えております。

併せて、ビジョンについては、わかりやすい

イラストを掲載したデザインの冊子やＰＲツー

ルの作成をはじめ、県民の皆様が身近に捉えて

いただけるような情報発信にも努めてまいりた

いと考えています。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）イラストを含めた情報

発信は、すごくいいことかというふうに思いま

す。

今言われた部局横断で進めるというところで

すけれども、やはり未来の期待感や誇りを県民

の皆様に抱いていただくためには、わくわくす

る取組、わくわくする取組が非常に必要かと思

いますけれども、様々な分野を掲げておられて、

重点的に取り組むのが5分野、令和6年度には4
分野ということで掲げてありますけれども、知

事は、どこを一番わくわくするというふうに考

えているのか、お伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） まず、どこをと申し上げ

て、優先順位は子ども分野を一丁目一番地に置

いているところでございますけれども、どの分

野も非常に重要な分野でございますので、今お

話しいただいた4つの分野に特に力を入れてや
っていきたいなと思っています。

それに加えて、そのためには来年度は子ども

たちが安心できる場所を増やしていくため、地

域や関係団体との連携を進めて、子どもが主役

になれる、夢の子どもの居場所をみんなでつく

っていく、その第一歩としたいと考えておりま

す。

本県は、課題先進県と言われますけれども、

最先端のデジタル技術の活用によって、産業や

暮らしの先進県になる可能性も同時に秘めてい

るところだと考えています。

そのため、来年度はドローン活用先進地を目



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月４日）

- 126 -

指すための基盤となる土台づくりとして、農業

や建設業など、各産業を対象としましたドロー

ンオペレーターの育成等を支援することとして

おります。将来的には、県内各地にドローンを

含む最先端テクノロジーが実装されている世界

観を考えております。

併せて、こうした取組については、しっかり

と県民の皆様にも発信をして、将来への期待感

を持っていただくことで、一緒に明るい未来を

つくっていきたいと考えています。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）わくわくするというの

で、何かに重点を置いているのかなというふう

に思ってお聞きしましたけれども、子どもが主

役になれるというところを中心に進めていくと

いうことだったかというふうに理解します。

もう一つは、懇話会の中で、「長崎県の『未

来大国』に対して認知度を上げていくのではな

くて、人気度を上げていった方がいいんじゃな

いか」というふうに言われておりました。認知

度は、先ほどから言われている情報発信、ＰＲ

をすると、認知度はある程度上がっていくと思

うんですね。それが長崎ならではというところ

で認知度も必要かと思いますが、それに関して

どのように考えているのか、知事にお伺いしま

す。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）選ばれる新しい長崎県を

実現するためには、分野横断的な施策の展開は

もちろんでございますけれども、ビジョンに掲

げる各分野での良さや強みに関する情報を国内

外の皆様に着実にお届けしたうえで、それによ

って本県を選んでいただく、そのことが重要で

あると考えています。

これまでも、本県の有する多様な魅力につい

て、ＳＮＳをはじめ、様々な媒体を活用しなが

ら発信をするとともに、首都圏や関西圏でのパ

ブリシティ活動も展開をしてまいりました。

今後は、専門家等のご意見もお聞きしながら、

本県のブランディングを進めるとともに、効果

の分析やターゲティングに基づいた情報発信を

強化していきたいと考えています。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） それでは、ぜひ選ばれ

る長崎県になるように、わくわく感は持ちなが

ら、「新しい長崎県づくり」のビジョンを進め

ていただければというふうに思います。

2、長崎県の重大事態防止について。
（1）教育政策について。
11月9日に教育委員会教育長が辞任されまし

た。「夏休み充電宣言」や、「第四期長崎教育

振興基本計画」など、新しい取組、様々な取組

を進められている中でしたので、とても残念に

感じております。

県政や教育行政にとっては、トップの辞任と

いうことで、職員の皆さん、教職員の皆さんも、

不安や様々な思いがあるかというふうに思いま

す。これは、長崎県にとって重大事態ではない

かと私は思いますが、知事の受け止めをお伺い

します。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）中﨑前教育委員会教育長

においては、県立学校の魅力の向上、教員の働

き方改革、ふるさと教育の推進に取り組まれて

いたところでございますが、健康上の理由によ

る辞職の申し出がなされ、私としても、本人の

意向を尊重し、辞職を認めたものでございます。

結果的に、任期途中での辞職となったことに
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ついては、任命した身として重く受け止めてお

ります。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） そうですね、任命責任

は感じておられるということですが、これから

も教育行政においても、様々な政策、課題解決

を進めていく中では、次の教育委員会教育長を

早急に任命して、皆さんが安心して政策を進め

ていかれることが必要かと思うんですけれども、

知事の考えでは、いつぐらいまでに教育委員会

教育長を決定し、政策を滞りなく進めていくの

か、お伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 現在、教育委員会におい

ては、廣田教育委員会委員が教育委員会教育長

の職務を代理しまして、教育行政の推進に支障

が生じないよう、対応しているところでござい

ます。

教育委員会教育長の後任につきましては、こ

れまでの取組も引き継ぎながら、本県教育行政

の発展に力を発揮してもらえる方を選んでまい

りたいと考えております。現在、その検討を進

めているところでございます。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） 検討を進めながら、ぜ

ひ早めに決定していただければというふうに思

います。

（2）壱岐高校の離島留学生死亡事案につい
て。

壱岐の離島留学生事案は、離島留学制度改善

に向けた報告書が出されております。

この報告書を拝見させていただきましたけれ

ども、この中で、子どもさんは、「死にたい」

というような発言や、様々なＳＯＳを出されて

おります。しかしながら、それが受け止められ

てないというふうに感じます。そして、高校生

の声や子どもの目線が反映されてないというふ

うに感じます。そのうえ、里親からの暴力、子

どもへのプライバシー侵害については、言及さ

れてないと感じております。

未来ある子どもの命が失われたという、とて

も痛ましく、悲しく、切ない事案だというふう

に思っております。

これに対して、県としてはどのように受け止

めているのか、お伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）本県の離

島留学制度を活用して、夢や希望、志を抱いて

壱岐高校で学んでいた高校生の尊い命が失われ

たということにつきましては、大変重く受け止

めております。

二度とこのような痛ましい事態を起こさない

という強い決意の下、生徒を中心に据え、離島

留学生が安全で安心した生活を送ることができ

るよう、現在、これからの離島留学検討委員会

で出されました具体的な改善策について、各学

校や関係市などと協議を進めているところでご

ざいます。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） 子どもさんが、本当に

安全・安心で過ごせるようにしていただきたい

と思っております。

そういう中、この留学制度を今もご利用され

ている保護者の方々と意見交換をさせていただ

きました。その時に、この事案に関して保護者

や生徒へ説明がなく、とても不安に感じておら

れると、そして、困った時に保護者の方は遠方

にいらっしゃる方がほとんどですので、誰に相
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談していいかわからないと、学校に相談すると、

学校のことに関しては、もちろん対処していた

だいたということですが、里親さんに関しては、

里親さんと話し合ってくださいというふうに言

われて非常に困っておられるということでした。

制度的には支援員さんがいらっしゃいますとい

うことで、ご説明はあるかと思いますが、当事

者は知らないというところで、入学時にでも説

明していただければなというお話もありました。

そういうお話をたくさん聞いている中で一番

困っているのは、食事に関することというとこ

ろで、食事は、すごく食べ盛りのお子様たちな

ので、とても重要だと思うんですね。食事を里

親さんにも、基準とかも含めながら、里親さん

のあり方を見直していく方がいいのではないか

と思いますが、県の考えをお伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君） 今年5月
に離島留学生に対しまして実施したアンケート

によりますと、教員や里親の方々による献身的

なサポートもあり、約8割の生徒が、里親や寮
での生活については、「満足している」との回

答がございました。

その一方で、食事や住環境などに関する意見

も見受けられましたことから、里親宅ごとに生

徒の対応であるとか、食事等の生活環境の面で

大きな差が生じないよう、里親を対象とした研

修会を新たに実施することとしております。

併せまして、里親と保護者が意見交換を行う

場を設定するとともに、里親、保護者、学校と

の調整役を担う離島留学支援員が中心となって

生徒の情報等を共有できるよう、より密な三者

の連携を図ってまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。

〇１８番（饗庭敦子君）ぜひ密な連携をしてい

ただきたいと思います。

その一方で、悩んでおられる里親さんもいら

っしゃるということで、これは壱岐だけではご

ざいませんので、対馬の方では、今、8人、受
け入れているけれども、今後はやっていけるか

どうかわからないから、やめたいというような

ことだそうです。その中でも、いろんなことを

学校や委員会に相談しても、なかなか相談に対

応してもらえない状況というふうに聞いており

ます。

それと、やはり里親さんには、子どもさんも

含めて、合う、合わないということがあろうか

と思いますので、里親さんが変更できる制度も

必要かと思うんですね。それには里親さんも増

やさないといけない等、いろんなことがあるか

と思います。

その里親さんだけでは足りないという状況だ

と、民間とかも入れながら連携して宿舎とか寮

とかも考えて、全体的に留学制度を考え直した

方がいいんじゃないかというような声もたくさ

んいただいているんですが、そのあたりはいか

がか、お伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）現行制度

の課題の一つとして、里親のなり手不足があり

ますことから、現在、関係市と連携しながら、

里親の新規開拓を進めているところでございま

す。

一例としまして、奈留高校のように、地域お

こし協力隊の方が主体となって宿舎を整備した

事例もございますので、今後の宿舎の運営のあ

り方について研究してまいりたいと考えており

ます。
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また、新たな離島留学の形態として、市の移

住施策と組み合わせた親子留学の導入も検討し

ておりまして、親子で生活していただくことで

里親不足の解消にもつながっていくと考えてお

ります。

引き続き、離島留学制度を持続可能なものと

していくために、地域全体で生徒を支える体制

整備に取り組んでまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）ぜひ留学制度も改善し

ていただきながら、留学生の保護者さんの願い

は、子どもたちが本当に命の危険にさらされる

ことなく、安全が担保され、健康で安心して留

学できるようにしてほしいと、本当に心からそ

う願っておられます。

それに当たって、今言われた留学制度の見直

しもですけれども、危機管理マニュアルも拝見

させていただきましたが、それも見直す、そし

て、ここにこそ、子ども食堂とか、子どもが駆

け込める場所とかが必要ではないかというふう

に思いますので、そういうのも設置していただ

き、プライバシーの侵害、人権侵害のない環境

づくりもぜひお願いして、次の質問に入りたい

と思います。

（3）いじめ防止について。
いじめ防止対策推進法が施行されて、今年で

10年となります。しかしながら、深刻ないじめ
を苦に自殺される方が後を絶たない。このいじ

め防止対策推進法は、大津市の中学生が亡くな

ったのを機に制定されております。

平成22年度の調査で、子どもの自殺者が411
人、そのうちいじめが原因と認められたのは5
人だけだったということで、この大津市の父親

さんが、「あり得ない。こんな数字が当然のよ

うに報告されていると思うと腹立たしい」と話

しておられます。

これは、いじめという認識が見逃されている

のではないか、いじめではまだないというふう

に思うのではないかというふうに考えていると

ころです。

長崎県におきましても、佐世保市立小学校の

特別支援学校で、男児がいじめを受けて転校を

余儀なくされております。どうして、いじめを

受けた方が転校しなければならないのかという

ふうに思います。

もう1件も、佐世保市立中学校で1年生の男子
生徒が複数の上級生から給油ポンプを尻に差し

込まれるということで、これは重大事態という

ふうに認定されておるということです。

いじめは、人権侵害であり、本当に絶対に許

されない行為であるというふうに思っておりま

す。未然防止策をもっともっと強化する必要が

あるのではないかと思いますが、県の考えをお

伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）いじめに

関しましては、未然防止と重大化させないため

の初期対応の2つの観点から対策を講じる必要
があると考えております。

未然防止の対策としまして、本年3月、子ど
もたちが望ましい人間関係を築くためのカウン

セリングの技法等をまとめた教員向けの活動事

例集を作成いたしましたので、私立学校を含む

県内全ての学校に配布し、活用を周知したとこ

ろでございます。

一方、学校がいじめを認知した際には、初期

対応が重要でありますことから、被害児童生徒

に寄り添い、法にのっとった迅速な対応を行う
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ことなどを、年3回の校長会をはじめ、各種研
修会において指導をいたしており、今後も公・

市立を問わず、いじめの重大事態の防止に向け

た取組の強化に努めてまいりたいと考えており

ます。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） ぜひ、いじめの未然防

止を強化していただきたいと思います。

そういう中で、いろいろ対策を取られている

中でも、なかなか減らないというところでは、

奈良県では、アプリを使って早期発見して未然

に防ぎたいということで使われております。ア

プリが全てとは思いませんけれども、一つの対

策として導入する考えがないのか、お伺いしま

す。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）いじめの

未然防止や早期対応のために、現在、各学校で

は、日頃からの教員による丁寧な見守りや職員

間での緊密な情報交換、共有に努めているとこ

ろでございます。

加えまして、子どもたちの心の声を逃さず拾

い上げるために定期的なアンケート調査を実施

しているところですが、今、饗庭議員からご紹

介のあったアプリをはじめ、他県の先進的な取

組を参考にしながら、いじめの未然防止や早期

発見など、対策の強化に努めてまいりたいと考

えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）ぜひ使えるものは積極

的に取り入れていただければと思います。

もう1点、前回の一般質問で、2月22日の「ピ
ンクシャツデー」、これも未然防止の一つの

ＰＲなんですけれども、そうすることによって

子どもだけではなく大人も、全てにおいて、い

じめは駄目だということを認識していただくと

いうことですが、その時に、今後、機会を捉え、

学校側にも紹介していくというお話でしたが、

その後、どのようになったか、お伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）カナダを

発祥とし、2月の最終水曜日を「ピンクシャツ
デー」とするいじめの反対運動につきまして、

饗庭議員からご紹介いただきましたので、今年

度、県の校長会で紹介したところでございます。

現在、各学校におきましては、いしめの根絶

に向けて、いじめ防止の標語であるとか、ポス

ターの作成などに取り組んでいるところですが、

今後、いじめを絶対許さないという機運をさら

に醸成していくために、引き続き、情報収集に

努め、様々な取組を県が主催する各種研修会等

で紹介してまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） ぜひ、いじめを撲滅し

ていただければと思います。

（4）長崎県立こども医療福祉センター虐待
について。

県内の児童相談所で受けた児童虐待の相談数

は1,084件で、前年度より110件増加して、過去
最多となっております。

そのような中、11月2日に、こども医療福祉
センターにおける虐待と判断された事案が14
件というふうに公表されております。

8月の時点では、これが発覚した時の対応が
遅く、保護者の方々が憤っておられたというこ

とでしたが、今回、それを受け、11月2日、3日
に説明会をされたとのことですが、保護者の

方々に十分な説明が行われたのか、お伺いしま
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す。

〇副議長（山本由夫君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君）こども医療福祉

センターにおける虐待行為等に関しての保護者

説明会は、11月2日、3日に開催し、28名の利用
者及び保護者の皆様にご参加いただきました。

保護者説明会においては、これまでの調査の

経緯や虐待と判断した事案の概要、センターへ

の行政指導及び虐待を行った職員への処分につ

いて説明し、謝罪をさせていただくとともに、

再発防止策についてもご説明いたしました。

保護者の方からは、事実関係等の確認のお尋

ねがあり、質疑の中でご要望があった事項につ

いても、今後、適切に対応していく旨、回答し

たところでございます。

8月以降の事案に関する調査の中で、利用者、
保護者の皆様のご意見を丁寧に伺い、ご理解を

いただけるよう努めてきたところであり、今後

とも丁寧に対応してまいりたいと考えておりま

す。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）ぜひ丁寧な対応をして

いただきたいというふうに思います。

この虐待防止対策検証委員会の報告書で、い

ろんな改善、提言が出されていたかと思います。

その中で、このセンターにおける人事、組織、

職場環境について、風通しのいい職場にしてい

くことが重要かと考えます。病院企業団との人

事交流や、新規採用の実施の検討や、職員間の

情報共有、そして、業務の効率化を促進するた

めの電子カルテの導入や、介護職員の身体負担

軽減のための介護ロボット導入など、いろいろ

な改善点も書かれておりましたが、早めに行う

ことが重要だと思いますが、現状と見解をお伺

いします。

〇副議長（山本由夫君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君）県が設置した外

部有識者による「長崎県立こども医療福祉セン

ター虐待防止対策検証委員会」において、検証

報告書として、第三者の視点で再発防止に向け

た提言を取りまとめていただいたところであり、

それらの中には既に取組を進めているものもご

ざいます。

職員への研修に関しては、今回の事案を踏ま

え、虐待に当たる行為について認識を深めるた

めの研修を既に実施し、職員の意識改革に努め

ているところです。

また、不適切な言動等があった場合の通報等

の対応手順についても、周知徹底しているとこ

ろです。

さらに、センターの虐待防止対策委員会、対

応規定の見直しを進めるとともに、センター内

に設置する意見箱等の対応要領を明確に定め、

保護者等の意見を管理職が把握し、運営改善に

努めることができる仕組みづくりに努めている

ところです。

引き続き、より実効性のある研修の実施、強

固な虐待防止体制の構築など、再発防止策に可

能な限り早急に取り組んでまいります。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）ぜひ意識改革をしてい

ただくのと、今の答弁の中で、介護ロボットと

かを導入してはどうかということをお聞きした

んですけれども、その点についてはどうお考え

か、お伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君）こども医療福祉

センターにおける職場環境の改善は、虐待等の
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再発を防止するためにぜひとも取り組まなけれ

ばならないことであると認識しておりまして、

風通しのよい職場づくりのためには、職員の新

陳代謝を進め、意識改革を行うことが重要であ

り、唯一の県立病院として看護職員等の人事異

動が限定的となっている現状を打開すべく、病

院企業団との人事交流の拡大に向けて協議を進

めてまいりたいと考えております。

また、職員の負担軽減や費用対効果等の観点

から、入浴介助等、力仕事を要する場面におい

て、利用者の性別を問わずに対応できる介護ロ

ボットの導入や職員間の情報共有や業務の効率

化を促進するための電子カルテ等のＩＴツール

の導入について、検討を進めてまいりたいと考

えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）検討ということですけ

れども、ぜひ早めの導入をお願いしたいと思い

ます。

そして、二度とこのような虐待を起こさない

ように取り組んでいただいて、こども医療福祉

センターが信頼を回復していただけるように努

めていただきたいと思います。

（5）性被害防止について。
ジャニーズの性加害問題や陸上自衛隊在職中

に受けた性被害を実名で告発した方々の問題等

もあり、性被害に社会的関心が高まっている状

況です。

そういう中、昨日、大村市観光振興課の32歳
の男性が女子中学生の不同意性交等容疑で逮捕

されております。これまでもいろんな形で小学

生のわいせつ罪、そして、中学校長による生徒

への性的暴行や学習塾での盗撮など、次々と明

るみに出る子どもへの性犯罪も行われておりま

す。

こういう性犯罪に対し、長崎県でも対策が必

要だというふうに思っております。子育て支援

関係者のお話でいくと、小児性犯罪は非常に表

に出にくいので氷山の一角ではないかというふ

うに指摘されております。

長崎県の現在の性犯罪の認知状況と被害防止

対策について、お伺いいたします。

〇副議長（山本由夫君） 警察本部長。

〇警察本部長（中山 仁君）性犯罪につきまし

ては、本年7月に施行された改正刑法により、
強制性交等罪が不同意性交等罪に、強制わいせ

つ罪が不同意わいせつ罪に、それぞれ罪名が改

正されておりますので、改正後の罪名によりま

して認知件数をお答えいたします。

令和5年中は10月末現在で、不同意性交等の
認知件数が20件で、前年同期比11件増加、不同
意わいせつの認知件数が29件で、前年同期と同
数となっております。

性犯罪は、被害者の心身に重大な被害を与え

る極めて悪質な犯罪でございます。政府におき

ましては、本年7月に、こども家庭庁を中心に
関係府省において、緊急対策パッケージも取り

まとめられたところですが、県警察におきまし

ても、引き続き、厳正な取締りと若者に対する

ＳＮＳ等に係る広報啓発をはじめ、関係機関・

団体と連携した防犯活動や広報啓発活動など、

未然防止に向けた施策を推進してまいります。

〇副議長（山本由夫君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（大安哲也君） 私から、県

の取組について、お答えさせていただきます。

県では、性暴力に関する取組としまして、意

識啓発や被害に遭われた方の相談体制の整備な

どを行っております。
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性暴力防止の意識啓発としましては、4月の
「若年層の性暴力被害予防月間」に合わせ、県

の広報媒体による情報発信や男女共同参画推進

員による周知活動を行っております。

このほか、県立学校等におけるＤＶに関する

授業の実施や、広報誌、イベントなどでの啓発

活動、相談窓口の周知などに取り組んでおりま

す。

引き続き、性暴力の防止に向けて取組を推進

してまいります。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）ぜひ未然に防止してい

いただきたいと思います。

そういう中で、教育現場におかれましては、

どのような未然防止対策を行っているのか、お

伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）教職員の

児童生徒へのわいせつ行為を未然に防止するた

めには、何より、子どもの前に立つ者としての

自覚や規範意識を高めることが課題であると考

えておりますので、各種研修会や各学校での服

務規律研修等に取り組んでまいりました。

また、教員を採用する際は、本年4月に完成
しました国の「児童生徒性暴力等による免許失

効者情報のデータベース」を活用しまして、過

去40年間にわたるわいせつ行為による懲戒処
分の有無を慎重に確認をしております。

併せまして、昨年4月に施行されました「児
童生徒性暴力防止法」を受けまして、県内の公

立学校の全児童生徒及び教職員を対象に、「セ

クハラに関するアンケート」を実施しており、

これは早期発見を目的にしておりますが、併せ

て未然防止の効果もあるものと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）ぜひデータベースを活

用して未然に防止していただきたいと思います。

そういう中で、昨日も中学生の事案が起きて

いるということでは、子どもさんにも一定知っ

ていただく教育も必要かなと思うんですけれど

も、そのあたりはどのようにお考えか、お伺い

します。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）これにつ

いては、教員だけではなくて、保護者、それか

ら子どもたちにも周知していく必要があると思

いますので、そのように努めてまいりたいと考

えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）ぜひ全体で防止してい

ただきたいと思います。

そういう中、国が日本版ＤＢＳを創設し、子

どもの性被害を防止するということで、それが

実効的な仕組みになるよう、取り組んでいくと

いうことでされておりますけれども、県の考え

をお伺いします。

〇副議長（山本由夫君） こども政策局長。

〇こども政策局長（浦 亮治君）ただいまご質

問がありました日本版ＤＢＳにつきましては、

イギリスの制度を参考に、現在、国におきまし

て、教育や保育等に関する業務に従事する者の

性犯罪歴の有無を確認する仕組みの導入に向け

て検討がなされているものというふうに承知し

ております。

一方で、職業選択の自由等の制約につながる

ことでありますとか、あるいは犯罪歴という要

配慮個人情報の安全かつ適切な管理等が課題で

あるというふうなこともお聞きしておりますこ
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とから、慎重に検討されているというところで

ございまして、県としては、まずは国の動向を

注視してまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）国の動向を見ながらと

いうことかというふうに思いますけれども、や

はり性暴力を防ぐためには、そういう履歴があ

る人には、やはり学校では働いてほしくない、

子どもたちと接してほしくないという声をたく

さん聞いておりますので、ぜひ積極的に導入し

ていただき、進めていただければというふうに

思います。

そして、本当に未然防止をしていただいて、

子どもさんが性暴力で悩むことがないようにし

ていただきたいというふうに思います。

（6）ハラスメント防止について。
ハラスメント防止については、これまでも何

度かご質問をさせていただいているところです。

佐世保署のパワハラによる男性警察官の自殺の

事案では、現在、佐世保署の男性警察官が自殺

したのは、長時間労働と上司によるパワハラが

原因として、遺族の方々が県に対して訴訟が行

われ、裁判が行われております。

この後も再発防止には県警としても取り組ん

でいただいたということで、ここでも答弁をい

ただいたかというふうに思いますが、その後も

ハラスメントにより処分したという事例が何件

か出ているところでは、やはり職員の方の意識

改革というのが非常に重要であり、また、未然

防止策の強化が必要だというふうに思っており

ますが、具体的な対策をお伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 警察本部長。

〇警察本部長（中山 仁君） 県警察では、ハラ

スメントの防止を最重要課題として取り組んで

いるところでございます。

主な取組といたしましては、全職員対象の

ｅラーニング、幹部職員の言動が部下職員にど

のように受け止められているのかを認識するた

めの「幹部職員の自己チェックと多面観察」を

実施しているところでございます。

また、本年10月は「ハラスメント防止対策強
化月間」に設定しておりまして、警察本部の部

長等幹部が警察署長や副署長に対して、指導、

教養を行ったところでございます。

こうした取組は、継続して実施すべきもので

ありまして、引き続き、職員の意見も踏まえな

がら、ハラスメント防止の取組を徹底してまい

りたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） 今、お話のあった自己

チェックと多面観察というところですけれども、

やはり多面観察は非常に重要かというふうに思

うんですね。

その場合に、部下から評価されたものをフィ

ードバックして、本人が本当に自分がハラスメ

ントしてるよねというふうな自覚が必要かとい

うふうに思うんですけれども、フィードバック

も含めて、どのように多面観察というものをし

ているのか、お伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 警察本部長。

〇警察本部長（中山 仁君） 今、ご指摘のござ

いました自己チェックと多面観察でございます

けれども、幹部が日頃の自身の言動を省みると

ともに、幹部の言動が部下にどのように受け止

められているのかを知ることによって、幹部に

気づきの機会を与え、パワーハラスメントに対

する意識を高める目的で、令和3年度から毎年
度、実施しているものでございます。
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具体的には、まず、幹部がチェックシートの

質問に基づき、自らの言動について自己チェッ

クを行います。併せて、部下が所属の幹部の言

動につきまして、幹部と同じ項目に関し、チェ

ックを行います。それぞれの結果を比較して、

明らかとなった幹部と部下との認識の差につき

まして、これを所属ごとに還元をいたしまして、

幹部自身が言動を見つめ直す機会として活用し

ているところでございます。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） その中で、言動を見つ

め直した幹部が何％いるか、わかったら教えて

ください。

〇副議長（山本由夫君） 警察本部長。

〇警察本部長（中山 仁君）数値的なものにつ

いては、手元にはございません。それぞれフィ

ードバックをした所属において、その所属の幹

部が、皆、これを見つめ直してほしいという意

味合いで各所属に還元をしているものでござい

ます。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） ぜひ、それを有効活用

していただき、二度とこのような悲しい事案に

ならないように進めていただければというふう

に思います。

次に、県の方にお伺いしたいと思います。

長崎県の五島で消防署の方が全職員にハラス

メントに関するアンケートを行った時には、4
割が「パワハラを受けた」というふうに回答さ

れておりました。ハラスメント自体が増加傾向

になっているのではないかというふうに思って

おります。

県も、昨年は実態調査を行ったということで

すけれども、結果はどのようになっているのか、

お伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君） 令和4年度の「ハラ
スメント実態調査」におきましては、4,446人の
回答がございました。そのうち141人からハラ
スメントがあっているという回答をいただいて

いるところでございます。このうち、事実確認

を希望する22人の事案につきましては、詳細を
確認した結果、ハラスメントに当たるとして注

意・指導を行った事案は1件、また、ハラスメ
ントには当たらないものの、業務上の指示や指

導の手法等に問題があったものとして注意喚起

を行った事案が8件ございました。
残りの119人につきましては、その回答内容

は様々なものがありますし、また、回答者が「事

実確認を希望しないもの」ということで回答い

ただいたところでございますが、その中で対応

が必要と考えられた14件の全てについて、本人
への聞きとりを行い、また、所属全体へ注意喚

起を行うといった必要な措置を講じたところで

ございます。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） では、そのアンケート

を踏まえて、今後の未然防止策はどのようにし

ていくのか、お伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君）ハラスメントの防止

に向けましては、新任の役職段階ごとの職員研

修や、職場内でのコンプライアンスミーティン

グの実施、チェックシートによるセルフチェッ

ク等を行っており、こうした取組の中でハラス

メントを起こさないための注意すべき言動例な

どを具体的に示しながら、その防止に向けた意

識づけを行っております。
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また、定期的なミーティングの実施による職

場内でのコミュニケーションの向上を図るなど、

風通しのよい職場環境づくりにも努めておりま

して、こうした取組を通しまして、ハラスメン

トの防止に引き続き力を尽くしてまいりたいと

考えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）ぜひ職員の意識改革も

含めて、働きやすい職場づくりをしていただき

たいと思います。

その中で、先日から、1点、パワハラの被害
について相談したところ、匿名が、県の文書で

実名で記載されていたというふうに報道がされ

ておりましたので、こういう問題も再発防止は

徹底していただきたいというふうに思います。

これまで重大事態について質問させていただ

きましたが、ぜひそういうふうにならないため

に未然に皆さんで取り組んでいただきたいとい

うふうに要望いたします。

3、県の公舎・独身寮の有効活用について。
県の公舎や独身寮は、建物が大分古くなって

いるところが増えているように思いますが、現

在の稼働状況をお伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 総務部長。

〇総務部長（中山 正英君）県の公舎につきま

しては、令和5年4月現在、知事部局、教育庁、
警察本部の3部局の合計で3,051戸あります。そ
の入居率は77.6％となっております。
また、独身寮につきましては、知事部局と警

察本部の2部局の合計で314戸ございまして、入
居率は60.8％となっております。
〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） 公舎と独身寮、もう少

し稼働率が上がった方がいいのかというふうに

思います。

そして、独身寮におきましては、今まだ共同

トイレ、共同風呂というのがあるので、今の時

代に合ってないのではないかというふうに思い

ます。

こういうのも有効活用するためには、民間と

連携しリノベーションして、職員の皆さんが快

適に住むことができるようにすることが必要か

と思います。それがひいては職員の働く意欲、

そして、モチベーション向上につながるという

ふうに思いますので、いちどきに全部はできな

いでしょうけれども、徐々にリノベーションし

ながらしていくことが必要かと思いますが、考

えをお伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君）独身寮につきまして

は、共同の風呂、トイレに住んでいる方の不満

の声があるということは、承知しておりますが、

独身寮の住環境の見直しにつきましては、本県

の厳しい財政状況、建物の構造面からの制約な

ども含めて総合的に判断すべきものと認識して

いるところでございます。

まず、今年度中に知事部局の独身寮の今後の

あり方について、関係所属及び職員団体で協議

を開始してまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）財政状況もあるかと思

うんですけれども、今後、あり方を考えていか

れるということですので、ぜひ有効活用して、

なるべく住みたい場所に住めるようにしていた

だければというふうに思います。

また、公舎や独身寮におきましても、部局横

断で有効活用することが今後必要かというふう

に思います。長崎市や佐世保市においては、住
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む場所がたくさんございますので、民間でもた

くさんあるので、古くなった公舎は売却し、そ

の費用で修繕するとか、それを手当てにすると

か、いろんな考え方を持って進めていく方が、

より時代に合っているのではないかと思います

が、いかがでしょうか。

〇副議長（山本由夫君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君）公舎につきましては、

異動時の速やかな転居など、県の事務及び事業

の円滑な運営のために設置しているものでござ

います。年度途中の異動や修繕等に対応するた

め、一定数の空室を確保しながら運用している

というのが現状でございます。

職員数の減少もありまして、本土地区おきま

した公舎のあり方について、老朽化や入居率な

どの状況を踏まえて検討しておりまして、長崎

地区の公舎においては、長寿命化をしながら集

約化する方向で検討を進めているところでござ

います。

その中では、要請により、他の部局の職員を

入居させ、または老朽化した公舎については、

用途廃止のうえ、他の施策への活用または売却

を行うなど、有効活用を図っているところでご

ざいます。

いずれにしましても、今後とも、公舎のあり

方については、その時、その時の状況を踏まえ

て見直しを図っていく必要があると考えており

ます。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）ぜひ有効活用をしてい

ただきたいというふうに思います。

その中で、現在、有効活用をされているとこ

ろもあるかと思うんですけれども、それがどれ

くらいあるか、把握をされていたら教えてくだ

さい。

〇副議長（山本由夫君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君）公舎というところで

いきますと、議員のご指摘とちょっと外れるか

もしれませんが、離島地区では必要不可欠な部

分というものもございます。

本土地区におきましては、先ほど申し上げた

とおり、老朽化したもので用途を廃止したもの

については、できるだけ県有財産の有効活用を

図っております。例えば、令和4年度において
は、知事部局において公舎跡地を売却しまして

800万円ほどの収入を得ているというところも
ございます。

こうした有効活用といったものを引き続き図

っていきたいと思っております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） 県の財産ですから、有

効に使っていただければと思います。

4、教育行政について。
（1）誰一人取り残されない学びの保障に向

けた不登校対策。

皆様のお手元に資料を配付しているので、資

料をご参照ください。

この文部科学省の2022年度の調査では、不登
校の小中学生が30万人に迫っているというこ
とが報道されておりました。オンラインのうえ

でも学校をつくるなど、子どものニーズに合わ

せた居場所の確保が進んでいるが、その反面、

4割近くが相談や支援策を受けられていないと
いう状況であるということでした。

長崎県でも、不登校になった児童生徒は、公

立学校で3,452人と、7年間、連続して最多とな
っております。

知事の「新しい長崎県づくり」ビジョンでも、
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民間団体と連携して子どもの居場所づくりに取

り組むというふうに言っておられ、重要課題だ

と思っております。

そして、お手元の資料に3つの柱がございま
す。1、不登校の児童生徒全ての学びの場を確
保し、学びたいと思った時に学べる環境を整え

ます。2、心の小さなＳＯＳを見逃さず、「チ
ーム学校」で支援します。3、学校の風土の「見
える化」を通して、学校を「みんなが安心して

学べる」場所にしますとありますが、このよう

なものを踏まえて不登校対策にどのように取り

組んでいくのか、お伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君） 今、饗庭

議員がお示しされた「不登校対策ＣＯＣＯＬＯ

プラン」に沿ってお答えいたします。

プランの1つ目の柱であります不登校児童生
徒の学びの場の確保につきましては、現在、県

や市町の教育支援センターにおける支援、それ

から、フリースクールとの連携強化に努めてい

ることに加えまして、自分のクラスに入りづら

さを感じる子どもの学びの場である校内教育支

援センターの設置についても、今後、推進して

まいりたいと考えております。

また、2つ目の「チーム学校」としての支援
につきましては、教職員、スクールカウンセラ

ー及びスクールソーシャルワーカーなどの関係

者が合同での研修会を実施するなど、連携体制

を強化することで、それぞれの専門性を発揮し

ながら、最適な支援を行うことができるよう、

努めているところでございます。

3つ目の学校の風土の「見える化」につきま
しては、「長崎っ子の心を見つめる教育週間」

における学校開放やコミュニティスクールの運

営等を通し、保護者や地域の方々のご意見等も

取り入れながら、引き続き、子どもたちが安心

して学べる学校づくりに努めてまいりたいと考

えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）その中で校内教育支援

センターについて、お伺いしたいと思います。

今のご答弁でもありましたし、先日もあった

かと思うんですが、設置の推進のための施策を

進めているというお話だったかと思います。

長崎市でも、一部の学校では既に設置されて

いるというふうに聞いております。私の地元の

長与町でも設置してほしいけれども、それは市

町の分で町に要望はしているけれども、なかな

か設置していただけないという状況も聞いてお

りまして、県としましても、一部の市町に限ら

ず、全体的に、ぜひ積極的につくってほしいと

いうことで進めていただきたいというふうに思

いますが、いかがでしょうか。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）校内教育

支援センターにつきましては、学校設置者であ

ります市町が、それぞれの不登校の実情などを

踏まえて設置を判断されるものでございますが、

今後、県として、校内教育支援センターの設置

推進に向けて、どのような取組ができるかとい

うことを研究してまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） その前に、町があまり

積極的でなかったら、県に相談すると積極的に

進めていただけるというふうにならないのかな

と思うんですが、そのあたりはどういうふうに

お考えでしょうか。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。
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〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）市町のお

考えもあると思いますので、県としては、設置

の推進に向けて取り組んでまいりたいと思いま

すけれども、市町との話もございますので、ど

のような形で取組ができるかというのは研究し

てまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）そういう中で不登校の

原因として、教員との関係性というところもあ

るんじゃないかというような声も伺っておりま

す。

そういう場合に、今、様々な教育の現場で教

職員の皆様も取り組むことが多過ぎて、なかな

か難しい状況かと思うんですが、やはり教員の

資質も一方では向上させながら、不登校対策も

必要かと思いますが、そのあたりはどのように

お考えでしょうか。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）教員との

関係性ということのお話がございました。今、

教員の多忙化ということが非常に問題になって

おりますので、教員が子どもたちと向き合える

時間を確保していく、それから、子どもたちに

とっては、授業がわかるということが何よりも

大きな喜びであり、意欲にもつながっていきま

すので、教員の授業の準備であるとか、授業に

向き合える時間を確保していくということで、

働き方改革を推進していくことが、これからの

学校づくりの一つのあり方かなと思っておりま

す。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）働き方改革も推進しな

がら、ぜひ不登校対策を進めてください。

5、犯罪被害者支援の充実について。

今年7月26日の全国知事会で、犯罪被害者支
援の強化に向けた提言が出されております。9
月には、検察庁に被害者支援の専従課を新設し、

司令塔機能を強化したとのことでございます。

長崎県でも、やはり被害者支援を充実させて

いく必要があるというふうに思います。犯罪被

害者支援の現状と取組をお伺いいたします。

〇副議長（山本由夫君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（大安哲也君）県及び県内

全ての市町におきましては、令和3年までに「犯
罪被害者等支援条例」を制定し、被害者支援の

充実を図っております。

県におきましては、庁内各課との推進会議や

県・市町協議会を開催するなど、被害者支援の

情報共有と連携の強化を図っており、また、性

暴力被害者のためのワンストップ支援センター

や、交通事故相談所を運営し、県下全域を対象

とした支援に取り組んでいるところでございま

す。

〇副議長（山本由夫君） 警察本部長。

〇警察本部長（中山 仁君）県警察におきまし

ては、一定の犯罪につきまして、犯罪被害者等

の経済的負担の軽減を図るとともに、捜査への

協力を確保するため、医療費などを公費で支出

する制度を定めているところでございます。

公費支出の具体的内容といたしましては、初

診料や診断書作成費用、性犯罪被害における検

査費用ですとか、あるいは緊急避妊措置費用な

どの医療費のほか、犯罪被害者等に対するカウ

ンセリング費用などを支出しているところでご

ざいます。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）この犯罪被害者の支援

がまだまだ足りない状況かというふうに思うん
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ですね。犯罪の認知件数は、令和2年で2,799件、
令和3年で3,155件、令和4年で3,244件と聞いて
おりますけれども、見舞金等は7件とか8件、今
言われた公費での支援もされているということ

ですけれども、まだまだ手厚い支援が必要かと

思いますが、そのあたりはどのように考えてい

るか、お伺いします。

〇副議長（山本由夫君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（大安哲也君） 県では、条

例や「第4次長崎県犯罪被害者等支援計画」に
基づきまして、警察、市町及び関係機関・団体

と連携を図りながら、各種施策を実施している

ところでございます。

やはり犯罪被害者等に寄り添った支援をして

いくためには、支援を担う人材の育成が重要と

考えております。

県・市町協議会におきますグループワーク研

修の実施などによりまして、担当者の対応力向

上に資する取組を強化していきたいと考えてお

ります。

また、県民の方に対しまして、各種対応、相

談窓口を広く周知していくことも重要であるこ

とから、広報啓発活動をさらに推進するととも

に、犯罪被害者等を社会全体で支えていくとい

う機運の醸成にも一層努めてまいります。

〇副議長（山本由夫君） 警察本部長。

〇警察本部長（中山 仁君）県警察におきまし

ては、警察本部内に犯罪被害者支援室を設置し

ておりまして、同室が中心となって犯罪被害者

への支援をきめ細やかに行っているところでご

ざいます。

また、先ほどご答弁いたしました公費支出に

よる支援以外にも、あらかじめ指定をしている

警察署などの被害者支援要員による事情聴取や

病院への付き添い、専門家によるカウンセリン

グなどの支援も実施しているところでございま

す。

他方、犯罪被害者等への支援は、県内の全市

町において制定された犯罪被害者等支援条例な

どに基づき、切れ目のない充実した支援が求め

られております。

そのためには、関係機関・団体が、それぞれ

の役割を果たしながら、密接に連携して対応す

ることが求められておりまして、引き続き、関

係機関・団体と密接に連携して対応してまいり

たいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君）ぜひお願いしたいと思

います。

6、困難な問題を抱える女性への支援につい
て。

お手元の資料をご参照ください。

これについての知事の考えをお伺いします。

（発言する者あり）

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）趣旨が理解できませんで

したので、答弁を控えさせていただきます。

〇副議長（山本由夫君） 饗庭議員─18番。
〇１８番（饗庭敦子君） 以上で終わります。

ありがとうございました。（拍手）

〇副議長（山本由夫君） 本日の会議は、これに

て終了いたします。

明日は、定刻より本会議を開き、一般質問を

続行いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午後 ３時４２分 散会 ―
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文化観光国際部政策監 伊 達 良 弘 君

産業労働部政策監 宮 地 智 弘 君

選挙管理委員会委員 久 原 巻 二 君

代表 監査委 員 下 田 芳 之 君

人事 委 員 会委員長 水 上 正 博 君

公安委員会委員 瀬 戸 牧 子 君

警 察 本 部 長 中 山   仁 君

監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任) 田 中 紀久美 君

教育委員会教育次長 狩 野 博 臣 君

教育委員会教育次長 桑 宮 直 彦 君

財 政 課 長 苑 田 弘 継 君

秘 書 課 長 黒 島   航 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 一 瀬 永 充 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇議長（徳永達也君） おはようございます。

ただいまから、本日の会議を開きます。

これより、昨日に引き続き、一般質問を行い

ます。

虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）（拍手）〔登壇〕 皆様、

おはようございます。

自由民主党、長崎市選挙区選出、虎島泰洋で

ございます。

繰上げ当選から、はや4か月が過ぎました。
今回、はじめての、そして貴重な一般質問の機

会をいただき、本当にありがとうございます。

そして、今日、傍聴にお越しの皆様、インタ

ーネット中継をご覧の皆様、時間をいただき、

ありがとうございます。

私は、この長崎で、医師として、一人ひとり

の健康を支えてまいりました。これからは、政

治家として、県民の皆様、より多くの人を、命

を、そして生活を支えてまいりたい、その思い

を胸に、ここに立っています。全力を尽くしま

す。

大石知事はじめ、関係部局の皆様、実のある

答弁をどうぞよろしくお願いいたします。

それでは、通告に従いまして、一問一答方式

にて質問を進めてまいります。

1、長崎県の医療・介護について。
（1）持続可能な医療提供体制の構築につい

て。

これまで県は、老年人口のピークとなる2025
年に向けて、医療と介護の一体的な改革を進め、

住み慣れた地域や自宅での生活を続けるため、

地域全体で治し、支える地域完結型の医療を目

指し、地域医療構想や地域包括ケアシステムの

構築に取り組んでこられました。

長崎県の人口当たり医師数は全国上位ですが、

医師の高齢化も進んでおり、これまで地域医療

を支えてきた医療機関の規模縮小や閉院も生じ

ております。将来においても持続可能な医療提

供体制を構築することは、非常に重要です。目

標としていた2025年まで、2年を切っています。
大石知事は、公約として、医療・福祉の充実

をうたってこられました。

そこでまず、長崎県における地域医療構想の

実現に向けた知事の思いをお尋ねいたします。



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月５日）

- 144 -

以降の質問は、対面演壇席にて行います。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 虎島議員のご質

問にお答えいたします。

地域医療構想は、議員もご承知のとおり、

2025年に必要となる病床数を医療機能ごとに
推計をしまして、地域の医療提供体制の将来あ

るべき姿としてお示ししたうえで、不足する機

能への転換や病床の適正化を進めて、効率的、

効果的な医療提供体制の構築を図ろうとするも

のと承知をしています。

令和4年度時点で、地域医療構想が掲げる必
要病床数からは、県全体で約2,300床が過剰とな
っております。しかし、本県特有の離島や半島

が多く、隔絶されやすいという地理的な特徴に

加え、高齢化や人口減少による医療需要の変化

などの課題を克服するには、地域の実情を見極

めながら検討を進めていく必要があると考えて

います。

今後とも、地域医療構想の趣旨を踏まえ、構

想の実現に向けた取組を推進しつつ、地域の関

係者と丁寧な議論を重ねながら、県民の皆様が

将来にわたって、いつでも、どこでも、誰でも

必要な医療を受けることができる体制の構築に

力を尽くしてまいりたいと考えております。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君） 大石知事は、日本でただ

一人の医師である知事です。私も、長崎県議唯

一の医師として、この問題については、全力で

取り組むということが使命であると考えており

ます。

県民が安心して健康的な生活を送れるよう、

長崎を医療先進県とすべく、ぜひ今後も取り組

んでいただきますようによろしくお願い申し上

げます。

（2）急性期医療体制について。
地域医療構想では、急性期病床が過剰とされ、

回復期病床への転換が進められておりますが、

急性期を担う医療機関では、高齢患者の増加に

伴い、転院先の病院が見つからず、入院が長引

くことで、急性期病床に次の患者を受け入れら

れないといったケースも生じていると聞いてお

ります。

さらに、新型コロナウイルス感染症流行時に

は、救急搬送困難事例が増加し、救急医療体制

が逼迫した地域もございました。

全国の自治体でも、病院を統廃合するなど、

地域医療を何とか維持しようともがいておりま

す。長崎県においても、地域完結型の医療体制

の構築を進めるためには、地域に真に必要な体

制の構築、そして医療機関の連携づくりを進め

る必要があると考えますが、県の考えをお尋ね

いたします。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君）本県におきまし

ては、地域医療構想に基づき、地域における医

療需要を見極めながら、急性期病床や慢性期病

床から回復期病床への転換を進めるなど、地域

に必要な医療提供体制の構築に向けて、様々な

取組を行っているところであります。

こうした中、新型コロナウイルス感染症の流

行期において、都市部の救急医療機関では、救

急患者の受入れに対応できない事例が多く発生

いたしました。これにより、急性期病院で治療

を終えた患者の回復期病院への転院等が進んで

いないという課題が顕在化したところです。

こうした課題を解決するためには、各地域に

おいて、関係する医療機関が互いの機能を理解
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したうえで連携し、患者の病状に応じて転院等

の調整を図っていく必要があります。

現在、地域の実情に応じて救急医療における

役割分担や疾病ごとの連携体制構築に向けた協

議が行われており、県といたしましては、限ら

れた医療資源を最大限に活用するために、各地

域における医療機関の連携体制の構築について

も支援してまいります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君） 長崎の中でも、地域ごと

に医療需給は異なっています。県は、イニシア

チブを取りつつ、地域の意見をしっかりと取り

入れ、進めていただきたいと思います。

（3）医療と介護の連携について。
高齢化の進む長崎県では、高齢者に特有の疾

患、誤嚥性肺炎や転倒による骨折といった患者

が増加し、入院医療に与える影響は大きくなっ

てきています。特に、要介護度の高い方が多い

高齢者施設等では、協力関係にある医療機関が

十分に対応できない場合、急性期病院に搬送さ

れるケースが多いと伺っています。

新型コロナ対応においては、医療逼迫が課題

に挙げられましたが、施設と協力関係にある医

療機関が十分に対応できずに、救急車を呼ばざ

るを得ない状況が増えたことも、原因の一つと

考えられます。これらは、まさにコロナ禍によ

ってあぶり出された課題です。

これらの解決に当たっては、課題をしっかり

と認識し、高齢者施設と医療機関との連携を深

めていく必要があると考えておりますが、県と

しての見解をお伺いいたします。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君）特別養護老人ホ

ームなどの高齢者施設については、あらかじめ

協力医療機関を定めることが規定されておりま

すが、現状では、入所者の急変時や休日、夜間

の対応について、具体的な取決めがないことが

課題の一つとして挙げられているところです。

このため、現在、国において、高齢者施設が

協力医療機関との連携の下、入所者の急変に24
時間対応できる体制を確保することや感染症発

生時の対応を事前に取り決めておくことなど、

新たな枠組みづくりの議論が行われているとこ

ろでございます。

より効果的な連携のためには、協力医療機関

による施設職員への技術的な研修でありますと

か、事前に入所者の情報を医療機関と共有する

など、これまで以上に医療と介護が顔の見える

関係をつくることが重要であると考えていると

ころです。

県といたしましては、高齢者施設が協力医療

機関と話し合う場を設けながら、新たな枠組み

を踏まえた具体的な連携のあり方をモデル的に

構築するなど、医療と介護の連携強化に努めて

まいります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君） 医療・介護施設関係者が

集まる研究会で、おっしゃるように、お互い顔

の見える関係を築いていこうといった機運があ

りました。

そのうえで、軽症患者を介護施設で見ること

ができるような体制づくりというのも重要であ

ると考えます。それに必要な介護施設職員の研

修等の支援も引き続き実施いただくようにお願

いいたします。

（4）離島・へき地医療について。
県においては、県内における医師の地域偏在

解消に向けて、離島、へき地の医師確保をはじ

め、様々な対策に取り組んでこられました。

今後、医療過疎化の進行や医療需要の増加が
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予想される中、地域枠医師のへき地勤務義務年

限終了後の定着等、地域医療を支える医師の確

保はますます重要になると考えます。

そこで、地域偏在解消のため、県は、どのよ

うな取組を実施しているのか、お尋ねいたしま

す。

また、県は、平成16年から、寄附講座「離島・
へき地医療学講座」を長崎大学に開設し、医学

生に対する現地実習や地域医療に関する研究等

を実施いただいております。当事業に対する評

価と今後の対応について、県の考えをお尋ねい

たします。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君） 本県は、全国8
位の医師多数県となっており、全国と比較する

と医師が多い状況にございますが、本土に集中

し、都市部と離島、へき地との地域偏在が課題

となっているところです。

このため県におきましては、「医学修学資金

貸与制度」を創設し、離島、へき地で勤務する

医師を養成するとともに、医師のあっせんや代

診医の派遣を行うなど、必要な医療提供体制の

確保に努めているところでございます。

また、「離島・へき地医療学講座」は、医学

生の離島・へき地医療教育の推進や離島医療に

資するための研究開発などを目的として、県と

五島市による支援の下、長崎大学で実施されて

いる事業でございます。

この講座により、医学生の実習が離島におい

て行われ、現地で地域医療を学ぶ貴重な機会と

なっており、これまでこの講座を受講した多く

の医師に、離島で勤務いただいております。ま

た、オンライン診療やドローンによる医薬品配

送に関する研究など、先進的な取組も実施され

ております。

こうしたことから、この講座は、離島・へき

地医療に寄与する事業であると認識しておりま

して、現在、来年度以降の事業継続について、

検討を進めているところです。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君） 寄附講座について、オン

ライン診療、ドローンの活用等にも言及、評価

いただきました。こういった取組は、ほかの過

疎地域や災害時の対応にも展開できるものと期

待されます。ぜひ、さらなるご支援をお願いい

たします。

（5）医療人材確保について。
地域医療を支えるためには、医師のみならず、

看護師や薬剤師の確保が重要です。

過去の一般質問においても紹介されましたよ

うに、県においては、様々な取組が実施されて

いると承知しております。しかし、コロナ禍以

降、県内の大規模病院で看護師不足の声が非常

に高まっています。看護師の就業人数は全国上

位にもかかわらず、多くの病院で看護師が足り

ません。それによって病棟が閉鎖される等の影

響が起こっています。

これは新卒者の離職や産休・育休後に、働き

たくても保育園に入れない、夜間保育施設がな

い等の理由から、働けない、夜勤ができないと

いった状況も背景にあると思われます。

働きやすい環境を整備しながら、看護師とし

ての仕事の質を高め、モチベーションを持って

働き続けられるよう、看護教育を充実させ、定

着支援対策を進めることが重要であると考えま

す。

さらに、県内就業者対策として、修学資金貸

与等で支援を行っているところと承知しており

ますが、看護師不足は、今まさに危機的な状況

です。さらに県内就業者を呼び込むため、例え
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ば、他県で既に働いて奨学金を返済している方

について、本県に就業した場合は返還金を県が

肩代わりするなど、新たな取組が必要と考えま

す。

また、薬剤師については、病院勤務の薬剤師

が不足していると聞いています。県として、確

保に向けた施策に取り組んでいく必要があると

考えます。

そこで、看護師、薬剤師について、県はどの

ような取組を実施しようと考えているのか、お

尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君）看護師や薬剤師

は、地域における医療を支えるうえで重要な役

割を担っており、確保に向けた取組を進める必

要があると認識しております。

看護師については、離職防止の対策として、

病院内保育所運営の支援やキャリア向上のため

の資格取得支援などに取り組むとともに、県内

だけではなく、県外の看護学生に対し、県内就

業により返還が免除される修学資金を貸与する

など、県内就業者数の増加に向け、取り組んで

いるところでございます。

今後は、県内医療機関の魅力や県内就業のメ

リット等、看護を志している方や本県での就業

を検討されている方に届けたい情報を県が総合

的に発信するなど、さらに対応を強化してまい

ります。

また、薬剤師につきましては、本県は病院薬

剤師少数県であることが、今年6月、厚生労働
省から示されましたことを踏まえまして、現在、

関係機関との協議を進めており、引き続き、必

要な対策について、検討をしていくこととして

おります。

今後とも、必要な医療人材を確保していくた

めには、行政の取組だけでは限界がございます

ことから、実際に採用を行います医療機関等と

連携し、協力を得ながら取組を進めてまいりま

す。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）医師の働き方改革が進む

中、今後、タスクシフトが重要となってきます。

看護補助者、医療クラークの増員の検討もよろ

しくお願いいたします。

また、院内保育所について言及いただきまし

たが、現時点で、保育所を備える医療機関は少

なく、明らかに足りておりません。夜間保育に

ついては、夜勤を伴う介護施設職員も同じ問題

を抱えています。安心して仕事ができる環境づ

くりについて、真剣に取り組んでいっていただ

きたいと思います。

これまでやってきた様々な施策の結果、現場

で足りない状況に陥っています。施策の適切な

評価と新たな施策を要望し、次の質問に移りま

す。

（6）検診受診率について。
私は、外科医として、長年、がんの手術をし

てきましたが、その多くが、がん検診を受けて

おけば、早期発見、大きな手術をすることなく

治るものばかりでした。

令和4年国民生活基礎調査によると、本県で
は、5大がん検診受診率が目標としている50％
に達しておりません。がん検診実施主体は市町

ですが、がん検診受診率向上について、県はど

のような取組を進めているのか、お尋ねいたし

ます。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君）本県におきまし

ては、がん検診の受診率向上を目指し、協力企

業と連携した普及啓発のほか、早期発見の重要
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性について理解を深めるための学校教育や女性

特有のがんの若年化を踏まえた、女性に特化し

たSNS広告など、様々な取組を行ってきたとこ
ろでございます。

しかしながら、本県の検診受診率は、胃がん、

大腸がん、肺がん、乳がん、子宮頸がんの5大
がん全てにおいて目標の50％に達しておらず、
全国と比較しても低い状況にございます。

この要因といたしましては、職域での検診受

診機会が少ないことが考えられ、今後は、職域

検診を実施していない事業所に対して啓発活動

を強化するとともに、職場での受診機会が得ら

れていない多くの働く世代の方々に対して、市

町でのがん検診の受診を促すための環境整備を

推進してまいります。

引き続き、がんの早期発見、早期治療につな

げ、将来にわたる県民の健康維持を図るため、

がん検診受診率の向上に向けて取り組んでまい

ります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）健康診断とがん検診の違

いもわからない方も多いかと思います。予防医

療の重要性は極めて高く、啓発や検診を受けや

すい環境づくりについて、より一層の取組をお

願いいたします。

（7）HPVワクチンの啓発について。
性感染症の一つであるHPV（ヒト・パピロー

マ・ウイルス）感染は、子宮頸がんの原因とし

て知られています。日本では、年間1万1,000人
が子宮頸がんになり、2,900人が命を落としてい
ます。

HPVワクチン接種により、子宮頸がんの発生
を抑えることができると言われておりますけれ

ども、日本では、平成25年から9年にわたり積
極的勧奨を差し控えたため、接種率が壊滅的な

状況となっております。

昨年、ようやく積極的勧奨が再開されました

が、全国に比べても、長崎県のワクチン接種率

は低いままとなっています。

接種率向上のため、さらなる周知が必要と考

えますが、県はどのように取り組むか、お尋ね

いたします。

また、接種を逃した世代を救済するキャッチ

アップ接種については、国は令和4年から3年間
と定めていますが、県内においても実施率が低

い状況であり、キャッチアップ期間の延長が必

要と考えますが、認識はいかがでございましょ

うか。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君） HPVワクチン
は、子宮頸がんの原因となるHPVの感染を防ぐ
ため、小学校6年生から高校1年生相当の女性を
対象に、定期接種を実施しております。本県で

は、いまだ6割の方が接種を控えられていると
いう状況にございます。

また、キャッチアップ接種につきましては、

国が積極的な勧奨を差し控えていた平成25年
から令和3年までの間に対象年齢を迎え、接種
をされなかった方を対象に、令和4年度から令
和6年度まで実施されているものであり、県内
の実施率は、15％程度にとどまっているところ
です。

令和7年度以降のキャッチアップ接種につき
ましては、国が方針を決定し、これに基づき市

町で対応されるものと考えております。

県といたしましては、実施主体である市町に

対し、接種対象者への積極的な情報提供を依頼

するとともに、ワクチンの効果やリスクなど、

接種の判断に必要な情報の周知を行い、定期接

種及びキャッチアップ接種の実施率向上に努め
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てまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君） 子宮頸がんは、検診と併

せて行うことが重要でございます。このフォロ

ーアップもよろしくお願いいたします。

また、HPVは、女性ばかりでなく、パートナ
ーである男性の方の対応も重要でございます。

医療先進県としてできることはないか、引き続

き、検討をよろしくお願いいたします。

（8）梅毒の検査体制と啓発について。
これも性感染症の一つである梅毒ですが、こ

こ10年で最悪だった昨年の倍近いペースで爆
発的に増えています。感染拡大防止のためには、

早期発見、早期治療が大変重要です。

感染の診断は、保健所において、匿名、無料

で実施いただいています。

過去、長崎においては、HIV検査において夜
間検査を実施し、感染拡大防止に一定の効果が

あったものと認識しております。梅毒において

も、検査体制の充実を図り、さらなる啓発を図

るべきと考えますが、県の見解をお尋ねいたし

ます。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君）本県の梅毒患者

につきましては、今年、129件の発生届出がな
されており、昨年同時期の約3倍に増加してお
ります。

また、年代別に見ると、10代から40代までが
約9割となっており、地域別では、長崎市、佐
世保市及び県央地区での割合が全体として約9
割を占めているというところでございます。

このため県では、ホームページ等の媒体を活

用し、梅毒の予防や感染した場合の症状、治療

等について、県民への周知、啓発に努めつつ、

県内全ての保健所において、無料、匿名の相談、

検査を実施しているところでございます。

梅毒患者の急増を踏まえまして、今後は、感

染が疑われる方への検査体制の拡充を図るとと

もに、さらなる周知、啓発に取り組んでまいり

ます。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）迅速なご対応をどうぞよ

ろしくお願い申し上げます。

（9）県公衆衛生医師の確保について。
これまで本県の医療、介護の課題について質

問してきましたが、課題解決に向けては、県の

体制整備も重要であると考えます。特に、専門

的知識を持つ医師は、保健医療政策を推進する

うえで有用です。

コロナ禍において、保健所、そして保健所長

の果たした役割は非常に大きかったことから、

保健所の強化、とりわけ公衆衛生医師の確保は

重要であると、多くの方が感じられたものと思

います。しかし、現在、人が足りず、保健所長

の兼務が生じている状況です。

これまで県の公衆衛生医師の確保にどう取り

組んできたのか、今後どのように取り組むのか、

お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君）本県の保健医療

分野においては、新興感染症などに関する健康

危機管理や医療提供体制の確保など、重要な課

題が多く、専門知識を持つ公衆衛生医師は、施

策推進に大きな役割を果たしております。

県では、公衆衛生医師の確保に向けて、保健

所長の業務や先輩所長からのメッセージを県の

ホームページに掲載することにより、公衆衛生

医師の魅力発信に努めているほか、保健所長等

の人脈を通じた受験の呼びかけに取り組んでき

たところです。
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これらの取組によりまして、平成30年度以降
に7名を採用しております。その結果、県内8保
健所のうち、所長兼務は、平成30年度は4保健
所でありましたところ、令和5年度は2保健所と
なっているところです。

今後、全国保健所長会が実施しているWeb合
同相談会への参加や大学との連携による学生へ

の働きかけを検討するなど、採用強化に努めて

まいります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）県も努力していることは、

理解いたしました。

私は、長崎大学から、人事交流として厚生労

働省へ出向いたしました。これは医師のキャリ

アとしても、大変有意義でございました。県と

しても、大学医師との人事交流制度をつくるこ

とも一つの案ではないかと思います。相手もあ

ることですので、答弁は求めませんが、検討の

余地はあると思います。公衆衛生医師の高齢化

も進んでおりますので、ぜひご検討をどうぞよ

ろしくお願いいたします。

2、産業振興について。
長崎県が直面する人口流出。

転出する方への移動理由アンケートによると、

転出理由の1位は、「県内に希望する業種・職
種がない」であり、就職を理由とする転出の約

8割を15歳から24歳が占めています。子育て世
代がいなくなっては、子どもは増えません。彼

らを長崎につなぎとめ、県外から若者を呼び寄

せるためには、長崎に夢のある産業を創出する

必要がある。衰退する製造業に歯止めをかけ、

産業革命を起こさなければならないと考えてい

ます。

そこで、2つの柱を提案いたします。
（1）医療関連産業の企業誘致・スタートア

ップ支援について。

①感染症研究等を活かした医療関連産業の企

業誘致について。

長崎は、西洋医学伝来・発祥の地です。日本

最古の歴史を持つ長崎大学医学部では、近年、

感染症に関する研究等が大きな注目を浴びてい

ます。

特に、令和3年に竣工したBSL－4施設を備え
た高度感染症研究センターは、世界でも9つし
かない霊長類が扱える施設です。今後、ワクチ

ンや治療法の開発といった基礎研究及び応用研

究が行われ、高度な研究が進んでいくものと確

信しています。

本県に新たな産業の柱をつくっていくために

も、このような先進的な研究や取組を活かした

医療関連産業の企業誘致に取り組むべきと考え

ますが、県の考えをお尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）長崎大学におけ

る医学分野の研究や医工連携の取組は、企業誘

致を行ううえでも本県の強みになると考えてお

り、医療関連の企業へ紹介しながら、誘致活動

に取り組んでいるところであります。

このような中、医療用滅菌装置で国内トップ

シェアを誇り、BSL－4施設にも納入実績のあ
るサクラ精機が設計開発拠点を長崎市に開設し

たほか、本年11月には、分析計測機器や画像診
断機器などの製造を手がけ、世界的に活躍する

島津製作所が、長崎大学との感染症などの共同

研究を目的とする研究開発拠点を開設するなど、

医療関連分野の企業誘致も実現しております。

議員ご指摘のBSL－４施設の活用を目的と
した本県への研究拠点の設置などについては、

現時点では具体的な話はございませんが、今後

も、医学分野の研究等において高い知見を有す
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る長崎大学と連携を図りながら、医療関連分野

の企業誘致に取り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）大手企業と連携した取組

は、引き続き推進していただきたいと思います。

②大学発スタートアップの支援について。

その一方で、医療をはじめ、IT、海洋等の分
野における最先端の技術を活用した長崎大学発

のスタートアップもあらわれていると伺ってお

ります。

そうしたスタートアップの創出や成長を支援

することで、長崎から革新的なサービスが創出

されるものと期待されますが、県ではどのよう

な支援を行っているか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）長崎大学におい

ては、強みである医療や海洋の分野などの高度

な研究成果を活かし、AIによる病理診断サービ
スを展開する企業をはじめとする複数のスター

トアップが創出されております。

こうした動きを加速していくため、長崎大学

と県及び産業振興財団が連携し、長崎オープン

イノベーション拠点を立ち上げ、研究開発など

を支援しているところであります。

さらには、「ミライ企業Nagasaki」において、
スタートアップと首都圏投資家等とのマッチン

グにより、資金調達の機会拡大に努めており、

今後とも、大学発をはじめとする本県スタート

アップのさらなる成長を支援してまいります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）長崎大学内にアントレプ

レナーシップセンターが開設されるなど、大学

内でも支援がはじまっています。それでも、研

究者は、なかなか起業には結びつかないことが

多いです。ぜひ連携を深め、夢のある産業の創

出ご支援をどうぞよろしくお願いいたします。

（2）カーボンニュートラル社会に向けて。
①カーボンニュートラル実現に向けた取組に

ついて。

産業革命、もう一つの柱が、カーボンニュー

トラルです。先日、COP28が開催されておりま
したが、日本も、2050年までに温室効果ガスを
ゼロにするという大きな目標を掲げています。

大石県政の新機軸である「新しい長崎県づく

り」のビジョンを見ると、カーボンニュートラ

ル実現に向けて、新しい時代に対応した産業を

振興するとしています。その実現に向けて、ど

のように取り組んでいるのか、お尋ねいたしま

す。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 2050のカーボ
ンニュートラルを目指す世界的な潮流の中、本

県産業の振興のためには、広大な海域と造船業

で培った技術や人材を活用し、グリーン成長分

野における新たな需要の獲得が重要と考えてお

ります。

このため県では、洋上風力発電分野において、

県外に設置する風車の基礎構成部品について、

県内企業とのマッチングを支援したほか、環境

対応船に搭載する風力推進装置の製造等に向け

た県内企業の取組などを後押ししております。

こうした動きをさらに加速させるとともに、

カーボンニュートラルの達成に不可欠な半導体

産業の振興に当たっては、必要なインフラ整備

などに努めながら、企業誘致と県内サプライチ

ェーンの構築を強力に推進してまいります。

今後も、カーボンニュートラルの実現に向け

て、洋上風力発電や半導体産業など、新しい時

代に対応しました力強い産業の振興に取り組ん

でまいります。
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〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）長崎が先行するグリーン

エネルギー、これは産業振興にとって大きなア

ドバンテージとなり得ると考えております。引

き続き、推進をお願いいたします。

②カーボンニュートラルポートの取組につい

て。

カーボンニュートラル社会を目指すうえで、

温室効果ガスを多く排出する港湾地域での脱炭

素化が重要であると言われています。

2021年より、日本各地の港湾が取組をはじめ
る中、長崎においても、いよいよ取組がはじま

っていると聞いております。進捗状況はいかが

でございましょうか。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君） 国におきましては、

2050年までの脱炭素社会を実現するため、臨海
部に産業等が集積する港湾において、温室効果

ガス排出量をゼロとするカーボンニュートラル

ポートの形成に向けた取組を進めております。

この取組を促進するため、昨年12月に港湾法
を改正し、海上輸送網の拠点である重要港湾等

におきまして、官民連携による「港湾脱炭素化

推進計画」の策定を推進しております。

これを受けまして、県内では、現在、県管理

の長崎港並びに市管理の佐世保港で計画策定を

進めております。

長崎港におきましては、今年8月に、県及び
関係企業等で構成する協議会を立ち上げており

まして、国の支援制度などの情報共有や意見交

換を進めていこうとしております。

今後、脱炭素化に向けて、停泊中の船舶に対

する陸上からの電力供給や貨物を取り扱う車両

の電動化など、港全体としての具体的な取組を

検討しながら、長崎港での計画策定を進めてま

いります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）カーボンニュートラルポ

ートは、日本が進める水素の活用についても重

要なポジションにあります。港まち長崎の輝か

しい未来のため、官民一体となって推し進める

ようお願いいたします。

3、観光振興について。
（1）ストーリー性を持ったコンテンツによ

るインバウンド誘客について。

本県が有する2つの世界遺産は、国内のみな
らず、インバウンドに対しても十分魅力のある

ものと考えています。キリスト教伝来から弾圧

の歴史、小さな港町だった長崎がいかに発展し

ていったかを知ることは、大変興味深いもので

す。

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」

は、世界に13億人いると言われるカトリック信
者の方々には、ストーリー性のある大変魅力的

なコンテンツと考えており、関連資産も含めた

カトリックの聖地、殉教地への巡礼等も行われ

ています。

このようなストーリー性を持った魅力的なコ

ンテンツをさらに世界に情報発信し、インバウ

ンド誘客につなげていくべきだと考えておりま

すが、県がどのような取組を実施しているのか、

お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部政策監。

〇文化観光国際部政策監（伊達良弘君）本県は、

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」

をはじめとする2つの世界遺産のほか、江戸時
代に、日本で唯一、西洋に開かれた出島和蘭商

館跡や日本遺産「国境の島」など、ストーリー

性のある魅力的なコンテンツを多数有しており

ます。
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こうしたコンテンツは、インバウンドに対し

ても訴求できるものであり、他地域との差別化

を図るためにも、コンテンツとストーリーを合

わせて情報発信することが重要であると考えて

おります。

このため県では、各市町等と連携し、こうし

たコンテンツのストーリーを含め、本県の魅力

について、SNS等による情報発信や国際旅行博
への出展、旅行会社等へのセールスなど、プロ

モーションを積極的に実施してまいりました。

今後も、引き続き、地元市町等と連携しなが

ら、インバウンドの誘客促進に取り組んでまい

ります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）ぜひ県内に埋もれる様々

なコンテンツを掘り起こし、ストーリー性を付

与しつつ、より効果的な手段で世界に紹介して

いただくようにお願いいたします。

（2）サイクルツーリズムについて。
去る10月22日、サイクルイベント、「ツール・

ド・ちゃんぽんin長崎のもざき恐竜パーク」が
開催されました。私もボランティアスタッフと

して運営に携わりましたが、4つのコースに620
名のエントリーがあり、参加者は、野母崎半島

の海や自然、世界遺産等のすばらしい景観を満

喫されていました。

大石知事もロードバイク初心者と伺っており

ましたが、長崎市長や漫画家の渡辺 航先生と

ともに55キロのコースに挑戦され、見事に完走
されました。実際にコースを走っての感想をお

聞かせください。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 今回、はじめてサイクル

イベントに挑戦をさせていただきました。最初

は、ロードバイクの操作が非常に難しくて苦労

しましたけれども、イベント当日は、天候にも

恵まれて、秋の爽やかな風を体に受けながら、

自転車から眺める野母崎半島、また伊王島の景

色といったものが非常に抜群なものでございま

して、楽しく走ることができました。

途中、坂道など、本当にきつく感じるような

場面もあったんですけれども、沿道で応援して

くれる方だったり、虎島議員をはじめ、県議会

からもご参加いただきましたけれども、沿道な

どで明るくサポートしてくださるボランティア

の方、そういった方々のおかげで何とか乗り切

ることができたと思っています。

県外からも非常に多くのご参加があったとお

聞きをしております。今回、長崎のすばらしい

景観はもちろんでございますけれども、このイ

ベントの名前にもあるように、レース後に振る

舞われる、おいしいちゃんぽん、これも含めま

して、運営の方々のおもてなしを感じることが

でき、非常にすばらしいイベントに参加するこ

とができたと思っております。

観光振興の施策の一つの施策として、サイク

ルツーリズムを推進していくこと、これの有効

性を改めて実感をしたというふうに思っていま

す。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）自転車文化の盛り上がり、

そしてサイクルツーリズムの可能性を感じてい

ただいたということで、非常に有意義な大会で

あったと思います。

これから長崎におけるサイクルツーリズムを

進めるうえで、幾つか質問をいたします。

まず、走行環境整備について。

長崎は、坂が多いことから、もともと自転車

の利用は少なく、道も狭いため、自転車の走行

には不向きな道路がたくさんあります。しかし、
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ロードバイクに乗ると、これまで厄介だった坂

道は、逆に、大変おいしい環境、まさに聖地で

あります。

サイクリストが安心して快適にサイクリング

ができるよう、自転車が通行するスペースの確

保や矢羽根等の路面標示など、走行環境整備を

さらに進めるべきと考えますが、県の考えをお

尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）県で設定しておりま

すモデルルートでは、既存道路の幅員の中で、

矢羽根形の路面標示等をカーブ区間や交差点に

設置することで、自転車の走るべき通行位置と

方向を明確にし、サイクリストの安全確保に努

めております。

一方、自転車の走行空間を創出するための道

路の拡幅は、新たな用地とともに、多額の予算

を要することから、長期的に検討すべき課題と

考えております。

このため、サイクリストのさらなる安全確保

に向けては、長崎県サイクルツーリズム推進協

議会等を通じ、サイクリスト等の意見をお聞き

しながら、路面標示等の追加設置や舗装補修等

を適宜行ってまいります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）既存の道路を広げること

は困難であることは理解いたします。新しく道

路を整備する区間については、自転車にも配慮

した整備をお願いいたします。

路面のわだち等の危険な箇所については、適

宜対策をしていただくよう要望しておきます。

次に、新たな地域での取組について。

県内では、4つのモデルルートを設定し、サ
イクルツーリズムに取り組んでいらっしゃいま

す。しかし、県内には、これ以外にも観光資源

や眺望の優れた地域も多数存在しています。

これらの地域での新たな取組は、地元の地域

振興にも寄与するものと考えます。このため、

県において、今の4ルートに加え、新たな地域
でのサイクルツーリズムを進める考えはないか、

お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）自転車を活用しまし

た観光振興の施策でありますサイクルツーリズ

ムにおいては、各道路管理者による走行環境の

整備だけでなく、休憩施設の整備やサイクリン

グイベントの開催などの受入れ環境の整備を関

係市町や民間と連携しながら、効果的に組み合

わせて取り組むことが重要となります。

現在、県内で実施している4地域においても、
より魅力的なルートとなるよう、県、関係市町、

民間が連携した取組を進めているところでござ

います。

新たな地域での取組におきましても、こうし

た連携体制の構築が不可欠であることから、ま

ずは各市町の意向を確認したうえで、その可能

性について検討していきたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君） ぜひ、推進をお願いいた

します。

サイクルツーリズムを推進する一方で、自動

車や歩行者と共存していくためには、交通マナ

ーやルールを周知する必要があると思います。

県民やサイクリングイベント参加者に対して注

意喚起を行っていくべきと考えますが、いかが

でしょうか。

〇議長（徳永達也君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（大安哲也君）お答えいた

します。

県民の方への自転車の安全な利用の周知につ



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月５日）

- 155 -

きましては、交通ルールの遵守とマナーの向上

に向けた交通安全運動等による広報啓発活動を

推進しております。

議員ご指摘のロードバイク利用者に対しまし

ても、大規模なサイクリングイベントでの広報

啓発について、主催者や県警と連携、協議し、

交通ルールの遵守等の呼びかけに努めてまいり

ます。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君） 昨今は、大人になって自

転車に乗りはじめる方も多く、ぜひ広い範囲で

の啓発活動をお願いいたします。

次に、サイクリスト向けの情報発信について。

県では、観光ポータルサイト「ながさき旅ネ

ット」の中に、長崎県内サイクリング情報とい

う特設ページをつくり、県内9つの推奨サイク
リングルートを紹介されています。これは様々

な情報が載っており、よい取組であると思いま

すが、これはさきに答弁がありました4つのモ
デルルートとは別のもので、インターネット上

でも別のサイトにあります。また、「ながさき

旅ネット」の中で、このサイクリングルート、

検索候補でも上位には上がってきません。

また、はじめてルートを訪れるサイクリスト

にとっては、離島間の移動、またサイクルルー

トまでの移動情報等、公共交通機関を利用した

アクセスや走行時の注意点等の情報もほしいと

ころであります。

ポータルサイトとして、掲載内容の充実が必

要であると考えますが、いかがでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）ながさき旅

ネットのサイクリング情報におきましては、県

内各地のイベントやお勧めルート、また船、鉄

道、飛行機への自転車の持ち込み方法などにつ

いて紹介をしているところでございます。

ただ、議員からご指摘ございましたとおり、

このサイトにつきましては、担当職員が手作り

で作成をしたものでございまして、サイクリス

ト目線で改良していく必要もあると考えており

ます。

そのため、今後、県内の走行環境を熟知して

いるサイクリストですとか、あるいはサイクル

ツーリズムの専門家といった方々に当サイトの

検証をお願いいたしまして、ご助言いただきな

がら、内容の充実を図ってまいりたいと考えて

おります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）ぜひユーザー目線でのポ

ータルサイト構築、情報発信に努めていただき

ますよう、よろしくお願いいたします。

4、水産業振興について。
（1）藻場再生について。
藻場は、魚類の産卵場や稚魚の保護・育成の

場であるなど、重要な役割があり、その回復は、

水産業振興のうえでも積極的に取り組むべきで

あると考えます。

壱岐、対馬での最近の成功事例を聞きますと、

藻場から食害生物を取り除くということも、藻

場再生を図るうえでの重要な要素になると感じ

ております。

これらを踏まえまして、藻場回復に向けた県

の取組をお伺いいたします。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 県としては、高水温

に強い南方系海藻の種苗生産体制を構築すると

ともに、食害を受けにくい工法の導入による藻

場の造成等を進めており、併せて、地域の漁業

者等が取り組む食害生物の駆除など、藻場保全

活動を支援した結果、一定の回復が見られてい
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るところです。

また、対馬では、これまで廃棄されていた食

害魚を食材として利用することで、継続的な駆

除につなげようとする民間主体の取組も行われ

ており、他地区へも普及させたいと考えており

ます。

今後は、食害生物の駆除や藻場造成等に引き

続き取り組むとともに、回復した藻場をカーボ

ンクレジット化し、地域における藻場保全に活

用するなど、活動を活発化させ、継続的なもの

とするための新たな手法についても検討してま

いりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）カーボンクレジットの話

もいただきました。さきに質問しましたカーボ

ンニュートラルを目指す社会といううえでも有

用な取引となると思います。継続的な藻場再生

活動につながると思いますので、よろしくお願

いいたします。

（2）沖合養殖・陸上養殖について。
水産業の成長産業化を目指す際、輸出を見据

えた生産量増大は、養殖業における一つの目標

であると考えます。地理的な優位性やこれまで

蓄積してきた高い養殖技術等、他県に勝る本県

の強みを活かして、さらなる生産拡大を目指す

べきと思います。

また、本年も問題となりました赤潮ですけれ

ども、現在の技術では、赤潮発生のコントロー

ルは不可能な状況です。赤潮の影響を受けにく

く、病気のリスクも低いとされる沖合養殖、そ

して陸上での養殖について、県の認識と今後の

取組をお伺いいたします。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 県としましても、養

殖魚の生産量増大を図るうえで、沖合養殖や陸

上養殖の振興は、有効な手段であると考えてお

ります。

このため、令和4年度から、沖合化の養殖モ
デル実証試験に着手しており、クロマグロでは、

大型で耐久性の高い生けすや、ブリでは、海中

に沈めることで強い波浪を回避する生けすを用

いて、生産効率や作業性に関するデータを収集

しているほか、今年度からは、トラフグについ

ても、生けすの大型化の実証試験を開始したと

ころです。

また、県では、これまで陸上養殖の対象種と

しても有望なトラフグやクエなどの技術開発、

実用化に取り組んでまいりました。現在開発中

のウスバハギでは、養殖期間4か月という短期
間で出荷サイズに成長する知見が得られたとこ

ろであります。

このように、生産現場にとってメリットの高

い魚種の開発に力を注ぎ、生産者の所得向上に

つながるよう、取組を進めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君） 輸出を見据えると、環境

負荷の低い完全養殖も求められる技術となると

思います。これからの成果に強く期待しており

ます。

（3）水産物の付加価値向上について。
本県は多くの魅力にあふれておりますが、そ

の魅力の代表が水産物であると思っております。

例えば、東京で、こんなにおいしい水産物が食

べられる、手に入るところを探すのは、本当に

一苦労です。

そんな長崎の漁業をサスティナブルなものと

するためには、所得向上の取組が重要です。消

費者にとって魅力ある付加価値をつけ、長崎ブ

ランドを強化し、国内外への販路開拓を推進す

べきだと考えております。付加価値向上の取組
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について、県の考えと取組状況をお尋ねいたし

ます。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君）水産物の販売拡大に

当たっては、消費者ニーズを的確に捉え、ニー

ズに合った商品をつくることが重要だと認識し

ております。

このため県では、北米向けの大型で脂ののっ

たマアジや、餌にかんきつ類を添加し、差別化

を図ったマダイやシマアジなど、マーケットか

ら求められる養殖魚を生産する取組を支援し、

生産量を伸ばしてまいりました。

また、水産加工品のブランドである長崎俵物

の新規認定品においては、解凍後、そのまま食

卓に並べて食べられるイカの姿造りや、常温保

存が可能で、そのまま食べられるマテガイのア

ヒージョなど、簡便性や即食性など、消費者の

ニーズに対応した商品が増えつつあります。

今後も、国内外の消費者に選ばれる商品づく

りを進め、本県水産物の販売拡大に努めてまい

りたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君） 私は、長崎俵物が厳しい

認定基準があるというのも存じ上げませんでし

た。ぜひ、そういった魅力を余すことなく活用

していただいて、情報発信に努めていただけれ

ばと思います。

5、農業振興について。
（1）農産物の価格向上について。
近年の農業を取り巻く環境は、ウクライナ問

題による肥料原材料の調達不足に加え、円安に

よる資材や燃油の価格高騰など、農業者の経営

を圧迫している状況です。

後継者確保のためにも、農業者の所得向上を

図るため、生産コストの低減に加え、農産物の

価格向上に向けた取組も重要と考えます。

そこで、県は、この件について、どのように

取り組んでいるのか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 県では、これまで農

産物の価格向上を図るため、関東・関西地域の

高級量販店で、産地や農業団体が行う試食・販

売ＰＲイベント等への支援のほか、東京都中央

卸売市場において、知事による長崎みかんのト

ップセールスなどを実施してまいりました。

今後は、本県の農産物の品質の良さや産地の

状況、生産者の思いなどを理解し、繰り返し購

入していただける消費者層の拡大を図るため、

農業団体と連携し、試食宣伝販売員向けの研修

会の開催など、魅力発信力の強化にも取り組ん

でまいります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君）農業者が農産物に込めた

思いやこだわりをしっかりと伝え、ブランド化

も見据えて、農産物価格に反映できるよう、取

組をお願いいたします。

（2）農産物の付加価値向上について。
一方で、農業者の所得向上を図るためには、

直売や加工等、付加価値を高める取組も重要で

あると考えますが、県の考えをお尋ねいたしま

す。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 県では、令和3年度
に、農業者や食品製造業者、販売事業者、市町

等で構成する「長崎県農食連携ネットワーク」

を設立し、異業種交流会や商談会の開催による

マッチングのほか、新商品開発に関する専門家

派遣などの支援を行っているところです。

今後も、農業者が地域内外の幅広い関係者と

連携し、付加価値を高める取組を支援すること
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で、農業者の所得向上につなげてまいります。

〇議長（徳永達也君） 虎島議員―5番。
〇５番（虎島泰洋君） 以前は6次産業化と言わ
れた取組から、他業種への連携へとシフトして

きたと理解しております。引き続き、ご支援を

よろしくお願いいたします。

長崎は、多くの魅力にあふれていますが、残

念ながら、その魅力はまだまだ埋もれていると

感じています。まずは、県民の皆様が足元の魅

力を再発見し、胸を張って、そして安心して長

崎で住み続けられるように、そして県外の方か

らも選ばれる県となるように力を合わせて進め

てまいりましょう。

以上で、質問を終わります。（拍手）

〇議長（徳永達也君） これより、しばらく休憩

いたします。

会議は、11時10分から再開いたします。

─ 午前１０時５５分 休憩 ─

― 午前１１時１０分 再開 ―

〇副議長（山本由夫君）会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）（拍手）〔登壇〕 県民

会議の中山 功でございます。

1、知事の政治姿勢について。
知事の政治姿勢について、一問一答形式で質

問いたします。

近年、日本の若者が、世界で、日本での大活

躍が目立っています。例えば、メジャーリーガ

ーの二刀流、大谷翔平さん、将棋八冠の藤井聡

太さん、スピードスケートの髙木美帆さん、囲

碁の最年少プロ棋士、仲邑 菫さん等の躍動、活

躍は、国民に勇気などのポジティブな思考をも

たらしています。

一方、若者（13歳から29歳）に関する気にな
るデータが内閣府より発信されています。それ

は、平成30年度の我が国と諸外国との若者の意
識に関する調査です。その中の一つに、自己肯

定感力、自己肯定感、自己有用感の外国との比

較、例えばアメリカ、イギリス、ドイツの80％
に対して、日本は40％台で半分程度と極端に低
く、また、自分に長所があると感じている者の

割合が前回調査より、さらに低下しています。

このことに私自身、衝撃を受けているところで

あります。

その背景としては、急激なグローバル化、日

本の社会・経済状況、家庭、地域、学校制度運

営のあり方等が多様に関わりあっていると考え

ています。

また、要因としては、競争社会の弊害、他人

の目を気にする、他人と比べる、ふるさとの伝

統・文化、また、海・山・川での遊び、学び、

参加する等の体験不足が考えられます。これに

よって、日本の子ども、若者が、夢と希望を持

ちにくい日常、海外への留学生の減少、ひきこ

もり、不登校、自殺者の増加等、内向的な思考

現象が表面化していると考えています。

明日の長崎を背負うことになる子ども、若者

の一人ひとりに自信、自立を促す可能性のある

自己肯定感、有用感を高めるための多様な対応、

政策、戦略が必要不可欠な時がきていると考え

ています。

大石知事の認識について、お尋ねをいたしま

す。

あとは、対面演壇席より質問をいたします。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 中山議員のご質

問にお答えさせていただきます。

我が国の若者が、諸外国の若者よりも、自分
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自身に満足していたり、長所があると感じてい

る者の割合が低いとする調査結果があることに

つきましては、本県の将来を考えるうえにおい

ても大きな課題であると考えております。

内閣府の「子供・若者の意識に関する調査」

によると、困った時に助けてくれる人や安心で

きる居場所が多いほど、若者の自己肯定感やチ

ャレンジ精神が高くなるという結果もあること

から、社会全体で子どもや子育て家庭を応援す

る機運を醸成することが重要であると考えてお

ります。

また、こども家庭庁が策定をしております「子

どもの育ちに関する指針」等によれば、乳幼児

期からの身近な大人との安心できるふれあいや、

様々な子どもや大人との関わり、豊かな経験等

が子どもの育ちに大きく関わるとされておりま

す。

今後とも、本県の子どもや若者が自己肯定感

を高め、夢や希望を持って活躍できる力を伸ば

していくために、子ども同士の交流の機会を確

保しつつ、幼児期から小・中・高・特・大学が

連携し、質の高い教育の提供に努めるとともに、

地域の大人との触れ合いを通じた成長につなが

るよう、社会全体で子育てや教育に関わる機運

の醸成に力を注いでまいりたいと考えています。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇副議長（山本由夫君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、知事から答弁いた

だきました。子ども・若者一人ひとりの自己肯

定感を高めることが、我が県の子どもの夢、希

望を持つことにつながるとの認識が共有できた

ことは、一歩前進だと考えています。

以下、具体的に質問をいたします。

（1）総合教育会議について。

①知事の役割と県政上の位置づけ等について。

この会議は、知事が主催者となって、教育委

員会教育長、教育委員などと教育行政について

協議する場と考えておりますが、この会議にお

ける知事の役割と県政上の位置づけについて、

お尋ねをいたします。

〇副議長（山本由夫君） 総務部長。

〇総務部長（中尾正英君） 総合教育会議は、地

方教育行政の組織及び運営に関する法律の規定

に基づき、全ての地方公共団体において設置が

義務づけられております。

本県におきましても、予算の編成、執行や条

例提案など重要な権限を有する知事が会議を招

集し、教育委員会とともに教育行政の根本とな

る内容について協議を行うことで、両者の十分

な意思疎通が図られ、教育行政の推進につなが

るものと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、役割、位置づけに

ついてですね、位置づけについて明確な答弁は

なかったように感じましたけれども。

来年度から5年間の第4期県教育振興基本計
画のテーマ「つながりがつくる豊かな教育」に

ついて、教育委員会教育長などと知事は協議を

実施したと聞いておりますが、この計画に対し

てどのように評価しているのか、お尋ねをいた

します。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）社会のつながりの希薄化

や地域間格差など、子どもたちを取り巻く環境

は大変複雑化、多様化しています。様々な課題、

教育課題に学校だけで対応していくのは限界が

あろうかと考えております。

子どもを中心として、学校、家庭、地域をは

じめ行政や企業など多様な関係者が、つながり
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を深めながら地域総がかりで子どもを育ててい

く、この機運を高めていく必要があるのだろう

と考えております。

この方向性については、私が進めようとして

いる「子ども施策」と同じでございますので、

「つながりが創る豊かな教育」というテーマに

ついては大いに賛同をしているところでござい

ます。

〇副議長（山本由夫君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、知事から答弁いた

だきましたけれども、知事のこれに対する評価

は、一定理解するところであります。

次に、教育委員会教育長の交代について、昨

日、饗庭議員からも指摘があっておりますが、

大石知事の就任から2年足らずで2人目の教育
委員会教育長を任命されると思います。

短期間での平田元教育委員会教育長を含む3
人の交代は、教育行政上、プラスにはならない

と考えておりますが、その要因はどこにあると

考えているか、お尋ねいたします。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）教育行政につきましては、

次世代を支える人材の育成という観点から、大

変重要であると認識をしております。

教育委員会教育長の人選についても、その

時々において最も適任と考える方を選任してき

たところでございます。

そのような中、平田元教育委員会教育長につ

きましては、副知事への登用により辞職となり

まして、また、中﨑前教育委員会教育長につき

ましては、体調不良を理由として辞職の申し出

がなされたところであり、両者ともやむを得な

い事情によるものであったと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 暫時休憩いたします。

― 午前１１時２０分 休憩 ―

― 午前１１時２９分 再開 ―

〇副議長（山本由夫君）会議を再開いたします。

暫時休憩いたします。

― 午前１１時３０分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

〇議長（徳永達也君） 会議を再開いたします。

一般質問を続行いたします。

中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 先ほど、教育委員会教

育長の交代ということで質問いたしました。知

事からは、教育委員会教育長とは大変重要なも

のであると、しかし、やむを得なかったという

ような趣旨の答弁であったと思いますけれども、

私は今回問題視しているのは平田元教育委員会

教育長ですね、ここはまだ就任1年目だったん
ですよ。ここを替える判断をした、そして今回

の中﨑さんの件なんですよね。

そういうことで、この知事の判断に対して何

らかの問題はなかったということになるのかど

うか、知事に再度答弁を求めます。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）先ほど申し上げたとおり、

教育行政については、非常に重要な責任を負っ

ていると思っておりますので、その人選におい

て、その時々において最も適任と思う方を選任

をさせていただいております。

そのうえで申し上げますけれども、平田修三

前副知事、中﨑前教育委員会教育長ともに、体

調不良を理由として辞職の申し出があったこと

から、大変残念ではございましたけれども、そ

れぞれの本人の意向を尊重して辞職を認めたも

のでございます。

県政の重責を担う特別職において、結果的に
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議員ご指摘のとおり、短期間で交代が続いたと

いったことにつきましては、任命した身として

重く受け止めなければいけないと思っています。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）先回りで知事が答弁し

ているんですけれども、今回の教育委員会教育

長が2年間で3人交代するような事態になった
ということは、やはり知事の政治判断として甘

さがあったんじゃないかということをまず指摘

しておきたいと思います。

次に、知事が任命した平田前副知事、中﨑前

教育委員会教育長、いずれの方も任期途中、健

康上の理由で退職しています。このことは、県

政推進上、大きな損失にならないかと心配して

います。

任命者として、その責任について、どのよう

に考えているのか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）先ほども申し上げました

けれども、やはり教育行政といいますものは、

次世代を担う人材をしっかりと育てていくとい

う観点から大変重要だと認識をしています。で

すので、その人選につきまして、その都度都度、

しっかりと検討して、最適と思う者を選任をし

てきておりますけれども、先ほど申し上げたと

おり、短期間でその重責を担う者が交代となっ

てしまったことについては、任命をした私とし

ても重く受け止めなくてはいけないと思ってお

ります。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 知事から、任命責任と

して重く受け止めなくてはならないということ

でありましたので、そのことは一定理解するん

です。

そうすると、重く受け止めている、何らかの

具体的な対応といいますかね、例えば減給処分

等、この辺を考えているのか、再度お尋ねをい

たします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）しっかり後任について検

討のうえ選任をしまして、私自身、「新しい長

崎県づくり」にしっかりと、推進に対して全力

を尽くしていくといったことで責任を果たして

まいりたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）やはり痛みはお互いに

分け合う必要があろうということを申し上げて

おきます。

県政三役、四役の幹部職員が、健康上の理由

で任期途中で退職していることは、誠に残念な

事案です。このような重大事案が今後起きるこ

とがないよう、知事においては最大限の配慮を

求めておきます。

次に、新教育委員会教育長にはどのような役

割を期待して人選を進めているか、また、任命

する時期について、お尋ねをいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）中﨑前教育委員会教育長

におきましては、県立学校の魅力の向上をはじ

め、教員の働き方改革やふるさと教育の推進に

取り組んでいただいておりました。

その後任につきましては、これまでの取組も

しっかり継続をしながら、本県教育の振興に取

り組んでもらいたいと考えています。

また、時期についてのご質問がございました

けれども、後任の人選につきましては、先ほど

申し上げたとおり、現在検討を進めているとこ

ろでございます。しかるべきに選任議案を提出

したいと考えています。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
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〇３３番（中山 功君）今、任命時期について、

明確には答弁がないこと、1か月以上、教育委
員会教育長の不在が続いていること、また、教

育委員会教育長の職務代理者は、廣田教育委員

が務め、教育委員会教育長の一般質問の答弁は、

教育次長が行うことは、これは知事、正常な状

態と思いますか。再度、答弁を求めます。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）先ほど申し上げましたが、

今回、短期間で交代になったことは非常に残念

に思っておりますけれども、健康上の都合とい

うことで、やむを得ない理由だったというふう

に理解をしています。

その条件において、現在、廣田教育委員会教

育委員が職務代理者として、これまでの教育行

政をしっかりと引き継ぐ形で対応させていただ

いております。

答弁につきましても、しっかりとその内容を

理解した教育次長が務めさせていただいており

ますので、そういった形での対応をご理解いた

だければと思います。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）対応は理解しておるん

ですよ。私は、こういう状態はとても正常な状

態とは思いませんよ。

平たく言えば、県民に教育庁軽視と受け取ら

れないように、一日も早く正常化を図ることが

務めではないかということでありますので、申

し上げておきたいと思います。

（2）自己肯定感を高める戦略について。
①本県のこども若者の自己肯定感等について。

これまで日本の教育行政は、認知能力、学力

の向上等に力点を置き過ぎて、学校においては、

先生主役の授業、生徒指導、校則等で管理教育

を強めてきた。

一方で、非認知能力分野、例えばやる気、自

立心、遊び、体験等にはあまり力を入れてこな

かった。その結果として、自己肯定感、自己有

用感が十分に育っていない若者を多数輩出して

いるのではないかと考えています。

本県の児童生徒、学生の自己肯定感について、

どのように考えているか、教育委員会教育長に

お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）本県の児

童生徒、また学生の自己肯定感に関しましては、

他の都道府県と比較できる指標としまして、今

年度、文部科学省が実施しました全国学力・学

習状況調査の中で、「自分には良いところがあ

ると思う」と回答した本県の小学6年生が85.9％、
中学3年生は82.1％であり、それぞれ全国平均を
2ポイント程度上回っております。
ただし、この結果だけで本県の小中学生の自

己肯定感が高いと評価できるものではございま

せんが、文部科学省をはじめ内閣府や国立青少

年教育振興機構など多くの機関が、様々な年齢

層を対象に多様な指標や尺度で実施した自己肯

定感に関連する調査や、その分析結果もありま

すので、そのような知見を踏まえて、児童生徒

の自己肯定感を高めていくことが必要であると

考えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、教育委員会教育次

長から答弁がありましたけれども、自分には良

いところがあると思うんですよね、と思う。

数字自体はいい数字だと思いますが、ただ、

アンケートは誰がやるか。設定次第で調査の結

果が大きく違ってくるものと考えているわけで

す。

そこで、一度、第三者機関での調査の実施を
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行ってもらいたいと思いますが、いかがでござ

いますか。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）児童期と

か思春期の精神発達とか成長におきましては、

自己肯定感が一つのキーワードであるというこ

とで、先ほど答弁申し上げましたけれども、国

とか関係研究機関とか大学等、様々な指標、尺

度を用いて自己肯定感に関する調査、研究がご

ざいます。自己肯定感を高めるための分析結果、

それから知見も一定得られていると考えており

ます。

例えば全国学力状況調査の「自分にはいいと

ころがあると思う」と答えた児童生徒たちは、

他の項目、例えば挑戦心であるとか、達成感で

あるとか、自己有用感の項目にも肯定的に答え

ているという分析がなされています。

そういった意識が高い児童生徒は、どんな学

習をしているかと申し上げると、自分で考えて

主体的に学んでいるとか、話し合いなどの他者

との協働を行っているという特徴があるとも言

われております。

そういう分析を受けて、地域と関わりながら

体験活動とか共同学習を行うふるさと教育に、

私たちは今、力を入れているところでございま

す。

調査をするという考えは、今はございません

けれども、様々な既存の調査結果であるとか分

析を踏まえた施策の展開や教育に活かしていく

ことは重要であろうと考えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） ここは、最も大切な点

なんですよね。「自分に良いところがあると思

う」、この85.9％を肯定すると、対策は要らん
じゃないですか。

なぜ、世界とこんなに違うんですか。きちん

と一回、第三者機関によって調査をすると、そ

の結果がどう出るか、その辺を確認せんことに

は、この問題を進めていけませんよ。ぜひ、独

自調査を第三者機関でやっていただくことを強

く要望しておきたいと思います。

次に、ふるさと・キャリア教育の推進につい

て。

自己肯定感を高めるための大切な政策の一つ

に、ふるさと・キャリア教育があると考えてい

ます。

自分を知るためには、ふるさとの伝統、文化、

祭りを学習することは大切なことであり、また、

里山、里海、川等で遊び体験を通じてコミュニ

ケーション能力を高めることができます。

さらに地域の商店、企業等を調べたり、仕事

の手伝いをする体験は、これからの人生で大き

な宝物になると考えています。

本県が実施しているふるさと教育、キャリア

教育において、特徴ある事業名、事業内容、そ

の効果について、お尋ねをいたします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）中学生を

対象に昨年度まで、ふるさとの新たな魅力を創

出するキャリア教育実践事業を実施いたしまし

た。具体的には、地域の特産品を使った商品開

発や、模擬会社の設立などの取組が展開された

ところでございます。

また、高校生を対象にした「アントレプレナ

ーシップゼミ」におきましては、現在、大学の

先生方や長崎を拠点に活躍されている企業家の

方々から助言を受けながら、他校の生徒たち同

士がチームを組んで協働し、実用化を見据えた

ビジネスプランを構想する授業を行っていると

ころでございます。



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月５日）

- 164 -

これらの取組を通しまして、生徒たちが育つ

土台となるふるさとの魅力や課題を発見したり、

将来、長崎に貢献したいという意欲が高まった

り、様々な人々と協働する中で、コミュニケー

ション力や課題解決力などが育成されたものと

考えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）なかなかかみ合わん部

分があるわけですけれども、ふるさと教育、キ

ャリア教育、よく教育行政がやっている研究指

定校では、一定の成果を上げているんですよ。

これは私も承知しています。

問題なのは、県下の各学校にどう浸透させる

かと、ここが問題なんですよ。ぜひ、この辺を

期待しておきますので、よろしくお願いしてお

きます。

次に、小・中・高・大の連携強化について。

自己肯定感を高めるという視点にもっと力点

を置きながら、より事業効果を上げるためには、

小・中・高・大の連携強化が求められます。

現状と今後の取組について、お尋ねいたしま

す。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）多様性と

流動性が高く、将来が見通しづらい時代におき

ましては、自分の軸を持って生きていくことが

肝要であると考えております。

そして、その軸を作る土台となるふるさとへ

の愛着や誇りを育むには、小・中・高校を通じ

た段階的で系統的なふるさと教育が必要である

と考えておりまして、今年度から新規事業とし

て、5つの市町において、校種間の交流や連携
を図るふるさと教育のカリキュラムの作成を進

めているところでございます。

併せまして、令和3年度に教育庁、知事部局、

県立大学によるふるさと教育の連携プロジェク

トチームを立ち上げましたので、それぞれの取

組を共有しながら連携を強化し、大学までの切

れ目のないふるさと教育の推進に努めていると

ころでございます。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）連携についてはかなり

進めてきているという感じがいたしますね。

小・中・高一体となって体系的に、また、大学

との連携にも取り組んでいる趣旨の答弁だった

と思いますが、これをさらに高めるための一つ

の提案なんですが、ふるさとキャリア教育の

小・中・高・大の担当教諭、担当教師による合

同研修会等の実施ができないか、お尋ねしたい

と思います。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）先ほど答

弁申し上げた、小・中・高一体となったふるさ

と教育を現在実施しておりまして、その研究指

定校におきましては、小・中・高の担当の教員

がメンバーになる協議会を立ち上げておりまし

て、その中で意見交換であるとか情報交換を行

っているところでございます。

このふるさと教育におきまして、小・中・高

の壁を越えて行うのは初めてのことですので、

これを足がかりとしまして、成果もあるでしょ

うし、課題もあるかと思いますので、そういっ

たことを整理しながら、今後の展開を考えてま

いりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）課題があるから前に進

めるんですよ。ぜひ、前向きに検討をお願いし

たいと思いますし、合同研修会等で意識の共有

ですね、どう図っていくのか、研究会だけでは

だめですよ。含めて成果をより一層高めるため
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に、この辺の充実を求めておきます。

次に、学校、家庭、地域とのつながりの強化

について。

家庭教育、地域の教育力の低下と学校とのつ

ながりの弱さを心配しています。つながりの強

化と自己肯定感を高めることには相関関係があ

ると考えています。教師と児童生徒、保護者、

地域の方とのつながりの強化のための取組につ

いて、お尋ねをいたします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君） 学校、家

庭、地域が相互につながり、ふるさとでの豊か

な出会いや体験を通じまして、地域全体で子ど

もを守り育てる環境づくりを進めることは、非

常に重要であると考えております。

このため市町と連携して、保護者や地域住民

が学校経営に参画するコミュニティスクールと、

学校と地域が子どもたちの成長を支えるパート

ナーとして連携、協働する地域学校協働活動の

一体的推進に取り組んでおります。

多くの人々との関わりの中で、子どもたちが

認められ励まされながら成長することで、自己

肯定感を育んでまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）教育委員会がコミュニ

ティスクールと、これは国の指示もあっている

んですよ。なかなか進まんじゃないですか。

自己肯定感を高めるために、第4期県教育振
興基本計画のテーマ「つながりがつくる豊かな

教育」を通して、学校、家庭、地域のつながり

の強化ということを期待しておきます。

次に、ココロねっこ運動、ココロねっこ10の
見直しについて。

ココロねっこ県民運動の活性化を図る目的で、

10月16日、総括質疑を行いました。その時、こ

ども政策局長から、「ココロねっこ10」の内容
を必要に応じて見直す趣旨の答弁があっており

ます。

見直しに当たっては、自己肯定感を高めると

いう新たな視点を加える。例えば、自分自身を

もっと褒める、自分をもっと好きになる、自信・

勇気を持って行動する等を項目の一つとして検

討することはできないか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） こども政策局長。

〇こども政策局長（浦 亮治君） 今、ご質問が

ありました「ココロねっこ10」は、平成21年度
に、家庭、地域、企業それぞれの生活の中で実

践できる取組事例を10項目にまとめたもので
ございますが、作成から10年余りが経過する中、
子どもを取り巻く環境の変化に対応した見直し

の必要性が必要というふうに考えております。

本年4月には「こども基本法」が施行され、
子どもの最善の利益の優先や子どもの意見聴取

と政策への反映など、「こどもまんなか社会」

を目指すとされたところでございます。

ココロねっこ運動につきましても、子どもの

声に耳を傾け、その意見を尊重する視点を取り

入れ、子どもの自己肯定感のより一層の高まり

につながるよう、必要な見直しについて検討を

行い、県民の皆様に実践していただけるよう取

組を示してまいりたいというふうに考えており

ます。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） こども政策局長の、自

己肯定感の高まりにつながる見直しを行う趣旨

の答弁は了といたします。本県の子ども、若者

の自己肯定感が高まる、機運醸成につながる運

動の展開を要望しておきます。

（3）学校における働き方改革について。
①目的等について。
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答申では、学校業務を基本的には学校以外が

担う業務、学校の業務だが、必ずしも教師が担

う必要のない業務、教師の業務だが、負担軽減

が可能な業務の3つに整理し、こうした方針、
マニュアルに沿って仕事を減らし、部活動をな

くし、決められた時間だけ働く等だけでは、全

ての子どもが安心して学べ、育つ学校がつくれ

るだろうかと心配している元校長がいます。

本県の学校における働き方改革の目的につい

て、改めてお尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）働き方改

革の目的は、教員が、授業づくりや学級経営な

ど本来の教育活動に専念する時間とか、子ども

たちと向き合う時間を確保することにあると考

えております。

今年度、県で実施しました県内児童生徒を対

象とした「長崎県の学校・教育に関する子ども

アンケートの結果」からは、理想の先生として

最も回答が多かったのは「授業の教え方がわか

りやすい先生」でした。

一方、教員対象のアンケートでは、若手教員

の半数以上が、「最も大変なのは授業の準備」

と回答しておりますことから、授業の準備にか

かる負担を軽減しつつ、子どもの学習意欲や好

奇心を喚起するような授業を行うことのできる

環境づくりに努めることが喫緊の課題であると

認識しております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）課題であることはわか

るんですけれども、私は目的を聞いたわけです。

もう少し的確に答えていただきたかったと思う

んですけれども。

この目的は、私なりに考えるに、やはり先生

良しだけではなく、児童生徒良し、保護者良し、

この良い状況づくりも目的にぜひ加えて取り組

んでいただきたいということを申し上げておき

ます。

次に、教員の勤務時間を減らす、教員の負担

を軽くする等はもちろん大切なことだが、それ

は手段であって目的ではない。最も大切なこと

は、先生って、こんな夢があって楽しい、いい

仕事だと、こういう位置づけをしたうえで働き

方改革を推進すべきとの意見がありますが、こ

の考え方について、お尋ねしたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）教職とい

うのは、本来、子どもに寄り添いながら、その

成長を実感できる魅力的な職業であると考えて

おります。

現在、その魅力を発信し、広く県民の皆様方

に周知をするために、テレビやYouTube、新聞
等のメディアを活用しながら、教職の魅力を発

信しているところでありますが、今後とも、さ

らに推進してまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）確かに教職員の仕事は

魅力だということをもって情報を発信している

のはわかる。しかし、それ以外の情報も結構流

れてきているわけですね。

そこで、先生っていい仕事なんだと、この辺

をきちんと県民にわかりやすいように、もっと

もっとPRしてほしいと思いますね。
そのうえで、やはり何というても、先生の笑

顔が出てこんことには子どもの笑顔も出てこん

わけだから、その辺を視点にもう一回立ち返っ

て、働き方改革の推進を進めてほしいと思いま

す。

そこで、次に、改革の第一弾として、従来は

トップダウン、国から県、市の教育委員会と、
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こういうトップダウンが今は主体になっている

と思いますが、これからはやはりボトムアップ

に力点を置いて、教職員を中心に据えて、校長、

児童生徒、保護者、地域の代表者等が、各学校

の最上級の目標を達成するために主体的に改革

できるような新たなシステムをつくる必要があ

ると私は思うわけでありますけれども、教育委

員会教育次長にお尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）働き方改

革の推進に当たりましては、教職員の思いや意

見を踏まえて進めていくことが重要であると考

えております。

今年度、公立小中学校全職員を対象に、働き

方改革についてのアンケート調査を行いました。

様々な意見が寄せられましたけれども、保護者

や地域の理解を促すこととか、地域人材を活用

することなどの声が寄せられております。

今後、この調査結果を各学校にフィードバッ

クすることとしておりますので、それぞれの実

態に応じた取組が展開されるものと考えており

ます。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今の答弁は、わからん

わけじゃないんですよね。ただ、今回の学校に

おける働き方改革で目指してもらいたいのは、

自立した学校、自立した教職員、そして自立し

た児童生徒づくりをどう実現するかということ

ですよね。そのためには、まず自立した教育委

員会づくりに私はチャレンジしてほしいという

ことを要望しておきたいと思います。

（4）長崎県立大学の県内就職率向上対策に
ついて。

①令和4年度の県内就職率、者等について。
県立大学は、県内就職率の目標値、令和7年

度44％に目標を設定するとともに、学長を中心
に体制の強化、支援スキームの策定、学部学科

の再編、また長崎県キャリアコーディネーター

を配置して、より一人ひとりに寄り添った支援

を強化していると聞いておりますが、令和4年
度の県内就職率、者の実績について、お尋ねい

たします。

〇議長（徳永達也君） 浦副知事。

〇副知事（浦 真樹君）県立大学におけます令

和4年度の就職者、全体で609名のうち、県内就
職者の数は199名でございまして、率にいたし
まして県内就職率は32.7％となっております。
〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 若者の県内定着は、県

政の最重要課題であると考えています。

今の実績、令和4年度32.7％、設立団体の長で
もある知事は、どのように評価しているか、お

尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 県立大学では、中期計画

におきまして、議員ご指摘のとおり、県内就職

率44％を目標に掲げております。その目標に向
けて実践的な教育の推進や県内就職支援員によ

る県内企業の開拓及び学生への情報提供などに

取り組んできたところでございます。

しかしながら、令和4年度の実績が32.7％と、
目標から大きく乖離をしています。

このことについて、長崎県公立大学法人評価

委員会からは、県内生、県外生の割合や男女の

割合など、学科の状況や学生のニーズに応じた

アプローチが必要であるとの意見をいただいて

います。

従来とは異なる視点での工夫が、今後は必要

になっていくのではないかと認識をしています。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
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〇３３番（中山 功君）学部学科再編前の平成

29年、令和4年度より2ポイント高い34.6％であ
ったことを申し上げておきます。

次に、県内就職に向けた支援スキームの中に、

教職員による企業訪問で新たな企業インターン

シップ先や就職候補企業を開拓すると明示して

ありますが、令和4年度の実績について、お尋
ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 浦副知事。

〇副知事（浦 真樹君） 令和4年度に県立大学
の教員が取り組みました企業訪問の数は、全体

で54社となっております。
その結果といたしまして、インターンシップ

先として7社、就職先の候補となる企業として6
社をそれぞれ新たに開拓したところでございま

す。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）教員による新たなイン

ターンシップ先が7件、就職候補企業が6件では、
副知事、少々寂しい開拓状況ではないかと思う

んですが、教員の皆さん方のひと気張りという

か、奮闘を期待するとともに、就職候補企業の

拡大のための対策の強化を求めておきます。

次に、令和4年度の県内就職先、企業リスト
は作成しているか、また、就職先ベスト3につ
いて、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 浦副知事。

〇副知事（浦 真樹君）県立大学におきまして

は、平成30年度以降、全ての就職者につきまし
て、ご本人の同意をいただいたうえで、就職内

定先の企業名、所在地、業種等の情報をリスト

化しております。

就職先のベスト3というお話がございました。
具体の企業名につきましては、これは企業の情

報にもなりますので、こちらからは差し控えた

いと思いますが、分野といたしましては金融機

関、あるいは公務員、そしてまた県立大学は看

護の課程を持っておりますので、その関係もあ

りまして県内の病院関係、こういったところが

就職先としては多いところとなっております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）リストを作成している

ということでありますから、県内就職先、また

候補企業等を対象にした提案ですけれど、人材

のスキルアップ、企業の魅力度を向上させるた

めの県独自の支援事業に取り組んでいただけれ

ば大変ありがたいと考えておりますが、これに

ついて、お尋ねをいたします。

〇議長（徳永達也君） 浦副知事。

〇副知事（浦 真樹君） 現在、県立大学におき

ましては、令和4年度から、県の支援で配置を
しております県内就職支援員が県内企業を訪問

いたしまして、県立大学の学生がどのような企

業に魅力を感じているのか、あるいは求める勤

務条件、身につけたスキルを活かせると考えて

いる業務、こういった情報の提供を各企業に行

っておりまして、各企業において、その後の採

用の参考ともしていただいているところでござ

います。

また、県といたしましても、就職情報誌や県

内就職応援サイトで県内企業の情報を発信いた

しますとともに、県内企業が行う生産性向上に

向けた取組を支援することによりまして、賃金

等の処遇改善の促進を図っているところであり

ます。

県立大学における県内就職促進のため、この

ほかどのようなことができるのかにつきまして

は、引き続き検討を進めてまいりたいと考えて

おります。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
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〇３３番（中山 功君） 浦副知事、前提、目標

は、令和7年の44％、実績は32.7％。今まで取
り組んできたことについては承知しているんだ

よ。それを拡大するためにどうするかと、働く

場所を確保せんことには意味がないじゃないで

すか。そのために、そこに絞り込んででもね、

人材育成とか、情報発信とか、こういうことを

して働く場所を拡大する必要があるんですよ。

やったことはわかっているんだ。ぜひ、そうい

う視点で、もう一歩踏み込んで、あくまでも目

標を達成するという前提ですよ。そういう前提

で取り組んでいただくことを要望しておきたい

と思います。

次に、県内学生の比率を高めるために、県内

生推薦枠149名を設定するとともに、県内高校、
企業などの担当者を配置して取組を強化してお

りますが、令和5年度の実績について、お尋ね
いたします。

〇議長（徳永達也君） 浦副知事。

〇副知事（浦 真樹君） 令和5年5月1日現在の
在校生3,025名のうち、県内出身者は1,464名、
割合は48.4％、県外出身者が1,561名で51.6％と
なっております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）令和5年5月1日実績で、
県内生349名で47％、県内学生が50％を切って
いることは残念であります。

県内学生の割合を向上させるためには、例え

ば目標値を設定する、60％なら60％と、または
推薦枠を拡大する、こういうのを抜本的に取り

組む必要があると思いますが、いかがですか。

〇議長（徳永達也君） 浦副知事。

〇副知事（浦 真樹君）県内就職率を高めると

いうことに対しまして、多くの県内の高校生に

入学をしていただくことは一つの方策であると

いうふうに認識をしております。

その場合、一般選抜では学力によりまして合

否が決まりますので、県内生、県外生の割合を

目標値として定めることは難しいと考えており

ますけれども、一方で、県内高校生から、どれ

だけ県立大学が選ばれたかということは大切な

視点であるというふうに考えております。

そのため、第4期の中期計画では、大学入学
共通テストにおける県内志願者数に占める県立

大学一般選抜における県内志願者数の割合を達

成水準として新たに定めているところでありま

す。

それから、もう一つお話がございました県内

推薦枠の拡大でございますが、現状では一部の

学科におきまして志願者数が募集人数を下回っ

ておりまして、また、県立大学で学びたいとい

う他県の多くの学生の入学機会を減らしてしま

う可能性もあると考えられますけれども、一方

で、県内高校生の志願者を増やすきっかけには

なる可能性もあるのではないかと考えられます

ので、どのような条件を設けることで拡大の余

地が生まれてくるのか、県立大学ともこれから

十分に協議をしてまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 県内生の割合を、目標

を設定できないと、残念ですね。最低でも50％
を切ったら恥ずかしいじゃないですか。

それと、推薦枠を、人数でいけば全国的に第

5位だということだけれども、第1位になっても
いいじゃないですか。何らかの形で思い切った、

今までの継続じゃなくて大胆に。

今日は総務部長に代わって副知事から答弁い

ただいたということは、何かのいいチャンスで

すから、あなたは答弁する機会はなかっちゃか

ら。ぜひ、そういった縁で、これに銘じて、ひ
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とつ大学とも協議していただくことを要望して

おきます。

（5）こんな長崎どがんです会について。
①これまでの実績等について。

湊議員からも質問がありましたので、重複す

る部分もあります。

大石知事は、政治姿勢として、県民の皆様と

直接対話を行い、現状の課題を把握したうえで、

今後の県政課題解決につながることを目的に実

践されているということでありました。

昨日の答弁の中で13回やっているというこ
とでしたので、これについてはよく頑張ってい

ると思いますけれども、この中で特に知事が印

象に残っていることがあれば、ご披露いただけ

ればと思います。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 議員ご指摘のとおり、現

在、これまでに13回開催をしてまいりました。
「こんな長崎どがんです会」は、県民の皆様

と一緒に選ばれる「新しい長崎県づくり」を実

現したいという思いから、県民の皆様と直接対

話をして、ご意見をお伺いするという目的でや

っています。

「こんな長崎どがんです会」では、これまで

「子育て」や「移住」、「情報発信」、「観光」

など、毎回様々なテーマを設定しています。そ

れぞれの会において、各分野の現場でご活躍い

ただいている方々から貴重なご意見をお聞きす

ることができて、新たな気づきであったり、ま

たアイデアの創出につながっているものと考え

ております。

これまで、いずれも大変意義深いものだと考

えておりますけれども、例えば、先月行った大

村湾周辺でのサイクリングとクルージングを組

み合わせたサイクルージングを、「こんな長崎

どがんです会」の参加者の方々と一緒に体験を

した回がございました。

この回では、その土地の空気を肌で感じられ

たこと、地域の皆様方と触れ合うことができた

という意味でも、非常に印象が残っています。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）これはなかなか有意義

な、知事の政治姿勢がよくわかる取組でありま

すので、積極的な取組を求めておきたいと思い

ます。

知事は13回やっておりますので、この中で出
た意見、提案が令和5年度に政策として事業化
できたもの、また今後可能性があるものについ

て、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） 昨年度の「こんな

長崎どがんです会」の参加者からいただいた貴

重なご意見については、令和5年度予算の検討
において、子どもの居場所づくりに関する研修

会の開催や、情報共有の場の構築のほか、移住

施策における先輩移住者の経験を踏まえました

Q＆AのWebサイト掲載など、施策立案の参考
とさせていただいたところであります。

また、今年度の「こんな長崎どがんです会」

におけるご意見につきましても、大村湾サイク

ルージングによる周遊観光の取組や、中小企業

におけるDX、デジタル化による人手不足対策な
ど、県の施策への活用が図られるよう検討を深

めてまいりたいと考えているところでございま

す。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）若者を含めて意見を政

策に活かしていると、特に、子どもの居場所づ

くりやということでありましたので、こういう

ことをやりとりしながらいくのが、県民の力を
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得る大きな原動力となっていくと思いますので、

ぜひ、そういうやりとりをしながら、併せてPR
を積極的にやっていただくことを要望しておき

たいと思います。

知事が県民の皆様と直接対話することは、今

後ますます重要になってくるものと考えていま

す。今回の教育問題、例えば学校における働き

方改革等をテーマとして、教職員、子ども、若

者、保護者、地域の代表者を対象にした「こん

な長崎どがんです会」を開催することを提案し

たいと思いますけれども、答弁を求めます。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）学校で働

いている先生方や生徒、保護者と知事が、教育

に関わるテーマにつきまして直接意見を交わさ

れることで、今後の県政の新たな視点や発想、

また、アイデアなどが得られる機会にもなるで

はないかと思っております。

今後、「こんな長崎どがんです会」を含めま

して意見交換していただく場の設定を、関係部

局と協議してまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、教育委員会教育次

長から、「こんな長崎どがんです会」を含めて、

設定を検討したい趣旨の答弁がありました。こ

れは了としたいと思います。

本県の若者、子どもの意見、提案を広く多く

集めて県政に反映させる、事業化し、その成果

の見える化を図ることができると、長崎県の子

ども、若者一人ひとりに自己肯定感が高まるこ

とが期待できます。会の開催を要望いたしてお

きます。

最後に、7月25日、26日の全国知事会を欠席
して、クリスティアーノ・ロナウド選手との面

会等の公務を優先したことは、大石知事らしい

政治判断だと思います。この公務の大いなる成

果に期待をするものでありますが、これからも

県民ファーストの政治姿勢を求めますが、知事

にその決意があれば、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）先ほどお話しいただいた

面会の件ですけれども、長崎県にとりまして、

ポルトガルと長崎県というのは480年を超える
歴史がございますので、このネットワークの構

築と関係強化を行っていくことは県勢の発展に

資することだと、まず思います。

また、クリスティアーノ・ロナウド選手は、

先日も申し上げたとおり非常に絶大な影響力を

持っていらっしゃる方だと思っております。そ

のような方に長崎県のことを情報発信をしてい

ただけることになれば、非常に長崎県の県勢浮

揚にも資することかなと思っておりますので、

私としては、そういった可能性も含めまして総

合的に判断をしながら、今後も取組を進めてい

きたいと思います。

また、県民ファーストとして取り組む姿勢に

ついて、お伺いをしたいというご質問をいただ

きました。

私は、知事就任当初から、できる限り県内各

地に足を運んで、地域の現状を自ら確認をして、

県民の皆様の思いを真摯に聞きながら、県政運

営にできる限り反映をしていきたいと、そうい

う思いで取組を進めてきております。

先ほどから話題に上がっております「こんな

長崎どがんです会」につきましても、県内企業

の最先端オフィスにお伺いをさせていただいた

り、島原市の雲仙岳災害記念館で開催するなど、

現場の雰囲気を肌で感じながら、各分野に携わ

る方々のご意見を直接お聞きをしてきていると

ころでございます。
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また、大規模な赤潮被害やびわの寒害もござ

いましたけれども、被害が発生した際にも私自

身が、現場の被害状況を速やかに直接確認をさ

せていただいて関係者の皆様にお話をお聞きす

るといったような、スピード感を持って現状把

握に努めて、施策の対応に当たってきたところ

でございます。

今後とも、県民の皆様の生の声にしっかりと

耳を傾けながら、ニーズを酌み取り、施策に反

映することで、県民の皆様が成果を実感できる

ように取り組んでいきたいというふうに思って

います。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）知事の行動を見ますと、

びわの寒害被害、トラフグ等の赤潮被害、そし

て、この前の雹のみかん被害、いち早く現場に

入って耳を傾けると、その姿勢はよくわかりま

す。そういう姿勢がやはり県民に伝わっている

のではないかと思います。

私が言いたいのは、県職員の皆さんですね。

やはり知事がこれだけ前向きに現場に入ってい

く姿勢をきちんとしている以上は、職員の皆さ

ん方もどんどん、どんどん中に入っていって、

そのことが県勢を盛り上げていく一つの大きな

きっかけになると思いますので、ぜひ職員の皆

様、ひと踏ん張り、現場にさらに入っていただ

くことを強く要望するとともに、今後、知事に

おいても、さらなる県民ファーストの政治姿勢

での県政推進を要望して、質問を終わります。

（拍手）

〇議長（徳永達也君） これより、しばらく休憩

いたします。

会議は、2時35分から再開いたします。
― 午後 ２時２０分 休憩 ―

― 午後 ２時３５分 再開 ―

〇副議長（山本由夫君）会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）（拍手）〔登壇〕 日

本共産党の堀江ひとみです。

5期目の最初の一般質問、県民の声を届けて
まいります。

お忙しい中、県議会議場においでいただき、

インターネット中継をご覧いただき、ありがと

うございます。

通告に基づき質問いたします。

1、「核のゴミ」受け入れに対する被爆県知
事としての見解について。

先月、市民団体である「民主長崎県政をつく

る会」は、被爆県長崎の知事として、高レベル

放射性廃棄物最終処分場誘致に明確に反対表明

をしていただきたいと申入れを行いました。比

田勝尚喜対馬市長は、観光業、水産業などへの

風評被害だけでなく、将来的な想定外の要因に

よる危険性が排除できないこと、被爆県民であ

ることを判断理由として、最終処分場を誘致し

ない姿勢を明確にしました。

そこで、知事に質問します。

高レベル放射性廃棄物の最終処分場誘致につ

いて、被爆県長崎の知事として明確に反対する

考えはないか、答弁を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 〔登壇〕 堀江議員のご

質問にお答えさせていただきます。

長崎県では、高レベル放射性廃棄物の最終処

分地選定プロセスの第一段階となる文献調査も

行われていない状況でございます。現時点にお

いて、県として具体的な判断を行う段階にはな

いものと認識をしてございます。
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そのため、今後について予断を持ってお答え

することはできませんけれども、長崎県で検討

するに当たっては、まずは県民の皆様の安全の

確保、生活を守ることを最優先に考える必要が

あると思います。

また、本県の基幹産業であります観光業や第

一次産業への風評被害のおそれなど様々な影響

についても、十分考慮しながら慎重に検討する

必要があると思います。

さらには、こうした様々な課題を考慮するこ

とと併せて、広域行政を担う立場から、県内の

ほかの地域を含む広域的な影響についても留意

をしていく必要があると考えております。

加えて、県民の皆様の中には、被爆県である

ことを理由に反対の声があることも承知してお

ります。

こうしたことから、現時点では、直ちに推進

するという立場にないという認識でございます。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） 今の知事の答弁は、

直ちに推進する立場にはないけれども、現在、

具体的な判断は行わない、明確に判断はしない

という答弁だったと思います。

対馬市議会は、2007年に、「高レベル放射性
廃棄物の最終処分場誘致に反対する決議」を可

決しています。

決議では、この廃棄物は、原子力発電所で使

用済みになった燃料を再処理場でプルトニウム

とウランを取り出した後に残る死の灰で、これ

をガラスと一緒に固めステンレス容器に詰めた

ものである、この容器１個で長崎原爆約20発分
以上の死の灰が詰まっており、これを4万個も
地下300メートル、さらに深く埋めるという、

いくら地下とはいっても、その死の灰の毒性が

なくなるまでには数万年とも数十万年以上とも

いわれ、その間、何が起こるか科学者も証明で

きないのである。

この問題を考える場合、交付金と職場の確保

が言われるが、逆に、その風評被害でどれだけ

の農畜水産物に損害を及ぼすか、はかり知れな

い。観光と第一次産業を融合させたまちづくり

など絵に描いた餅になってしまうし、被爆県長

崎にあって孤立の道を歩むことになるだろうと

宣言しています。

2007年の対馬市議会決議は、2011年の福島第
一原発事故よりも以前の決議であり、先見性に

満ちた内容です。

最終処分場誘致に関わることは、原子爆弾が

投下され、人類史上、未曾有の大惨禍を被った

経験を持ち、核兵器の廃絶を求めている長崎県

は受け入れ難いと認識します。

3日後の12月8日には、長崎市内で核兵器のな
い世界に向けた「国際賢人会議」が開かれます。

知事は、議会初日、「今後とも、一日も早い

核兵器の廃絶に向けて力を注いでまいりたい」

と述べました。核のごみ受け入れに対する被爆

県知事としての見解を再度求めます。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）先ほど申し上げたとおり、

今後について予断を持ってお答えすることはで

きませんけれども、もし、その判断を検討する

に当たっては、議員の意見の中にもありました

けれども、様々な課題について配慮をしながら

検討する必要があるというふうに思います。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）被爆県長崎の知事と

して核兵器の廃絶を求めているなら、核のごみ

誘致については、明確な反対を意思表示すべき
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です。被爆県長崎の知事として筋が通らず、あ

まりに情けない、県民の理解は得られないと指

摘をしておきます。

対馬市が核のごみ候補地になった根拠の一つ

が、経済産業省が2017年7月に公表した「科学
的特性マップ」です。このマップで対馬市は、

地層面でも輸送面でも好ましい地域として最良

の候補地となっています。

ところが、2022年3月、政府の地震調査委員
会が公表した活断層の存在があります。同年4
月14日の長崎新聞では、対馬、壱岐、五島沖に
活断層が点在することが明らかになったと報道

し、「どこでも地震が起きる可能性があること

を肝に銘じ、いつ何があっても困らないように

備えなければ」と、専門家の見解を伝えていま

す。

県民からは、政府の地震調査委員会の活断層

の存在の公表は、経済産業省の「科学的特性マ

ップ」に影響はないのか、疑問の声も寄せられ

ています。

政府の見解を把握しているでしょうか、答弁

を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） 令和4年3月に国
の「地震調査研究推進本部地震調査委員会」か

ら公表されました「日本海南西部の海域活断層

の長期評価」では、対馬近海において活断層の

存在が確認されたところであります。

こうした状況を踏まえ、本年8月、対馬市か
ら資源エネルギー庁に対し、「科学的特性マッ

プ」の見直しの予定に関する質問が行われまし

た。質問に対しまして、資源エネルギー庁は、

次のような見解を示されております。

「科学的特性マップ」は、それぞれの地域が

最終処分施設建設地としてふさわしい科学的特

性を有するかどうかを確定的に示すものではあ

りません。最終処分施設建設地を選定するには、

「科学的特性マップ」に含まれていない要素も

含めて、法に基づく調査をしていく必要があり

ます。

地震調査委員会が令和4年3月に公表した長
期評価にある対馬市周辺の活断層は、地域固有

の文献・データであり、現時点では、「科学的

特性マップ」の見直しではなく、地域固有の文

献データとして文献調査の対象とすることが想

定されます。

なお、仮にご指摘の活断層を「科学的特性マ

ップ」の考え方に当てはめた場合であっても、

地層処分に好ましくない特性があると推定され

る範囲は、陸域には及ばないと考えられます。

以上が、資源エネルギー庁の見解となってい

るところでございます。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）るる答弁されたけれ

ども、要は、「科学的特性マップ」に今回の政

府の地震調査委員会の活断層の公表というのは

影響ないんだよということを言われたんだと思

います。

いずれにしても、この声は、被爆県長崎の知

事として、この最終処分場の誘致を明確に反対

していただきたいという強い声が私に寄せられ

ておりましたので、あえて指摘をし、また、県

民の声を届けていきたいと思います。

2、子育て重視の施策について
（1）学校給食費無償化について。
「給食は、教育、子どもたちの権利」と発言

するある方の言葉を紹介します。

「コロナ休校による給食停止により、給食の

重要性が再認識されました。戦後の日本全体が

貧しかった時代から、保護者の低所得と子ども
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の貧困が広がる現在も、学校給食は、子どもの

健康と命を守る役割を担っています。日本の給

食は、文部科学省が所管し、教育の一環です。

食材費は教科書無償と同じと考えるべきです」。

「学校給食の無償化を目指す会」代表世話人

の石田清人さんの言葉です。

そこで、質問します。

教育委員会教育長は、学校給食について、ど

のような認識をお持ちか、見解を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）学校給食

は、児童生徒の心身の健全な発達に資するもの

であり、適切な栄養摂取による健康の保持・増

進を図ることはもとより、食に関する正しい知

識や望ましい食習慣を養うなど、食に関する指

導を行ううえで重要な役割を果たすものである

と認識をしております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） 言葉を換えれば、学

校給食は、生きた教材として学校における食育

の中心的役割を担うという言葉の表現でも、こ

れはそういう答弁という認識でいいですか。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君） はい。結

構でございます。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）学校給食法と政府答

弁を遡ってみました。

給食費無償化をしない理由として、学校給食

法第11条にある教材費は、保護者負担が根拠に
されています。

しかし、1951年3月19日、日本共産党の岩間
正男参議院議員が、「憲法第26条に規定されて
いる義務教育の無償というものをどの程度まで

考えているのか」と質問し、政府は、「現在の

無料は授業料ですが、そのほかに教科書、学用

品、学校給食、なお、できれば交通費と考えて

おります」と答弁しています。

つまり、政府は、72年前に給食費無償化を目
指すと答弁しています。昨年10月7日、小池晃
参議院議員は、「学校給食法は、自治体の判断

で給食費の全額を補助することを否定していな

い。これを自治体に徹底すべき」と求め、岸田

文雄総理は、「自治体が補助することを妨げる

ものではない」と認めています。

そこで、質問します。

給食費無償化については、設置者が判断でき

る、この認識でよいか、答弁を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）義務教育

諸学校における学校給食は、「学校給食法」の

規定に基づき、「学校設置者と保護者の経費負

担により円滑に実施されるものであり、学校給

食の食材等に要する経費は、保護者の負担とす

ること」と規定されております。

なお、文部科学省は、「保護者が負担する学

校給食費を学校設置者の判断により補助するこ

とを妨げるものではない」との見解を示してお

り、そのように理解しております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）設置者の判断で学校

給食費の無償化が実現できる。今、教育委員会

教育次長が答弁されましたように、公立小学校、

中学校については、市町の判断ということにな

ります。

では、県立についてですけれども、県教育委

員会の判断となります県立の特別支援学校、高

校の定時制課程、中学校、県教育委員会が設置

者となる学校について、これは給食費は無償で

はありません。ここの給食費無償化については、
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どういう見解をお持ちですか。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）県立学校

におきます学校給食費の保護者負担軽減につき

ましては、経済的理由により負担が厳しい保護

者や特別支援学校に通学する児童生徒の保護者

等に対し、生活保護制度や就学援助制度等によ

り行っているところでございます。

なお、県立学校における給食費の無償化につ

きましては、厳しい財政状況に加え、学校や校

種によって給食の実施形態や給食費が様々であ

ることから、慎重に判断する必要があると考え

ております。

併せまして、現在、国において義務教育諸学

校の学校給食費の無償化に向けた検討が進めら

れているところでありますので、その動向も注

視してまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） 慎重に判断する、そ

して、国の動向を注視したいということは、県

立学校が設置者となっています県立の特別支援

学校、高校の定時制課程、中学校、今後、これ

については、判断をするというふうにも受け取

っていいんですか。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君） 今現在、

国において義務教育諸学校の学校給食費の無償

化に向けた検討が進められておりますので、そ

の推移を見極めてまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）推移を見極めるとい

うことは、今後、判断をしていく可能性もあり

ますので、ぜひ県教育委員会が設置者となって

います県立の特別支援学校、高校の定時制課程、

中学校についても無償化していただきたいとい

うことを要望しておきたいと思います。

昨年、政府が示した「こども未来戦略方針」

の中で、「子育てに係る経済的負担を軽減する

ため、学校給食費無償化の実現に向けて実態調

査をしたうえで、課題の整理を行い、具体的な

方針を検討する」とされていますが、この政府

の動きは把握しておりますでしょうか、答弁を

求めます。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）国におき

ましては、次元の異なる少子化対策の方向性を

まとめた「こども未来戦略方針」に基づき、学

校給食費の無償化の実現に向けて、現在、全国

規模での学校給食の実態や学校給食費の無償化

の実施状況調査が行われているところでござい

ます。

その結果を踏まえて、具体的方策についての

検討がなされることとなっております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） 今、全国に広がって

います学校給食費の無償化、県内でも佐世保市

や波佐見町で来春から取り組むと本日付の長崎

新聞が伝えています。特に、小学校、中学校の

給食費無償化については、長崎県に対し、国に

要望してくださいとの要望が広く寄せられてい

ます。長崎市などの県内自治体、6月の県議会一

般質問では、自由民主党の大場博文議員からも

要望が出されました。国への要望がどのように

行われているのか、示していただきたいと思い

ます。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育次長。

〇教育委員会教育次長（狩野博臣君）学校給食

費の保護者負担の軽減につきましては、全国知

事会をはじめ、全国都道府県教育長協議会等、

関係団体を通じて要望が行われているところで
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ございます。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）この問題の最後の質

問にしますが、知事、この学校給食の無償化の

実現のためにお力添えいただきたいと思います

が、知事の見解を最後に求めたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 少子化が進行する中、子

どもを安心して生み育てることができる社会を

実現するためには、切れ目のない保護者負担の

軽減を図ることは非常に重要だというふうに認

識をしております。

しかしながら、学校給食費の無償化を県独自

で行うことを想定しますと、これには多額の費

用を要することが非常に難しさがあると認識し

ております。

そのことから、国の責任で財源を含めて具体

的な政策を示していただくように、国に対して、

全国知事会を通して要望しているところでござ

います。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）少なくとも国に対し、

強く要望していただきたいということを求めて

おきたいと思います。

（2）国保子ども均等割無償化について。
国保税の決め方の中で、赤ちゃんが生まれた

ら一人幾らということで、生まれただけでかか

る均等割、まさに人頭税です。つまり、家族の

人数に応じて負担する必要があり、結果として、

子どもの数が多い世帯ほど負担が重くなります。

長崎県内の各自治体では、赤ちゃん一人3万円
から4万円かかると認識しています。これでは
安心して子どもを生むことはできません。

そこで、質問します。

国保の子ども均等割については、子育て施策

として課題があると考えますが、見解を求めま

す。

〇副議長（山本由夫君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君）国民健康保険の

均等割保険料は、家族の人数に応じて負担する

必要がございます。

その結果といたしまして、子どもの人数が多

い世帯ほど負担が大きくなることから、子育て

支援の観点からは課題があると考えておりまし

て、県といたしましては、これまで全国知事会

を通じて、子どもの均等割軽減措置の導入を国

に求めてまいりました。

国において、昨年4月から子どもの均等割軽
減措置が開始され、一定の改善が図られている

ところではありますが、対象となる子どもの範

囲が未就学児に限定され、軽減額は5割とされ
ていることから、さらなる拡充が必要であると

考えており、県といたしましても、引き続き、

全国知事会を通じて要望をしているところです。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） 来年1月より子育て
世帯への経済的負担軽減措置として新たな支援

が実施されると仄聞していますが、把握してい

るでしょうか、答弁を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（新田惇一君） 来年1月から新
たに実施されます出産時における国民健康保険

料の軽減措置につきましては、子育て世帯の負

担軽減、次世代育成支援等の観点から、出産す

る被保険者の産前産後期間相当分として、4か
月分の均等割及び所得割保険料を免除するとい

うものであり、本県では年間700件程度が対象
になると見込んでいるところです。

この軽減措置につきましては、原則、本人が

市町に申請することになっておりまして、申請
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漏れ等を生じさせないためには、被保険者への

周知等が重要になってまいります。既に市町に

おいて、制度周知が図られているところではご

ざいますが、引き続き、市町と連携し、周知の

徹底に努めてまいります。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） 昨年、知事は、「国

保子ども均等割については、子育て支援の観点

から課題がある」と私に答弁しました。

制度の見直しを今後も国に求める考えはある

か、知事の見解を求めたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 令和4年度から実施され
ております子ども均等割軽減措置につきまして

は、子どもの範囲が未就学児に限定されている

こと、また、その軽減額も5割となっておりま
す。子育て世帯に対する負担軽減としては、や

はり十分ではないという内容になっているとい

うふうに考えております。

切れ目なく全ての子育て世帯を支援する方針

を掲げている国の責任におきまして、子どもの

範囲を限定せず、均等割保険料を免除する、そ

ういったように引き続き全国知事会を通じて要

望してまいりたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） ぜひ、今の立場でお

願いをしたいと思います。

3、石木ダム事業について。
10月の県議会予算決算特別委員会の中で、

「石木ダム事業総額約285億円を今年3月末時
点で既に幾ら使っているのか」という私の質問

に対し、土木部長は、「約197億円、執行率に
して約69％」と答弁しました。事業費内訳別で
は、測量設計費30億円の予算に対し、既に49億
円使っていると答弁しました。

そこで、質問します。

測量設計費、工事を施工するために必要な調

査、測量及び設計などに要する費用ですが、こ

の測量設計費が既に予定額の1.6倍も使われた
理由は何ですか。答弁を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）石木ダム総事業費の

285億円のうち測量設計費につきましては、計
画の約31億円に対し、議員おっしゃいましたと
おり、令和4年度末、執行済み額が約49億円と
なっております。

この測量設計費の内容といたしましては、ダ

ム本体や付替道路の建設に必要な測量や調査、

設計に要する費用を執行しておりますけれども、

事業の長期化に伴い、技術基準等の改定による

設計業務、新たな調査手法を用いての地質の調

査・解析など、追加費用が発生していることか

ら増額となっております。

しかしながら、用地及び補償費等における執

行残予算の流用や工事費におけるコスト縮減に

努めてまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） この際、地質問題に

ついて質問します。

1974年、昭和49年、久保勘一長崎県知事名で
川棚町川原郷、岩屋郷、木場郷の総代に対し、

石木川の河川開発調査結果について、文書で提

出されています。

この中で、ダム基礎岩盤の透水性、岩の割れ

目からの水の漏れ具合については、一部に大き

い透水箇所や湧水箇所が見受けられたとありま

す。この一部とは、石木ダム建設予定地のどの

あたりですか。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）石木ダムにおきます
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地質調査につきましては、昭和47年7月に、地
元川棚町の川原郷、岩屋郷、木場郷の総代と交

わされた石木川の河川開発調査に関する覚書に

基づき、昭和49年8月に、県からその3郷の総代
に対し、調査結果を報告しております。

調査結果では、一部に大きい透水箇所や湧水

箇所が見受けられたと報告しておりますが、そ

の位置は、ダム本体河床部の付近で確認してお

ります。

この透水箇所及び湧水箇所につきましては、

当時も報告しておりますとおり、セメントミル

クを岩盤に注入する基礎処理工により対策は可

能であり、ダムの安全性に影響するものではご

ざいません。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） そこで、本体工事に

係る地質調査が終わり、その結果の分析を踏ま

えて、地質対策工事を行ったうえでないと本体

工事にかかれないと認識をしております。

本体工事にかかる地質調査を終えるのはいつ

ですか。答弁を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）岩盤の強度などダム

本体工事の設計に必要となる調査は、既に完了

しております。ダム本体建設箇所の地質につい

ては、十分な強度を有していることを確認して

おります。

現在、実施しております地質調査につきまし

ては、先ほど答弁いたしましたダム本体工事に

関係するものではなく、透水性の高い箇所等で

実施する基礎処理工の施工範囲を確定するため

の調査でありまして、早期に完了させたいと考

えております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） まず、本体工事に係

る地質調査が要るんですよね。そして、そのた

めに地質対策工事をやって、それからこの本体

工事をする。そして、今答弁があったのは、こ

の本体工事に係る地質調査は終わりました、こ

ういうふうに答弁したという認識でいいですか。

要は、本体工事に係る地質調査があって、そ

の地質調査の分析に基づいて地質対策工事があ

って、そしていよいよ本体工事に入るんですと

いう、この3つの流れでいいかという認識と、
そして、本体工事に係る地質調査は、今答弁が

あったように、もう終わったんですということ

を言ったんですか。もう一度確認させてくださ

い。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）ダム本体を建設する、

それを支える基礎地盤としての強度を確認する

ための地質調査につきましては、既に完了して

おります。

ただ、ダムを造ったうえで水をためる、そう

すると水圧がかかります。その水圧で亀裂が地

盤に入っていると、そこを水が抜けていく可能

性がありますので、その基礎処理工を今後して

いく必要がありますけれども、その範囲をどの

ぐらい対策をしなければいけないのか、それが

まだつかめておりませんので、まさにそれをつ

かむための地質調査を進めておるところでござ

います。

この基礎処理工につきましては、ダム本体工

と並行して進めることができるものでございま

す。ですので、少なくとも基礎処理工とダム本

体の工事は同時に進められるものでございます。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） 聞いていて、よくわ

からない。私がここで言いたいのは、お金が今

後増えるかということなんですよ。そこの確認
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をしたくて本体工事に係る地質調査がどうなの

かということをるる確認していっているんです。

質問が戻って悪いんですけれども、決算総括

質疑の中で、測量設計費が今まで30億円という
予算でした。しかし、既に今年の3月末時点で、
これはもう49億円使いましたと、1.6倍使ったん
ですと、それはどうしてですかと言ったら、各

種調査が必要なんですと答弁されましたね。

各種調査というのは、50年前、ここにいわゆ
る岩盤で漏れている箇所があるんだと、ここの

結果があるので、いやいや、これは工事をすれ

ば直りますということだけれども、岩盤の基礎

にこういう箇所があるんですよという調査報告

があったように、ここの部分が、50年たってど
うなのかというのは置いておいても、要は、ダ

ムの建設を進めるうえで、そういう岩盤の調査

というのはるる必要なんですよね。そして、答

弁の時に言われたように、その基準というのも

50年間の間にいろいろ変わってきた。だからこ
そ、各種調査と言ったら指摘は悪いんだけれど

も、私が言っている本体工事に係る地質調査、

私はそこに限って言いましたけれども、部長は、

それは終わっているんです、終わっているんだ

けれども、また今後、それ以外にかかる部分の

いわゆる調査も含めて、また対策工事、調査が

出れば、その調査で不備があれば、その他の対

策工事をしないといけない、その対策工事もま

たこれは今るるやっているんですよというふう

な答弁をしたんです。

要は、だから、私が言っている測量設計費と

いうのはまだ増えるんでしょう。本体工事に係

る地質調査は終わりました。しかし、それ以外

の部分の調査がるるあるので、言われたように

測量設計費に係る費用が今終わったんじゃない、

これからもかかるということを言っているんで

すか。ここの点を確認させてください。

要は、測量設計費が、今で言うところの49億
円で終わるのか、いやいや、もっとかかるんで

すということを言うのか、そこの確認をしてい

るんです。教えてください。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）測量設計費のうちの

地質調査で、まだ終わっていない、基礎処理工

の範囲をどこまでしなければいけないのか、そ

の範囲を確定するための地質調査といいますの

は、まだその範囲をどこまでしていいのか。結

局、ここまでやっておけば大丈夫というところ

を見つけるまでやらなければいけないという意

味におきましては、増える可能性を持っており

ます。

ただ、先ほど答弁で申し上げましたとおり、

測量設計費が当初の予定より増えていることに

つきましては、ほかの話もちょっと含めて話し

ますけれども、働き方改革ですとか資材の高騰

など、いろんな影響がありますので、工事の進

め方などを検討する中で、費目ごとのその間の

流用とか、そこも含めてどういうふうに対応し

ていけばいいか、その中で検討していきたいと

思っております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）いろいろ答弁された

けれども、測量設計費は減ることはない、今の

時点で終わることはない、これから増えるとい

うことですよね。それを確認させてください。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君） 今、現時点で49.4
億円、測量設計費として執行済みでございます。

ここから増える可能性を持っております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）測量設計費は増えて
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いく、そして、言われるように、本体工事に係

る地質調査は終わったかもしれないけれども、

そのための地質対策工事をやって、それから本

体工事をやる。この流れも言えませんか、そう

いうふうにならないですか。この流れの私の認

識はどうですか、部長の答弁を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）ダム本体を力学的に

安定させるための地質調査、この地質がそれに

耐え得るものかの調査は終わっています。

ただ、亀裂があったり、水が通っていってし

まうものに対してセメントミルクを注入して、

それを止められるようにする、その範囲を確定

するための調査が終わっていない状況です。

そのうえでお答えしますが、ダム本体の工事

を進めながら、その透水箇所に対する対策を進

めることができます。ですので、その2つを完
全に独立して進めなければいけないものではあ

りません。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）私がここで聞きたい

のは、要するに、測量設計費が増えていくとい

うことの確認をしたかったのが一つありますの

で、地質調査をやって、地質対策工事をやって

本体工事、これは工期の問題にもかかわってく

るので、それは置いておいても、測量設計費と

いうのは今の時点で終わりではない。これから

増える可能性はあるんだ。増えるとは言わなか

ったけれども、増える可能性があるという答弁

がありましたので、そこを受けて、次の質問に

移ります。

長崎県には「公共事業評価監視委員会」が設

置されています。公共事業を5年に一度見直す
というものです。2024年度、来年度見直しの公
共事業に石木ダム事業が該当しますか、答弁を

求めます。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）事業の再評価につき

ましては、国土交通省所管公共事業の再評価実

施要領に基づきまして、前回の再評価実施後、

5年経過時点で事業継続中の場合に実施するこ
ととなっております。

石木ダムにつきましては、前回の再評価が令

和元年度に実施されておりまして、来年度に5
年経過となるため、再評価を受ける必要がござ

います。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）丁寧な答弁なんです

けれども、要は、来年度の見直しの公共事業に

石木ダムが入るということを言ったんですね。

そこで、「公共事業評価監視委員会」では、

事業費の増額、工事期間の延長が検討されるこ

とになります。石木ダム事業にとって重要な局

面になります。費用・便益比のB／C、総便益を
総費用で割って、その値が1を超えれば、つま
り社会に与える利益が費用を上回るのであれば

事業を行うことが正当化されるとしています。

石木ダム事業の費用・便益比B／Cは、再評価の
たびにどんどん小さくなっています。2007年
1.43、2011年1.27、2019年1.21。1.43、1.27、
1.21と、どんどん小さくなっている。
今回、費用が大幅に増えれば、1を下回る可

能性もあります。そうなると、石木ダム事業の

建設の意味、そのものが問われることになりま

す。それだけに再評価は、公正な資料に基づき、

中立な委員によりなされるべきですが、実際に

は、事業推進の長崎県が選んだ委員によって、

長崎県が調査した資料によって審議されます。

長崎県公共事業評価監視委員会の議事録を読

みました。石木ダム事業について、直近では
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2019年、2015年、2011年と議題にされていま
す。結果は、いずれも原案どおり、事業継続の

答申になっています。2015年、委員からは、「今
後検討する中において、ぜひ専門家を第三者と

して交えるなどしていただきたい」との発言も

あっています。

そこで、質問します。

2024年度の公共事業評価監視委員会のあり
方として、石木ダム事業については、専門家も

交えた石木ダム事業に特化した委員会を設置す

る考えはないか、答弁を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）石木ダム事業の再評

価につきましては、「長崎県政策評価条例」に

基づき、「長崎県公共事業評価監視委員会」に

おいて審議いただくことになります。

この委員会は、技術分野を含め、様々な分野

の専門家から構成され、幅広い視点でご意見を

いただいておるところでございます。

委員会の意見書といたしましては、平成27年、
そして直近の令和元年においても、事業の継続

を認めていただいております。

また、令和2年には、事業の必要性を認める
司法判断も確定したという状況を踏まえると、

石木ダムに特化した委員会を設置する考えはご

ざいません。

また、意見書においては、事業の継続性を認

めたうえで、「地域住民と合意に至ってほしい」、

「事業の重要性について、あらゆる機会を捉え

て広報等に努められたい」との意見もいただい

たところです。

引き続き、県民の皆様への事業の重要性に関

する広報を行うとともに、川原地区の皆様に事

業へのご理解とご協力をいただけるよう、努力

を重ねてまいります。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） 今までどおり、これ

までどおり、何も変わりなくやりますよという

答弁だったと思うんですが、今回の事業評価は、

石木ダム事業にとって本当に私は重要な局面だ

と思います。私が先ほど示したように、B／C
そのものについても、一方で、答弁したでしょ

う、予算が増えるんですというふうなことも答

弁されたじゃないですか。

ましてや、工事費そのものにつきましても、

ダム本体の人件費、資材の価格の高騰とか、や

はり素人が考えても工事費については上がって

いくだろうというのは大いに予想されるじゃな

いですか。だから、県民の間から、石木ダム事

業については、特化した委員会を持つべきでは

ないか、そういう声が私のところに寄せられて

いるので、今回改めて質問したんです。

今の部長の答弁は、これまでどおり、るるや

りますということでしたけれども、そういう県

民の意見を受けて検討する考えはないか、再度

答弁を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（中尾吉宏君）これまでの答弁でご

説明させていただきましたことは、測量設計費

が増える可能性を持っているということでござ

います。総額については、建設費に係る予算の

コストダウンなどに努めまして、総額で収まる

ようにまずは努力して、令和7年度完成という
姿勢を変えることはなく、工事の進め方などを

検討してまいりたいと思っております。

県の公共事業評価監視委員会の話になります

けれども、何を評価するかといいますと、事業

をめぐる社会情勢がどのように変化したのか、

事業の効果に変化はあるのか、これは議員のお

っしゃったとおりでございます。そして、事業
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の進捗の見込みがあるのか、新たな工法の可能

性はあるかなど確認を行う場でございます。

議員、工事費が増えるというようなお話をさ

れましたけれども、今申し上げましたとおり、

工事の進め方などを今検討している段階でござ

います。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）私が工事費が増える

と言ったものだから、いやいや、予算内に収ま

るように頑張りますという答弁に変わったんだ

けれども、測量設計費そのものを取った時にも、

これまで、るる私の質疑に答弁したように、こ

れからの測量設計費、今のままでは終わらない

でしょう、増えていく、その見込みですよと答

弁したじゃないですか。それはダム工事費につ

いては、それで収まるようにしますというふう

なことを言っているんですが、それぐらい工事

費がどうなるか、いわゆる予算がどうなるか、

経費がどれくらいかかるかということが、今度

の評価委員会の中では大きな問題になっていく

んですよ。だからこそ、特化した委員会が必要

ではないか、これが県民の声なんです。

だから、私は、この質問をしているんですけ

れども、今、考えがないということですけれど

も、私はぜひ検討していただきたいと思ってい

ます。

そこで、今年4月、斉藤鉄夫国土交通大臣の
国会答弁の根拠について、質問します。

4月6日参議院国道交通委員会で嘉田由起子
議員に、4月24日衆議院決算行政監視委員会第
四分科会で山田勝彦議員に、「長崎県は事業を

円滑に進めるため、地元住民の説明会や戸別訪

問も数多く開催し努力している」と斉藤国土交

通大臣は答弁しています。

しかし、10月17日付長崎新聞では、大石知事

と事業に反対する住民の対話は、平行線をたど

り、昨年9月から途絶えていると報じています。
斉藤国土交通大臣の答弁の根拠は何か、私は上

京し、国土交通省に直接尋ねました。国土交通

省の担当者は、次のように回答しました。「長

崎県より平成12年から令和5年3月31日まで
391回の対応をとっている」と、今年4月に報告
を受けていると答えました。

そこで、質問します。

4月、国土交通省に知事と反対住民との対話
が途絶えていることを報告したのですか、答弁

を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長(中尾吉宏君) 石木ダム事業におけ

る地元対応状況につきましては、随時、国土交

通省に報告を行っております。令和5年3月31日
までに行った県職員による説明会、戸別訪問、

生活相談の回数等の合計が391回であることに
ついて、報告を行っております。

県としましては、工事の進捗状況、その他知

事による地元訪問や反対住民との対話状況など

についても、適宜報告しております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）私の質問に答弁され

てませんね。知事だけではなくて、職員が訪問

していますと、そういうことも報告しましたと

いうことですけれども、私が質問したのは、国

土交通省に知事と反対住民の対話は昨年9月か
ら途絶えているんですよと、そのことを報告し

ましたかと聞いているので、報告したのかどう

か、答弁を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長(中尾吉宏君）知事が訪問されてい

ないということは、何と申しましょうか、日々、

それを報告することまではしておりません。た



令和５年長崎県議会・１１月定例会（１２月５日）

- 184 -

だ、知事が現地を訪れていただいてコミュニケ

ーションを取っていただいた、そのことについ

ては報告をしております。

また、こうした地域の方々とのやりとりにつ

きましては、様々なチャンネルを通して努力し

ていくことが重要であると考えまして、知事の

みでなく、我々担当の方でも月に1回は皆さん
に話し合いの機会を設けていただきたいという

話はさせていただいております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）職員が反対地権者の

皆さんをるる訪問している、そういうことは報

告しているし、実際やっているし、それは報告

していると今答弁であっているんですよね。

私が聞いているのは、昨年9月から知事と事
業に反対する住民の対話は途絶えていますよと、

そのことを報告しているんですかと聞いている。

報告してないんですか。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長(中尾吉宏君) 途絶えているという

ことは説明はしておりませんが、行っていると

いう説明はしておりません。行っておられない

ので、それは説明をしておりません。でも、そ

れは理解を進めれば、行っていない期間が続い

ているということにもなると理解しております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）ここで私が言いたい

のは、国会答弁の根拠になるのは、長崎県の土

木部が国土交通省にどういう報告をするかとい

うことですよ。るる職員が行きましたと、いい

でしょう、それは。391回行きました、それと
同時に、知事との対話については平行線になっ

ている、そのことも言うべきでしょう。国土交

通省がどうそれを取り上げて国会答弁にするか

は別ですよ。

ただ、私がここで言いたいのは、きちんと正

確に伝えてほしい、このことを言っているんで

す。だから、言うように、職員が行ったことは

言うけれど、知事が言うことについては、これ

は言ってないわけでしょう。

しかし、一番の、知事が代わって地元に行き

ましたと、そういうことは国土交通省にも言う

べきじゃないの、去年の9月からそれは途絶え
ていますということも。

要は、いいことも悪いことも、きちんと正確

に報告してほしいんですよ、国に。そういう姿

勢があるかどうかというのを質問したくて、こ

の質疑をしているんです。

その意味でも、今年の4月の斉藤鉄夫国土交
通大臣の国会答弁の根拠について質問している

んですから、では、知事が去年の9月から反対
住民との対話が途絶えているということは、こ

と細かく相談しませんでしたということなので、

今後については、きちんと正確に伝える、そう

いう姿勢に立ちますか。そのことを答弁してく

ださい。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長(中尾吉宏君) 知事に行っていただ

いたことだけでなくて、その他諸々のことも含

めて、担当からも国土交通省に情報共有をさせ

ていただきますし、私自身も国土交通省と直接

コミュニケーションを取ってきておりますし、

これからも取っていきたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）何で長崎県の土木部

長が全部国土交通省か、意味があるんですよ。

いろいろ私は思うんですけれども、それは置い

ておいて、少なくとも、それは職員が行きまし

たという報告だけではなくて、知事も行きまし

たという報告だけではなく、知事も行っていま
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せん、そういうことも含めて正確に国土交通省

に報告していただきたいということを強く申し

上げておきたいと思います。

知事に質問します。

就任以来、「反対住民と信頼関係を築きたい」

と答弁をしています。反対住民と信頼関係を築

くために工事を中断して話し合いをする考えは

ないか、知事の答弁を求めます。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事(大石賢吾君) 石木ダムにつきましては、

近年、全国各地で甚大な自然被害が頻発する中

で、県民の安全、安心を確保すること、これは

行政の重要な責務でありますので、一日も早い

完成を目指す必要があると考えております。そ

のため、今後も工事工程に沿って工事を進める

必要があると考えています。

一方で、川原地区にお住まいの13世帯の皆様
のご理解とご協力を得たうえで事業を円滑に進

めること、これが最善であるという考えに全く

変わりはありません。

昨年9月以降、話し合いには応じていただい
ておりませんけれども、先ほどからお話がある

ように、職員が毎月お話し合いのお願いを続け

ております。今後もご理解をいただけるように

努力はしていきたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）ご理解をいただける

努力をしたいということですよね。この理解を

いただく努力というのは、何を指しているんで

すかね、どんな努力のことをいうんですか。

今回、補正予算で提案されている石ダム基金、

ダム建設を認めた地権者に土地の補償などとは

別に1世帯当たり500万円を上限として協力感
謝金として渡したかつての基金を復活させまし

たね。提案者は知事ではないですか。今年7月

20日、佐世保市長との対話の中で、知事が言い
出したというふうに私は聞いておりますけれど

も、これが理解を得る努力ですか。

昨年9月より反対住民との対話が途絶えてい
る中で、住民との対話を模索するのではなくて、

反対地権者を協力感謝金で事業推進に変えよう

と考える、その知事の姿勢が問われていると私

は思います。

ご理解を得る努力とは何を指すのか、この一

年の間の知事の動きは見えません。再度答弁を

求めます。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事(大石賢吾君) まず、基金のお話がござい

ましたけれども、これは先日もご答弁させてい

ただいたとおり、やはり生活再建に向けた支援

であったりとか、また、地域振興策に関しまし

て、これはしっかりとやっていく必要があると

思いますので、それに向けた準備ということで、

今取組をさせていただいております。

また、理解を得る努力というお話がございま

した。これにつきましては先ほどから申し上げ

ているとおり、職員によって、毎月のように話

し合いに応じていただくように訪問させていた

だいております。

私自身も、その話し合いを実現できればと思

いますけれども、昨年9月、お話し合いを最後
にさせていただいた際に、「ダムの必要性の議

論をしなければ話し合いには応じることはでき

ない」というお話をいただきました。我々とし

ましては、今、この段階においてダムの必要性

を議論する段階にはないというふうに考えてお

りますので、そこの理解が得られてないものと

いうふうに思っています。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）工事を中断して話し
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合いをしてほしい、そういう反対住民の皆さん

の思いに沿った対応をしていただきたい、この

ことを強く求めたいと思います。

4、県営住宅における単身者の入居受け入れ
について。

県内のある自治体が学生の県営住宅への入居

の許可について検討していただきたいと長崎県

に対し、要望を行いました。

そこで、質問します。

県営住宅における単身者の入居受け入れにつ

いて、現状をお知らせください。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長(中尾吉宏君) 現行の条例ですが、県

営住宅に入居できる方は、住宅に困窮するなど

の要件に加え、同居親族のいることが原則とな

っております。

ただし、単身者であっても、60歳以上の方や
障がいをお持ちの方、生活保護を受給されてい

る方など、一定の要件に該当する方は、入居可

能となっております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） 60歳以上の単身者
の受け入れは、理解をしました。

では、60歳未満の受け入れはどうなりますか。
〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長(中尾吉宏君) 本議会におきまして、

県営住宅の入居資格である同居親族の要件を廃

止する条例改正案を上程しております。

今回の条例改正案では、収入基準などの要件

を満たす単身者は、60歳未満でも入居が可能と
しております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）文教厚生委員会の県

内視察で鎮西学園大学を訪問しました。この席

で、姜尚中学長は、学生のために県営住宅の受

け入れを検討していただきたいという趣旨の発

言がありました。外国人の方の受け入れはどう

なりますか。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長(中尾吉宏君) 現行の条例でも、外国

人の方は、国籍に関わらず、入居に必要な書類

を提出していただいたうえで、同居親族がいる

ことや収入基準などの入居資格を満たせば入居

可能としております。

今回の条例改正案では、収入基準などの入居

資格を満たせば単身の外国人の方でも入居可能

としております。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） この条例改正は、こ

の委員会審議に委ねますけれども、条例改正は、

4月からの新入生の入居について、これは間に
合うんですかね、その点を教えてください。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長(中尾吉宏君) 詳細につきましては、

今後、詰めていきたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君） いずれにしても、

60歳未満の単身者については、入居を促進する
立場であるということ、外国人の方の受け入れ

についても、今も、そして条例改正後について

も、変わらず受け入れるという、この認識でい

いのか、この点だけ確認させてください。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長(中尾吉宏君) 議員が今おっしゃっ

たことに違いはございません。

〇副議長（山本由夫君） 堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）石木ダムは反対です

けれども、県営住宅における単身者の入居受け

入れにつきましては、土木部長の答弁を了とし

て、私の質問を終わりたいと思います。
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ぜひ、4月の入居に間に合うような対策を取
っていただきたいということも、この機会に要

望しておきたいと思います。

質問を終わります。（拍手）

〇副議長（山本由夫君） これより、しばらく休

憩いたします。

会議は、3時50分から再開いたします。
― 午後 ３時３５分 休憩 ―

― 午後 ３時５０分 再開 ―

○議長（徳永達也君） 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君）（拍手）〔登壇〕 もった

いないよ 長崎、長崎市選挙区選出の大倉 聡

です。

まずは、傍聴席にたくさんの皆さんお越しい

ただき、本当にありがとうございます。そして、

インターネット中継をご覧の皆さんもありがと

うございます。

そして、先輩議員の皆さん、私は、今日が一

般質問3日目、そして最後の最後ということで、
もしかしたら、いえ、きっと質問がかぶると思

います。そこも、はじめての一般質問というこ

とでご容赦いただければと思います。

そして、知事はじめ理事者の皆さん、どうぞ

ご答弁よろしくお願いいたします。

早速質問に入ります。

1、教員の働き方について。
私は、長崎市立桜馬場中学校PTA会長を2期、

そして、長崎市立伊良林小学校のPTA副会長も
2期、現在は、桜馬場中学校区青少年育成協議
会の会長を務めております。

学校現場の近く、子どもたちを間近で見てお

ります。非常に先生は、多忙の中でも子どもた

ちに向き合って一生懸命頑張っている姿があり

ます。ただ、一方で、やっぱり先生の働き方と

いうものには、たくさんの課題があるなという

ものを感じております。

（1）知事政策についての所感。
知事の政策には、「教育関係者がゆとりを持

って教育に専念できるよう職場環境の改善」と

あります。

そこで伺います。

今、学校現場の教員の皆さんがゆとりを持っ

て子どもに向き合うことが果たしてできている

でしょうか。学校現場の現状をどのようにお感

じになっているのか、まずは答弁を求めます。

その後の質問に関しては、対面演壇席から一

問一答方式で行います。

○議長（徳永達也君） 知事。

○知事（大石賢吾君）〔登壇〕 大倉議員のご質

問にお答えさせていただきます。

将来を担う子どもたちの能力と可能性を高め、

社会での多様な活躍につなげていくためには、

教育環境の充実が重要であると考えています。

その現状につきましては、県内の公立高校の

教員へのアンケート結果では、働き方改革の進

捗状況について、肯定的な回答をした教員が、

49.8％と半数に届かなかったという報告を受け
ております。

教員がゆとりを持って教育に専念できる環境

の実現までには、まだまだ至っていないと認識

をしているところでございます。

私は、子どもたちには将来にわたって挑戦す

る気持ちを持ち続け、変化の激しい時代をたく

ましく生きてほしいと、そういう思いを強く持

っております。

そのため、そのような子どもたちを育ててい

くためにも、教員がゆとりを持って教育活動に
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専念できるような環境づくりを進めていかなけ

ればならないと考えてございます。

以後のご質問につきましては、自席にて答弁

をさせていただきます。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君）知事の答弁にもあったよ

うに、やはりまだまだ先生がゆとりを持って教

育に専念できる環境ではないという実態がある

わけですね。

先生がゆとりを持って教育できないというこ

とは、これはひいては子どもたちの学びにも影

響すると私は考えています。

つまり、先生の働き方改革というのは、先生

の職場環境をよくして、なり手を増やすという

ことだけではなくて、最終的には子どもたちの

学びのためにも、やはり働き方改革というのは

必要だと思っております。ぜひ、政策に掲げた

知事のリーダーシップに、今後、期待したいと

思います。

（2）中央教育審議会の提言について。
令和元年度の給特法改正によりまして、一定

程度教育現場における働き方改革は進んでいる

と推察はするんですけれども、今年の夏、中央

教育審議会、いわゆる中教審から、教師を取り

巻く環境整備について緊急的に取り組むべき施

策が出されたところです。

これは、教員の働き方改革を早急に進める必

要があるということで、できることを直ちに行

うというもので、これは非常に意義があると考

えております。この中で、緊急的に取り組むべ

き幾つもの具体策が示されております。

そこで、3つの点について、現状と今後の見
通しを今日は教えていただきたいと思います。

まずは、教員が教育活動に専念できないのは、

根本的に時間が圧倒的に足りないんだという声

を先生からよく聞くんです。

例えば、朝、連絡がない家庭への電話連絡に

追われたりだとか、お金があるのに集金に応じ

ない家庭へ再三にわたる電話をしなければいけ

ないとか、いわゆるこれは結局事務方が必要な

んですよね。そういった先生の周辺に事務方が

いない。だから、先生の周辺に人を増やすとい

うことがとても大切だと考えています。そうい

った業務を担う方が、学校の業務支援員と呼ば

れる方々です。

まずは、この業務支援員の配置状況について、

伺います。

○議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

○教育委員会教育次長（狩野博臣君） 令和4年
度に教員業務支援員を配置しております小・中

学校につきましては、21市町479校のうち、6
市町123校となっております。
○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） 業務支援員の方々は、教

員の代わりに事務作業を担っていただく、いわ

ゆるスクールサポートスタッフとも呼ばれてい

ます。この方々の人件費について、ここで少し

触れます。

支援員の人件費は、国が3分の1を助成する仕
組みでして、文部科学省の2024年度の予算概算
要求では、教員の負担軽減に重点を置いている

んです。その中で、業務支援員の配置は、前年

度の倍を超える2万8,100人の配置を目指して
126億円を要求しております。これは、各自治
体向けに経費を補助するわけなんですけれども、

それだけじゃなくて、特に、激務とされている

業務多忙な教頭先生であったりとか、副校長な

どのためのマネージメント支援員、こういった

方々の配置も新たに進めるということなんです。

これは自治体に経費の3分の1を補助するとい
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うことです。

ぜひ、県として、ほかの自治体に後れを取ら

ないように、積極的に取り組んでいただきたい

と、ここは要望をしておきます。

次に、各小・中学校における授業時数が適切

かどうかに関して伺います。

まず、授業時数を確認しておきます。

学校教育法施行規則に定めます標準授業時数

の合計なんですが、小学校1年生は850時間、こ
れは単位時間です。2年生は910時間、3年生980
時間、4年生から中学3年生は1,015時間です。
ちなみに、中教審が出した緊急提言では、年

度当初の計画で、年間授業時数が1,086時間以上
ある学校に対しては、削減を前提に所管する教

育委員会に指導や助言を求めています。

そこで質問です。

県内の小・中学校で、この標準授業時数を大

幅に上回っていないかどうかを伺いたいと思い

ます。

○議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

○教育委員会教育次長（狩野博臣君） 令和4年
度に県内の小・中学校で平均年間授業時数が最

も多かった小学5年生について見ますと、年間
1,086単位時間を上回った学校が、昨年度の
70.2％から、今年度は54.8％に減少しておりま
す。併せて、全ての学年で、昨年度と比較して、

平均年間授業時数の減少は見られているところ

でございます。

以上のことから、一定改善が図られつつある

と考えておりますが、今後、さらなる改善に向

けて、市町教育委員会を通して、各学校を指導

してまいりたいと考えております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） 年間1,086単位時間を上
回っている小学校5年生が、半分以上の割合と

いう答弁をいただきました。これ難しいのは、

この1,086時間よりも授業時数を削減したこと
で、逆に教育の質が落ちてしまっては本末転倒

だとは思います。

学校現場から、こんな声も聞かれるんですね。

「教える内容は変わらないのに、授業時数だけ

減らしても、教員の負担軽減にどこまでつなが

るかわからない」とか、「保護者対応の時間の

方が負担だ」と、つまり緊急提言に書かれてい

ることは、これは至極ごもっともで意義がある

んですけれども、各学校の努力や工夫だけでは、

なかなか改善できる内容に限界もあるんだとい

う、そういった側面も忘れてはいけないんだと

思っています。

それから、小学校5年生の授業時数が多いと
いう背景には、やはり在校生としては最高学年

である。ですから、卒業生を送る準備など、行

事ごとも多岐にわたる。そういった忙しいこと

が背景にある。ですから、そういった行事をど

う精選していくか、これが非常に難しい課題だ

と考えています。

そこで質問です。

そういった行事ごと、学校行事のあり方の見

直しに関してはどうなっているのか、伺いたい

と思います。

○議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

○教育委員会教育次長（狩野博臣君）それぞれ

の学校行事につきましては、子どもたちの成長

や発達において大切な目的がございますので、

各学校における働き方改革の推進に当たりまし

ては、学校行事の意義や教育効果を十分に踏ま

えたうえで、精選や内容の縮小、準備の簡素化

など、様々な角度から行事の見直しに努めてい

るところでございます。

例えば、運動会等の内容の見直しや練習時間
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の縮小、準備時間の短縮を図るなどの取組が進

められております。

今後とも、各市町教育委員会や各校長が参加

します協議会等におきまして、学校行事による

教育効果を担保しつつ、見直しについての好事

例を共有してまいりたいと考えております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） 必要なものは、きちんと

時間を割いてほしいと思います。しかし、運動

会など、準備が簡素化できるものなどは、ぜひ

簡素化をしていただいて、教員の負担がなるべ

く減るような精選に努めていただきたいと思い

ます。

質疑を通して、一定程度働き方改革について

は、見通しを持って取り組もうとされていると

いうことは理解をいたしました。

今回は、中学校の部活動についての質疑は行

いませんけれども、ちょっと触れておきます。

文部科学省は、2024年度から休養日確保とい
うものを進める教育委員会を優先して教員の加

配、これは追加配置という意味の加配です、こ

れを行う方針です。あくまでも部活動ガイドラ

インの遵守を前提にというところでして、例え

ば少人数指導やチームティーチング、そういっ

た目的がある場合なんですけれども、都道府県

教委などが追加配置を希望した場合、文部科学

省が加配を決めていくという仕組みです。

そのガイドラインの一例として、例えば、学

期中の平日休みが少なくとも1日、土日がどち
らか少なくとも1日、合わせて週2日以上などが
定められています。

ちなみに、文部科学省が調査した速報値では、

2022年度教員勤務実態調査というものがあり
まして、中学校の部活動顧問のおよそ7％が週6
日以上部活動に従事しているということです。

これは働き方改革を後押しする動きだと思いま

すので、県教委としても前向きに推進をしてい

ただきたいと考えております。

ちょっと話を変えまして、教員採用選考試験、

この状況をちょっと見ますと、近年の倍率低下

が非常に深刻な状況下にあるんです。

（3）教員採用選考試験について。
平成21年度には、小学校、中学校、高等学校、
養護教諭、特別支援学校、全て合わせての平均

倍率が14.8倍ありました。これをピークにどん
どん、どんどん減り続けまして、令和6年度に
は1.9倍と、これは過去最低です。明らかに、残
念ながら教員離れが進んでいるのかなと思わざ

るを得ないんですけれども、志願者を増やすた

めの方策、具体的な取組について、教えてくだ

さい。

○議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

○教育委員会教育次長（狩野博臣君）教員採用

試験における志願者の確保の取組としまして、

大学生を対象とした説明会や、大学から推薦を

受けた学生の一次試験免除などを行ってまいり

ました。

その結果、新卒者の志願者は、近年増加傾向

にあり、5年前と比較しますと、今年度は100名
程度増加するなど、一定の効果が見られている

一方で、新卒者以外の志願者の掘り起こしが課

題となっております。

そのため、今年度は、社会人を対象に、2年
以内に教員免許取得見込みの者も出願できる制

度を設けたり、免許は持っていても、様々な理

由で教職に就いていない方を対象としたセミナ

ーを実施するなど、新たな人材発掘にも取り組

んでいるところでございます。

また、次年度は、一次試験の早期実施も予定

しているところであり、今後とも、採用試験の
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改善等により、志願者の増加を図ってまいりた

いと考えております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君）新卒者の受験者数は増加

しているというご答弁だったと思うんですが、

先ほど、私、「教員離れ」という表現を使いま

したけれども、実は教員の人気自体は衰えてい

ないんだというところだと思いますので、ちょ

っとそこはほっといたしました。ただし、受験

者の倍率が低いというこの事実は、重く受け止

めなければならないと思っております。

そういう中で、教員の志願者を増やしていく

ためには、やはりさらなる働き方改革が求めら

れると思っているわけです。

そういう中、現場の先生に実態を伺いますと、

午後6時にタイムカードを押した後も居残り作
業を続けているなんて先生もいるんですね。や

っぱり職責を全うしたいがゆえにという先生の

気持ちもわかるんですけれども、これでは、ど

うしても超過勤務の指導を免れるためというよ

うな形にもとれるんですね。ですから、やっぱ

り労務環境の改善とともに、働きがいですね、

働き方は、私は働きがい改革が必要であると考

えております。

令和4年度、1か月の時間外労働時間ですけれ
ども、県教委が定めています上限の原則45時間
を超えた職員は、中学校で全体の30％、小学校
で全体の11％、高校で全体の24％に上ります。
ただ、各学校とも、ここ5年ほどは減少して

おりまして、残業を減らす取組というのが数字

上は一定効果をあらわしているのかなとは思い

ます。

県教委としては、本県独自の、それこそ働き

がい改革をまとめたところだと思うんですけれ

ども、そこで質問です。

（4）教員の業務適正化について。
この夏の中教審の提言を踏まえ、教員の業務

適正化等に向けて、県教委としては具体的にど

のようなことに取り組んでいこうとするのか、

伺いたいと思います。

○議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

○教育委員会教育次長（狩野博臣君）中教審が

8月に出しました「教師を取り巻く環境整備に
ついて、緊急的に取り組むべき施策」の緊急提

言におきまして、「保護者や地域住民、企業な

ど社会全体が一丸となって課題に対応する」と

いったことがうたわれております。これは、本

県が7月に立ち上げました、PTA、有識者、民
間企業等で構成する「教職の魅力化作戦会議」

でのご意見とも合致するものであります。

本会議では、教員の業務適正化に向けた具体

的対策について、3回にわたり協議を重ね、11
月に開催しました会議では、教員の働き方改革

に対する保護者や地域の理解促進や、学校が担

っている役割や負担の分担などの提言が出され

ましたので、今後、その内容を広く発信して、

多くの人と共有しながら、提言の実現に取り組

んでまいりたいと考えております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君）本日、中山議員から、「教

員はいい仕事」というPRがもっと必要だという
ような指摘がございましたけれども、最後に、

長崎新聞の今年6月15日付のコラム、論説から
一部を抜粋して、ご紹介いたします。

「教員を志す動機には憧れが多いとされる。

優しく頼もしかった先生、悩みや迷いに寄り添

い、励ましてもらった実体験から、就きたい職

業になるケースだ。教員という職場は、次代の

教育者を育む場そのものでもある。誰にでも務

まる仕事ではない。だからこそ、やりがいを感
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じて、意欲のある志願者が集まる、そうした職

業になるよう改革を進めてほしい」というもの

なんですけれども、きっとこのコラムを読んだ

先生は、多分様々な思いが胸中に去来したと思

います。

働き方改革というのは、働きがい改革そのも

のだと、最後にもう一度言わせていただきます。

2、ICT学習への取り組みについて。
（1）授業での活用法について。
現代は、予測困難な世界などと言われていま

すけれども、そんな世界で子どもが生き抜いて

いくためには、やはり受動的ではなく、能動的

に自ら学ぶ力、それを学校教育で育むべきだと

いうふうに言われております。

そのためには、デジタルが暮らしの中でもも

はや当たり前に人やモノをつないでいる、そう

いう社会において、ICTの活用、これが非常に
有効であると考えます。

現在、GIGAスクール構想がはじまって3年ほ
どが経ちます。これまで、どのような取組が行

われてきて、そして、今は、どのように端末の

利活用が変化しているのか、教えていただきた

いと思います。

また、今後の授業におきまして、ICTはどの
ように活用されるべきだと考えているのか、こ

ちらもご見解をお願いします。

○議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

○教育委員会教育次長（狩野博臣君）一人一台

端末が導入された当初は、各教員に対して、ま

ず使うこと、慣れることを呼びかけてまいりま

したが、Webサイトを使って効果的な実践事例
を紹介したり、端末の活用研修会等を実施した

ことで、授業において、教員の指示により、児

童生徒が情報を収集・整理したり、意見交換を

するなど、効果的な活用が見られるようになり

ました。

今後の授業におきましては、さらに一歩進み

まして、子どもたち自身が自らの疑問や興味・

関心、あるいは学習の習熟度などに応じて端末

を活用し、主体的に学びを進めていくことを期

待しており、自ら考える力や学びに向かう力、

また、探究力などを育成してまいりたいと考え

ております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） ICTが子どもに浸透して
きたからこそ順調に進んでいっている、今、状

況だと思います。次の段階に学びがどんどんス

テップアップしている、そういう状況だという

ふうに認識いたしました。

（2）県遠隔教育センター（仮称）開設に向
けた取り組み状況について。

県教委が計画しています遠隔教育センター

（仮称）につきましては、令和7年度の開設に
向けて準備が進められていると聞いております。

そこで、遠隔教育センター（仮称）開設に向

けたこれまでの取組と今後の予定について、伺

いたいと思います。

○議長（徳永達也君） 教育委員会教育次長。

○教育委員会教育次長（狩野博臣君）遠隔教育

センター（仮称）につきましては、現在、県立

高校に配信する教科や生徒の進路希望等に応じ

たコンテンツなどにつきまして、開設に向けた

検討に加えて、配信の試行をしております。

今年度、試行配信の一環として、韓国語の入

門講座などを配信しましたところ、延べ28校か
ら80名以上の生徒が参加し、事後アンケートに
よりますと、「専門の先生による講義がわかり

やすく、基礎から学ぶことができた」でありま

すとか、「他校の生徒と学び合うことで学習意

欲が高まった」といった感想が寄せられたとこ
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ろでございます。

今後は、小規模高校に対しまして、試行的に

理科や情報などの教科の授業を配信する予定と

しており、遠隔授業では難しいとされる生徒の

学習状況の把握などを工夫しながら、地域や学

校規模等に影響されない、長崎ならではの豊か

な学びの実現に向けて準備を進めてまいりたい

と考えております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） 離島・半島部に多くの高

校がある本県においては、やはり地域などに影

響されない学びというのは、これは非常に重要

だと思います。そういう環境づくりですよね。

ぜひICTを活用して授業を配信したりとか、外
部人材などを活用したりして、生徒の学びをど

んどんこれからも充実させていただきたいと思

います。

それこそ、このセンターを効果的に活用して、

長崎らしい遠隔教育の取組、長崎モデルなんて

ものの構築ができるんじゃないかなと、私は期

待をしております。

3、「2024年問題」への取り組み状況につい
て。

（1）バス運転士確保策について。
一般質問1日目にも深堀議員が質問されてい

たんですが、今回、私なりの視点で伺います。

全国でバス運転士不足が深刻な問題となって

いるわけなんですが、来年の4月からは、バス
運転士の拘束時間だとか、休息期間などが規制

される「2024年問題」とも、これは重なってく
るわけです。これは働き方改革の一環でして、

自動車運転業務の時間外労働時間の上限が年

960時間に規制されること等で生じる問題です。
これは何が一番問題なのかといいますと、一人

当たりの労働時間が短縮されることで人手不足

に陥るんですね。これがバス運行などの公共交

通の分野に影響を及ぼすということが懸念され

ているわけです。

そこで、まずは県営バスにおけます現在の運

転士の不足状況について、お尋ねいたします。

○議長（徳永達也君） 交通局長。

○交通局長（太田彰幸君）県営バスの運転士数

につきましては、子会社の長崎県央バスを含め

まして、今年4月1日現在で378名であり、不足
数は16名となっております。
不足数が昨年4月の4名から拡大したことか

ら、欠員解消のため、切れ目なく運転士の募集

と採用試験を実施してまいりましたが、採用試

験1回当たりの受験者数が数名程度で、過去と
比べ非常に少なくなっており、また、年度途中

の退職者も生じていることから、現時点におい

ても、年度はじめと同程度の運転士不足が生じ

ております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） 来年4月から、「2024年
問題」への対応もありますから、状況はどんど

ん深刻になっていくんじゃないかと、私はちょ

っと心配しております。

厚生労働省によりますと、2021年度のバス運
転士の平均年齢は53.4歳です。今後は、大量退
職がさらに進んでいくことが見込まれておりま

す。ですから、新規採用では、なかなか補えな

い状況になるんじゃないかなと思うわけです。

やはり、ここは処遇改善、あるいは採用試験

の見直しなど、運転士確保に向けた対策が急務

となるわけですが、そういった中、県営バスで

は、今後どのような取組を講じていくんでしょ

うか。

○議長（徳永達也君） 交通局長。

○交通局長（太田彰幸君） 県営バスでは、運転
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士確保対策として、これまで大型自動車2種免
許の取得資金の貸与制度を設けるなどの取組を

講じてまいりましたが、より多くの方々に魅力

ある職場として、県営バスを就職先に選んでい

ただけるよう、さらなる対策を講じていく必要

があると考えております。

そのため、給料等の処遇改善を図るとともに、

来年4月からは、会計年度ごとの任用を改め、
採用時の研修終了後に正規職員として任用し、

雇用の安定を図っていくこととしております。

また、昨年5月に大型自動車2種免許の取得に
かかる年齢条件が19歳に引き下げられたこと
から、新高卒者など、若年層の採用にも注力し

て、運転士の確保に向け全力で取り組んでまい

りたいと考えております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） 賃金面でいいますと、厚

生労働省の調べでは、2022年度、バス運転士の
年間所得は399万円で、全産業平均よりも98万
円低いんです。ぜひ、ご答弁にあったような処

遇改善に向けて取り組んでいただきたいと思い

ます。

それから、若年層の採用に加えて、ぜひ女性

の運転士も積極的に確保していただきたいと考

えています。女性が働きやすい環境づくり、例

えば、女性専用の休憩室を確保するなど、女性

が活躍しやすい職場環境を整備して、女性運転

士を増やしていただきたいんですけれども、そ

のあたりはどのように取り組んでいかれますか。

○議長（徳永達也君） 交通局長。

○交通局長（太田彰幸君）県営バスにおきまし

ては、過去5年間の運転士採用試験における女
性の受験者数が2名となっております。現在、
女性運転士数は1名となっております。
女性運転士の確保に当たりましては、これま

でも女性用の休憩室やトイレなどの整備を行っ

てきましたが、今後も、女性職員の意見を踏ま

えながら、施設面をさらに充実させていきたい

と考えております。

また、今後の新たな取組といたしまして、バ

ス運転の不安感を払拭し、身近に感じてもらえ

るよう、女性運転士の働く姿や体験談などのPR
を行うとともに、バス運転体験会を実施するこ

ととしております。

そして、今年度、女性運転士を運行管理者に

任用いたしましたが、運行管理者から営業所長

までのキャリアパスについても周知を図り、よ

り多くの女性運転士を確保できるよう取り組ん

でまいります。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君）（2）重複路線の見直し・
効率化について。

現状の路線バス網を維持していくためには、

もちろん運転士の確保が必要なんですけれども、

やはり同時に効率的なバス運行も求められてく

ると考えています。

昨年度は、長崎バスとの共同経営で、滑石と

東長崎地区の路線見直しに取り組んだと思うん

ですが、今後の進め方なんですけれども、ぜひ

沿線住民の方々の声をしっかりと聞いていただ

いて、大切にしていただきたいと思うんですね。

丁寧な説明も必要だと考えています。これから

の方向性について、答弁をお願いします。

○議長（徳永達也君） 交通局長。

○交通局長（太田彰幸君）長崎バスと県営バス

の共同経営方式での路線バスの再編につきまし

ては、実施に当たりましては地元自治会の理解

を得ながら、東長崎地区など3地区で実施をい
たしたところでございます。そのことによりま

して、運行事業者の一元化や便数の適正化など
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により、バス運行の効率化を図ることができた

ところです。

今後もこの取組を継続していく必要があると

考えておりまして、令和6年4月に向けて、他の
重複する路線の再編について、両者で検討を進

めております。

実施に当たりましては、議員ご指摘のとおり、

当該地域の皆様のご理解とご協力をいただける

よう丁寧な対応を行っていくこととしておりま

す。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） ぜひ、共同経営方式を進

めるに当たっては、長崎バスと重複している路

線の皆さんの、本当に住民の声、あるいは生活

実態、こういったものをしっかりと見て、酌み

取っていただいて、路線の効率化を進めていた

だくということを改めて要望しておきます。

4、ながさきピース文化祭について。
（1）全体的な演出について。
こちらは、一般質問2日目に、山下議員も質

問されていたんですけれども、私は別の視点で

伺います。

開催まで、あと2年を切りました。開会式は
アルカスSASEBO、そして、閉会式は長崎ブリ
ックホールで行われるわけですが、開・閉会式

全体を取り仕切るような、例えば総合プロデュ

ーサーであったりとか、音楽アドバイザー、こ

ういった方々を配置するのか。それから、イメ

ージソングなどはつくるのか、このあたりを伺

いたいと思います。

○議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

○文化観光国際部長（前川謙介君） 開会式、閉

会式の総合ディレクター、あるいは音楽アドバ

イザーにつきましては、その起用も含めまして、

開・閉会式実施計画書策定業者をプロポーザル

によって選定をいたしておりまして、現在、最

終的な調整を行っているところでございます。

長崎県の文化や歴史の魅力を最大限発揮する

開・閉会式とするために、ディレクターをはじ

め、関係者の皆様とともに、本県らしい演出を

考えてまいります。

また、イメージソングにつきましては、新し

くつくる事例もあれば、また、既存の曲を採用

する事例もあろうかと存じております。こうし

たことも含めまして、現在、検討を行っている

ところでございます。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） ぜひ、開・閉会式は、盛

り上がりがはじまって、最後に盛り上がりを締

めるところですから、そのあたりはなるべく専

門家にお願いしたいと、私は要望しておきます。

（2）広報活動について。
プレイベントは100日刻みで実施すると伺っ

ているんですが、どのようなイベントを考えて

いるんでしょうか。

また、PR動画、それからマスコットキャラク
ターなどについてはどのように考えているのか、

お示しください。

○議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

○文化観光国際部長（前川謙介君） 開催まで2
年を切りまして、100日刻みといった節目ごと
に、県内全域に周知をできるようなプレイベン

トを実施していきたいと考えております。

例えば、カウントダウンボードの除幕式です

とか、あるいは音楽やダンスの各種文化公演な

どの実施によりまして、「ながさきピース文化

祭」の機運醸成に向けまして、効果的な情報発

信ができるように努めてまいります。

また、PR動画でございますけれども、これま
での開催県の状況も参考にいたしまして、制作
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する方向で考えてございます。

また、マスコットキャラクターにつきまして

は、これまで、がんば君とらんばちゃんが国体

終了後も、ねんりんピックや新幹線開業のPR
などでも活躍をいたしておりまして、県民の認

知度が高いということもございます。こうした

ことも踏まえながら、文化祭でのキャラクター

起用については、さらに少し検討を深めてまい

りたいと考えております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） PR動画については、動
画制作をするということで、ぜひ、長崎県らし

い、すばらしいものをつくっていただきたいと

思います。

それから、マスコットキャラクターは、がん

ば君、らんばちゃんを起用するのか、あるいは

新しいキャラクターの選定も含めて、ぜひ検討

をここはしていただきたいなと要望しておきま

す。

（3）地域活性化について。
国民文化祭というものは、地域の特色ある文

化、そして芸術活動を発表して交流する文化の

祭典です。地域の魅力を発信することで、観光

振興であったり、交流人口の拡大、こういった

ものがとても本県のにぎわいを創出する契機と

なることにつながるんじゃないかと期待してい

るわけです。ぜひ、長崎県の特性を最大限に活

用して、県全体に開催効果が及ぶような、経済

効果も含めて、全体に波及するような文化祭に

していただきたいと思うんですが、そこで、県

の取組状況について、お尋ねいたします。

○議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

○文化観光国際部長（前川謙介君）ピース文化

祭におきましては、議員ご指摘のとおり、県内

全域に開催効果が及ぶように、全市町での事業

実施を考えてございます。

市町主催の事業につきまして、各地域の特色

を活かしたものとなるよう、市町と現在、意見

交換を重ねているところでございます。

また、文化事業の全国大会というのもござい

まして、こちらの方は、現在、受け入れを希望

する市町と文化団体で調整を続けているところ

でございます。

さらに、県主催事業といたしまして、本県が

持つ文化資源や地域資源を最大限に活かし、食

文化や国際色豊かな音楽イベントなどの企画を

進めているところでございます。

会期中に多くの皆様にご参加いただきまして、

本県の文化・芸術活動の活性化や観光振興、交

流人口の拡大にもしっかりとつなげていきたい

と考えております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君）もう文化というものは本

当に幅広いですので、まさに答弁にあったとお

り食文化、これも文化です。長崎はおいしいも

のがたくさんありますので、ぜひ全国の皆さん

に来ていただいて、長崎の食、これも楽しんで

もらう、そして、経済効果も波及してもらう、

ここも含めて、全部の意味での文化・芸術活動

を発表する場というふうな捉え方をしていただ

ければと思っております。

（4）今後の課題について。
今年は、この国民文化祭は石川県で開催され

たわけですが、そういった石川県の様子を見て

いて、どうでしょう、本県の開催に向けてはど

んな課題が見えてきたでしょうか。

それから、平成29年から全国障害者芸術・文
化祭と一体開催されているわけですが、本県で

はこのことに関してはどのように取り組んでい

くのか。そして、一番大事なところが、この文
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化祭を一過性に終わらせないことが必要、その

ためにはどんな工夫をしていくのか、このあた

りをお尋ねいたします。

○議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

○文化観光国際部長（前川謙介君）「いしかわ

百万石文化祭2023」は、キャッチフレーズが「文
化絢爛」、これに代表されるような石川県の文

化・芸術の底力を感じさせる文化祭であったと

思っております。

「ながさきピース文化祭2025」におきまして
も、本県の多彩な文化をPRする絶好の機会でご
ざいますので、まず、開催に向けまして、県民

の皆様と盛り上げていくために、認知度向上が

重要であると考えております。

また、国民文化祭と全国障害者芸術・文化祭、

平成29年から一体開催となっておりまして、そ
の意義を鑑みますと、開会式、閉会式、あるい

は期間中に実施する様々な事業におきまして、

垣根なく取り組んでいきたいと考えております。

ピース文化祭を契機といたしまして、若者や

子どもたちに主体的にこの文化事業に関わって

もらうことで、一過性のイベントに終わらせず、

文化・芸術活動の次世代への継承、さらなる発

展につながるように、しっかりと準備を進めて

まいりたいと考えております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君）石川県の国民文化祭のホ

ームページ、ご覧になりましたよね。非常に凝

っているんです。もうまさに底力を感じるよう

なホームページでした。ですから、ぜひそうい

ったPR活動、もう今の段階からできることはや
っていく、そして、ホームページ、こういった

インターネットにもしっかりと力を入れていた

だきたいと、本当に切にお願いします。

やはりその周知です。本番に向けてしっかり

周知をしていただくということ、そして、この

イベントが終わった後、それも一過性に終わら

せないような、そういった取組、もう文化県と

しての長崎県ですね、これを持続的に全国へ発

信していけるような、そういう文化祭に一緒に

していきましょう。

5、県庁舎跡地の利活用について。
（1）「長崎大縁日」の成果について。
先の長崎くんちの際に行われたこのイベント、

「長崎大縁日」、6万人の人出があって、非常
ににぎわいました。私も伺いましたけれど、も

う楽しかっですね。そこに出向いた皆さんの表

情がとてもよかったです。ああ、なんか本当に

長崎のくんちが戻ってきた、そして、イベント

が戻ってきたなという、そんな印象を受けまし

た。

大いににぎわったと思うんですが、その成果

について、教えてください。

○議長（徳永達也君） 地域振興部長。

○地域振興部長（小川雅純君） 「長崎大縁日」

は、市町や青年協会、商工会議所青年部などと

連携のうえ、4年ぶりに開催される長崎くんち
と、敷地全体の暫定供用に併せてイベントを開

催したところであります。

実施に当たっては、イベント内容の共有や一

体的な情報発信で連携した結果、跡地を中心に

面的なにぎわいづくりなど、新たな取組ができ

たと考えております。

また、日常はもとより、イベント時において

も、まちなかにおける憩いや集いの場としての

有効性などを確認できたところであり、一方で、

交差点などの渋滞対策や雨天時の対応など、課

題もあったことから、今後の基本構想の具体化

の中で対応を検討してまいりたいと考えており

ます。
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○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君）もちろん渋滞対策といっ

た課題は必要なんですけれども、やはり長崎の、

特に、シンボル的な存在だったあの県庁舎跡地

があれだけにぎわうというのは、本当にいいこ

とだなと改めて思いました。やっぱりあの場所

は、県民、市民の憩いの場であって、そして、

イベントなんかでにぎわう場として、非常にあ

の県庁舎跡地という立地は大切な場所にあるん

だなということを感じました。

それと県庁舎跡地内、さらに隣接する出島表

門橋公園、そことの取組が非常に連携がよかっ

たんじゃないかなと私は思っています。ですか

ら、今、答弁にあったような面的なにぎわいづ

くりが成功したんじゃないかと、私もそれは共

感を覚えました。

ちょっとここでパネルをご覧いただきたいと

思います。（パネル掲示）

（2）隣接国道の歩行者利便増進道路（通称
ほこみち）指定について。

今年の4月に、跡地に隣接する国道34号の桜
町から万才町の間、これはいわゆる市役所通り

と呼ばれていた道ですね。目抜き通り、およそ

750メートルが歩行者利便増進道路（通称ほこ
みち）というものに指定されております。この

ほこみちというものはどんな道になり得るかと

いうことで、こちらを見てください。

ほこみちは、車線を減らして歩道を広げると

いうことができまして、歩行者の滞留とか、に

ぎわい空間、こういったものを定めるというこ

とが可能になります。

将来的には、こういった雰囲気で、この区間

で新たなにぎわいづくりが創出されていくんだ

と、私も大いに期待をしているわけです。

ですから、いわゆる、もう一回戻しますけれ

ども、（パネル掲示）このほこみちと隣接して

います県庁舎跡地、これが連携していけば、き

っとこれもそれこそ面的な賑わいづくりにつな

がるんじゃないかと思うんです。このあたりの

ご見解をよろしくお願いいたします。

○議長（徳永達也君） 地域振興部長。

○地域振興部長（小川雅純君）県庁舎跡地整備

基本構想においては、県民の憩いやイベントな

どによるにぎわいの場としての広場機能に加え、

情報発信機能の一つとして、まちなかへの回遊

や県内の周遊につなげる起点となるよう、観光、

食、物産など、本県の魅力の効果的な発信を掲

げております。

国道34号については、本年4月に「ほこみち」
の指定を受け、先月、第1回目の検討委員会が
開催されております。今後、ワークショップ等

での意見も反映しながら、運営に向けた検討が

なされるものと伺っております。

引き続き、国や長崎市、関係部局と情報を共

有しながら、どのような連携ができるのか、研

究してまいりたいと考えております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君）やはり県庁舎跡地という

のは、県民、市民がふらっと立ち寄って、自然

とそこににぎわいが生まれる、そういう空間で

あってほしいと思います。

また、観光客の皆さんにとっては、やっぱり

それも自然とその県庁舎跡地から浜町にふらっ

と出向けたりとか、寺町に行ったりとか、新大

工町に行ったりとか、あるいは大波止に行って

もいいでしょう、長崎駅に行ってもいいでしょ

う、南山手もいいでしょう、そういった長崎市

内の観光施設、あるいは商業施設、そこにつな

がる結節点のような場所だと考えています。

ですから、そういう意味でも、ほこみち指定
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というものは、市民にとっても、観光客にとっ

ても、にぎわいを生み出す便利な活気あふれる

道路になり得るものだと思います。

ぜひ、こういったことも長崎市と情報共有を

していただきながら、連携を取って、ほこみち

を活かした跡地の利活用について考えていただ

きたいと考えています。

6、成果連動型民間委託契約（PFS）につい
て。

（1）契約導入の課題・親和性について。
英語でいいますと、Pay For Successの略
です。いわゆるPFSの手法を用いた取組につい
て、ご質問です。

PFSというのは、行政が民間事業者に委託を
しまして事業を実施する際に、解決すべき行政

課題に対応した成果指標というものを設定する

ものです。つまり、民間事業者は成果が求めら

れるわけです。これがポイントなんですね。新

たな官民連携の手法です。

全国の自治体でも導入されたケースがありま

して、内閣府の調査によりますと、令和4年度
末で179の事業が行われています。その内訳を
見ますと、市区町村は153事業、国では7事業、
都道府県では19事業、さあ本県はどうか。今の
ところないと聞いています。

そこで伺います。

このPFSのような新たな契約方式を取り入れ
ていく、あるいは検討する必要が本県でもある

と私は思います。

では、導入に当たり、どういった課題が考え

られるんでしょうか。

○議長（徳永達也君） 企画部長。

○企画部長（早稲田智仁君）成果連動型民間委

託契約方式、いわゆるPFSについては、民間事
業者にインセンティブを与え、民間の創意工夫

を引き出すことにより、事業効果の向上や行政

コストの削減などの効果が期待されております。

こうした一方で、昨年、公表されました内閣

府の全国自治体アンケートによりますと、PFS
を導入するうえでの課題としましては、事業内

容と因果関係のある適正な成果指標の設定や、

成果に連動した報酬の支払い条件の設定などが

困難であることなどが挙げられているところで

ございます。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君）ご答弁いただいたように、

様々な課題があるということは私も理解をして

おります。しかしながら、PFSを導入するメリ
ットとしては、行政が設定した成果指標を官と

民が共有することで、民間事業者が事業目標の

達成に向けて、今度は創意工夫をするようにな

るんです。つまり、結果が求められるわけです

から、より知恵を絞るということにつながりま

す。

これによって、住民は、行政課題がより効果

的に解決されるわけです。つまり住民の満足度

が上がるわけです。住民サービスの向上につな

がるというわけですね。

また、事業の結果がいいほど、今度は民間事

業者にとっては報酬が増えるわけですから、こ

れは事業者にとっては事業意欲の向上が図られ

ます。きっと、これは民間事業者の頑張りとい

うものも目に見えてくると思います。

では、行政にとってはどうなのか。行政も成

果に応じた支払いということになりますから、

費用対効果の面からもこれはメリットがあると

思います。成果主義ですから、リスクもコスト

も減るわけですね。

そういったメリットを考えますと、ぜひ本県

もこういった取組にチャレンジをしてもいいん
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じゃないかなと思うんですが、そこで本県で活

用するとすれば、どういった分野が想定される

のか、親和性があるのか、県の見解をお願いい

たします。

○議長（徳永達也君） 浦副知事。

○副知事（浦 真樹君）国が策定しております

PFS普及促進アクションプランでは、医療・健
康、介護、再犯防止、この3つを重点3分野と定
めまして、活用事例の蓄積が進んでいるところ

でございます。

民間の活力を最大限に活用して課題解決につ

なげるという観点からは、PFSは、有効な手法
の一つであると認識をしておりますけれども、

一方で、その導入をするに当たっては、先ほど

企画部長の答弁にもございましたように、幾つ

かの課題も指摘をされているところでございま

す。

そのため、県といたしましては、国の動向や

他の自治体の事例なども踏まえながら、今後、

本県でどのような分野で活用できるのか、こう

いったことを含めまして、幅広い視点から研究

を進めてまいりたいというふうに考えておりま

す。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） 一つの選択肢として、検

討を今後もお願いしたいと思います。

7、国民健康保険 保険料統一について。
国民健康保険制度というのは、そもそも構造

的な課題が多かったわけです。というのは、加

入者の年齢構成が高いため、医療費が高くなり

やすいということであったり、所得水準が低い

方が多く加入していることなどです。

こういった国保制度の構造的な課題の解決を

図って、さらに将来にわたって安定して運営し

ていくために、国保は、平成30年度から都道府

県が財政運営の責任主体へと変わったわけです。

つまり、県の財政運営に関する役割が強化され

たうえで、県と市町による運営となっているわ

けです。

ただ、その運営に関して、高齢化のさらなる

進展であったりとか、社会保険の加入条件の緩

和などによって、被保険者が大きく減少してい

ること、それから、一人当たりの医療費が引き

続き増加傾向にあることなど、今後の運営はま

すます厳しくなっていくことが予想されるわけ

です。ですから、今後は、加入者の負担増につ

ながるんじゃないかと、ちょっと私は心配をし

ているんですけれども。

そういった中、国民健康保険の保険料につき

まして、国は、2030年度までの統一を目指すと
しています。既に、国の支援策などを盛り込ん

だ保険料水準統一加速化プラン、これが各自治

体にも通知されていると思いますが、質問です。

今現在、国保の保険料はどのように決められ

ているんでしょうか。その算定根拠と算定の仕

組みはどうなっているのか、伺います。

○議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（新田惇一君）国民健康保険制

度は、被用者保険など、ほかの医療保険制度に

加入されていない全ての方を対象とした医療保

険制度です。

各都道府県内で保険料負担を公平に支え合う

ために、都道府県では、市町村ごとの医療費水

準や所得水準に応じた国民健康保険事業費納付

金の額を決定し、保険給付に必要な費用を全額

市町村に対し交付をいたします。

また、市町村では、都道府県に納付金を納め

るため、都道府県の示す標準保険料率などを参

考に保険料の額を定め、徴収する仕組みとなっ

ております。
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本県におきましても、各市町において、国民

健康保険法等を根拠として定めた条例や規則な

どに基づいて、国民健康保険料が決定されてお

りまして、医療費水準の違いなどから市町ごと

に保険料は異なっているところです。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君）この国保の保険料統一を、

では、なぜ行う必要があるのか。また、保険料

統一で県民負担が増えるんじゃないかと危惧す

る声もあるわけなんですが、そのあたりはいか

がでしょうか。

○議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（新田惇一君）国民健康保険は、

小規模な保険者において高額な医療費が発生し

た場合に、保険料が変動し、財政運営が不安定

になるといった課題がございまして、国におい

て様々な検討がなされてきたところです。

その結果、平成30年度に国民健康保険制度改
革が実施されまして、それまでの市町村単位の

運営から都道府県と市町村が共同で運営してい

く仕組みに改められたところです。

現在、「全世代対応型の社会保障制度を構築

するための健康保険法等の一部を改正する法

律」などの趣旨に基づき、都道府県内のどこに

住んでいても、同じ所得水準、同じ世帯構成で

あれば、同じ保険料負担となるよう、保険料水

準の統一が進められているところです。

本県におきましても、国の方針を踏まえまし

て、保険料水準の統一に向けた取組を進めます

とともに、個々の保険料負担の増減に対しては、

激変緩和措置を併せて講じてまいりたいと考え

ております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） 例えば、医療費水準の格

差についてなんですが、医療費水準の低い自治

体が、保険料が上がってしまうため、ほかの自

治体のように収納率を確保できないといった場

合などは、これは統一は不公平だなどという反

発の声も予想されるんですが、現在、保険料統

一に向けて市町との協議はどういった状況なん

でしょうか。

○議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（新田惇一君）本県における保

険料水準の統一に向けた各市町との協議につい

ては、県下全ての市町により構成される「長崎

県市町国保連携会議」などにおいて検討を進め

てまいりました。

令和2年度には、「第2期長崎県国民健康保険
運営方針」を定めまして、医療費が高い市町は

保険料が高く、医療費が低い市町は保険料が低

いという状況を解消するため、納付金ベースで

の保険料水準の統一を目指すことといたしまし

た。

また、医療費が低い市町の保険料の上昇を抑

制するためのインセンティブを付与する手法を

検討していく方針が併せて定められたところで

す。

県といたしましては、市町と具体的なインセ

ンティブの算定方法等について協議を進めなが

ら、市町と足並みをそろえ、保険料水準の統一

を目指してまいります。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） ぜひ、その収納率の推移

とか、収納額、そういったものも踏まえたうえ

で、それに応じたインセンティブというものも

設けていただきたいと思います。

今後、保険料統一に向けて、本県はどのよう

に取り組んでいくんですか。

○議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（新田惇一君）納付金ベースで
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の保険料水準の統一により、市町間の保険料負

担の公平性は進みますが、徴収する保険料の算

定方法や、保険料により実施する事業は、引き

続き、市町ごとに異なることとなります。

したがいまして、県内どこに住んでいても、

同じ保険給付を同じ保険料負担で受けることが

できるよう、将来的には保険料水準の完全統一

を目指していく必要があると考えております。

県といたしましては、保険料の上昇を抑制し、

安定した制度運営としていくため、今後とも、

県全体で予防、健康づくり事業の取組を強化し、

医療費適正化を進めるとともに、納付金の算定

に用いる収納率の調整など、完全統一に向けて

合意が必要となる様々な課題について、引き続

き、市町との協議を進めてまいります。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） ぜひ、ワーキンググルー

プなんかも設置してもらって、市町としっかり

協議をして、ヒアリングなんかも重ねていただ

きながら、合意形成を図って進めていただきた

いと思います。

8、雹による農作物被害対策について。
こちらは、一般質問初日に宅島議員が質問さ

れておりました。10月27日の雹による農作物へ
の被害の件です。

西海市の被害が最も多いんですけれども、実

は長崎市も結構な被害状況になっております。

実際に、私、視察に伺った時の状況をここでお

話をさせてください。

11月13日に、長崎市琴海地区のみかん畑を訪
問してまいりました。そちらの農家の方は、山

下 昇さんという73歳の専業のみかん農家の
方でして、20年ほどみかんを栽培されてきた方
です。畑の広さは7,000平方メートルで、通常な
ら15トンほどある収穫が壊滅状態でした。収穫

前の早生みかんを地面に切り落とすしかないと

いう、本当に無残な状況が広がっておりました。

山下さんは、「こんな被害ははじめてだ」と

いうふうにおっしゃっておりまして、もうジュ

ースとか、加工品にするしかない状態だと言う

んですね。やはり果樹共済に加入しているけれ

ども、共済金が支払われるのかどうか、ここが

一番心配だと不安に思っていらっしゃいます。

山下さんは、後継者もいらっしゃらないとい

うことで、「農家をやめようかと思う」とまで

おっしゃっていました。

最後に、知事に伺います。

知事は、西海市を視察された時の答弁、本日

も一般質問で伺いました。ぜひ、産地や生産者

の皆さんへ向けての励ましのメッセージをお願

いいたします。

○議長（徳永達也君） 知事。

○知事（大石賢吾君） まず、このたびの降雹に

よって被害を受けられた生産者の皆様方に、心

からお見舞いを申し上げたいと思います。

私も、11月10日になりますけれども、西海市
の白崎地区を訪問させていただきまして、被害

を実際に見させていただきました。

今、議員もおっしゃってくださったように、

ほとんどの実を落としてしまわなくちゃいけな

いということで、白崎地区におきましては、は

じめての収穫だったということで、その収穫を

楽しみにされていた生産者の方々を見て、本当

に心が痛んだところでございます。

県といたしましては、今回被害を受けた産地

が、引き続き生産を維持できるように、市町や

関係機関と連携をしまして、必要な支援策をし

っかり実施をしていきたいというふうに思いま

す。

被災をされた農家の皆様方におかれましては、
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ご苦労も多いと思いますけれども、私、全国に

出てみかんをトップセールスさせていただきま

したけれども、本当に長崎県のみかんを楽しみ

にされている方が多いということを感じていま

す。ぜひ、それを励みに、今後もしっかり頑張

っていただければなと思っております。

○議長（徳永達也君） 大倉議員―1番。
○１番（大倉 聡君） 県による支援策として、

今議会で雹被害に関する補正予算案も追加提案

されるということですから、高く評価をいたし

ます。

今後も、生産者の方々が、永続的に営農でき

るよう継続的な支援を講じていただきたいと思

います。

私からの質問は、以上で終わります。（拍手）

○議長（徳永達也君） 以上で、県政一般に対す

る質問を終了いたします。

次に、先に上程いたしました第76号議案乃至
第108号議案につきましては、お手元の議案付
託表のとおり、それぞれの委員会に付託いたし

ます。

次に、各委員会は、お手元の日程表のとおり、

それぞれ開催されますようお願いいたします。

以上で、本日の会議を終了いたします。

明日より12月19日までは、委員会開催等のた
め本会議は休会、12月20日は、定刻より本会議
を開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午後 ４時５２分 散会 ―
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２０番 坂 本   浩 君

３４番 小 林 克 敏 君

３９番 中 島 浩 介 君

説明のため出席した者

知 事 大 石 賢 吾 君

副 知 事 浦   真 樹 君

副 知 事 馬 場 裕 子 君

秘書・広報戦略部長 大瀬良  潤 君

企 画 部 長 早稲田 智 仁 君
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文化観光国際部長 前 川 謙 介 君

県民生活環境部長 大 安 哲 也 君

福祉 保健部 長 新 田 惇 一 君

こども政策局長 浦   亮 治 君

産業 労働部 長 松 尾 誠 司 君

水 産 部 長 川 口 和 宏 君

農 林 部 長 綾 香 直 芳 君

土 木 部 長 中 尾 吉 宏 君

会 計 管 理 者 吉 野 ゆき子 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

地域振興部政策監 渡 辺 大 祐 君
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産業労働部政策監 宮 地 智 弘 君

選挙管理委員会委員長 葺 本 昭 晴 君

代表 監査委 員 下 田 芳 之 君

人事委員会委員 辻   良 子 君

公安委員会委員 安 部 惠美子 君

警 察 本 部 長 中 山  仁 君

監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

田 中 紀久美 君

教育委員会教育次長 狩 野 博 臣 君

教育委員会教育次長 桑 宮 直 彦 君

財 政 課 長 苑 田 弘 継 君

秘 書 課 長 黒 島   航 君

総務文書課長(参事監) 鳥 谷 寿 彦 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 一 瀬 永 充 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君
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議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇議長(徳永達也君) ただいまから、本日の会議

を開きます。

まず、会期の延長の件を議題といたします。

お諮りいたします。

本定例会の会期を議事の都合により、12月21
日まで1日間延長することにご異議ありません
か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、会期を1日間延長することに決定さ
れました。

次に、長崎県選挙管理委員及び補充員につき

ましては、現委員の任期が本年12月23日をもっ
て満了いたしますので、ただいまから、この選

挙を行うことにいたします。

お諮りいたします。

本選挙につきましては、地方自治法第118条
第2項の規定により、指名推選の方法を用いる
こととし、議長において指名することにご異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、長崎県選挙管理委員に原 章夫君、

中島廣義君、渡邊敏則君、渡邉敏勝君を指名い

たします。

ただいま指名いたしました被指名人をもって、

長崎県選挙管理委員の当選人とすることにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、原 章夫君、中島廣義君、渡邊敏則

君、渡邉敏勝君、以上4名をもって長崎県選挙
管理委員の当選人とすることに決定されました。

次に、長崎県選挙管理委員の補充員に、西川

克己君、久野 哲君、伊藤譲二君、金原勝彦君

を指名いたします。

ただいま指名いたしました被指名人をもって、

長崎県選挙管理委員の補充員の当選人とするこ

とにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、西川克己君、久野 哲君、伊藤譲二

君、金原勝彦君、以上4名をもって、長崎県選
挙管理委員の補充員の当選人とすることに決定
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されました。

なお、補充員の補欠順位につきましては、た

だいま指名いたしました順序とすることにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり決定されました。

なお、このたび退任されます堀江憲二委員、

久原巻二委員、葺本昭晴委員、髙比良末男委員

には、長きにわたり本県選挙管理委員として、

その重責を果たされました。

その間のご労苦に対し、ここに衷心より謝意

を表する次第でございます。

次に、知事より、第110号議案乃至第113号議
案の送付がありましたので、これを一括して上

程いたします。

ただいま上程いたしました議案について、知

事の説明を求めます―知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 本日、提出いた

しました追加議案について、ご説明いたします。

第110号議案「令和5年度長崎県一般会計補正
予算（第8号）」、第111号議案「令和5年度長
崎県県営林特別会計補正予算（第1号）」、第
112号議案「令和5年度長崎県流域下水道事業会
計補正予算（第3号）」は、「デフレ完全脱却
のための総合経済対策」に伴う国の補正予算等

に早急に対応するために要する経費について計

上し、補正予算の総額は、一般会計454億9,959
万2,000円の増額、特別会計8,512万円の増額、
企業会計2億1,100万円の増額補正をしており
ます。

これを現計予算及び既に提案いたしておりま

す11月補正予算と合算いたしますと、一般会計
8,149億6,428万1,000円、特別会計2,400億
2,921万円、企業会計82億8,213万4,000円とな

ります。

第113号議案は、長崎県教育委員会教育長の
任命について議会の同意を得ようとするもので

あります。

教育委員会教育長といたしまして前川謙介君

を任命しようとするものであります。

適任と存じますので、ご決定を賜りますよう、

よろしくお願いいたします。

以上をもちまして、本日提出いたしました議

案の説明を終わります。

何とぞ、適正なるご決定を賜りますようお願

い申し上げます。

〇議長(徳永達也君) お諮りいたします。

ただいま上程いたしました議案のうち第113
号議案「長崎県教育委員会教育長の任命につい

て議会の同意を求めること」につきましては、

委員会付託並びに質疑・討論を省略し、直ちに

採決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、原案のとおり教育長として、前川

謙介君に同意を与えることにご異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、第113号議案は、原案のとおり同意
を与えることに決定されました。

ただいま上程いたしました第110号議案乃至
第112号議案につきましては、お手元の議案付
託表のとおり予算決算委員会に付託いたします。

本日の会議は、これにて終了いたします。

明日は、11時より、本会議を開きます。
本日は、これをもって散会いたします。

― 午前１０時 ７分 散会 ―
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水 産 部 長 川 口 和 宏 君

農 林 部 長 綾 香 直 芳 君

土 木 部 長 中 尾 吉 宏 君

会 計 管 理 者 吉 野 ゆき子 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

地域振興部政策監 渡 辺 大 祐 君

文化観光国際部政策監 伊 達 良 弘 君
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産業労働部政策監 宮 地 智 弘 君

選挙管理委員会委員長 葺 本 昭 晴 君

代表 監査委 員 下 田 芳 之 君

人事委員会委員 安 達 健太郎 君

公安委員会委員長 安 部 惠美子 君

警 察 本 部 長 中 山  仁 君

監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

田 中 紀久美 君

教育委員会教育次長 狩 野 博 臣 君

教育委員会教育次長 桑 宮 直 彦 君

財 政 課 長 苑 田 弘 継 君

秘 書 課 長 黒 島   航 君

総務文書課長(参事監) 鳥 谷 寿 彦 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 一 瀬 永 充 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１１時 ０分 開議 ―

〇議長(徳永達也君) ただいまから、本日の会議

を開きます。

まず、発議第209号「長崎県議会議員の議員
報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正

する条例案」について、これを議題といたしま

す。

お諮りいたします。

発議第209号につきましては、質疑・討論を
省略し、直ちに採決することにご異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

発議第209号は、可決することの賛否につい
て、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、発議第209号は、原案のとおり可決
されました。

これより、さきに各委員会に付託して審査を

お願いいたしておりました案件について、審議

することにいたします。

まず、総務委員長の報告を求めます。

坂口委員長―15番。
〇総務委員長（坂口慎一君）（拍手）〔登壇〕

総務委員会の審査の結果並びに経過の概要に

ついて、ご報告いたします。

本委員会に付託されました案件は、第82号議
案「職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例」のうち関係部分外10件であります。
慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、いずれも異議なく、原案のとおり可決

すべきものと決定されました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、第92号議案「訴えの提起について」に
関し、中小企業高度化資金貸付金に関する訴え

の提起について、詳しい経緯と今後の債権の回

収はどうなるのかとの質問に対し、法人甲に対

する貸付金について、償還計画に基づき償還が

行われていたが、平成17年度から償還が滞り始
めたため、債権管理室が債権回収に当たり法人

甲の全ての連帯保証人に対して支払請求を行っ
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たが、うち1名の連帯保証人が所有する土地・
建物の所有権が第三者に移転登記されたため、

県の債権保全上、支障を来すことから地方自治

法に基づく当該移転登記の抹消を求め、財産の

保全を図るものである。今後も連帯保証人に対

して、定期的な分納を求めるなど適切な債権の

回収に努めていくとの答弁がありました。

次に、第108号議案「長崎県総合計画チェン
ジ＆チャレンジ2025の変更について」のうち関
係部分に関し、新たな取組項目として、次世代

モビリティにおける実証実験等の推進とあるが、

具体的にどのようなことを考えているのかとの

質問に対し、まずは、ドローンを活用した地域

課題の解決や豊かな県民生活の実現に向けた取

組を考えている。

具体的には、ドローンによる医薬品配送、農

業分野での農薬散布、建設分野での測量や施設

の点検などが行われ始めており、物流や農業、

建設分野での活用を拡大していきたいと考えて

いるとの答弁がありました。

これに対し、物流や農業、建設分野で幅広く

実証実験を進めてほしいと思うが、本県は、海

洋県でもあるので、水中ドローンによる藻場の

状況調査や海底内の構造物検査など、本県独自

の活用についても実証実験をしていただきたい

との意見がありました。

次に、議案外の所管事務一般で論議がありま

した主な事項について、ご報告いたします。

まず、企画部の所管事項について、Ｕ18マイ
ナカード生活応援事業委託に関し、当該事業に

ついては、6月定例会の先議案件であったが、
事業者との契約に時間を要したのはなぜかとの

質問に対し、15歳以下のマイナンバーカードに
は公的個人認証の情報が入っていないなどの理

由もあり、事業に対応できるシステムを準備で

きる事業者の調査に日数を要したことから、10
月24日からの申請受付開始となった。そのため、
当初の申請期間を12月末としていたが、マイナ
ンバーカードの取得を促進し多くの方が申請で

きるよう、1月29日まで申請期限を延長したと
の答弁がありました。

これに対し、マイナンバーカード取得率向上

に加え、物価高騰対策や経済的負担軽減を目的

とした事業でもあるため、できるだけ速やかに

実施することが必要である。

今後、物価高騰対策として即効性のある施策

を検討していただきたいとの意見がありました。

次に、警察本部の所管事項について、若年層

の薬物情勢に関し、近年、若い人たちに大麻が

蔓延しているという報道があるが、本県の情勢

はとの質問に対し、本県の大麻事案による検挙

件数については、令和元年が23人、令和2年は
28人、令和3年は23人、令和4年は25人と高止ま
りしている状況で、各年において30歳未満の検
挙が全体の約5割から7割と、全国と同様に若年
層の占める割合が高い状況にあるとの答弁があ

りました。

これに関連し、高止まり傾向にあるというこ

とだが、若年層に対する啓発活動はどうなって

いるのかとの質問に対し、抑止活動として取締

りの強化のほか、県や教育機関などの関係機関

と情報共有を行っている。また、小学校、中学

校、高校や大学などに対する薬物乱用防止教室

の開催を通じて、年代に応じた薬物の有害性、

危険性の説明や薬物に誘われた時の断り方のロ

ールプレイングなど創意工夫した参加型の取組

を行っているとの答弁がありました。

次に、地域振興部の所管事項について、地域

公共交通の維持・確保に関し、人材確保などの

課題への対応について、どのように考えている
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のかとの質問に対し、全国的にバスなどの運転

士不足が深刻化しており、県内においてもバス

路線の減便や廃止が顕在化している。また、

2024年問題によりさらなる人材不足が懸念さ
れている。

県としては、運転士確保のための合同企業説

明会等の開催や、地域公共交通ネットワークの

再構築という観点から、利用者の少ないバス路

線のデマンド交通への転換支援など、今後、検

討していきたいとの答弁がありました。

これに対し、運転士不足でバス路線が減便と

なるような現状への対応に加えて、10年後、20
年後にはさらなる運転士不足が想定されるので、

自動運転なども含めて、人口減少が進んでいる

離島などにおいて地域交通を確保していくため

のモデル地区となるような取組も検討していた

だきたいとの意見がありました。

次に、秘書・広報戦略部の所管事項について、

戦略的な情報発信及びブランディングの推進に

関し、庁内の各部局が取り組む情報発信関連事

業の実行性向上等を図るため、どのような方に

外部アドバイザーを委嘱し、今後どのように進

めていくのかとの質問に対し、広報戦略や地域

のプロモーション、ブランディング、さらには

デザインなどの各分野において専門的な知見を

有する民間人材を外部アドバイザーとして委嘱

し、専門分野に関する知見を活かしたアドバイ

ス等をいただくことにより、戦略的な情報発信

及びブランディングを一層加速していきたいと

の答弁がありました。

以上のほか、一、ＩＲ関係について、一、ニ

セ電話詐欺について、一、高齢者の事故防止に

ついて、一、長崎県・市町連携会議について、

一、愛宕団地公民館への対応について、一、令

和5年度長崎県石油コンビナート等総合防災訓

練について、一、令和5年度第2回県・佐世保市
政策ミーティングについてなど、総務行政全般

にわたり活発な論議が交わされましたが、その

詳細については、この際、省略させていただき

ます。

以上で、総務委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、よろ

しくお願いいたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) この際、念のため申し上げ

ます。

本委員会と文教厚生委員会に分割して付託い

たしておりました第82号議案「職員の給与に関
する条例等の一部を改正する条例」につきまし

ては、文教厚生委員長の報告終了後に、本委員

会と文教厚生委員会及び観光生活建設委員会並

びに農水経済委員会に分割して付託いたしてお

りました第108号議案「長崎県総合計画チェン
ジ＆チャレンジ2025の変更について」は、農水
経済委員長の報告終了後に、一括して審議する

ことにいたします。

お諮りいたします。

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

まず、第83号議案「長崎県税条例の一部を改
正する条例」について、採決いたします。

本議案は、委員長報告のとおり決することの

賛否について、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第83号議案は、原案のとおり可決さ
れました。
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次に、その他の議案について、一括して採決

いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。

次に、文教厚生委員長の報告を求めます。

千住委員長―21番。
〇文教厚生委員長（千住良治君）（拍手）〔登

壇〕文教厚生委員会の審査結果並びに経過の概

要について、ご報告いたします。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

82号議案「職員の給与に関する条例等の一部を
改正する条例」のうち関係部分外2件でありま
す。

慎重に審査いたしました結果、第82号議案の
うち関係部分につきましては、起立採決の結果、

原案のとおり、可決すべきものと決定されまし

た。

その他の議案につきましては、いずれも異議

なく原案のとおり、可決すべきものと決定され

ました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、第96号議案「公の施設の指定管理者の
指定について」に関し、長崎県難病相談・支援

センターについては、現在の指定管理者とは別

の法人の者からの応募があり、当該法人が指定

管理者候補者となっているが、指定管理者が代

わることで、相談体制等の変更が生じるのかと

の質問に対し、現在の指定管理者の理事長が、

新たな指定管理者の顧問として就任しアドバイ

ザーとしての役割を担うとともに、センター長

やほとんどの相談支援員も雇用される予定であ

るため、相談体制等については大きな変更はな

く、スムーズな事務手続の移行が可能と考えて

いるとの答弁がありました。

それに関連し、相談や地域交流会が活発な県

北地域での相談対応について、今後も継続して

行われるのか。また、連日対応できる窓口業務

を開設することはできないかとの質問に対し、

県北地域においては、現在の指定管理者の県北

支部の協力の確約を得ており、これまでと同様

の支援を行えるよう検討していく。

また、県北地域に限らず、今まで培われてき

た地域ネットワークを活用し、市町の社会福祉

協議会など各地域の拠点となる場所にセンター

へつなぐ簡易的な窓口の設置や、タブレットに

よるオンライン相談体制の整備、公式ＬＩＮＥ

相談窓口の開設、ホームページでの情報発信の

強化等が検討されており、県内各地での相談体

制の充実を図ってまいりたいとの答弁がありま

した。

次に、議案外の所管事務一般で論議のありま

した主な事項について、ご報告いたします。

まず、総務部の所管事項について、公私立学

校の連携した取組の推進に関し、私立学校は公

教育の一翼を担う、重要な役割を果たしており、

今後さらに公私立の連携した取組が必要と考え

る。

現在、公私立合同の校長会等や、県の教育セ

ンターでの、公私立教職員の共同研修などを実

施しているとのことだが、県は今後新たにどの

ような取組を行うのかとの質問に対し、私立教

職員の研修への参加が少ないことから、研修内

容やスケジュールを早めに示し、計画的に参加

できるよう周知に努めるとともに、公私立の児

童生徒が行った課題研究や探究活動を、一緒に
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発表し意見交換する学習機会の場を設けるよう

検討しているとの答弁がありました。

次に、教育委員会の所管事項について、「第

4期長崎県教育振興基本計画（素案）」に関し、
計画のテーマを「つながりが創る豊かな教育」

とし、より、学校・家庭・地域をはじめ、行政

や企業などとも「つながり」を深めながら、地

域を担う子どもたちを地域総がかりで育てる機

運を醸成したいとのことだが、策定に当たり、

これまでの計画と異なる特徴的な取組はあるの

かとの質問に対し、本県の教育や学校に対する

意見を直接子どもたちから聴き、計画や施策に

反映させるため、県内の特別支援学校を含む公

私立の5年生以上の小学生、中学生、高校生へ
WEBによるアンケートを実施した。
また、これまでの計画から内容をコンパクト

にして、つながりのイメージを図示することに

より、忙しい教育現場の方々をはじめ、多くの

県民の皆様が手に取りやすくするとともに、

様々な方々の協力を得ながら、特に取り組んで

いきたいことが伝わりやすいよう作成している

との答弁がありました。

それに関連し、第3期計画の、「夢や憧れ、
その実現に向けて行動している小・中学生の割

合」の指標が第4期計画には入っていないが、
子どもたちが「夢・憧れ・志」を持つことは、

キャリア教育・職業教育の基本となる重要なも

のと考える。また、これから進学・就職する高

校生世代にとっても重要と考えるが、そのよう

な状況の把握について、県としてどう考えてい

るのかとの質問に対し、子どもたちの「夢・憧

れ・志」を育むことは重要であり、第4期計画
の成果指標としては挙げていないが、引き続き

同様のアンケートを行い、子どもたちの状況を

把握し、今後の教育行政の参考にしていきたい

と考えている。

また、「夢・憧れ・志」を抱くことは高校生

にとっても重要であり、キャリア教育は、これ

からをどう生きていくかの「生き方指導」でも

あり、「なりたい自分」にどう近づけていくの

かという面においても大変重要な教育であると

考えているため、どういった聴き方がいいかも

含めて高校生へのアンケートの実施について検

討してまいりたいとの答弁がありました。

次に、福祉保健部の所管事項について、介護

報酬の改定に関し、令和6年度の介護報酬の改
定に当たり、物価高騰や賃金上昇に見合う大幅

増額を期待しているが、県はどのような取組を

行っているのかとの質問に対し、介護事業所の

経営は厳しい状況にあり、県としては今年度、

物価高騰対策を行ったところであるが、国の経

済対策補正を受け、限られた予算の中であるが、

介護分野でも効果的な支援ができないか検討し

ている。

また、本県は国の介護報酬改定の議論に全国

知事会の代表として参加しており、介護人材確

保のための処遇改善を含め、安定的な経営につ

ながる改定となるよう、国に強く要望している

との答弁がありました。

次に、こども政策局の所管事項について、不

妊治療にかかる支援に関し、全額自己負担であ

る先進医療にかかる費用について、令和5年4月
以降に治療を開始した方を対象に、県独自の助

成制度を創設しており、また、利便性の向上を

図るため電子申請等での受付を10月1日から開
始しているが、現在までの申請はどのような状

況かとの質問に対し、申請件数については、12
月8日時点で48件あり、うち電子申請は34件で
約7割となっている。
今後も出産を希望する夫婦が安心して不妊治
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療を受けることができるよう、ＳＮＳ等を利用

し事業の周知に努めるとともに、経済的支援と

併せた相談支援体制の充実など不妊治療にかか

る支援に取り組んでまいりたいとの答弁があり

ました。

最後に、別途、本委員会から「医療機関等の

看護職員の賃上げを可能とする財政支援につい

て」、「医療介護分野における物価高騰と賃上

げに対応するための適切かつ恒常的な財源の確

保について」、「医療・介護・障害福祉分野に

おける処遇改善等について」及び「認知症との

共生社会の実現について」の意見書提出方の動

議を提出しておりますので、併せてよろしくお

願いいたします。

以上のほか、教育及び福祉・保健行政全般に

わたり、熱心な論議が交わされましたが、その

詳細については、この際、省略させていただき

ます。

以上で、文教厚生委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますようお願い

いたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) お諮りいたします。

本委員会と総務委員会に分割して付託いたし

ておりました第82号議案を含め、各議案は、質
疑・討論を省略し、直ちに採決することにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

まず、第82号議案「職員の給与に関する条例
等の一部を改正する条例」について、採決いた

します。

本議案は、委員長報告のとおり決することの

賛否について、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第82号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

次に、第96号議案について、採決いたします。
本議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、第96号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

次に、観光生活建設委員長の報告を求めます。

清川委員長―14番。
〇観光生活建設委員長（清川久義君）（拍手）

〔登壇〕観光生活建設委員会の審査の結果並び

に経過の概要について、ご報告いたします。

本委員会に付託されました案件は、第85号議
案「県民ボランティア活動支援センター条例の

一部を改正する条例」外13件であります。
慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、いずれも異議なく、原案のとおり可決

すべきものと決定されました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、第85号議案「県民ボランティア活動支
援センター条例の一部を改正する条例」に関し、

令和6年度から、平日の開館時間を1時間短縮し、
午後9時までとするとのことだが、午後9時以降
の利用状況はどうなっているのか。また、変更

に当たり、事前に利用者に説明を行ったのかと

の質問に対し、過去4年間で、午後9時以降の利
用は、全体の1割以下となっている。
令和6年度以降も同様に、午後9時以降も利用
したい団体からご意見を伺って、現在は閉館時

間の30分前退出としているものを、改正後は15
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分前退出とすることで、改正案については、概

ね理解を得られたものと考えているとの答弁が

ありました。

次に、第100号議案「契約の締結の一部変更
について」に関し、（仮称）箕形トンネルにお

ける残土処分について、約1億円の増額とのこ
とであるが、トンネル掘削に残土が出るのは当

然であり、事前に想定できたのではないかとの

質問に対し、発注時点では測量に立ち入れなか

ったため、既存の地形図を利用して、盛土量を

想定して土砂の流用を計画していた。

着手後、測量立ち入りの承諾が得られたため、

詳細に測量を行ったところ、必要な土砂の量が

少なくなり、捨土が増えたため、残土処分につ

いて増額が生じたものであるとの答弁がありま

した。

次に、文化観光国際部の所管事項について、

「長崎県総おもてなし宣言」に関し、長崎駅周

辺における様々な大型プロジェクトによるハー

ドの整備が進んでいるが、ソフト面の「おもて

なし力の向上」が重要だと考える。

現在、長崎駅前の歩道橋が狭く、通行帯も明

記されていないため、観光客は通行に苦慮して

いる。また、長崎では、電車やバスに乗る際に、

並んでいないという声がたくさん届いている。

ワンランク上のおもてなしで、観光客を笑顔

にさせる対応を目指すため、2009年の4月から
「長崎県総おもてなし宣言」に取り組んでいる

が、今後どのようにしていこうと考えているの

かとの質問に対し、交通の案内や、標識の問題、

人材の育成、やるべきことが多数あると考えて

いる。

人材の育成に関しては、コンシェルジュの育

成に取り組んでいるが、宿泊業に限られている

のが現状である。

限られた財源の中で、市町、地元の観光連盟

や観光協会とも、しっかり協議をしながら、何

からやっていくべきなのか、引き続き議論を進

めていきたいと考えているとの答弁がありまし

た。

これに対し、長崎県にとって観光は、非常に

重要だと思っている。引き続き前向きに検討い

ただき、充実させてもらいたいとの意見があり

ました。

次に、県民生活環境部の所管事項について、

長崎県のガソリン価格に関し、全国と長崎県、

及び本県本土と離島の価格差はどのようになっ

ているのかとの質問に対し、資源エネルギー庁

の調査によると、直近の12月4日の平均価格は、
本県が全国より8.4円高い状況にある。また、本
土と離島では、令和5年8月平均で、離島が13.5
円高い状況にあるとの答弁がありました。

これに対し、価格差が生じる要因は何か。ま

た、価格差を縮減するためにどのような対策を

行っているのかとの質問に対し、流通コストが

嵩む離島の価格が高く、県平均を押し上げてい

ること、一店舗当たりの販売量が少なく、人件

費等のコストが割高なこと、最西端に位置する

ことで、競争が働きにくい環境が影響している

と考える。

離島の価格対策として、流通コストに着目し

た事業が国において実施されているが、さらな

る価格差是正措置を講じるよう要望を行ってい

る。

また、ガソリン価格は、自由競争の下で設定

されるため、できる対策は限られるが、県独自

の価格調査の結果をホームページで公表してい

るほか、価格のわかりやすい店頭表示について、

業界団体を通じ要請を行っているとの答弁があ

りました。
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次に、交通局の所管事項について、女性運転

士の採用等に関し、女性運転士は現在1名との
ことであるが、他の業界では多く見受けられる

ようになったと感じる。

女性が働きやすい処遇や職場環境となってい

るのかとの質問に対し、これまでも給料のベー

スアップなどの処遇改善を図るほか、女性用の

休憩室等の整備を行ってきたが、今後も意見を

踏まえながら、充実させていきたいと考えてい

るとの答弁がありました。

これに対し、職場環境の充実は必要だが、意

見を求めてというよりは、他の業種の取組状況

を調べたうえで、提案型で進めてはどうか。

運転士確保が困難な状況の中、業界に女性の

進出は乏しいため、女性だけの営業所を造るこ

とや、女性管理者の任用など、大胆な施策を講

じる必要があると考えるがどうかとの質問に対

し、今年度、女性運転士を運行管理者に任用し

たところであり、将来的には営業所長になれる

キャリアパスもあるので、今後周知を図ってい

くとともに、職員の教育・研修を行い、適切に

育てていきたい。

また、バス運転の不安払拭や、バスを身近に

感じてもらえるように、運転体験会などを実施

してＰＲを図り、より多く採用していきたいと

の答弁がありました。

以上のほか、観光生活建設行政全般にわたり

活発な論議が交わされましたが、その詳細につ

いては、この際、省略させていただきます。

以上で、観光生活建設委員会の報告といたし

ます。

議員各位のご賛同をいただきますよう、よろ

しくお願いいたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) お諮りいたします。

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

まず、第88号議案「長崎県営バス運賃等条例
の一部を改正する条例」について、採決いたし

ます。

本議案は、委員長報告のとおり決することの

賛否について、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第88号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

次に、第98号議案「契約の締結の一部変更に
ついて」、採決いたします。

本議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、第98号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

次に、その他の議案について、一括して採決

いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。

次に、農水経済委員長の報告を求めます。

鵜瀬委員長―13番。
〇農水経済委員長（鵜瀬和博君）（拍手）〔登

壇〕農水経済委員会の審査結果並びに経過の概

要について、ご報告いたします。
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今回、本委員会に付託されました案件は、第

106号議案「公の施設の指定管理者の指定につ
いて」外2件であります。
慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、いずれも異議なく、原案のとおり可決

すべきものと決定されました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告申し上げます。

まず、産業労働部の所管事項について、県立

高等技術専門校の見直し案に関し、新たな基幹

産業へのシフトが進む中、県内産業界から真に

求められる人材を育成するため、学科再編等の

見直しを検討しているとのことだが、企業在職

者を受け入れる体制はあるのかとの質問に対し、

高校新卒者だけでなく、企業に在職し、収入を

得ながら技術を習得することも可能であり、「在

職者訓練」を活用した支援も行っているとの答

弁がありました。

それに関連し、離職者等の再就職に向けたス

キルアップのための受講環境を整えるなど、他

の社会人向け講座との差別化を図ることが重要

と考えるとの意見がありました。

次に、松島火力発電所の休廃止に関し、2024
年度をもって1号機は廃止、2号機は休止と発表
されているが、今回の休廃止によって県や地元

西海市は、どのような影響が出ると見込んでい

るのかとの質問に対し、電源開発側からは、新

しく導入する設備に対応するための配置替えや、

既存設備の維持運転にも人員が必要になるため、

全体として雇用は維持されると聞いている。

一方、県においては、電源立地地域対策交付

金の減額に加え、法人事業税等の減少も想定さ

れ、また、西海市においても固定資産税の減少

など財政的な影響があると聞いている。

県としては、西海市と連携し、県内雇用の継

続や脱炭素に向けた投資が行われ、時代の潮流

に合った発電所として維持存続できるよう、国

や電源開発に対して要望を行ったとの答弁があ

りました。

次に、水産部の所管事項について、養殖トラ

フグの県内消費拡大と赤潮被害からの復興に関

し、本県の養殖トラフグは、日本一の生産量で

あるものの、県内での認知度や消費量も少ない

状況である。まずは、県内での消費拡大に向け

た取組と同時に、さきの橘湾赤潮被害からの復

興を図るとともに、イメージアップのためにも、

復興イベントなどを行うつもりはないかとの質

問に対し、県内での消費拡大を図るため、学校

給食での提供などを行っているが、例えば、お

祝いの日にトラフグを食してもらうなど、県民

の方の食習慣に合うような取組を、さらに検討

していきたい。

また、被害からの復活については、加工振興

際やさかな祭り等の大きなイベントでのアピー

ルや、ゆうこうシマアジ丼の販売のような細や

かな取組を、市、漁協、漁業者と協議しながら

考えてまいりたいとの答弁がありました。

これに対し、県内での認知度や消費拡大には、

まずは多くの方が試食することが大事である。

現在、学校給食での取組が行われているため、

これを拡大していただきたいとの意見がありま

した。

次に、農林部の所管事項について、公共施設

への県産木材の活用に関し、この県庁舎におい

ても県産材が使用されており、県内の公共の建

物や公園の構造物には木材を使用できると思う

が、使用状況はどうなっているかとの質問に対

し、公共建築物への木材使用については、林野

庁の試算によると、本県の令和3年度の木造率
は14.4％で、全国の13.2％を上回っている状況
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である。

県産木材を利用した県有施設として、近年で

は県立ろう学校、県立図書館、長崎警察署など

があり、今後、農林技術開発センター、農業大

学校の整備においても、県産木材の利用を検討

することとなっている。

また、公園施設では、県民の森の森林館、管

理棟、バンガロー等に木材を使用しており、今

般のリニューアルに伴い、屋内外の遊具等につ

いても積極的に木材を使用しているとの答弁が

ありました。

これに対し、県産木材の利用促進のため、土

木部等や市町への働きかけはどういう状況かと

の質問に対し、平成16年に当時の林務課から
「公共土木工事等における木材の利用につい

て」という文書を関係各課に通知し、協力をい

ただいており、土木部においても、同年、「県

産品資材の優先使用に関する要領」の改正がな

され、公共工事における土木・建築資材は県産

材の優先使用を特記仕様書に明記するようにな

っている。

また、市町に対しては、平成22年に施行され
た「公共建築物における木材利用の促進に関す

る法律」及び、県で平成23年に策定した「公共
建築物等木材利用促進方針」に基づき、市町の

方針策定について働きかけ等を行った結果、平

成26年度までに全市町において策定されてい
る。加えて、市町が管理する公共施設等の木造・

木質化に要する経費への支援やアドバイザーの

派遣等を行い、市町における木材使用を促進し

ているとの答弁がありました。

次に、株式会社エヌに関し、新型コロナウイ

ルス感染症の関係で、大変苦労したという話を

聞いているが、現在の状況はどのようになって

いるのかとの質問に対し、株式会社エヌは、農

業分野での外国人就労の新たな在留資格である

特定技能の人材を確保するために設立された会

社であり、令和5年11月15日現在で、外国人材
が172名派遣されており、内訳は農業に164名、
漁業に8名となっている。
地域別には島原73名、県央33名、県北26名、
五島20名、対馬2名、県外18名となっている。
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴って、

一時期は外国人材の受入れができない状況が続

いていたが、制限の見直しにより受入れが進ん

でいる状況であるとの答弁がありました。

これに関連し、経営状態はどうなっているの

か。採算は取れている状況なのかとの質問に対

し、今年度は、外国人の受入れも順調に進み、

売上げも増加する計画となっている。

令和4年度は若干の赤字であったが、令和5年
度は、黒字になる予定であり、令和6年度以降、
黒字幅を拡大していく計画となっているとの答

弁がありました。

以上のほか、農水経済行政全般にわたり熱心

な論議が交わされましたが、その詳細について

は、この際、省略させていただきます。

以上で、農水経済委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますようお願い

いたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) お諮りいたします。

本委員会と総務委員会及び文教厚生委員会並

びに観光生活建設委員会に分割して付託いたし

ておりました第108号議案を含め、各議案は、
質疑・討論を省略し、直ちに採決することにご

異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに
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ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。

次に、予算決算委員長の報告を求めます。

吉村委員長―29番。
〇予算決算委員長（吉村 洋君）（拍手）〔登

壇〕予算決算委員会の審査の結果並びに経過の

概要について、ご報告いたします。

本委員会に付託された案件は、第76号議案
「令和5年度長崎県一般会計補正予算（第6号）」
外8件でございます。
慎重に審査いたしました結果、第76号議案、

第79号議案及び第110号議案につきましては、
起立採決の結果、原案のとおり、可決すべきも

のと決定されました。

その他の議案につきましては、いずれも異議

なく、原案のとおり、可決すべきものと決定さ

れました。

以下、本委員会で論議のありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、総務分科会では、ＬＰガス一般消費者

料金高騰対策支援事業費に関し、今回の支援単

価である250円の設定根拠はどうなっているの
か。

また、今回の支援には、ＬＰガス販売事業者

の事業参加が必要になるが、支援は行き届いて

いくのかとの質問に対し、支援単価の設定根拠

については、令和3年8月と令和5年8月の県内の
標準世帯のＬＰガス料金の上昇幅655円に、国
が行う都市ガス支援の世帯補助率40.7％を乗じ
た金額と他県の支援状況を踏まえて、設定して

いる。

また、現在325事業所が参加しており、県内

のＬＰガス利用世帯のうち、99.9％が支援の対
象となると考えているとの答弁がありました。

次に、文教厚生分科会では、物価高騰緊急支

援事業に関し、医療機関、介護事業所等におい

ては、以前からの物価高騰で大変厳しい状況に

あり、即効性のある支援が必要と考えるが、県

はどのように取り組んでいくのかとの質問に対

し、実績型では給付までに時間を要することか

ら、定額単価による給付型とし、申請内容を簡

素化し、速やかに給付ができるようにするとと

もに、閉会後すぐに医療機関や介護・障害福祉

分野に申請の案内ができるよう準備をしている。

申請期間は、令和6年1月31日までとしている
が、今年度中に各事業所へ給付が行き届くよう、

しっかり周知していきたいとの答弁がありまし

た。

次に、観光生活建設分科会では、土木部関係

の「国からの内示状況等」に関し、県事業にお

ける内示状況は、昨年度と比較してどのように

なっているのか。また、今後の発注についてど

のように考えているのかとの質問に対し、約

261億円の内示があり、昨年度より約30億円の
増となっている。

また、全額を繰越明許費として計上している

が、昨年度の経済対策補正では、本年6月末時
点で100％に近い額を執行しているため、今回
も同様に、施工時期の平準化を踏まえながら、

早期発注に努めたいとの答弁がありました。

次に、農水経済分科会では、長崎県製造業物

価高騰対策支援事業費に関し、物価高騰等の影

響を受けている県内製造業者の設備投資等への

支援であるが、県内製造業のどの分野を支援の

対象としているのかとの質問に対し、「物価高

騰対策タイプ」については、分野を限定せず、

食料品製造業などを含む幅広い分野に活用して
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いただくことを想定している。

また、「生産性向上タイプ」では、県内発注

を要件とすることで、航空機や半導体などの成

長分野を中心に、中核企業と県内企業の連携を

促進し、サプライチェーンの強化につなげてい

きたいとの答弁がありました。

以上のほか、補正予算に関し、熱心な論議が

交わされましたが、その詳細については、この

際、省略させていただきます。

以上で、予算決算委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) これより、第76号議案「令
和5年度長崎県一般会計補正予算（第6号）」に
ついて、質疑・討論に入ります。

堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）〔登壇〕 日本共産党

の堀江ひとみです。

ただいま、議題となりました第76号議案「令
和5年度長崎県一般会計補正予算（第6号）」に
ついては、肉用子牛価格下落に対する緊急支援

に要する経費など、県民の暮らしを守る予算は

賛成ですが、以下の内容は賛成できません。

石木ダム関係の新基金設立に要する経費10
億2,862万円。
基金を設立し、石木ダム事業に係る関係住民

の生活再建を図る事業、ダム周辺地域の振興策

を図る事業を行うとしています。平たく言えば、

旧基金「財団法人石木ダム地域振興対策基金」

の復活です。

2013年4月27日付長崎新聞では、「石木ダム
協力金給付手続開始」の見出しで、次のように

伝えています。

県と佐世保市が川棚町に計画している石木ダ

ム建設事業で、県は4月からダム建設を容認し、

土地売却や家屋移転に応じた元地権者などへの

生活再建支援金（協力感謝金）の総額3億5,000
万円の給付手続を始めた。

対象は、反対地権者を含む123世帯で、1世帯
上限500万円、協力感謝金は、土地や家屋の補
償とは別枠で、1979年に当時の久保勘一知事が、
地元説明会で支払いに言及、82年に当時の高田
勇知事が、総額3億円支払うなどとする文書を
住民に配付したとされています。

本議会一般質問で、石木ダムの団結小屋だけ

でも即時撤去をとの質問に土木部長は、「地権

者のご理解とご協力を得て事業を進めたい」と

の趣旨の答弁をしています。

そういう気持ちであるなら、協力感謝金など

の基金の設置とはならないと思います。お金の

力で、反対している人たちの心を変えようとす

ること、半世紀以上も反対して頑張っている方

たちに、実に、失礼な対応です。

大石知事は、私の質問に、「川原の皆さんか

らダムの必要性を議論しなければ話し合いに応

じることはできないと言われた。我々としては、

ダムの必要性を議論する段階にない」と答弁し

ました。

知事、ダムの必要性に自信を持っているなら、

そのことを何度も話し合い、川原の皆さんに理

解してもらえばいいではないですか。

知事は、選挙公約で、「住民に理解してもら

い、石木ダムを進める」としています。そうで

あるなら、工事を今すぐ中断してください。昨

日のように、工事は日々強行しながら、話し合

いを求めてと現場に出向く、まさにパフォーマ

ンスではありませんか。反対住民が求めている

工事を中断して、話し合ってほしい。

大石知事に、住民の願いに応える誠実な対応

を求めて、反対討論といたします。
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〇議長(徳永達也君) 湊議員―7番。
〇７番（湊 亮太君）（拍手）〔登壇〕 自由民

主党の湊 亮太でございます。

会派を代表いたしまして、第76号議案「令和
5年度長崎県一般会計補正予算（第6号）」につ
いて、賛成の立場で意見を申し述べ、議員各位

のご賛同を賜りたいと存じます。

今般の補正予算は、一般会計における職員給

与費の調整のほか、石木ダム関係の新たな基金

の設立に要する経費や、肉用子牛価格の下落に

対する緊急支援に要する経費などが計上されて

おります。

このうち、石木ダム関係予算については、近

年、全国各地で自然災害が頻発化・激甚化する

中、地域住民の安全・安心を確保していくこと

は、何より重要であります。

ダム建設事業においては、地域の皆様のご理

解やご協力が必要ですが、移転により、精神的

にも、経済的にも様々なご負担がかかるため、

生活再建策に向けた支援が必要となります。

その中で、ダム周辺地域の振興と地域住民の

皆様の実情を考慮した生活再建策を具体に提案

できるように、新たな基金の設立を進めるべき

との考えで、知事及び佐世保市長、川棚町長と

も意見が一致され、基金設立の経費が計上され

ているところであります。

石木ダムについては、川棚川の洪水被害を軽

減し、佐世保市の慢性的な水源不足を解消する

など、地域の皆様の安全・安心を守るために必

要不可欠な事業であり、早期の完成を望むもの

であります。

県におかれましては、引き続き、佐世保市及

び川棚町と一体となって、事業の推進に力を注

がれるように要望いたします。

次に、肉用子牛価格の下落に対する支援につ

いてでありますが、県内における肉用子牛価格

は、本年4月以降、大幅に下落しており、7月の
平均が48万4,000円と、9年ぶりに50万円を下回
る水準となるなど、繁殖経営を取り巻く環境は

大変厳しい状況にあります。

この間、県においては、国の支援制度の周知

や資金繰りなどに関する相談窓口を、各振興局

に設置するなど、きめ細やかな支援に努められ

ているものの、生産者の皆様に安心して経営を

継続いただくためには、さらなる対策が求めら

れております。

そうした中、県では、今般の補正予算におい

て、国の価格補填制度と協調した独自の対策と

して、国の制度で補填されない残額の2分の1部
分について、本年4月まで遡及して、支援する
予算を計上されております。

こうした対策は、まさに時宜を得たものであ

り、繁殖農家の経営安定に資するものと大いに

期待しているところであります。

そのほか補正予算については、畜産関係施設

等の整備に対する支援や、建設事業の前倒し発

注のための債務負担行為など、いずれも重要な

事項ばかりであります。

知事におかれましては、今回の補正予算に盛

り込まれた事業について、一刻も早く県民の皆

様に届けていただき、早期に、具体的な効果を

実感いただけるよう、引き続き、ご尽力をいた

だくことを強く要望いたします。

以上、第76号議案の賛成意見を申し述べ、議
員各位のご賛同を賜りますようお願いいたしま

して、賛成の討論とさせていただきます。（拍

手）

〇議長（徳永達也君） 質疑・討論をとどめて、

採決いたします。

本議案は、委員長報告のとおり決することの
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賛否について、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第76号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

お諮りいたします。

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

まず、第79号議案「令和5年度長崎県一般会
計補正予算（第7号）」について、採決いたし
ます。

本議案は、委員長報告のとおり決することの

賛否について、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第79号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

次に、第110号議案「令和5年度長崎県一般会
計補正予算（第8号）」について、採決いたし
ます。

本議案は、委員長報告のとおり決することの

賛否について、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第110号議案は、原案のとおり可決
されました。

次に、その他の議案について、一括して採決

いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。

次に、お手元に配付いたしております動議件

名一覧表のとおり、文教厚生委員会から、政府・

国会あて、意見書提出の動議が提出されており

ますので、これを一括して議題といたします。

お諮りいたします。

各動議は、直ちに採決することにご異議あり

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

各動議は、可決することにご異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、動議は、それぞれ可決されました。

次に、議員派遣の件を議題といたします。

お諮りいたします。

お手元に配付いたしております議員派遣第

97号のとおり、議員を派遣することにご異議あ
りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり決定されました。

次に、各委員会から議会閉会中の付託事件と

して、お手元の一覧表のとおり申し出があって

おりますので、これを許可することにご異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり決定されました。
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以上をもちまして、本定例会に付議されまし

た案件の審議は終了いたしました。

この際、知事より、ご挨拶があります―知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 11月定例県議
会の閉会に当たり、一言、ご挨拶を申し上げま

す。

このたびの議会は、去る11月27日から本日ま
での25日間にわたり開かれましたが、議員の皆
様方には、本会議及び委員会を通して、終始熱

心にご審議いただくとともに、それぞれ適正な

ご決定を賜り、厚く御礼を申し上げます。

この際、議会中の主な動きについて、ご報告

申し上げます。

鳥インフレエンザ発生に伴う防疫対応。

諫早市高来町で回収された死亡野鳥1羽から、
遺伝子検査の結果、昨日、家畜伝染病に指定さ

れている高病原性鳥インフルエンザが確認され

ました。

県では、去る12月18日に、環境省から当該野
鳥の陽性疑いの連絡を受け、直ちに、発見地点

から半径3キロメートル圏内に入る養鶏場2戸
への立入検査を実施し、異常がないことを確認

するとともに、10キロ圏内の野鳥渡来地におけ
る野鳥の監視を強化しております。

また、昨日、養鶏関係者のご出席のもと、鳥

インフルエンザ防疫対策会議を開催し、防疫措

置状況の説明と防疫対策の徹底を依頼するとと

もに、庁内関係部局で構成する警戒連絡会議を

開催し、情報共有と防疫対策を確認したところ

であります。

なお、県内農場における発生予防対策につい

ては、既に11月27日から、県内全ての家禽農場
127戸に消石灰を配布し、緊急消毒を実施して
おります。

今後も、市町や関係団体等の皆様と十分連携

を図りながら、的確な防疫措置を実施し、県内

での発生防止に力を注いでまいります。

九州新幹線西九州ルートの整備促進。

去る12月6日、「与党整備新幹線建設推進プ
ロジェクトチーム九州新幹線（西九州ルート）

検討委員会」が、本年2月以来、約10か月ぶり
に開催されました。

検討委員会では、西九州新幹線における開業

1周年の状況や、九州新幹線西九州ルートをめ
ぐる最近の動きなどについて報告が行われ、併

せて、国土交通省に対し、早期着工に向けた佐

賀県との協議を年内に行い、その結果を来年1
月に報告するよう要請がなされたところであり

ます。

県としては、新鳥栖～武雄温泉間の整備に関

する議論の進展を期待するとともに、引き続き、

こうした状況をしっかりと注視しつつ、関係者

との様々な話し合いを重ねながら、全線フル規

格による整備の実現を目指してまいります。

海洋エネルギー関連産業の振興。

令和4年9月に、再エネ海域利用法に基づく促
進区域に指定された西海市江島沖について、去

る12月13日、国から洋上風力発電事業を実施す
る事業者を選定した旨の発表がなされました。

本県においては、五島市沖に続く2例目の選
定であり、海洋エネルギー関連産業の拠点形成

を目指すうえで大きな前進であると考えており

ます。

今後とも、地元西海市をはじめ、関係者の皆

様と連携し、円滑な事業の推進に取り組むとと

もに、洋上風力発電事業への県内企業の参入促

進を通して、海洋エネルギー関連産業の振興に

力を注いでまいります。

「こども真ん中応援サポーター共同宣言」。

子どもたちが、健やかで、幸せに成長できる
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社会の実現に向けて、去る12月2日、県内23の
女性団体で構成される「子どもを守る長崎ひま

わりプロジェクト」、ココロねっこ運動を推進

している長崎県青少年育成県民会議、長崎県の

3者で、「こども真ん中応援サポーター共同宣
言」を行いました。

これは、国が進める子ども真ん中の社会づく

りの趣旨に賛同し、これまで以上に官民の総力

を結集して取り組んでいくため、「みんなで創

ろうこどもの笑顔溢れる長崎県」を目指して、

県内外に宣言したものであります。

今回の宣言を契機として、子ども・子育て支

援のネットワークを県内全域に有する両団体と

一層連携を図りながら、社会全体で子どもや子

育てを応援する機運を、さらに高めてまいりた

いと考えております。

併せて、新たな企業や団体等にも幅広く働き

かけを行うなど、多様な主体を巻き込みながら、

子どもたちが夢と希望を持って健やかに成長で

きる長崎県づくりを推進してまいります。

石木ダムの推進。

石木ダムについては、川原地区にお住まいの

皆様のご理解とご協力をいただいたうえで、事

業を円滑に推進していくことが重要であると考

えております。

私が事業に反対されている川原地区の皆様と

お会いしましたのは、本年1月11日の話し合い
のお願いのために現地を訪問したのが最後とな

っており、それ以降も、職員によるお願いを継

続しているものの応じていただけない状況が続

いております。

そうした中、昨日、私自身が改めて話し合い

のお願いをするために川原地区を訪問してまい

りましたが、残念ながら、お会いしていただく

ことはできませんでした。

引き続き、石木ダムの早期完成に向けて、工

事工程に沿って、着実に事業を進めつつ、本議

会でご議論いただきました新たな基金等も活用

しながら、川原地区にお住まいの皆様のご理解

とご協力を得られるよう、努力を重ねてまいり

ます。

企業誘致の推進。

去る12月11日、シンガポールに本社を置くオ
ーシャン ネットワーク エクスプレスが、長崎

市への立地を決定されました。

同社は、日本の大手海運会社3社が出資して
設立された企業であり、定期コンテナ船事業を

世界中で展開されております。

そうした中、今回の長崎市への立地に当たっ

ては、新たに「ＯＮＥ ＤＥＪＩＭＡ株式会社」

を設立し、現在、シンガポール本社で行ってい

る経理や市場調査、人事などの業務の一部を担

うこととされ、今後3年間で20名の雇用を予定
されております。

今後とも、雇用の拡大と地域経済の活性化を

目指して、地元自治体や関係機関と連携しなが

ら、企業誘致の推進に力を注いでまいります。

スポーツの振興。

去る11月23日から26日まで開催された「第52
回全国都道府県対抗ボーリング選手権大会」に

おいて、中島佳音選手と原口優馬選手が、混合

2人チーム戦で優勝を飾るとともに、原口優馬
選手は個人総合の優勝と併せて、見事2冠に輝
きました。

また、11月22日から26日まで開催された「第
15回全日本女子選抜ウエイトリフティング選
手権大会」女子64㎏級において、本県出身の溝
口初音選手が準優勝を果たしました。

さらに、12月10日に開催された「第107回日
本陸上競技選手権大会」の女子1万メートルに
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おいて、本県出身の廣中璃梨佳選手が3連覇を
果たしました。

本県選手の活躍は、県民に希望と活力を与え、

県内スポーツの活性化につながるものであるこ

とから、引き続き、競技団体等と連携しながら、

本県スポーツのさらなる振興と競技力の向上に

取り組んでまいります。

このほか、会期中、皆様からお寄せいただき

ました数々の貴重なご意見、ご提言などについ

ては、今後の県政に積極的に反映させてまいり

たいと存じます。

さて、本年も、残すところ、あと僅かとなり

ました。日々寒さが厳しくなる中、皆様方にお

かれましては何かとご多忙のことと存じますが、

どうかくれぐれもご自愛のうえ、ご健勝にて、

輝かしい新年をお迎えになり、ますますご活躍

いただきますよう心からお祈りを申し上げます。

最後になりますが、報道関係の皆様方には、

会期中、終始、県議会の広報について、ご協力

を賜りましたことに御礼を申し上げますととも

に、県民の皆様には、希望に満ちた新年を迎え

られますよう心からお祈り申し上げまして、閉

会の挨拶といたします。

〇議長(徳永達也君) 令和5年11月定例会の閉
会に当たりまして、一言ご挨拶を申し上げます。

去る11月27日に開会いたしました本定例会
も、全ての案件の審議を終了し、本日閉会の運

びとなりました。

この定例会中は、人口減少対策をはじめ、特

定複合観光施設（ＩＲ）区域整備の推進、石木

ダム建設促進、九州新幹線西九州ルートフル規

格による整備の促進、県庁舎跡地活用、教育行

政、土木行政、農業・水産業の振興、医療・福

祉行政など、当面する県政の重要課題について、

終始熱心にご論議をいただきました。

この間の議員各位のご努力と知事をはじめ、

理事者の皆様並びに報道関係の皆様のご協力に

対しまして、心から厚くお礼を申し上げます。

さて、この一年を振り返りますと、九州新幹

線西九州ルートは、開業から1年を迎え、各地
で賑わいが創出されたところであり、さらに11
月には長崎駅の大型商業施設が開業し、長崎ス

タジアムシティの建設が進むなど、「まち」の

佇まいは一気に変わり、100年に一度といった
ような変化が訪れている状況を鑑みますと、県

政の発展を図るべく数多くの諸施策が着実に推

進されていることは、誠に慶びにたえないとこ

ろでございます。

一方、新型コロナウイルス感染症の区分が5
類に変更されたことに伴い、少しずつコロナ禍

前の生活スタイルに戻ると同時に、社会経済活

動においても正常化が見られておりますが、ウ

クライナ情勢による世界的なエネルギー・食料

品等の物価高騰により、経済活動においては正

常化が進まない状況が続いております。

また、加えて、イスラエル情勢の悪化により、

物価高騰に歯止めがかからない状況ではありま

すが、県においては、国の物価高騰・デフレ完

全脱却のための経済対策に迅速に対応した補正

予算等により、粘り強く県内経済の回復に向け

て対策が行われているところでありますので、

引き続き県議会といたしましても、これらに対

する取組を後押しするとともに、理事者や関係

団体等と連携しながら、必要な対策に取り組ん

でまいりたいと存じます。

さて、本年もいよいよ残すところ2週間足ら
ずとなりました。

年の瀬を迎え、何かとご多忙のことと存じま

すが、皆様方には、くれぐれもご自愛のうえ、

ご健勝にて輝かしい新年をお迎えになりますよ
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う心からお祈り申し上げ、閉会に当たってのご

挨拶といたします。

これをもちまして、令和5年11月定例会を閉
会いたします。

― 午後零時１５分 閉会 ―



議 長       徳 永 達 也

副 議 長       山 本 由 夫
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署 名 議 員    まきやま 大  和
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